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は じ め に

この度の東日本大震災により、被災された皆様に対し、心よりお見舞い申し上げます。

この大震災は、東北地方を中心とした地域に甚大な被害をもたらすと同時に、首都圏

では交通機能の乱れに伴って大量の帰宅困難者が発生する事態を引き起こし、私たちの

生活の一部を担う交通機能の役割の重要性を再認識いたしました。又、原発事故が発生

したことによって原子力発電所の停止が相次ぎ、エネルギー基本計画の見直しが必要と

なるなど、我が国のエネルギーをとりまく状況が大きく変わることが予想されます。

独立行政法人交通安全環境研究所は、この重要な陸上交通分野の安全、環境、エネ

ルギーに係る研究を行う独立行政法人として、行政支援研究に取り組んできたところ

であり、本フォーラムでは、その研究成果のご紹介に加え、自動車や公共交通の未来

像などについて会場からもご参画いただきつつ議論する予定です。

当所としては、今回のフォーラムの開催が、今後、市民、行政、産業界等が一体となっ

て安全、安心で環境に優しいモビリティ社会づくり、我が国技術の国際展開を推進し

ていく上での一つのきっかけとなればと考えております。

また、来場された皆様から忌憚のないご意見をいただくことにより、今後の当研究

所の活動をより充実し、当研究所に対する社会的な信頼と期待に的確かつタイムリー

に応える所存でございます。

今後とも、皆様のご理解、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成２３年１１月

独立行政法人　交通安全環境研究所

理事長　大　橋　徹　郎







吉永 純（発表者）
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環境研究領域における研究の概要と方向性 
 

環境研究領域長   ※後藤 雄一 

 

１．はじめに 

世界的に注目される環境問題とエネルギー問題の

両問題は今後の重要課題である。自動車の環境保全

といった自動車利用者や国民の立場に立つ研究や審

査、自動車による大気汚染等の環境基準達成１）、二

酸化炭素排出削減目標達成といった国の目標に直結

する業務の実施が当研究所の環境分野の使命である。 

環境研究領域は自動車の環境に係る技術基準案の

策定等を中心として、エネルギー資源の節約及び多

様化、地球環境の保全、地域環境の改善及び測定評

価技術の高度化を重点的分野としている。 

これら分野に対し基準策定等の国の環境対策に資

する目的の研究に限定し、〈1〉大気汚染等の実態の把

握及び分析、〈2〉環境、エネルギー対策の評価手法の

開発及び効果の予測、（3）技術基準案の策定、国際基

準調和活動、〈4〉環境、エネルギー対策実施後の効果

の評価、並びに〈5〉新技術の開発及び普及促進にお

ける産学官連携の中核的役割、という〈1〉から〈5〉

のサイクルによる研究目的の重点化を進めている。 

２．研究の概要 

 環境研究領域の研究は、特別研究、経常研究、国受

託研究、競争的資金、民間受託研究に分かれる。主な

テーマを以下に挙げる。下線は新規課題を示す。 

２．１．特別研究、経常研究（H23年度） 

特別・経常研究は７件に重点化を進めた。 

○ HEV, EV を含む次世代自動車に対する排出ガ

ス・燃費試験方法に関する研究（特別研究） 

○ 自動車の実走行時における騒音の実態解析と

評価指標に関する研究 

○ 車載分析装置による実路走行時のCH4・N2Oの排

出実態把握と排出低減対策に関する研究 

○ 自動車起源 VOC 排出実態の把握と新たな試験

手順の策定 

○ 蓄電装置の車両適合性に関する研究 

○ 低燃費車に対応した燃費試験法の高度化研究 

○ 次世代バイオマス燃料の重量車への車両適用

性とGHG排出量の評価に関する調査研究 

２．２．国から委託された試験調査（H22年度実績） 

「横断的プロジェクト」として、 

○ 次世代低公害車開発・実用化促進事業 

主な試験調査として 

○ 電気駆動車両のバッテリ性能劣化調査 

○ 超小型モビリティの仕様における要件に関

する技術検討業務 

○ ハイブリッド車等の静音性に関する対策の

基準化に向けた自動車技術及び社会需要性

に関する調査 

○ 自動車排出ガス性能劣化要因分析事業 

○ 粒子状物質の粒子数測定法確立の調査 

○ 新たな排出ガス検査方法に関する調査 

○ 自動車の環境性能の評価及び公表のあり方

に関する調査 

○ 新燃料の安全性・低公害性評価事業 

２．３．競争的資金による研究（H22年度実績） 

○ 実路走行条件におけるバイオ燃料（HVO等）

による車両の環境負荷評価（IEA） 

○ 超高感度分光法によるニトロ化合物リアル

タイム検出器の開発（環境省） 

３．研究の方向性 

３．１．地球環境の保全 

地球温暖化対策は喫緊の課題として非常に重要な

課題であり、現在の環境研究領域の重要課題と考え

る。50%減から 80％減に至る大幅な CO2排出量低減の

ためには、将来的に電気動力を加えた車の大量導入が

必要と考えられる。燃料電池自動車の早急な普及が望

めない段階では、ハイブリッド自動車、プラグインハ

イブリッド自動車、電気自動車の普及を促進する必要

がある。特に高性能な車載用バッテリの開発は大幅な

CO2 排出量低減には不可欠である。さらに、次世代プ

ロジェクトでは、バッテリの課題を非接触外部給電に

より解決するプラグレス・プラグイン・ハイブリッド

電動路線バス（IPSハイブリッドバス）だけではなく、

物流分野での大幅な CO2排出量低減を目指して電気・

プラグインハイブリッドトラック、高効率ハイブリッ

ドトラックの開発を行うこととした。公共交通利用と

物流利用の CO2排出量低減の両面から社会的に近未来

の重要な地球温暖化対策の一つと考える。 

−−1−−



 

 

環境研究領域における研究の概要と方向性 
 

環境研究領域長   ※後藤 雄一 

 

１．はじめに 

世界的に注目される環境問題とエネルギー問題の

両問題は今後の重要課題である。自動車の環境保全

といった自動車利用者や国民の立場に立つ研究や審

査、自動車による大気汚染等の環境基準達成１）、二

酸化炭素排出削減目標達成といった国の目標に直結

する業務の実施が当研究所の環境分野の使命である。 

環境研究領域は自動車の環境に係る技術基準案の

策定等を中心として、エネルギー資源の節約及び多

様化、地球環境の保全、地域環境の改善及び測定評

価技術の高度化を重点的分野としている。 

これら分野に対し基準策定等の国の環境対策に資

する目的の研究に限定し、〈1〉大気汚染等の実態の把

握及び分析、〈2〉環境、エネルギー対策の評価手法の

開発及び効果の予測、（3）技術基準案の策定、国際基

準調和活動、〈4〉環境、エネルギー対策実施後の効果

の評価、並びに〈5〉新技術の開発及び普及促進にお

ける産学官連携の中核的役割、という〈1〉から〈5〉

のサイクルによる研究目的の重点化を進めている。 

２．研究の概要 

 環境研究領域の研究は、特別研究、経常研究、国受

託研究、競争的資金、民間受託研究に分かれる。主な

テーマを以下に挙げる。下線は新規課題を示す。 

２．１．特別研究、経常研究（H23年度） 

特別・経常研究は７件に重点化を進めた。 

○ HEV, EV を含む次世代自動車に対する排出ガ

ス・燃費試験方法に関する研究（特別研究） 

○ 自動車の実走行時における騒音の実態解析と

評価指標に関する研究 

○ 車載分析装置による実路走行時のCH4・N2Oの排

出実態把握と排出低減対策に関する研究 

○ 自動車起源 VOC 排出実態の把握と新たな試験

手順の策定 

○ 蓄電装置の車両適合性に関する研究 

○ 低燃費車に対応した燃費試験法の高度化研究 

○ 次世代バイオマス燃料の重量車への車両適用

性とGHG排出量の評価に関する調査研究 

２．２．国から委託された試験調査（H22年度実績） 

「横断的プロジェクト」として、 

○ 次世代低公害車開発・実用化促進事業 

主な試験調査として 

○ 電気駆動車両のバッテリ性能劣化調査 

○ 超小型モビリティの仕様における要件に関

する技術検討業務 

○ ハイブリッド車等の静音性に関する対策の

基準化に向けた自動車技術及び社会需要性

に関する調査 

○ 自動車排出ガス性能劣化要因分析事業 

○ 粒子状物質の粒子数測定法確立の調査 

○ 新たな排出ガス検査方法に関する調査 

○ 自動車の環境性能の評価及び公表のあり方

に関する調査 

○ 新燃料の安全性・低公害性評価事業 

２．３．競争的資金による研究（H22年度実績） 

○ 実路走行条件におけるバイオ燃料（HVO等）

による車両の環境負荷評価（IEA） 

○ 超高感度分光法によるニトロ化合物リアル

タイム検出器の開発（環境省） 

３．研究の方向性 

３．１．地球環境の保全 

地球温暖化対策は喫緊の課題として非常に重要な

課題であり、現在の環境研究領域の重要課題と考え

る。50%減から 80％減に至る大幅な CO2排出量低減の

ためには、将来的に電気動力を加えた車の大量導入が

必要と考えられる。燃料電池自動車の早急な普及が望

めない段階では、ハイブリッド自動車、プラグインハ

イブリッド自動車、電気自動車の普及を促進する必要

がある。特に高性能な車載用バッテリの開発は大幅な

CO2 排出量低減には不可欠である。さらに、次世代プ

ロジェクトでは、バッテリの課題を非接触外部給電に

より解決するプラグレス・プラグイン・ハイブリッド

電動路線バス（IPSハイブリッドバス）だけではなく、

物流分野での大幅な CO2排出量低減を目指して電気・

プラグインハイブリッドトラック、高効率ハイブリッ

ドトラックの開発を行うこととした。公共交通利用と

物流利用の CO2排出量低減の両面から社会的に近未来

の重要な地球温暖化対策の一つと考える。 
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蓄電装置の車両適合性に関する研究では、車両の電

動化に重要な蓄電装置についてLCA評価やその劣化に

よる燃費等の車両性能への影響を知るために一充電

走行距離や電力量消費率の変化等の調査を進めた。 

カーボンニュートラルと言われるバイオマス燃料

によるディーゼルエンジンの研究は、低公害を維持し

つつ CO2排出量増大を実効上緩和する方策であり今後

更に重要性が増すと考える。特に日本では廃食用油バ

イオ燃料が利用されておりその現状・課題を明らかに

するとともに、課題の対策の一つとしてHVO(水素化バ

イオ燃料)やBTL（バイオ合成軽油）についても注目し

て可能性調査を進める必要がある。 

また、当研究所は CO2 以外の地球温暖化物質の N2O

やメタンにも以前から注目している。特にディーゼル

車の後処理装置から排出されるN2O排出量は燃費低減

による CO2排出量と比べ無視できないことが明らかと

なりハイブリッド化やポスト新長期対応による変化

等について継続的に調査している。さらに今後、CO2

低減策として車両の小型化、軽量化が進められること

から、超小型車両の社会導入へのあり方の検討も進め

る必要がある。 

３．２．エネルギー資源の節約及び多様化 

エネルギーの有効活用の観点からエネルギー利用

の高効率化と再生エネルギーを利用した多様化が一

層重要になる。とくに、福島原子力発電所の事故によ

る原子力エネルギーの見直しから従来燃料における

燃費低減と再生エネルギーを含めたクリーンな石油

代替燃料の利用の観点が今後重要である。次世代低公

害車開発･実用化促進プロジェクトは多様な新燃料や

新動力の利用により将来のエネルギー問題に対応す

るため、今までの成果を踏まえた複数の選択肢を持ち

つつ低環境負荷車両の開発･普及を目指している。特

別研究ではHEV, EVを含む次世代自動車に対する排出

ガス・燃費試験方法を求めて、適正な評価の確立を図

る。さらに、燃費向上を進めた最新車両に対応する燃

費試験法の高度化を進める必要がある。 

多様なエネルギー源の追求の観点から、次世代バイ

オ燃料の製造・利用の方向性を示すために、次世代バ

イオマス燃料（HVO, BTL等）の重量車への車両適用性

や、WTW における GHG（温暖化ガス）排出量削減の効

果評価によってGHG排出量削減と車両適用性を両立し

た次世代バイオ燃料の普及を促進させる必要がある。 

３．３．地域環境の改善 

地域環境の改善は、一般環境大気測定局でほぼ環境

基準を達成している一方、沿道の自動車排出ガス測定

局では排出改善があるものの未だ充分には改善され

ていない渋滞交差点等の局所的な排出実態の把握が

今後重要な課題である。さらに、ほとんど環境基準が

未達成のオキシダントについては、原因物質として

VOC、NOxが関与していると考えられ、生成機構を考慮

した対策が必要である。 

また、規制物質の排出改善が進んでいるが、微量未

規制物質等は未だその実態は明らかでない。すなわ

ち、粒子状物質の量的低減に加え粒子数や粒子組成等

の質的改善へ、従来の規制物質による局所汚染防止や

微量未規制物質中の有害物質低減による改善へと今

後は「量」から「質」に課題が移ると考える。騒音対

策についても、現行の加速走行騒音試験法では試験時

アクセル操作に対して加速が遅れる車両が現れたた

め、新たな加速走行騒音試験法が必要となっている。

ハイブリッド車等の静穏性対策については世界に先

駆けたガイドラインの策定に引き続き技術基準化を

進めつつある。 

自動車車室内における人体への有害物質暴露状況

調査を進める経常研究の中で、高速道路上での NO2濃

度実態と車室内への影響が、トンネル等の密閉空間で

は無視できない場合があることを示した。 

３．４．測定評価技術の高度化 

 3.1から3.2に応えるために一般的に測定対象の時

間的･空間的･量的･質的（有害な分子選択等）分解能

の向上が不可欠である。量的測定向上が進められてき

たが、今後は量だけでなく時間的・空間的・質的分解

能向上が必要と考える。排出ガス関連では粒子状物質

や微量未規制物質の高分解能測定技術の開発が必要

である。自動車排出ガス中のニトロフェノールの定量

測定手法や超高感度分光法によるニトロ化合物リア

ルタイム検出器の開発等を進めている。 

４．まとめ 

環境研究領域における研究の概要について述べ、今

後の方向性について示した。今後重要度を増す地球温

暖化対策やエネルギー資源の節約及び多様化への重

点化を進めてゆく必要がある。加えて基盤技術として

測定評価技術の高度化が不可欠である。 

５．参考文献 
１）中央環境審議会、今後の自動車排出ガス低減対策
のあり方について、平成22年 7月 28日 
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１．はじめに 

地域の大気汚染や地球温暖化という環境問題に対

して、自動車の排出ガスが大きな影響を及ぼしている。

特に大型ディーゼル車は、自動車排出ガス中でNOｘと

PM１）、１台当たりのCO2排出量で大きな寄与を占める。

尼崎や東京都等の公害訴訟の対策が必要とされる背

景の中で国土交通省は、平成13年 12月に環境自動車

開発・普及総合戦略会議を開催してNOｘとPMの排出

ガス目標と燃費について大型ディーゼル代替車の目

標を定めた。また、2020年の地球温暖化対策中期目標

（1990年比25％削減）に向け、運輸部門のうち多く

のCO2を排出する大型車分野においても抜本的な車両

単体対策が必要とされた。 

大型ディーゼル車に代替し得る排出ガスがゼロあ

るいはゼロに近く、CO2 の排出も少ない「次世代低公

害車」の開発の促進及び安全･環境基準案の策定を行

うべく国土交通省が（独）交通安全環境研究所に事業

を委託し、ここを中核的研究機関と位置づけて、自動

車メーカー、部品メーカー、大学等の産学官による連

携の下に事業を実施した。次世代低公害車開発促進プ

ロジェクト（第 1 期、H14-H16）と次世代低公害車開

発・実用化促進プロジェクト（第 2 期、H17-H22）を

進め、平成 23 年度から第 3 期を開始する。これら大

型車両は、初期の段階では市場規模が小さい上に相当

な開発コストもかかるため、その開発･実用化を促進

すべく産学官の総合的な取り組みによる本プロジェ

クトを開始した。 

本プロジェクトは大都市を中心とした厳しい大気

汚染問題を抜本的に解決し地球温暖化対策に資する

ため、排出ガス性能を大幅に改善させ、CO2 の排出量

を低減した、大型ディーゼル車に代替する「次世代低

公害車」の開発を促進するために、安全上･環境上の

技術基準案、部品標準化等の策定を目指した事業であ

る。国の目標達成のための先導的技術開発（インフラ

整備や法制・基準策定などを必要とする先進的技術開

発）における産学官連携等の中核的役割を担うものと

して次世代低公害車開発促進プロジェクトは位置付

けられる。 

本報告では、次世代低公害車開発･実用化促進プロ

ジェクトについて、これまでに開発した車両の実用化

普及促進と第 3 期の新たな車両の開発促進の取り組

みについて述べる。 
 

２．プロジェクトの基本的概要 
２．１．第１期プロジェクトの概要と基本的考え方 
第１期プロジェクトは、実施計画等を検討するため

に、国土交通省内に「次世代低公害車開発促進会議」

を設置するとともに、開発する低公害車の種別ごとに

ＷＧを設置して技術的な検討を行った。DMEトラック、

天然ガストラック、シリーズ及びパラレルハイブリッ

ドバス、スーパークリーンディーゼルエンジンの開

発・技術基準検討が行われた。その基本的な考え方は、

技術的に可能な限り NOｘは新長期規制値の 1／10 以

下（一部1／4）、PMはほぼゼロにすることを基本とし、

従来の燃費を維持しつつ低公害性を重視する開発を

した。その結果、すべての車両で当初の目標をほぼ達

成し、一部の車両は目標以上の成果を得た。成果は平

成16年度の東京モーターショウで発表された。 
２．２．第２期プロジェクトの概要と基本的考え方 
第１期プロジェクトの成果を受けて、実用化･普及

を促進するために①試作車の実証試験を行い、技術基

準等の一層の整備を図ること、②将来有望な新たな次

世代低公害技術の準備をすることから新たな次世代

低公害車の取り組みが必要となった。 

その基本的な考え方は、試作車の実証試験では実証

公道走行試験等を通じて走行データを収集して技術

基準等の一層の整備を進め、新たな次世代低公害車の

開発促進では、開発段階にある新たな次世代低公害車

の開発を促進するため、試作･評価を通して技術基準

案等（指針）を策定するものである。 

これら２つの施策により、次世代低公害車の開発･

実用化･普及を総合的に推進する。 
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蓄電装置の車両適合性に関する研究では、車両の電

動化に重要な蓄電装置についてLCA評価やその劣化に

よる燃費等の車両性能への影響を知るために一充電

走行距離や電力量消費率の変化等の調査を進めた。 

カーボンニュートラルと言われるバイオマス燃料

によるディーゼルエンジンの研究は、低公害を維持し

つつ CO2排出量増大を実効上緩和する方策であり今後

更に重要性が増すと考える。特に日本では廃食用油バ

イオ燃料が利用されておりその現状・課題を明らかに

するとともに、課題の対策の一つとしてHVO(水素化バ

イオ燃料)やBTL（バイオ合成軽油）についても注目し

て可能性調査を進める必要がある。 

また、当研究所は CO2 以外の地球温暖化物質の N2O

やメタンにも以前から注目している。特にディーゼル

車の後処理装置から排出されるN2O排出量は燃費低減

による CO2排出量と比べ無視できないことが明らかと

なりハイブリッド化やポスト新長期対応による変化

等について継続的に調査している。さらに今後、CO2

低減策として車両の小型化、軽量化が進められること

から、超小型車両の社会導入へのあり方の検討も進め

る必要がある。 

３．２．エネルギー資源の節約及び多様化 

エネルギーの有効活用の観点からエネルギー利用

の高効率化と再生エネルギーを利用した多様化が一

層重要になる。とくに、福島原子力発電所の事故によ

る原子力エネルギーの見直しから従来燃料における

燃費低減と再生エネルギーを含めたクリーンな石油

代替燃料の利用の観点が今後重要である。次世代低公

害車開発･実用化促進プロジェクトは多様な新燃料や

新動力の利用により将来のエネルギー問題に対応す

るため、今までの成果を踏まえた複数の選択肢を持ち

つつ低環境負荷車両の開発･普及を目指している。特

別研究ではHEV, EVを含む次世代自動車に対する排出

ガス・燃費試験方法を求めて、適正な評価の確立を図

る。さらに、燃費向上を進めた最新車両に対応する燃

費試験法の高度化を進める必要がある。 

多様なエネルギー源の追求の観点から、次世代バイ

オ燃料の製造・利用の方向性を示すために、次世代バ

イオマス燃料（HVO, BTL等）の重量車への車両適用性

や、WTW における GHG（温暖化ガス）排出量削減の効

果評価によってGHG排出量削減と車両適用性を両立し

た次世代バイオ燃料の普及を促進させる必要がある。 

３．３．地域環境の改善 

地域環境の改善は、一般環境大気測定局でほぼ環境

基準を達成している一方、沿道の自動車排出ガス測定

局では排出改善があるものの未だ充分には改善され

ていない渋滞交差点等の局所的な排出実態の把握が

今後重要な課題である。さらに、ほとんど環境基準が

未達成のオキシダントについては、原因物質として

VOC、NOxが関与していると考えられ、生成機構を考慮

した対策が必要である。 

また、規制物質の排出改善が進んでいるが、微量未

規制物質等は未だその実態は明らかでない。すなわ

ち、粒子状物質の量的低減に加え粒子数や粒子組成等

の質的改善へ、従来の規制物質による局所汚染防止や

微量未規制物質中の有害物質低減による改善へと今

後は「量」から「質」に課題が移ると考える。騒音対

策についても、現行の加速走行騒音試験法では試験時

アクセル操作に対して加速が遅れる車両が現れたた

め、新たな加速走行騒音試験法が必要となっている。

ハイブリッド車等の静穏性対策については世界に先

駆けたガイドラインの策定に引き続き技術基準化を

進めつつある。 

自動車車室内における人体への有害物質暴露状況

調査を進める経常研究の中で、高速道路上での NO2濃

度実態と車室内への影響が、トンネル等の密閉空間で

は無視できない場合があることを示した。 

３．４．測定評価技術の高度化 

 3.1から3.2に応えるために一般的に測定対象の時

間的･空間的･量的･質的（有害な分子選択等）分解能

の向上が不可欠である。量的測定向上が進められてき

たが、今後は量だけでなく時間的・空間的・質的分解

能向上が必要と考える。排出ガス関連では粒子状物質

や微量未規制物質の高分解能測定技術の開発が必要

である。自動車排出ガス中のニトロフェノールの定量

測定手法や超高感度分光法によるニトロ化合物リア

ルタイム検出器の開発等を進めている。 

４．まとめ 

環境研究領域における研究の概要について述べ、今

後の方向性について示した。今後重要度を増す地球温

暖化対策やエネルギー資源の節約及び多様化への重

点化を進めてゆく必要がある。加えて基盤技術として

測定評価技術の高度化が不可欠である。 

５．参考文献 
１）中央環境審議会、今後の自動車排出ガス低減対策
のあり方について、平成22年 7月 28日 
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１．はじめに 

地域の大気汚染や地球温暖化という環境問題に対

して、自動車の排出ガスが大きな影響を及ぼしている。

特に大型ディーゼル車は、自動車排出ガス中でNOｘと

PM１）、１台当たりのCO2排出量で大きな寄与を占める。

尼崎や東京都等の公害訴訟の対策が必要とされる背

景の中で国土交通省は、平成13年 12月に環境自動車

開発・普及総合戦略会議を開催してNOｘとPMの排出

ガス目標と燃費について大型ディーゼル代替車の目

標を定めた。また、2020年の地球温暖化対策中期目標

（1990年比25％削減）に向け、運輸部門のうち多く

のCO2を排出する大型車分野においても抜本的な車両

単体対策が必要とされた。 

大型ディーゼル車に代替し得る排出ガスがゼロあ

るいはゼロに近く、CO2 の排出も少ない「次世代低公

害車」の開発の促進及び安全･環境基準案の策定を行

うべく国土交通省が（独）交通安全環境研究所に事業

を委託し、ここを中核的研究機関と位置づけて、自動

車メーカー、部品メーカー、大学等の産学官による連

携の下に事業を実施した。次世代低公害車開発促進プ

ロジェクト（第 1 期、H14-H16）と次世代低公害車開

発・実用化促進プロジェクト（第 2 期、H17-H22）を

進め、平成 23 年度から第 3 期を開始する。これら大

型車両は、初期の段階では市場規模が小さい上に相当

な開発コストもかかるため、その開発･実用化を促進

すべく産学官の総合的な取り組みによる本プロジェ

クトを開始した。 

本プロジェクトは大都市を中心とした厳しい大気

汚染問題を抜本的に解決し地球温暖化対策に資する

ため、排出ガス性能を大幅に改善させ、CO2 の排出量

を低減した、大型ディーゼル車に代替する「次世代低

公害車」の開発を促進するために、安全上･環境上の

技術基準案、部品標準化等の策定を目指した事業であ

る。国の目標達成のための先導的技術開発（インフラ

整備や法制・基準策定などを必要とする先進的技術開

発）における産学官連携等の中核的役割を担うものと

して次世代低公害車開発促進プロジェクトは位置付

けられる。 

本報告では、次世代低公害車開発･実用化促進プロ

ジェクトについて、これまでに開発した車両の実用化

普及促進と第 3 期の新たな車両の開発促進の取り組

みについて述べる。 
 

２．プロジェクトの基本的概要 
２．１．第１期プロジェクトの概要と基本的考え方 
第１期プロジェクトは、実施計画等を検討するため

に、国土交通省内に「次世代低公害車開発促進会議」

を設置するとともに、開発する低公害車の種別ごとに

ＷＧを設置して技術的な検討を行った。DMEトラック、

天然ガストラック、シリーズ及びパラレルハイブリッ

ドバス、スーパークリーンディーゼルエンジンの開

発・技術基準検討が行われた。その基本的な考え方は、

技術的に可能な限り NOｘは新長期規制値の 1／10 以

下（一部1／4）、PMはほぼゼロにすることを基本とし、

従来の燃費を維持しつつ低公害性を重視する開発を

した。その結果、すべての車両で当初の目標をほぼ達

成し、一部の車両は目標以上の成果を得た。成果は平

成16年度の東京モーターショウで発表された。 
２．２．第２期プロジェクトの概要と基本的考え方 
第１期プロジェクトの成果を受けて、実用化･普及

を促進するために①試作車の実証試験を行い、技術基

準等の一層の整備を図ること、②将来有望な新たな次

世代低公害技術の準備をすることから新たな次世代

低公害車の取り組みが必要となった。 

その基本的な考え方は、試作車の実証試験では実証

公道走行試験等を通じて走行データを収集して技術

基準等の一層の整備を進め、新たな次世代低公害車の

開発促進では、開発段階にある新たな次世代低公害車

の開発を促進するため、試作･評価を通して技術基準

案等（指針）を策定するものである。 

これら２つの施策により、次世代低公害車の開発･

実用化･普及を総合的に推進する。 

−−2−− −−3−−



 

 

第２期では、これまでの成果を活用した非接触給電

ハイブリッド自動車及び第１期の車両に加えてＬＮ

Ｇ自動車、ＦＴＤ自動車、水素エンジンの開発・技術

基準検討と実証走行試験を実施した。 

特に平成１９年度からは、開発の進んだ車種から順

次、試作車を実際の運送事業、バス事業に使用して環

境性能、操作性、乗り心地、耐久性等に関するデータ

を収集し、これを踏まえて実際の事業に使えるレベル

まで車両を改良していく実証モデル事業を実施し、実

用性の向上を図っている。現在の各車種の状況及び課

題は大別すると次の通りである。 

①実用レベルの基本性能を確保できたもの（ＤＭＥ自

動車、大型ＣＮＧ自動車、ＬＮＧ自動車、ＦＴＤ自

動車、非接触給電ハイブリッド自動車） 

②実用性向上のため要素技術の開発が必要なもの（ス

ーパークリーンディーゼルエンジン） 

③燃料の導入状況を踏まえるべきもの（ＤＭＥ自動

車、ＬＮＧ自動車、ＦＴＤ自動車等） 

④インフラ側の技術開発・整備と一体的な車両技術開

発を進めるべきもの（非接触給電ハイブリッド自動

車等） 

⑤プロジェクトとしての開発を中断し、今後の技術

開発動向を注視していくもの（水素エンジン） 

この内、大型ＣＮＧ自動車、ＬＮＧ自動車、水素エ

ンジンは平成２１年度で終了とした。表１に各車両の

取り組み状況を示す。 

２．１．非接触給電ハイブリッドバス 

非接触給電ハイブリッドバスは、内燃機関と電気モ

ーターの両者を動力源として使うハイブリッド自動

車で低公害性と低燃費性に優れる。非接触外部給電シ

ステムと組合わすことにより、ハイブリッド走行と電

気自動車走行を目的別に効率的に使用可能である。営

業車両として東京都、上高地等で実証運行を行い、平

成 22 度は都市・地域整備局と協働で充電施設の検証

等も合わせた評価を行ってきた。技術ガイドライン策

定を進め平成23年度に終了する予定である。 

２．２.スーパークリーンディーゼルエンジン 

スーパークリーンディーゼルエンジン（SCD）は、

過給器、ＥＧＲを含めた吸排気系、燃料噴射系等に各

種最新技術を駆使して、燃費改善とともに排出ガスを

大幅に低減した究極の次世代エンジンである。 

世界トップクラスの排出ガス性能を達成するとと

もに先端要素技術を活用して燃費目標の達成を目指

している。さらにバイオ由来燃料の適用検証を目指

排出ガス量※ CO2排出量※

走行時 W t W
現状 今後

新長期規制対応ディーゼル車

非接触給電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾊﾞｽ ・営業車両として東京都、上高地等で実証運行
（H17? H22）

・H22は都市・地域整備局と協働で、充電施設の検
証等も合わせた評価

・H23までに技術指針等を策定

スーパークリーン

ディーゼルエンジン

・世界トップクラスの排出ガス性能を達成

・H22は、先端要素技術（2段過給等）を活用し、燃
費の大幅向上（2015燃費基準+10%）を目標として
エンジン改良中。

・左記目標をH23までに達成

・さらに、H23からHVO等のバイ
オ由来燃料を用いた際のエンジ
ンの高効率化技術を検証

ＦＴＤ/HVO（合成燃料）バス・ト
ラック

・FTDを用いて東京都営バスとして1年間実証運行
（H21）

・HVO等を用いて東京都営バスとして実証運行

・要素技術を確立、技術指針案のとりまとめ済み

・平成22年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

DME (ジメチルエーテル)

トラック等

・小型、中型、大型トラック、散水車の計４種６台を
開発試作

・H22は中型トラック2台を営業車両として実証運行

・要素技術を確立、技術指針案のとりまとめ済み

・平成22年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

天然ガス(CNG、ＬＮＧ)トラック ・営業CNG車両として計30万キロ実証運行(H21)

・LNG車の1,000km無充填走行達成（H21)

・LNG構造取扱基準を策定（H21）

・取りまとめ済み

・平成21年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

水素エンジン ・直噴多気筒水素エンジンを試作、100時間程度、
評価試験の継続に成功

・目標出力（100kW）、排ガス性能を達成

・平成21年度で終了

・要素技術について技術動向を
見極めるべく中断

NOx PM
2.0 0.027

1/10 1/10

1/4 1/3

1/10 ほぼゼロ

ほぼゼロ1/20

1/4

1/10 1/3

ほぼゼロ

ゼロ
（EV走行時）

やや減

ほぼゼロ

15%程度減
（H23目標）

ほぼ同等

40%程度
（EV走行時）

不明

やや増

ほぼ同等
（天然ガス由来）

やや増
（天然ガス由来）

20%程度
（バイオ由来）

15%程度減
（H23目標）

やや減
（天然ガス由来）

※排出ガス量(g/kWh)、CO2排出量については、本事業の実績値を記載○このうち、普及が始まっているものとして、H21に終了した大型ＣＮＧトラックがある。  
表１ 各車両取り組み（第2期） 

 

 

す。 

２．３．FTDトラック 

FTD（Fischer Tropsch Diesel）トラックは、天然

ガス、バイオマス等を原料とする合成軽油（FTD）を

100％使用して軽油に比べてＰＭが低い等の燃料の特

長を生かした低公害ディーゼル車である。 

FTDを用いて東京都営バスとして1年間実証運行を

行うとともにHVO（水素添加バイオ燃料）を用いて東

京都営バスで半年間程度の実証運行を行い、安全・排

出ガスに係わる技術指針案を策定した。 

２．４．DMEトラック 

小型、中型、大型トラック、散水車の計４種６台を

開発試作したDMEトラック（DME散水車を含む）は、

圧縮着火が可能なためディーゼルエンジン並みの低

燃費運転が行え、後処理無しで PM がほぼゼロの利点

があるため、EGR強化等によりNOxの大幅な低減を実

現した。 

平成 22 年度には中型トラック 2 台を営業車両とし

て実証運行を行い、DME自動車に係る項目検討と最終

取りまとめを行った。 

２．５．天然ガス（CNG、LNG）トラック 

CNGトラックは、PMを排出しないクリーンな自動車

であるとともに天然ガスは世界各地で豊富に採れる

ことからエネルギー安全保障の観点からも優れる。TC

の採用により高出力化を図るとともに三元触媒によ

り排出ガスのさらなる低減を実現した。大型CNGトラ

ックを営業車両として実証走行試験を行い、試作後に

のべ30万ｋｍを走行した。 

LNG トラックは、大気環境の大幅改善及び CO2排出

削減だけでなくCNGトラックの航続距離が短いという

課題の解決策としてＬＮＧの新燃料供給システムを

搭載したものである。LNG燃料供給システムを搭載し

たLNG自動車の開発を進め、1000ｋｍ以上の一充填走

行を含む公道走行試験を通じて得られるデータを基

にLNG構造取扱基準の策定を行った。 

２．６．水素エンジン 

水素エンジンは、CO２と PMの排出がほぼゼロで、EGR

や NOｘ低減触媒にも適しているため NOｘの大幅低減

が期待できる。また、高圧水素直接噴射方式による高

出力･低燃費特性も見込まれ、地球温暖化･環境対策に

も優れている。水素エンジンを試作し、100時間程度

の連続運転による評価試験に成功し、目標とした出力

（100ｋＷ）と排出ガス性能を達成した。 

 

３．第 3 期プロジェクトの概要と基本的考え方 
第3期では、低公害性は維持しつつ低炭素化を重視

した。2020年の地球温暖化対策中期目標（1990年比

25％削減）に向け、運輸部門のうち多くのCO2を排出

する大型車分野において、低炭素化に資する革新的技

術の早期実現を図るため、自動車メーカー等と協働し、

技術開発を促進しつつ必要な基準の整備を行う。 

図１に概要を示す。その基本的考え方は、低炭素化

を目指す大型車用先進環境技術として、大幅な低炭素

化のために電動化とバイオ化を2つの柱として進める

ものである。図２に示す高効率ハイブリッドトラック、

電気・プラグインハイブリッドトラック（小・中型）、

高性能電動路線バス、次世代バイオディーゼルエンジ

ンを新たに取り組むこととした。 

 

３．１． 高効率ハイブリッドトラック 

 高効率ハイブリッドトラックは、従来ハイブリッド

化による回生エネルギーの十分な効果を得ることが

困難であった大型トラックに対して大幅な効率向上

を追求するものである。直接仕事（軸駆動）に用いる

「HEV用駆動モーター」と、エンジン仕事に用いる「電

動過給機」との仕事分をバランスさせ，エンジンの作

動点を任意に動かすことで「小排気量エンジン」での

高効率運転を可能とし、市街地～高速走行時の燃費を

改善する。 

図３にシステムコンセプトを示す。回生エネルギー 

開発車両: DME, Hybrid, CNG, Super Clean Diesel(SCD)

◎運輸部門のうち多くのCO2を排出する大型車分野において、
低炭素化に資する革新的技術の早期実現を図る

◎排出ガス性能を維持しつつ、低炭素化を目指す大型車用先進環境技術として、
大幅な低炭素化が見込める電動化とバイオ化を2つの柱として進める

次世代低公害車開発促進事業(第１期) 平成14年度～平成16年度

独立行政法人交通安全環境研究所を
中核的研究機関として

産官学の連携により事業を実施
(23年度～26年度)
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次世代低公害車開発・実用化促進事業(第３期） 平成23年度～平成26年度

NOｘは新長期規制値の1／10以下（一部1／4）、PMはほぼゼロにすることを基本とし、
従来の燃費を維持しつつ低公害性を重視した

次世代低公害車開発促進事業(第２期) 平成17年度～平成22年度

試作車の実証試験を行い、技術基準等の一層の整備を図り、将来有望な新たな次世代低公害技術の準備をする

Ⅰ． これまでに開発した次世代低公害車の実用化普及促進（実証試験） DME, Hybrid, CNG, SCD
Ⅱ． 新たな次世代低公害車の開発促進 LNG, FTD, H2

・高効率ハイブリッドトラック
・電気・プラグインハイブリッドトラック（小・中型）
・高性能電動路線バス
・次世代バイオディーゼルエンジン
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第２期では、これまでの成果を活用した非接触給電

ハイブリッド自動車及び第１期の車両に加えてＬＮ

Ｇ自動車、ＦＴＤ自動車、水素エンジンの開発・技術

基準検討と実証走行試験を実施した。 

特に平成１９年度からは、開発の進んだ車種から順

次、試作車を実際の運送事業、バス事業に使用して環

境性能、操作性、乗り心地、耐久性等に関するデータ

を収集し、これを踏まえて実際の事業に使えるレベル

まで車両を改良していく実証モデル事業を実施し、実

用性の向上を図っている。現在の各車種の状況及び課

題は大別すると次の通りである。 

①実用レベルの基本性能を確保できたもの（ＤＭＥ自

動車、大型ＣＮＧ自動車、ＬＮＧ自動車、ＦＴＤ自

動車、非接触給電ハイブリッド自動車） 

②実用性向上のため要素技術の開発が必要なもの（ス

ーパークリーンディーゼルエンジン） 

③燃料の導入状況を踏まえるべきもの（ＤＭＥ自動

車、ＬＮＧ自動車、ＦＴＤ自動車等） 

④インフラ側の技術開発・整備と一体的な車両技術開

発を進めるべきもの（非接触給電ハイブリッド自動

車等） 

⑤プロジェクトとしての開発を中断し、今後の技術

開発動向を注視していくもの（水素エンジン） 

この内、大型ＣＮＧ自動車、ＬＮＧ自動車、水素エ

ンジンは平成２１年度で終了とした。表１に各車両の

取り組み状況を示す。 

２．１．非接触給電ハイブリッドバス 

非接触給電ハイブリッドバスは、内燃機関と電気モ

ーターの両者を動力源として使うハイブリッド自動

車で低公害性と低燃費性に優れる。非接触外部給電シ

ステムと組合わすことにより、ハイブリッド走行と電

気自動車走行を目的別に効率的に使用可能である。営

業車両として東京都、上高地等で実証運行を行い、平

成 22 度は都市・地域整備局と協働で充電施設の検証

等も合わせた評価を行ってきた。技術ガイドライン策

定を進め平成23年度に終了する予定である。 

２．２.スーパークリーンディーゼルエンジン 

スーパークリーンディーゼルエンジン（SCD）は、

過給器、ＥＧＲを含めた吸排気系、燃料噴射系等に各

種最新技術を駆使して、燃費改善とともに排出ガスを

大幅に低減した究極の次世代エンジンである。 

世界トップクラスの排出ガス性能を達成するとと

もに先端要素技術を活用して燃費目標の達成を目指

している。さらにバイオ由来燃料の適用検証を目指

排出ガス量※ CO2排出量※

走行時 W t W
現状 今後

新長期規制対応ディーゼル車

非接触給電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾊﾞｽ ・営業車両として東京都、上高地等で実証運行
（H17? H22）

・H22は都市・地域整備局と協働で、充電施設の検
証等も合わせた評価

・H23までに技術指針等を策定

スーパークリーン

ディーゼルエンジン

・世界トップクラスの排出ガス性能を達成

・H22は、先端要素技術（2段過給等）を活用し、燃
費の大幅向上（2015燃費基準+10%）を目標として
エンジン改良中。

・左記目標をH23までに達成

・さらに、H23からHVO等のバイ
オ由来燃料を用いた際のエンジ
ンの高効率化技術を検証

ＦＴＤ/HVO（合成燃料）バス・ト
ラック

・FTDを用いて東京都営バスとして1年間実証運行
（H21）

・HVO等を用いて東京都営バスとして実証運行

・要素技術を確立、技術指針案のとりまとめ済み

・平成22年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

DME (ジメチルエーテル)

トラック等

・小型、中型、大型トラック、散水車の計４種６台を
開発試作

・H22は中型トラック2台を営業車両として実証運行

・要素技術を確立、技術指針案のとりまとめ済み

・平成22年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

天然ガス(CNG、ＬＮＧ)トラック ・営業CNG車両として計30万キロ実証運行(H21)

・LNG車の1,000km無充填走行達成（H21)

・LNG構造取扱基準を策定（H21）

・取りまとめ済み

・平成21年度で終了

・普及には、更なる燃料供給体
制の整備が必要

水素エンジン ・直噴多気筒水素エンジンを試作、100時間程度、
評価試験の継続に成功

・目標出力（100kW）、排ガス性能を達成

・平成21年度で終了

・要素技術について技術動向を
見極めるべく中断

NOx PM
2.0 0.027

1/10 1/10

1/4 1/3

1/10 ほぼゼロ

ほぼゼロ1/20

1/4

1/10 1/3

ほぼゼロ

ゼロ
（EV走行時）

やや減

ほぼゼロ

15%程度減
（H23目標）

ほぼ同等

40%程度
（EV走行時）

不明

やや増

ほぼ同等
（天然ガス由来）

やや増
（天然ガス由来）

20%程度
（バイオ由来）

15%程度減
（H23目標）

やや減
（天然ガス由来）

※排出ガス量(g/kWh)、CO2排出量については、本事業の実績値を記載○このうち、普及が始まっているものとして、H21に終了した大型ＣＮＧトラックがある。  
表１ 各車両取り組み（第2期） 

 

 

す。 

２．３．FTDトラック 

FTD（Fischer Tropsch Diesel）トラックは、天然

ガス、バイオマス等を原料とする合成軽油（FTD）を

100％使用して軽油に比べてＰＭが低い等の燃料の特

長を生かした低公害ディーゼル車である。 

FTDを用いて東京都営バスとして1年間実証運行を

行うとともにHVO（水素添加バイオ燃料）を用いて東

京都営バスで半年間程度の実証運行を行い、安全・排

出ガスに係わる技術指針案を策定した。 

２．４．DMEトラック 

小型、中型、大型トラック、散水車の計４種６台を

開発試作したDMEトラック（DME散水車を含む）は、

圧縮着火が可能なためディーゼルエンジン並みの低

燃費運転が行え、後処理無しで PM がほぼゼロの利点

があるため、EGR強化等によりNOxの大幅な低減を実

現した。 

平成 22 年度には中型トラック 2 台を営業車両とし

て実証運行を行い、DME自動車に係る項目検討と最終

取りまとめを行った。 

２．５．天然ガス（CNG、LNG）トラック 

CNGトラックは、PMを排出しないクリーンな自動車

であるとともに天然ガスは世界各地で豊富に採れる

ことからエネルギー安全保障の観点からも優れる。TC

の採用により高出力化を図るとともに三元触媒によ

り排出ガスのさらなる低減を実現した。大型CNGトラ

ックを営業車両として実証走行試験を行い、試作後に

のべ30万ｋｍを走行した。 

LNG トラックは、大気環境の大幅改善及び CO2排出

削減だけでなくCNGトラックの航続距離が短いという

課題の解決策としてＬＮＧの新燃料供給システムを

搭載したものである。LNG燃料供給システムを搭載し

たLNG自動車の開発を進め、1000ｋｍ以上の一充填走

行を含む公道走行試験を通じて得られるデータを基

にLNG構造取扱基準の策定を行った。 

２．６．水素エンジン 

水素エンジンは、CO２と PMの排出がほぼゼロで、EGR

や NOｘ低減触媒にも適しているため NOｘの大幅低減

が期待できる。また、高圧水素直接噴射方式による高

出力･低燃費特性も見込まれ、地球温暖化･環境対策に

も優れている。水素エンジンを試作し、100時間程度

の連続運転による評価試験に成功し、目標とした出力

（100ｋＷ）と排出ガス性能を達成した。 

 

３．第 3 期プロジェクトの概要と基本的考え方 
第3期では、低公害性は維持しつつ低炭素化を重視

した。2020年の地球温暖化対策中期目標（1990年比

25％削減）に向け、運輸部門のうち多くのCO2を排出

する大型車分野において、低炭素化に資する革新的技

術の早期実現を図るため、自動車メーカー等と協働し、

技術開発を促進しつつ必要な基準の整備を行う。 

図１に概要を示す。その基本的考え方は、低炭素化

を目指す大型車用先進環境技術として、大幅な低炭素

化のために電動化とバイオ化を2つの柱として進める

ものである。図２に示す高効率ハイブリッドトラック、

電気・プラグインハイブリッドトラック（小・中型）、

高性能電動路線バス、次世代バイオディーゼルエンジ

ンを新たに取り組むこととした。 

 

３．１． 高効率ハイブリッドトラック 

 高効率ハイブリッドトラックは、従来ハイブリッド

化による回生エネルギーの十分な効果を得ることが

困難であった大型トラックに対して大幅な効率向上

を追求するものである。直接仕事（軸駆動）に用いる

「HEV用駆動モーター」と、エンジン仕事に用いる「電

動過給機」との仕事分をバランスさせ，エンジンの作

動点を任意に動かすことで「小排気量エンジン」での

高効率運転を可能とし、市街地～高速走行時の燃費を

改善する。 

図３にシステムコンセプトを示す。回生エネルギー 

開発車両: DME, Hybrid, CNG, Super Clean Diesel(SCD)

◎運輸部門のうち多くのCO2を排出する大型車分野において、
低炭素化に資する革新的技術の早期実現を図る

◎排出ガス性能を維持しつつ、低炭素化を目指す大型車用先進環境技術として、
大幅な低炭素化が見込める電動化とバイオ化を2つの柱として進める

次世代低公害車開発促進事業(第１期) 平成14年度～平成16年度

独立行政法人交通安全環境研究所を
中核的研究機関として

産官学の連携により事業を実施
(23年度～26年度)

次世代低公害車の開発・実用化・普及を総合的に推進
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次世代低公害車開発・実用化促進事業(第３期） 平成23年度～平成26年度

NOｘは新長期規制値の1／10以下（一部1／4）、PMはほぼゼロにすることを基本とし、
従来の燃費を維持しつつ低公害性を重視した

次世代低公害車開発促進事業(第２期) 平成17年度～平成22年度

試作車の実証試験を行い、技術基準等の一層の整備を図り、将来有望な新たな次世代低公害技術の準備をする

Ⅰ． これまでに開発した次世代低公害車の実用化普及促進（実証試験） DME, Hybrid, CNG, SCD
Ⅱ． 新たな次世代低公害車の開発促進 LNG, FTD, H2

・高効率ハイブリッドトラック
・電気・プラグインハイブリッドトラック（小・中型）
・高性能電動路線バス
・次世代バイオディーゼルエンジン
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を電池に蓄え、駆動のみに利用する従来のハイブリッ

ドとは異なり、電動過給機を用いてエンジン自体の高

効率化へ重点的に利用するハイブリッドである。 

３．２．電気・プラグインハイブリッドトラック 

 プラグインハイブリッドトラックは、外部電源から

充電可能なハイブリッドトラックについて、電気走行

及びハイブリッド走行を可能とするとともに、走行

時、駐停車時の車両補機類を電動化し外部給電電力で

補うことにより都市内貨物輸送において CO2低減の実

現を目指す。都市内貨物輸送を対象とするためルート

配送用の小・中型トラックを対象とする。運用法、温

室ガス削減効果、技術的課題等について電気トラック

との比較を行いつつ都市内配送車としてプラグイ

ン・ハイブリッド車両を検討し、配送等の電動商用車

両のエネルギー効率向上、住宅地深夜配送等の新たな

適用可能性の提案を行う。 

３．３． 高性能電動路線バス 

 非接触給電大型ハイブリッドバスについては、実用

化に向けた技術的改良及び普及啓発活動を行う。給電

の自動化、給電効率向上のために給電装置位置決めの

正着性の改善、普及の活動として東京モーターショウ

に合わせた実証運行を行う。平成 23 年度に非接触給

電を含む、プラグイン大型車の排出ガス・燃費試験法

及び磁界安全性等のためのガイドラインの取りまと

めを行う。 

 非接触給電以外について、給電時間の短縮を目指し

パンタグラフ式高電圧充電システム等を利用した接

触給電式大型電動バスを検討する。 

３．４．次世代バイオディーゼルエンジン 

 「スーパークリーンディーゼルエンジン」で培った

技術を用いて燃料面の適合も含めた総合的かつ抜本

的なCO2低減を目指す。「次世代」ディーゼルエンジン

技術に次世代バイオ燃料（水素添加バイオ燃料（HVO）

等）を適用した際の課題や基準化が必要な項目等の検

討を進める。 

 

４．今後について 
世界における地球温暖化対策の流れの中で、本プロ

ジェクトについても地域環境の改善を目指した低公

害性から地球環境の保全を考えた CO2 排出量の低減

(燃費改善)が重要課題と考える。プロジェクトの中で

燃費の改善技術の進展を進めるとともに CO2排出量が

少ない車両を重点的に推進することが必要である。本

プロジェクトで開発された車両の実用化・普及に向け

て一層の努力が必要である。 

低炭素化を目指す大型車用先進環境技術として、電

動化とバイオ化を2つの柱として進め、高効率ハイブ

リッドトラック、電気・プラグインハイブリッドトラ

ック（小・中型）、高性能電動路線バス、次世代バイ

オディーゼルエンジンを新たに取り組む。 
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１．はじめに 
近年，CO2排出量の削減，および資源リサイクルの

観点から，BDF（Biodiesel Fuel）は地球環境保全に大

きく貢献する燃料として注目され，世界各国で BDF
を製造・利用する普及活動が活発に行われている。そ

の一方で，最新の排出ガス規制に適合したディーゼル

車においては，最新要素技術やその緻密な電子制御に

より，エンジン性能の向上，有害排出成分の低減が進

められている。しかしこれらの技術は従来の軽油を燃

料とする場合に最適化されている。そのため，このよ

うな車両に軽油と燃料性状が大きく異なる BDF を適

用した場合，排出ガス特性が悪化する可能性がある。 
ここで BDF は第一世代 BDF と第二世代 BDF に分

類される。第一世代 BDF は，従来から利用される

FAME（Fatty Acid Methyl Ester：脂肪酸メチルエステ

ル）を主成分とする燃料である。第一世代 BDF の場

合，酸化しやすいことから燃料性状が安定せず，前述

したような排出ガス特性の悪化などの問題が存在す

る。そのため第一世代BDFの普及は地域におけるCO2

排出量の削減，資源の再利用として極めて有効である

反面，各都市圏内において大気環境に影響を与えるこ

とが懸念される。一方，第二世代 BDF は，第一世代

BDF と比較してより燃料性状が安定した燃料として

開発が進められている。HVO（Hydro-treated Vegetable 
Oil）や BTL（Bio-to-Liquid）が第二世代 BDF の例と

して挙げられるが，これらの燃料は第一世代 BDF と

比較して安定した性状を持ち，高セタン価といった特

長も持つ。 
このように多くの種類の BDF が存在するため最新

排出ガス規制にも適合し得る BDF の性状規格を策定

する必要があり，その基礎データとして最新の車両に

BDF を適用した場合の，排出ガス実態について把握す

る必要がある。 

このような背景の下，環境研究領域では 2009 年よ

り IEA（International Energy Agency：国際エネルギー

機関）における AMF（Advanced Motor Fuels：自動車

用先進燃料）研究開発実施協定の国際的競争的資金を

獲得し協定に参画し，BDF の適合性に関する研究を行

ってきた。この研究は日本のディーゼル貨物自動車に

対して，車両に改造を施さずに BDF を適用し，排出

ガス・燃費性能を調査するものである。 
本報では，この IEA-AMF 協定における自動車用先

進燃料に関する研究動向について紹介する。次に環境

研究領域が㈶運輸低公害車普及機構（本協定内で政府

指定機関として参加）とともに行っている，BDF の適

合性に関する国際共同研究の内容について紹介する。 
 

２．IEA-AMF 実施協定について 
２．１．IEA-AMF 実施協定の位置付け 
図1にIEAの機構図(1)(2)を示す。IEA Governing Board

（IEA 理事会）の下には，5 つの常設作業部会・委員会

が設置されている。その中で CERT（The Committee on 
Energy Research and Technology：エネルギー研究技術

委員会）は石油依存度を低減するための省エネ技術，

代替エネルギーの研究開発促進等を主な活動とし，以

下の 4 つを目的としている。 
• エネルギー効率と技術信頼性の確立 
• 新エネルギー技術の性能評価 
• エネルギーセクター由来の環境インパクトの低減 
• IEA 非加盟国との協力 
さらに CERT の下部組織として，4 つの作業部会・

委員会が設置されている。これらの組織は、国際的共

同プロジェクトである Implementing Agreement（実施

協定）の審議，評価，承認等を行っている。 
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を電池に蓄え、駆動のみに利用する従来のハイブリッ

ドとは異なり、電動過給機を用いてエンジン自体の高

効率化へ重点的に利用するハイブリッドである。 

３．２．電気・プラグインハイブリッドトラック 

 プラグインハイブリッドトラックは、外部電源から

充電可能なハイブリッドトラックについて、電気走行

及びハイブリッド走行を可能とするとともに、走行

時、駐停車時の車両補機類を電動化し外部給電電力で

補うことにより都市内貨物輸送において CO2低減の実

現を目指す。都市内貨物輸送を対象とするためルート

配送用の小・中型トラックを対象とする。運用法、温

室ガス削減効果、技術的課題等について電気トラック

との比較を行いつつ都市内配送車としてプラグイ

ン・ハイブリッド車両を検討し、配送等の電動商用車

両のエネルギー効率向上、住宅地深夜配送等の新たな

適用可能性の提案を行う。 

３．３． 高性能電動路線バス 

 非接触給電大型ハイブリッドバスについては、実用

化に向けた技術的改良及び普及啓発活動を行う。給電

の自動化、給電効率向上のために給電装置位置決めの

正着性の改善、普及の活動として東京モーターショウ

に合わせた実証運行を行う。平成 23 年度に非接触給

電を含む、プラグイン大型車の排出ガス・燃費試験法

及び磁界安全性等のためのガイドラインの取りまと

めを行う。 

 非接触給電以外について、給電時間の短縮を目指し

パンタグラフ式高電圧充電システム等を利用した接

触給電式大型電動バスを検討する。 

３．４．次世代バイオディーゼルエンジン 

 「スーパークリーンディーゼルエンジン」で培った

技術を用いて燃料面の適合も含めた総合的かつ抜本

的なCO2低減を目指す。「次世代」ディーゼルエンジン

技術に次世代バイオ燃料（水素添加バイオ燃料（HVO）

等）を適用した際の課題や基準化が必要な項目等の検

討を進める。 

 

４．今後について 
世界における地球温暖化対策の流れの中で、本プロ

ジェクトについても地域環境の改善を目指した低公

害性から地球環境の保全を考えた CO2 排出量の低減

(燃費改善)が重要課題と考える。プロジェクトの中で

燃費の改善技術の進展を進めるとともに CO2排出量が

少ない車両を重点的に推進することが必要である。本

プロジェクトで開発された車両の実用化・普及に向け

て一層の努力が必要である。 

低炭素化を目指す大型車用先進環境技術として、電

動化とバイオ化を2つの柱として進め、高効率ハイブ

リッドトラック、電気・プラグインハイブリッドトラ

ック（小・中型）、高性能電動路線バス、次世代バイ

オディーゼルエンジンを新たに取り組む。 
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１．はじめに 
近年，CO2排出量の削減，および資源リサイクルの

観点から，BDF（Biodiesel Fuel）は地球環境保全に大

きく貢献する燃料として注目され，世界各国で BDF
を製造・利用する普及活動が活発に行われている。そ

の一方で，最新の排出ガス規制に適合したディーゼル

車においては，最新要素技術やその緻密な電子制御に

より，エンジン性能の向上，有害排出成分の低減が進

められている。しかしこれらの技術は従来の軽油を燃

料とする場合に最適化されている。そのため，このよ

うな車両に軽油と燃料性状が大きく異なる BDF を適

用した場合，排出ガス特性が悪化する可能性がある。 
ここで BDF は第一世代 BDF と第二世代 BDF に分

類される。第一世代 BDF は，従来から利用される

FAME（Fatty Acid Methyl Ester：脂肪酸メチルエステ

ル）を主成分とする燃料である。第一世代 BDF の場

合，酸化しやすいことから燃料性状が安定せず，前述

したような排出ガス特性の悪化などの問題が存在す

る。そのため第一世代BDFの普及は地域におけるCO2

排出量の削減，資源の再利用として極めて有効である

反面，各都市圏内において大気環境に影響を与えるこ

とが懸念される。一方，第二世代 BDF は，第一世代

BDF と比較してより燃料性状が安定した燃料として

開発が進められている。HVO（Hydro-treated Vegetable 
Oil）や BTL（Bio-to-Liquid）が第二世代 BDF の例と

して挙げられるが，これらの燃料は第一世代 BDF と

比較して安定した性状を持ち，高セタン価といった特

長も持つ。 
このように多くの種類の BDF が存在するため最新

排出ガス規制にも適合し得る BDF の性状規格を策定

する必要があり，その基礎データとして最新の車両に

BDF を適用した場合の，排出ガス実態について把握す

る必要がある。 

このような背景の下，環境研究領域では 2009 年よ

り IEA（International Energy Agency：国際エネルギー

機関）における AMF（Advanced Motor Fuels：自動車

用先進燃料）研究開発実施協定の国際的競争的資金を

獲得し協定に参画し，BDF の適合性に関する研究を行

ってきた。この研究は日本のディーゼル貨物自動車に

対して，車両に改造を施さずに BDF を適用し，排出

ガス・燃費性能を調査するものである。 
本報では，この IEA-AMF 協定における自動車用先

進燃料に関する研究動向について紹介する。次に環境

研究領域が㈶運輸低公害車普及機構（本協定内で政府

指定機関として参加）とともに行っている，BDF の適

合性に関する国際共同研究の内容について紹介する。 
 

２．IEA-AMF 実施協定について 
２．１．IEA-AMF 実施協定の位置付け 
図1にIEAの機構図(1)(2)を示す。IEA Governing Board

（IEA 理事会）の下には，5 つの常設作業部会・委員会

が設置されている。その中で CERT（The Committee on 
Energy Research and Technology：エネルギー研究技術

委員会）は石油依存度を低減するための省エネ技術，

代替エネルギーの研究開発促進等を主な活動とし，以

下の 4 つを目的としている。 
• エネルギー効率と技術信頼性の確立 
• 新エネルギー技術の性能評価 
• エネルギーセクター由来の環境インパクトの低減 
• IEA 非加盟国との協力 
さらに CERT の下部組織として，4 つの作業部会・

委員会が設置されている。これらの組織は、国際的共

同プロジェクトである Implementing Agreement（実施

協定）の審議，評価，承認等を行っている。 
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EUWP （ The Working Party on Energy End-Use 
Technologies：エネルギー最終用途作業部会）には図

に示す 13 の Implementing Agreement が属しており，そ

の 1 つとして AMF 実施協定がある。この実施協定で

は自動車用に使用される代替燃料，先進燃料に関する

研究が行われている。 
 

２．２．IEA-AMF 実施協定内での研究動向 
現在，IEA-AMF にはオーストラリア，オーストリ

ア，カナダ，中国，デンマーク，フィンランド，フラ

ンス，ドイツ，イタリア，日本，スペイン，スウェー

デン，スイス，タイ，アメリカの 15 カ国が正式に参

加している(3)。基本的には各国から 1 つの機関が代表

して参加するが，日本は 2 つの機関が代表（産業技術

総合研究所，運輸低公害車普及機構）となっている。

またこれらの国以外にもオブザーバの国もある。2011
年現在，協定の議長をカナダ，副議長を日本（産業技

術総合研究所）およびフィンランドが務めている。 
AMF 実施協定は 1984 年からスタートしており，こ

れまで Alcohols as Motor Fuels（1984 年～1989 年），

Alternative Motor Fuels（1990 年～1998 年），Advanced 
Motor Fuels（1999 年～現在）と名前が変遷してきた。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 IEA の機構図(1)(2) 
 

表 1 IEA-AMF 実施協定における実行中の Annex リスト（2011 年現在）(3) 
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これらの名前からも分かる通り，過去にはアルコール

系燃料や天然ガス，LPG，DME といった代替燃料に

関する研究を，現在は先進燃料に関する研究をその歴

史の中で進めてきた。表 1 に現在，実行中のプロジェ

クト（Annex と呼び，発足の順に番号を付与している）

のリストを示す。現在，協定内で実施されている

Annex のうちディーゼル車を研究としているもので

は，FAME のような第一世代 BDF だけでなく，第二

世代 BDF の 1 つである HVO も使用している。Annex 
37，Annex 38 がそれに該当する。また海藻バイオ燃料

に関する研究（Annex 34-2），天然ガスエンジンに関す

る研究（Annex 39）が実施されている。 
AMF 実施協定では，先進的な石油系燃料だけでな

く，以前より研究を進めてきた代替燃料，そして第二

世代 BDF といった燃料に関する研究開発と，燃料そ

のものの生成・供給プロセスを含めたライフサイクル

に関する研究も行っていくことを今後の方針として

いる。 
 

３．実路走行条件における BDF車両の環境負荷評価 
環境研究領域では前述した IEA-AMF 実施協定内

で，㈶運輸低公害車普及機構とともに共同研究提案を

行い，国際的競争的資金を獲得した。2009 年より

“Evaluation of Environmental Impact of Biodiesel Vehicle 
in Real Traffic Conditions”（実路走行条件における

BDF 車両の環境負荷評価）という Annex タイトルで

研究を実施している。 
この研究は，冒頭で述べた背景の基，日本で市販さ

れている最新ディーゼル貨物車に対して，車両に何の

改造も施さずに BDF を供給し，排出ガス・燃費への

影響を調査するものである。その際，シャシダイナモ

メータ試験だけでなく，実使用条件を考慮するために

路上走行試験を実施しリアルワールドでの排出ガ

ス・燃費についても評価した。 
 
３．１．試験燃料および試験車両 
表 2 に本研究で使用した燃料の諸元を示す。ベース

の燃料として日本国内で販売されている JIS2 号軽油

を使用した。この軽油に対して混合する BDF として，

第一世代 BDF と第二世代 BDF を使用した。第一世代

BDF として日本国内で製造された廃食用油由来の

FAME を使用した。第二世代 BDF として HVO を使用

した。この HVO はフィンランド Neste Oil 社の製造す

る NExBTL®である。今回，HVO を選択した理由は，

第二世代BDFの中でもHVOの方が実用化が進んでお

り，BTL と比較してより早く市場に出回る可能性が高

いことを考慮したためである。 
表 3 に本研究で使用した試験車両の諸元を示す。車

両は最大積載量 3 t のディーゼル貨物車であり，日本

の 2005 年規制（新長期規制）に適合した車両である。

排気対策として，Cooled EGR，DOC，DPF を装着し

ている。 
 

表 2 試験燃料諸元 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

表 3 試験車両諸元 
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EUWP （ The Working Party on Energy End-Use 
Technologies：エネルギー最終用途作業部会）には図

に示す 13 の Implementing Agreement が属しており，そ

の 1 つとして AMF 実施協定がある。この実施協定で

は自動車用に使用される代替燃料，先進燃料に関する

研究が行われている。 
 

２．２．IEA-AMF 実施協定内での研究動向 
現在，IEA-AMF にはオーストラリア，オーストリ

ア，カナダ，中国，デンマーク，フィンランド，フラ

ンス，ドイツ，イタリア，日本，スペイン，スウェー

デン，スイス，タイ，アメリカの 15 カ国が正式に参

加している(3)。基本的には各国から 1 つの機関が代表

して参加するが，日本は 2 つの機関が代表（産業技術

総合研究所，運輸低公害車普及機構）となっている。

またこれらの国以外にもオブザーバの国もある。2011
年現在，協定の議長をカナダ，副議長を日本（産業技

術総合研究所）およびフィンランドが務めている。 
AMF 実施協定は 1984 年からスタートしており，こ

れまで Alcohols as Motor Fuels（1984 年～1989 年），

Alternative Motor Fuels（1990 年～1998 年），Advanced 
Motor Fuels（1999 年～現在）と名前が変遷してきた。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 IEA の機構図(1)(2) 
 

表 1 IEA-AMF 実施協定における実行中の Annex リスト（2011 年現在）(3) 
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これらの名前からも分かる通り，過去にはアルコール

系燃料や天然ガス，LPG，DME といった代替燃料に

関する研究を，現在は先進燃料に関する研究をその歴

史の中で進めてきた。表 1 に現在，実行中のプロジェ

クト（Annex と呼び，発足の順に番号を付与している）

のリストを示す。現在，協定内で実施されている

Annex のうちディーゼル車を研究としているもので

は，FAME のような第一世代 BDF だけでなく，第二

世代 BDF の 1 つである HVO も使用している。Annex 
37，Annex 38 がそれに該当する。また海藻バイオ燃料

に関する研究（Annex 34-2），天然ガスエンジンに関す

る研究（Annex 39）が実施されている。 
AMF 実施協定では，先進的な石油系燃料だけでな

く，以前より研究を進めてきた代替燃料，そして第二

世代 BDF といった燃料に関する研究開発と，燃料そ

のものの生成・供給プロセスを含めたライフサイクル

に関する研究も行っていくことを今後の方針として

いる。 
 

３．実路走行条件における BDF車両の環境負荷評価 
環境研究領域では前述した IEA-AMF 実施協定内

で，㈶運輸低公害車普及機構とともに共同研究提案を

行い，国際的競争的資金を獲得した。2009 年より

“Evaluation of Environmental Impact of Biodiesel Vehicle 
in Real Traffic Conditions”（実路走行条件における

BDF 車両の環境負荷評価）という Annex タイトルで

研究を実施している。 
この研究は，冒頭で述べた背景の基，日本で市販さ

れている最新ディーゼル貨物車に対して，車両に何の

改造も施さずに BDF を供給し，排出ガス・燃費への

影響を調査するものである。その際，シャシダイナモ

メータ試験だけでなく，実使用条件を考慮するために

路上走行試験を実施しリアルワールドでの排出ガ

ス・燃費についても評価した。 
 
３．１．試験燃料および試験車両 
表 2 に本研究で使用した燃料の諸元を示す。ベース

の燃料として日本国内で販売されている JIS2 号軽油

を使用した。この軽油に対して混合する BDF として，

第一世代 BDF と第二世代 BDF を使用した。第一世代

BDF として日本国内で製造された廃食用油由来の

FAME を使用した。第二世代 BDF として HVO を使用

した。この HVO はフィンランド Neste Oil 社の製造す

る NExBTL®である。今回，HVO を選択した理由は，

第二世代BDFの中でもHVOの方が実用化が進んでお

り，BTL と比較してより早く市場に出回る可能性が高

いことを考慮したためである。 
表 3 に本研究で使用した試験車両の諸元を示す。車

両は最大積載量 3 t のディーゼル貨物車であり，日本

の 2005 年規制（新長期規制）に適合した車両である。

排気対策として，Cooled EGR，DOC，DPF を装着し

ている。 
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３．２．シャシダイナモメータ試験結果 
図2に軽油に対して廃食用油由来FAMEを混合させ

た場合の，シャシダイナモメータ上で JE05 モードを

走行させた結果を示す。図は上から単位仕事量当たり

の CO2排出量，NOx 排出量，PM 排出率，燃費，BSEC
（Brake Specific Energy Consumption：正味エネルギー消

費率）を示す。CO2排出量は FAME 混合割合を増加さ

せても変化しないが，NOx 排出量，PM 排出量は増大

する。ただし PM 排出量は DPF 後の計測値であり，

PM 排出量は低い。燃費については FAME 混合割合増

加に伴い悪化するものの，BSEC としては改善してい

ることが分かる。 
図 3 に軽油に対して，HVO を混合させた場合の結

果を示す。CO2排出量は HVO 混合割合の増加に伴い，

減少していることが分かる。これは燃料の H/C 比が軽

油と比較して高いためである。NOx 排出量は変化して

おらず，HVO100%でも軽油と同等の値を示している。

PM 排出量は減少するが，DPF 後の値であり全体とし

て PM 排出量が低い。また燃費，BSEC はいずれの混

合割合でも同等であった。 
 
３．３．路上走行試験結果 
次に路上走行試験を行い，リアルワールドでの排出

ガス，燃費性能の評価を行った。図 4 に路上走行試験

で使用した車載型排出ガス計測システムを示す。試験

車両の荷室内に，車載型排出ガス分析計を設置し，そ

こに排気管部分から車両の排出ガスをサンプリング

して分析した。このサンプリング部分には排出ガス流

量計を設置し，得られる排出ガス流量と分析計で計測

される濃度から，各排出ガス成分の排出重量を求める

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 軽油に対する廃食用油由来 FAME 混合割合を

変化させた際の JE05 モード試験結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 軽油に対する HVO 混合割合を変化させた際の

JE05 モード試験結果 
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ことが可能である。対象とする成分は，CO，CO2，

NOx，THC である。またこの計測システムには，ジャ

イロセンサとハイトセンサを設置し，この 2 つのセン

サの計測値から時々刻々の道路勾配を計測する(4)。こ

の値から勾配抵抗を求め，さらに以下の式を用いて車

両にかかる走行抵抗，エンジントルクを算出する(5)。

このエンジントルクから仕事量も算出可能である。 

 erac
fmfm

RRRR
ii

rT 


  （式 1） 

 rc WWR      （式 2） 
2

aa AvR      （式 3） 

WR rr      （式 4） 

re sinWgR      （式 5） 

ここで，A：前面投影面積[m2]，g：重力加速度[m/s2]，
if：終減速機ギヤ比[-]，im：変速機ギヤ比[-]，r：タイ

ヤ動的負荷半径[m]，Ra：空気抵抗[N]，Rc：加速抵抗

[N]，Re：勾配抵抗[N]，Rr：転がり抵抗[N]，T：エン

ジントルク[N·m]，v：車両速度[km/h]，W：車両重量[kg]，
Wr：回転部分相当質量[kg]，α：車両加速度[m/s2]，ηf：

終減速機伝達効率[-]，ηm：変速機伝達効率[-]，μa：空

気抵抗係数[N/(m2·(km/h)2)]，μr：転がり抵抗係数[N/kg]，
θr：道路勾配[deg] 

荷室内には水入りのタンクを設置して車両重量を

調整し，半積載状態とした。路上走行試験では，軽油

に対して廃食用油由来FAME，HVOを0%（軽油のみ），

5%，50%，75%，100%混合し，交通研を発着点とす

る 22 km の市街地ルートで試験を実施した。図 5 にこ

の市街地ルートの地図を示す。なお「揮発油等の品質

の確保等に関する法律」の中で，公道で使用できるバ

イオ燃料の混合割合に制限がある関係上(6)，FAME 混

合割合 50%，75%については公道走行ができないた

め，交通研の構内を走行した。HVO については，そ

の品質が日本の軽油規格に適合するため，50%，75%
の混合割合でも公道走行が可能であった。 
図6に軽油に対してFAMEを混合した場合の路上走

行試験結果を示す。ここでは代表させて単位仕事量当

たりの CO2 排出量，NOx 排出量の結果を示した。な

お図中 0%，5%，100%は市街地ルートの結果，50%，

75%は交通研構内の結果である。また図に示した結果

は各条件において複数回走行した結果のうち，同一の

ドライバによる運転（同一の運転方法）のものであり，

またルート全体での平均車速がほぼ同等のものをピ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 車載型排出ガス計測システム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 市街地走行ルート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 軽油に対する BDF 混合割合を変化させた際の

路上走行試験結果 

GPS

Gyro Sensor

Data
Logger

Height Sensor

Video Camera On-Board Exhaust
Gas Analyzer

Exhaust Flow Sensor
(Pitot Tube)

EMS
Load
Tank

GPS

Gyro Sensor

Data
Logger

Height Sensor

Video Camera On-Board Exhaust
Gas Analyzer

Exhaust Flow Sensor
(Pitot Tube)

EMS
Load
Tank
Load
Tank

* EMS: Eco-driving Management System

 

Start①

②

③

④

⑥

⑦

⑧ ⑨

Goal
⑩

⑪⑫ ⑬

⑭

⑤

⑩

1 km1 km

0% 5% 50% 75% 100%
Mixing Ratio of FAME

Half-payload condition
0%, 5%, 100%: Urban Route
50%, 75%: Inside of NTSEL

Inside of NTSEL

0

200

400

600

800

C
O

2 E
m

is
si

on
 R

at
io

 [g
/ k

W
h]

0

1

2

3

4

5

N
O

x 
Em

is
si

on
 R

at
io

 [g
/k

W
h]

−−10−− −−11−−



 

 

３．２．シャシダイナモメータ試験結果 
図2に軽油に対して廃食用油由来FAMEを混合させ

た場合の，シャシダイナモメータ上で JE05 モードを

走行させた結果を示す。図は上から単位仕事量当たり

の CO2排出量，NOx 排出量，PM 排出率，燃費，BSEC
（Brake Specific Energy Consumption：正味エネルギー消

費率）を示す。CO2排出量は FAME 混合割合を増加さ

せても変化しないが，NOx 排出量，PM 排出量は増大

する。ただし PM 排出量は DPF 後の計測値であり，

PM 排出量は低い。燃費については FAME 混合割合増

加に伴い悪化するものの，BSEC としては改善してい

ることが分かる。 
図 3 に軽油に対して，HVO を混合させた場合の結

果を示す。CO2排出量は HVO 混合割合の増加に伴い，

減少していることが分かる。これは燃料の H/C 比が軽

油と比較して高いためである。NOx 排出量は変化して

おらず，HVO100%でも軽油と同等の値を示している。

PM 排出量は減少するが，DPF 後の値であり全体とし

て PM 排出量が低い。また燃費，BSEC はいずれの混

合割合でも同等であった。 
 
３．３．路上走行試験結果 
次に路上走行試験を行い，リアルワールドでの排出

ガス，燃費性能の評価を行った。図 4 に路上走行試験

で使用した車載型排出ガス計測システムを示す。試験

車両の荷室内に，車載型排出ガス分析計を設置し，そ

こに排気管部分から車両の排出ガスをサンプリング

して分析した。このサンプリング部分には排出ガス流

量計を設置し，得られる排出ガス流量と分析計で計測

される濃度から，各排出ガス成分の排出重量を求める
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ことが可能である。対象とする成分は，CO，CO2，

NOx，THC である。またこの計測システムには，ジャ

イロセンサとハイトセンサを設置し，この 2 つのセン

サの計測値から時々刻々の道路勾配を計測する(4)。こ

の値から勾配抵抗を求め，さらに以下の式を用いて車

両にかかる走行抵抗，エンジントルクを算出する(5)。

このエンジントルクから仕事量も算出可能である。 

 erac
fmfm

RRRR
ii

rT 


  （式 1） 

 rc WWR      （式 2） 
2

aa AvR      （式 3） 

WR rr      （式 4） 

re sinWgR      （式 5） 

ここで，A：前面投影面積[m2]，g：重力加速度[m/s2]，
if：終減速機ギヤ比[-]，im：変速機ギヤ比[-]，r：タイ

ヤ動的負荷半径[m]，Ra：空気抵抗[N]，Rc：加速抵抗

[N]，Re：勾配抵抗[N]，Rr：転がり抵抗[N]，T：エン

ジントルク[N·m]，v：車両速度[km/h]，W：車両重量[kg]，
Wr：回転部分相当質量[kg]，α：車両加速度[m/s2]，ηf：

終減速機伝達効率[-]，ηm：変速機伝達効率[-]，μa：空

気抵抗係数[N/(m2·(km/h)2)]，μr：転がり抵抗係数[N/kg]，
θr：道路勾配[deg] 

荷室内には水入りのタンクを設置して車両重量を

調整し，半積載状態とした。路上走行試験では，軽油

に対して廃食用油由来FAME，HVOを0%（軽油のみ），

5%，50%，75%，100%混合し，交通研を発着点とす

る 22 km の市街地ルートで試験を実施した。図 5 にこ

の市街地ルートの地図を示す。なお「揮発油等の品質

の確保等に関する法律」の中で，公道で使用できるバ

イオ燃料の混合割合に制限がある関係上(6)，FAME 混

合割合 50%，75%については公道走行ができないた

め，交通研の構内を走行した。HVO については，そ

の品質が日本の軽油規格に適合するため，50%，75%
の混合割合でも公道走行が可能であった。 
図6に軽油に対してFAMEを混合した場合の路上走

行試験結果を示す。ここでは代表させて単位仕事量当

たりの CO2 排出量，NOx 排出量の結果を示した。な

お図中 0%，5%，100%は市街地ルートの結果，50%，

75%は交通研構内の結果である。また図に示した結果

は各条件において複数回走行した結果のうち，同一の

ドライバによる運転（同一の運転方法）のものであり，

またルート全体での平均車速がほぼ同等のものをピ
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ックアップしたものである。ただし構内を走行した

50%，75%の条件は交通研構内を走行した結果である

ため，0%，5%，100%の結果と同じように評価するこ

とは難しい。この図から 0%，5%，100%の 3 条件で

比較すると，CO2排出量は同等の値を示している。一

方 NOx 排出量は FAME 混合割合の増加に伴い，増大

していくことが分かる。この NOx 排出量の傾向はシ

ャシダイナモメータ試験の結果と同じである。 
図 7 に軽油に対して HVO を混合した場合の路上走

行試験結果を示す。この図の結果は全て市街地ルート

における結果である。この図の結果についても，各混

合条件において複数回走行した結果から，同一のドラ

イバによる運転，ルート全体での平均車速がほぼ同等

のものをピックアップしたものである。この図より

HVO 割合の増加に伴い CO2排出率は減少していくこ

とが分かる。また NOx 排出率は，いずれの HVO 混合

割合においても同等の値を示しており，変化していな

いことが分かる。この CO2 排出率が減少し，NOx 排

出率が変化しないという傾向は，シャシダイナモメー

タ試験の結果と同じである。 
 

４．まとめ 
交通研が参画している IEA-AMF 実施協定における

自動車用先進燃料研究の動向について述べるととも

に，CO2低減にむけた新燃料（BDF および HVO）車

両の実路走行時の排出ガス・燃費について評価する交

通研の取り組みの紹介を行った。 
 
(1) AMF 実施協定では，交通研の Annex をはじめと

して，HVO のような第二世代 BDF を用いた研究

が実施されている。また天然ガス，海藻バイオ燃

料に関するプロジェクトも進行中である。協定内

では今後の研究の方向性として，石油系燃料に限

らず，代替燃料，第二世代 BDF といった燃料の車

両への適合性に関する研究と，これらの燃料の生

成・供給プロセスを含めたライフサイクルに関す

る研究を実施していくこととしている。 
(2) 新長期規制適合車両に廃食用油由来 FAME を適

用した場合，シャシダイナモメータ試験，路上走

行試験いずれの結果からも，軽油に対する FAME
混合割合を増加させると，NOx 排出量が増大する

結果となった。 
(3) 同車両に HVO を供給した場合には，軽油に対す

る HVO 混合割合を増加させると，NOx 排出量を

軽油同等に保ちながら，CO2 排出量を削減できる

ことが明らかになった。 
(4) これらの実験結果から，今後普及が期待される

HVO を最新の車両に使用することで，NOx 排出

量を増加させずにCO2排出量を削減することが可

能となり，地球温暖化ガスの削減に寄与できると

考えられる。 
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３．自動車から排出される亜酸化窒素の排出傾向について 
 

 －最近の技術革新による排出特性の変化－ 
 
 

環境研究領域   ※鈴木 央一  石井 素  山本 敏朗 
 
 

１．は じ め に 
亜酸化窒素（または一酸化二窒素、N2O）は、有害

性は低いものの、CO2の約 300 倍に上る地球温暖化効

果を有すると同時に、上空で分解される過程でオゾン

層を破壊し、米国海洋大気局（NOAA）の試算ではフ

ロン対策が進んだ現在最も影響度が大きいとしてい

る。運輸分野における N2O の温暖化寄与率は、メタ

ンを上回り CO2 に次ぐものとなっているが、近年着

実な改善傾向にあり、2009 年度の排出量は CO2換算

2,667Gg で、温暖化ガス（GHG）に占める寄与率は

1.1％強である。この N2O の低減については、ガソリ

ン乗用車における、排出ガス規制強化にともなう冷始

動対策や空燃比制御の精緻化などにより、N2O 排出が

大幅に低減した影響が大きく、その状況についてフォ

ーラム 2008 にて報告１）した。しかし、その後現在に

至る 3 年間で取り巻く状況は大きく変化している。 
米国では、オバマ大統領が 2009 年に、地球温暖化

防止に真剣に取り組み、その分野から産業の活性化を

図るグリーンニューディール政策を打ち出した。

GHG を健康や財産に脅威を及ぼしうる危険物質とみ

なし、環境保護庁（EPA）などでは新たな燃費基準を

定めた。N2O とメタンに関しても 2015 年以降測定を

義務づけ、基準値も設けている（乗用車クラス）。 
一方、国内に目を転じると、近年の地球温暖化防止

に対する関心の高まりなどから、燃料消費率（燃費）

改善技術の進歩が顕著にみられる。中でも電気ハイブ

リッド自動車（以下、「HEV」という）は、2010 年

には車種別の年間販売台数が 1 位になるなど、急速に

普及が進んでおり、N2O 排出動向を予測していくにあ

たり、その存在を無視できなくなっている。また、デ

ィーゼル車においては、ポスト新長期（'09-'10）排出

ガス規制が施行され、尿素 SCR システム（以下、「尿

素 SCR」という）がディーゼル粒子フィルタ（DPF）

と併用されるなど、N2O 生成に影響する排気後処理装

置の構成に変化がみられている。 
このような昨今の急激な技術革新が N2O の生成と

排出にどのような影響を及ぼすのか、最新のデータを

用いてみていくこととしたい。 
 
２．N2O 生成、排出原因と最新技術の特性による 

N2O 排出変動の予測 
２．１．ガソリン HEV 
ガソリン車における N2O 生成にはいくつかのプロ

セスがあるが、ポイントとなるものとして燃料過濃状

態（リッチ）で生成したアンモニアが、希薄状態（リ

ーン）で酸化されて N2O となる過程がある。この反

応はリッチとリーン両方が必要であることから、当量

比に制御されている空燃比に変動がある場合に起こ

る。また、触媒温度が常用温度域よりも低い（約 350℃
以下）場合に起こることから、N2O 生成のポイントと

しては、触媒温度低下と空燃比変動の 2 つが挙げられ

る。その観点から、N2O 生成に関して最新の HEV の

うち代表的なものを考慮した場合 
有利な点： 

・アクセル開度の急変などによる負荷変動の一部を、

モータで補うことが可能となる。 
・減速時やアイドルなど触媒温度が低下しやすい状況

ではエンジンを停止させることが行われ、エンジン

作動時は負荷が高い状態で運用される。 
不利な点:： 

・高膨張比エンジンを採用しているため、排気温度が

全般的に低下する。 
・エンジンの停止と始動の回数が増加することから、

瞬時的な空燃比変動が避けられない面がある。 
と、増減両方の可能性があり得ることから、動向を予

測していくには、実測データの取得が不可欠となる。 
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ックアップしたものである。ただし構内を走行した

50%，75%の条件は交通研構内を走行した結果である

ため，0%，5%，100%の結果と同じように評価するこ
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比較すると，CO2排出量は同等の値を示している。一

方 NOx 排出量は FAME 混合割合の増加に伴い，増大

していくことが分かる。この NOx 排出量の傾向はシ

ャシダイナモメータ試験の結果と同じである。 
図 7 に軽油に対して HVO を混合した場合の路上走

行試験結果を示す。この図の結果は全て市街地ルート

における結果である。この図の結果についても，各混

合条件において複数回走行した結果から，同一のドラ

イバによる運転，ルート全体での平均車速がほぼ同等

のものをピックアップしたものである。この図より

HVO 割合の増加に伴い CO2排出率は減少していくこ

とが分かる。また NOx 排出率は，いずれの HVO 混合

割合においても同等の値を示しており，変化していな

いことが分かる。この CO2 排出率が減少し，NOx 排

出率が変化しないという傾向は，シャシダイナモメー

タ試験の結果と同じである。 
 

４．まとめ 
交通研が参画している IEA-AMF 実施協定における

自動車用先進燃料研究の動向について述べるととも

に，CO2低減にむけた新燃料（BDF および HVO）車

両の実路走行時の排出ガス・燃費について評価する交

通研の取り組みの紹介を行った。 
 
(1) AMF 実施協定では，交通研の Annex をはじめと

して，HVO のような第二世代 BDF を用いた研究

が実施されている。また天然ガス，海藻バイオ燃

料に関するプロジェクトも進行中である。協定内

では今後の研究の方向性として，石油系燃料に限

らず，代替燃料，第二世代 BDF といった燃料の車

両への適合性に関する研究と，これらの燃料の生

成・供給プロセスを含めたライフサイクルに関す

る研究を実施していくこととしている。 
(2) 新長期規制適合車両に廃食用油由来 FAME を適

用した場合，シャシダイナモメータ試験，路上走

行試験いずれの結果からも，軽油に対する FAME
混合割合を増加させると，NOx 排出量が増大する

結果となった。 
(3) 同車両に HVO を供給した場合には，軽油に対す

る HVO 混合割合を増加させると，NOx 排出量を

軽油同等に保ちながら，CO2 排出量を削減できる

ことが明らかになった。 
(4) これらの実験結果から，今後普及が期待される

HVO を最新の車両に使用することで，NOx 排出

量を増加させずにCO2排出量を削減することが可

能となり，地球温暖化ガスの削減に寄与できると

考えられる。 
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図 7 軽油に対する HVO 混合割合を変化させた際の

路上走行試験結果 
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３．自動車から排出される亜酸化窒素の排出傾向について 
 

 －最近の技術革新による排出特性の変化－ 
 
 

環境研究領域   ※鈴木 央一  石井 素  山本 敏朗 
 
 

１．は じ め に 
亜酸化窒素（または一酸化二窒素、N2O）は、有害

性は低いものの、CO2の約 300 倍に上る地球温暖化効

果を有すると同時に、上空で分解される過程でオゾン

層を破壊し、米国海洋大気局（NOAA）の試算ではフ

ロン対策が進んだ現在最も影響度が大きいとしてい

る。運輸分野における N2O の温暖化寄与率は、メタ

ンを上回り CO2 に次ぐものとなっているが、近年着

実な改善傾向にあり、2009 年度の排出量は CO2換算

2,667Gg で、温暖化ガス（GHG）に占める寄与率は

1.1％強である。この N2O の低減については、ガソリ

ン乗用車における、排出ガス規制強化にともなう冷始

動対策や空燃比制御の精緻化などにより、N2O 排出が

大幅に低減した影響が大きく、その状況についてフォ

ーラム 2008 にて報告１）した。しかし、その後現在に

至る 3 年間で取り巻く状況は大きく変化している。 
米国では、オバマ大統領が 2009 年に、地球温暖化

防止に真剣に取り組み、その分野から産業の活性化を

図るグリーンニューディール政策を打ち出した。

GHG を健康や財産に脅威を及ぼしうる危険物質とみ

なし、環境保護庁（EPA）などでは新たな燃費基準を

定めた。N2O とメタンに関しても 2015 年以降測定を

義務づけ、基準値も設けている（乗用車クラス）。 
一方、国内に目を転じると、近年の地球温暖化防止

に対する関心の高まりなどから、燃料消費率（燃費）

改善技術の進歩が顕著にみられる。中でも電気ハイブ

リッド自動車（以下、「HEV」という）は、2010 年

には車種別の年間販売台数が 1 位になるなど、急速に

普及が進んでおり、N2O 排出動向を予測していくにあ

たり、その存在を無視できなくなっている。また、デ

ィーゼル車においては、ポスト新長期（'09-'10）排出

ガス規制が施行され、尿素 SCR システム（以下、「尿

素 SCR」という）がディーゼル粒子フィルタ（DPF）

と併用されるなど、N2O 生成に影響する排気後処理装

置の構成に変化がみられている。 
このような昨今の急激な技術革新が N2O の生成と

排出にどのような影響を及ぼすのか、最新のデータを

用いてみていくこととしたい。 
 
２．N2O 生成、排出原因と最新技術の特性による 

N2O 排出変動の予測 
２．１．ガソリン HEV 
ガソリン車における N2O 生成にはいくつかのプロ

セスがあるが、ポイントとなるものとして燃料過濃状

態（リッチ）で生成したアンモニアが、希薄状態（リ

ーン）で酸化されて N2O となる過程がある。この反

応はリッチとリーン両方が必要であることから、当量

比に制御されている空燃比に変動がある場合に起こ

る。また、触媒温度が常用温度域よりも低い（約 350℃
以下）場合に起こることから、N2O 生成のポイントと

しては、触媒温度低下と空燃比変動の 2 つが挙げられ

る。その観点から、N2O 生成に関して最新の HEV の

うち代表的なものを考慮した場合 
有利な点： 

・アクセル開度の急変などによる負荷変動の一部を、

モータで補うことが可能となる。 
・減速時やアイドルなど触媒温度が低下しやすい状況

ではエンジンを停止させることが行われ、エンジン

作動時は負荷が高い状態で運用される。 
不利な点:： 

・高膨張比エンジンを採用しているため、排気温度が

全般的に低下する。 
・エンジンの停止と始動の回数が増加することから、

瞬時的な空燃比変動が避けられない面がある。 
と、増減両方の可能性があり得ることから、動向を予

測していくには、実測データの取得が不可欠となる。 

−−12−− −−13−−



 

 

２．２．尿素 SCR ディーゼル車 
尿素 SCR は、尿素水から生成されるアンモニアを

用いて NOx を選択的に還元するもので、最新ディー

ゼル車における NOx 低減後処理の主流となってい

る。しかし、新長期排出ガス規制適合の尿素 SCR 車

では非常に高い N2O 排出がみられることを既報で示

している。ただし新長期規制適合車は、2010～11 年

度で生産が終了することから、今後台数は増加しな

い。今後の動向は、ポスト新長期規制適合尿素 SCR
車における N2O 排出が鍵となる。尿素 SCR における

N2O 生成も、アンモニアの酸化に由来するものが多

く、SCR 触媒から脱離したアンモニアが、後段の酸

化触媒で酸化されて N2O となる。既報１）ではポスト

新長期規制が開始されると、より積極的な NOx 浄化

が必要なため、尿素水添加量の増加などが見込まれ、

さらなる N2O 増加の懸念を著している。また、規制

強化にともない、従来は排他的に用いられていた尿素

SCR と DPF の併用など、後処理装置構成に変化が見

られ、N2O 生成に影響を及ぼすことが想定される。 
 

３．測 定 結 果 
３．１．HEV を含むガソリン車 

HEV における N2O 排出傾向を調査するにあたり、

製造者の異なる代表的な HEV2 台について試験を行

った。比較対象として既報で使用した車両も含めた諸

元を表 1 に示す。車両 A は後処理装置を持たないも

ので、燃焼による N2O 排出の水準を示すものといえ

る。車両 E と F は同じ新長期規制適合だが、F の方

が 3 年以上後に登録された車両で、より燃費向上を意

識した設定となっていると予想される。 
図 1 は、各試験車の N2O 排出について比較したも

のである。過去に行った試験では評価試験サイクルと

して 11 モードと 10-15 モードとの重み付け平均値を

採用したが、新しい車両では、JC08 モードで測定を

実施した。両評価モードの関係を示すものとして、車

両 E においては、両方を実施しその結果を掲載した。

図より、新短期規制以降の車両においては、N2O 排出

が大幅に減少しており、その中で車両 E では極めて低

い排出となっているのに対し、車両 F および HEV で

はそれよりやや増加した。その結果、環境省温室効果

ガス排出量算定方法検討会が実測結果を基に設定し

た新長期規制車の排出源単位を、いずれも超過する水

準となっている。HEV のみならず、近年のガソリン

車においては、燃費向上のため、燃料カットの増加や

アイドルストップなどが進められており、空燃比変動

の起こりやすくなる要素があるとみられる。したがっ

て今後、原単位の見直し等を考慮していくべきであ

る。一方、図中には米国で公表されている基準値も示

した。評価モードが異なるので単純な比較はできない

ものの、新短期規制以降の乗用車であれば十分満たせ

るレベルであり、その基準値を考慮して、新たな処置

が求められることは必要ないといえる。 
図 1 で HEV において N2O 排出がやや増加するこ

とを示したが、HEV では同時に燃費の大幅な向上が

みられ CO2 排出は大幅に低減している。しがたって

N2O の排出量増加以上に、GHG に対する N2O 寄与

率が高まる恐れがある。そこで、排出 N2O の GHG
に対する寄与率を比較することとした。 
図 2 は、各車両の N2O の GHG 排出全体に対する

寄与率を比較したものである。N2O が 5％前後の寄与

率を有する昭和 53 年規制車に対し、新短期規制以降

の車両はその 1/10 以下である。2 台の HEV は車両 E
より N2O の寄与率が高まるが、それでも約 0.3％に止

まっている。N2O の寄与率は全体で 1.1%であること

から、HEV 等の増加がただちにトータル N2O の増加

につながることはない。ただし、これまでの N2O 減

少傾向をやや抑制することが予想される。 

表 1 試験車両諸元（ガソリン車） 
記号 A B C D
排気量　（Ｌ） 1.5 2.0 1.5 1.5
後処理装置 なし 3WC 3WC 3WC

適合規制（年） '78 '78 '78 '00
形状 バン ワゴン セダン セダン
記号 E F HEV1 HEV2
排気量　（Ｌ） 3.0 1.5 1.8 1.3
後処理装置 3WC 3WC 3WC 3WC

適合規制（年） '05（4☆） '05（4☆） '05（4☆） '05（4☆）
形状 バン ハッチバック ハッチバック ハッチバック  
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図 1 各車両の N2O 排出量の比較 

 

 

３．２．ポスト新長期規制の尿素 SCR 車 
 ポスト新長期規制適合の尿素 SCR 車として、表 2
に示す諸元の車両およびエンジンを用いた。車両 A は

一般的なカーゴトラックであるのに対し、車両 B1、
B2 としたのは、エンジンベンチ試験で同一のエンジ

ンに異なる車両諸元（車両 A と同クラスのトラックお

よびそれ以上の重トラクタ）を設定して測定したもの

である。評価モードとしては、認証モードである JE05
モードと 2016 年規制以降採用が予定されている

WHTC とした。 
図 3 は、各車両の各モードにおける N2O 排出率を

比較したものである。図中には GHG の 5%寄与率と

なる水準を記載したが、それを概ね下回る結果となっ

ており、N2O の寄与率が 15～20%にも及んだ新長期

規制車からは大幅な減少傾向となった。その理由は後

述するが、本結果から得られる課題として、車両 B1
と B2 で、WHTC では同一ながら、JE05 モードで 2
倍以上の差がみられたことが挙げられる。WHTC は、

試験条件がエンジンの最大トルクなどにより決定さ

れるため、車両の違いを反映できない。それに対して

JE05 モードでは、車両の諸元を含めて試験条件が決

定されるため、当該車両に即した排出性能が得られ

る。今回の試験で、B1 と B2 では試験時の車両重量

が約 8t 異なることなどにより、N2O 排出率が 2 倍以

上変化する結果となった。近年では、ダウンサイジン

グとして、同一エンジンをより大きな車両に搭載する

ケースが多くみられる。したがって車両 B2 で高い

N2O 排出となったことは、今後 WHTC を用いて N2O
を評価するとした場合に過小評価する恐れがある。 
図 4 は、今回の試験車の結果を従来車のものと

GHG として比較したものである（なお、メタンはほ

ぼゼロである）。ポスト新長期規制車で大幅に N2O の

寄与が減少しているが、まだ後処理装置を持たない車

両よりは明らかに高い水準であり、改善されたといっ

ても終息しつつあるとはいえない状況にある。 
N2O 排出の要因解析として、図 5 に、車両 B1（=B2）

における WHTC（ホットサイクル）での N2O 排出濃

度と触媒出口温度の時間履歴を示す。WHTC では試

験が進むにつれて車速の高い走行を再現することか

ら、1350 秒付近より触媒出口温度が大きく上昇する。

その部分を黄色の帯で示すが、同じ時間帯で相対的に

高い N2O 排出が観察される。ゼオライト系の SCR 触

媒では、アンモニア等還元剤を触媒上に吸着させるこ
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図 2 各車両の N2O 排出の GHG 排出に対する割合 
 

表 2 試験車両諸元（ディーゼル車） 
識別記号 A B1 B2
排気量　L 9.8 10.8 ←
最高出力　　kW/rpm 279/1800 302/1800 ←
最大トルク   Nm/rpm 1800/1200 1814/1200 ←
燃料噴射システム Common rail Unit injector ←
後処理装置 尿素SCR+DPF 尿素SCR+DPF ←
車両総重量   kg 24980 24405 37204
試験時車両重量   kg 17375 16585 24662
適合排ガス規制　（年） '09 '09 ←  
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図 3 各車両の N2O 排出率の比較 
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２．２．尿素 SCR ディーゼル車 
尿素 SCR は、尿素水から生成されるアンモニアを

用いて NOx を選択的に還元するもので、最新ディー

ゼル車における NOx 低減後処理の主流となってい

る。しかし、新長期排出ガス規制適合の尿素 SCR 車

では非常に高い N2O 排出がみられることを既報で示

している。ただし新長期規制適合車は、2010～11 年

度で生産が終了することから、今後台数は増加しな

い。今後の動向は、ポスト新長期規制適合尿素 SCR
車における N2O 排出が鍵となる。尿素 SCR における

N2O 生成も、アンモニアの酸化に由来するものが多

く、SCR 触媒から脱離したアンモニアが、後段の酸

化触媒で酸化されて N2O となる。既報１）ではポスト

新長期規制が開始されると、より積極的な NOx 浄化

が必要なため、尿素水添加量の増加などが見込まれ、

さらなる N2O 増加の懸念を著している。また、規制

強化にともない、従来は排他的に用いられていた尿素

SCR と DPF の併用など、後処理装置構成に変化が見

られ、N2O 生成に影響を及ぼすことが想定される。 
 

３．測 定 結 果 
３．１．HEV を含むガソリン車 

HEV における N2O 排出傾向を調査するにあたり、

製造者の異なる代表的な HEV2 台について試験を行

った。比較対象として既報で使用した車両も含めた諸

元を表 1 に示す。車両 A は後処理装置を持たないも

ので、燃焼による N2O 排出の水準を示すものといえ

る。車両 E と F は同じ新長期規制適合だが、F の方

が 3 年以上後に登録された車両で、より燃費向上を意

識した設定となっていると予想される。 
図 1 は、各試験車の N2O 排出について比較したも

のである。過去に行った試験では評価試験サイクルと

して 11 モードと 10-15 モードとの重み付け平均値を

採用したが、新しい車両では、JC08 モードで測定を

実施した。両評価モードの関係を示すものとして、車

両 E においては、両方を実施しその結果を掲載した。

図より、新短期規制以降の車両においては、N2O 排出

が大幅に減少しており、その中で車両 E では極めて低

い排出となっているのに対し、車両 F および HEV で

はそれよりやや増加した。その結果、環境省温室効果

ガス排出量算定方法検討会が実測結果を基に設定し

た新長期規制車の排出源単位を、いずれも超過する水

準となっている。HEV のみならず、近年のガソリン

車においては、燃費向上のため、燃料カットの増加や

アイドルストップなどが進められており、空燃比変動

の起こりやすくなる要素があるとみられる。したがっ

て今後、原単位の見直し等を考慮していくべきであ

る。一方、図中には米国で公表されている基準値も示

した。評価モードが異なるので単純な比較はできない

ものの、新短期規制以降の乗用車であれば十分満たせ

るレベルであり、その基準値を考慮して、新たな処置

が求められることは必要ないといえる。 
図 1 で HEV において N2O 排出がやや増加するこ

とを示したが、HEV では同時に燃費の大幅な向上が

みられ CO2 排出は大幅に低減している。しがたって

N2O の排出量増加以上に、GHG に対する N2O 寄与

率が高まる恐れがある。そこで、排出 N2O の GHG
に対する寄与率を比較することとした。 
図 2 は、各車両の N2O の GHG 排出全体に対する

寄与率を比較したものである。N2O が 5％前後の寄与

率を有する昭和 53 年規制車に対し、新短期規制以降

の車両はその 1/10 以下である。2 台の HEV は車両 E
より N2O の寄与率が高まるが、それでも約 0.3％に止

まっている。N2O の寄与率は全体で 1.1%であること

から、HEV 等の増加がただちにトータル N2O の増加

につながることはない。ただし、これまでの N2O 減

少傾向をやや抑制することが予想される。 

表 1 試験車両諸元（ガソリン車） 
記号 A B C D
排気量　（Ｌ） 1.5 2.0 1.5 1.5
後処理装置 なし 3WC 3WC 3WC

適合規制（年） '78 '78 '78 '00
形状 バン ワゴン セダン セダン
記号 E F HEV1 HEV2
排気量　（Ｌ） 3.0 1.5 1.8 1.3
後処理装置 3WC 3WC 3WC 3WC

適合規制（年） '05（4☆） '05（4☆） '05（4☆） '05（4☆）
形状 バン ハッチバック ハッチバック ハッチバック  
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図 1 各車両の N2O 排出量の比較 

 

 

３．２．ポスト新長期規制の尿素 SCR 車 
 ポスト新長期規制適合の尿素 SCR 車として、表 2
に示す諸元の車両およびエンジンを用いた。車両 A は

一般的なカーゴトラックであるのに対し、車両 B1、
B2 としたのは、エンジンベンチ試験で同一のエンジ

ンに異なる車両諸元（車両 A と同クラスのトラックお

よびそれ以上の重トラクタ）を設定して測定したもの

である。評価モードとしては、認証モードである JE05
モードと 2016 年規制以降採用が予定されている

WHTC とした。 
図 3 は、各車両の各モードにおける N2O 排出率を

比較したものである。図中には GHG の 5%寄与率と

なる水準を記載したが、それを概ね下回る結果となっ

ており、N2O の寄与率が 15～20%にも及んだ新長期

規制車からは大幅な減少傾向となった。その理由は後

述するが、本結果から得られる課題として、車両 B1
と B2 で、WHTC では同一ながら、JE05 モードで 2
倍以上の差がみられたことが挙げられる。WHTC は、

試験条件がエンジンの最大トルクなどにより決定さ

れるため、車両の違いを反映できない。それに対して

JE05 モードでは、車両の諸元を含めて試験条件が決

定されるため、当該車両に即した排出性能が得られ

る。今回の試験で、B1 と B2 では試験時の車両重量

が約 8t 異なることなどにより、N2O 排出率が 2 倍以

上変化する結果となった。近年では、ダウンサイジン

グとして、同一エンジンをより大きな車両に搭載する

ケースが多くみられる。したがって車両 B2 で高い

N2O 排出となったことは、今後 WHTC を用いて N2O
を評価するとした場合に過小評価する恐れがある。 
図 4 は、今回の試験車の結果を従来車のものと

GHG として比較したものである（なお、メタンはほ

ぼゼロである）。ポスト新長期規制車で大幅に N2O の

寄与が減少しているが、まだ後処理装置を持たない車

両よりは明らかに高い水準であり、改善されたといっ

ても終息しつつあるとはいえない状況にある。 
N2O 排出の要因解析として、図 5 に、車両 B1（=B2）

における WHTC（ホットサイクル）での N2O 排出濃

度と触媒出口温度の時間履歴を示す。WHTC では試

験が進むにつれて車速の高い走行を再現することか

ら、1350 秒付近より触媒出口温度が大きく上昇する。

その部分を黄色の帯で示すが、同じ時間帯で相対的に

高い N2O 排出が観察される。ゼオライト系の SCR 触

媒では、アンモニア等還元剤を触媒上に吸着させるこ
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図 2 各車両の N2O 排出の GHG 排出に対する割合 
 

表 2 試験車両諸元（ディーゼル車） 
識別記号 A B1 B2
排気量　L 9.8 10.8 ←
最高出力　　kW/rpm 279/1800 302/1800 ←
最大トルク   Nm/rpm 1800/1200 1814/1200 ←
燃料噴射システム Common rail Unit injector ←
後処理装置 尿素SCR+DPF 尿素SCR+DPF ←
車両総重量   kg 24980 24405 37204
試験時車両重量   kg 17375 16585 24662
適合排ガス規制　（年） '09 '09 ←  
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図 3 各車両の N2O 排出率の比較 
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とで NOx 浄化性能が向上するため、吸着を前提とし

た制御が行われる。しかし、触媒上の吸着許容量は、

温度が上昇すると減少するため、短時間で触媒温度が

上昇した場合、吸着していたアンモニアがスリップす

るケースが起こる。そのアンモニアが後段酸化触媒で

酸化されて一部が N2O となって排出される。このよ

うな触媒温度変化に着目して、新長期規制車とポスト

新長期規制車について比較を行うこととした。 
図 6 は、車両 A と過去に試験を行った同等諸元の

尿素 SCR 車における JE05 モードでの排気管出口温

度を比較したものである。車両 A では、始動直後に約

200℃まで上昇した後は、±20℃の範囲の限られた変

化に止まる。新長期規制車と比較した場合、とくに

1500 秒前後における高速走行時にその違いが顕著に

なる。新長期規制車では、それ以前の低速走行により

触媒温度が低下した状態から高速走行に移行して

100℃以上上昇していくのに対し、車両 A ではそこに

至るまでの温度低下が少ない一方で、高速走行による

温度上昇の開始が 100 秒以上遅れた上で変化幅が大

きく減少している。このような違いが SCR 触媒から

のアンモニアスリップと、それによる N2O 生成に変

化をもたらしたとみられ、N2O 排出が低減した一つの

理由とみられる。なお、SCR 触媒温度変化が抑制さ

れた理由は、車両 A では、ポスト新長期規制に適合す

るため、熱容量の大きい DPF が SCR 触媒上流に配置

されたことによるものである。 
この尿素 SCR 車における N2O 排出傾向の変化は、

ガソリン車において昭和 53 年規制に適合するための

三元触媒の導入が N2O 排出の急増を招き、その後の

規制強化で急激に減少したことと重なる。2016 年に

さらなる規制強化が予定されているが、それに向けて

改善傾向となるのか、燃費向上技術の導入などで増加

に転じるのか、引き続き注視していく必要がある。 
 

４．ま と め 
ガソリンハイブリッド（HEV）車の増加やディー

ゼル車におけるポスト新長期規制の施行なども含め

た最新の N2O 排出動向について以下にまとめる。 
（1）HEV を主とした近年の燃費向上技術が盛り込ま

れた車両では、空燃比のずれが起こる頻度の増加が

見込まれ、N2O 排出がそれ以前のものより増加する

傾向がある。しかし GHG 排出の 0.3％前後の寄与

に止まり、影響は限定的で、米国で提唱されている

基準値を意識する必要などはないとみられる。 
（2）ポスト新長期規制適合の尿素 SCR 車では、新長

期規制のものよりも大幅に N2O 排出は抑制され、

GHG 排出の 1～6％程度の寄与率となったが、依然

として後処理装置のない車両より増加しており、引

き続き注視していく必要がある。 
（3）上記 N2O 排出抑止理由の一つとして、DPF を搭

載したことによる熱容量増加で SCR 触媒温度の変

化が小さくなったことが挙げられる。また課題とし

て、同一エンジンを異なる車両で試験した場合には

2 倍以上も異なる結果が得られたことから、評価を

行うにあたっては、車両諸元等を反映させた形が望

まれる。 
 

５．参考文献 
(1) 鈴木ほか，交通研フォーラム 2008 講演資料，

http://www.ntsel.go.jp/forum/2008files/08-03k.pdf 
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４．新たな加速走行騒音試験法に向けた走行実態調査 
 
 

環境研究領域   ※宝渦 寛之  坂本 一朗  村上 孝行 
          環境省       藤本 孝之 
 

１．はじめに 
自動車交通騒音に係る環境基準については、近年は

改善の兆しが見えるものの、昭和 46 年の閣議決定後

の評価開始以降、平成 10 年の評価方法の変更を経た

後も、長らく達成率は概ね横ばい傾向にあった。沿道

騒音には、様々な要因が関連するものの、その一因を

担う自動車単体が発する騒音に対しては、我が国で

は、新型自動車の加速走行試験法（TRIAS30）が昭

和 46 年に導入されている。 
TRIAS30 は、導入以来、段階的に規制値の強化が

行われてきた。しかし、試験法自体は基本的に変更さ

れておらず、試験法導入当初と比べ、車両性能の向上

や道路交通環境の変化等により、騒音実態は変化して

いる。国際的にも同様の認識のもと、現行の試験法に

代わる新たな加速走行試験法の策定に向けて、国連欧

州 経 済 委 員 会 自 動 車 基 準 調 和 フ ォ ー ラ ム

（UN-ECE/WP29）にて議論が進められている。この

ような状況を受け、環境省では、現行試験法に代わる

新たな加速走行騒音試験法の検討に着手し、中央環境

審議会騒音振動部会の自動車単体騒音専門委員会に

おいて、我が国の市街地を走行中の自動車騒音を評価

でき、かつ、国際基準調和も視野に入れた新たな試験

法の検討を行っている。この中で当研究所は、環境省

の委託調査により、同委員会にて検討に資するデータ

を得るための調査を実施している。 
本稿では、国際的に二輪車の試験法について議論が

先行していることから、二輪車についての調査概要を

述べる。また、国際基準調和の観点より、WP29 にて

議論の進められている新たな二輪車の加速走行試験

法（R41 改正案(1)）の概要を紹介し、R41 改正案が国

内の実態を反映したものであるか検証を行う。 
２．加速走行騒音試験法改正の背景 

図 1 に、自動車交通騒音に係わる環境基準達成状況

の推移を示す。この図より、基準達成率については、

近年は改善の兆しが見えることがわかる。しかし、同

図には、昼夜ともに基準超過となる戸数と総評価戸数

をあわせて示してあるが、評価対象となる道路延長が

延びたため総評価戸数が増加しているものの、依然と

して多くの基準超過戸数が残されている事がわかる。

そのため、これらの状況改善に向けて、一層の努力が

必要であると考えられる。道路交通騒音の構成要因と

しては、交通量、走行速度、路面の舗装等とともに、

自動車単体の発する騒音レベルの大きさが挙げられ

る。自動車単体騒音の規制値については、我が国のみ

ならず諸外国においても、規制導入以来、徐々に引き

下げられてきたが、このような国々において、規制値

の引き下げ幅に対して、沿道騒音の改善効果が小さい

ことが指摘されている(2)。これらの国々で採用されて

いる加速走行試験法は、試験時重量やギヤ位置等に多

少の違いはあるものの、基本的には我が国における試

験法と同じであることから、我が国においても、程度

の大小はあれ同様の現象が道路交通騒音と自動車単

体騒音規制の間に起きていると考えられる。 
ここで、我が国の加速走行試験法である TRIAS30

について説明を行う。図 2 は、TRIAS30 の測定方法

の概要を示した図である。車両は、図中 B－D の測定

区間の十分手前から予め定められた速度にて定常走

行させ、車両の前端が図に示す B 点に達したときから

車両の後端が図に示す D 点に達するまで、アクセル

を全開にして加速走行させる。このとき車両が B－D
間を通過する際に記録する最大騒音レベルを測定す

る試験法が、現行の加速走行騒音試験である。 
自動車の走行性能は、導入当初と比べて飛躍的に向

上したと言え、現在では、大型車や排気量の小さな二

輪車等を除くと、通常の走行においてアクセルを全開

にして走行することはなくなった。そのため、試験状

態と市街地走行状態の車両状態が一致しない場合が

あり、WP29 での議論の中では、このような走行方法

の相違が原因で、正当に評価できない車両が存在する

ことが明らかになっている。図 3（3）は、マイク前を
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とで NOx 浄化性能が向上するため、吸着を前提とし

た制御が行われる。しかし、触媒上の吸着許容量は、

温度が上昇すると減少するため、短時間で触媒温度が

上昇した場合、吸着していたアンモニアがスリップす

るケースが起こる。そのアンモニアが後段酸化触媒で

酸化されて一部が N2O となって排出される。このよ

うな触媒温度変化に着目して、新長期規制車とポスト

新長期規制車について比較を行うこととした。 
図 6 は、車両 A と過去に試験を行った同等諸元の

尿素 SCR 車における JE05 モードでの排気管出口温

度を比較したものである。車両 A では、始動直後に約

200℃まで上昇した後は、±20℃の範囲の限られた変

化に止まる。新長期規制車と比較した場合、とくに

1500 秒前後における高速走行時にその違いが顕著に

なる。新長期規制車では、それ以前の低速走行により

触媒温度が低下した状態から高速走行に移行して

100℃以上上昇していくのに対し、車両 A ではそこに

至るまでの温度低下が少ない一方で、高速走行による

温度上昇の開始が 100 秒以上遅れた上で変化幅が大

きく減少している。このような違いが SCR 触媒から

のアンモニアスリップと、それによる N2O 生成に変

化をもたらしたとみられ、N2O 排出が低減した一つの

理由とみられる。なお、SCR 触媒温度変化が抑制さ

れた理由は、車両 A では、ポスト新長期規制に適合す

るため、熱容量の大きい DPF が SCR 触媒上流に配置

されたことによるものである。 
この尿素 SCR 車における N2O 排出傾向の変化は、

ガソリン車において昭和 53 年規制に適合するための

三元触媒の導入が N2O 排出の急増を招き、その後の

規制強化で急激に減少したことと重なる。2016 年に

さらなる規制強化が予定されているが、それに向けて

改善傾向となるのか、燃費向上技術の導入などで増加

に転じるのか、引き続き注視していく必要がある。 
 

４．ま と め 
ガソリンハイブリッド（HEV）車の増加やディー

ゼル車におけるポスト新長期規制の施行なども含め

た最新の N2O 排出動向について以下にまとめる。 
（1）HEV を主とした近年の燃費向上技術が盛り込ま

れた車両では、空燃比のずれが起こる頻度の増加が

見込まれ、N2O 排出がそれ以前のものより増加する

傾向がある。しかし GHG 排出の 0.3％前後の寄与

に止まり、影響は限定的で、米国で提唱されている

基準値を意識する必要などはないとみられる。 
（2）ポスト新長期規制適合の尿素 SCR 車では、新長

期規制のものよりも大幅に N2O 排出は抑制され、

GHG 排出の 1～6％程度の寄与率となったが、依然

として後処理装置のない車両より増加しており、引

き続き注視していく必要がある。 
（3）上記 N2O 排出抑止理由の一つとして、DPF を搭

載したことによる熱容量増加で SCR 触媒温度の変

化が小さくなったことが挙げられる。また課題とし

て、同一エンジンを異なる車両で試験した場合には

2 倍以上も異なる結果が得られたことから、評価を

行うにあたっては、車両諸元等を反映させた形が望

まれる。 
 

５．参考文献 
(1) 鈴木ほか，交通研フォーラム 2008 講演資料，

http://www.ntsel.go.jp/forum/2008files/08-03k.pdf 
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４．新たな加速走行騒音試験法に向けた走行実態調査 
 
 

環境研究領域   ※宝渦 寛之  坂本 一朗  村上 孝行 
          環境省       藤本 孝之 
 

１．はじめに 
自動車交通騒音に係る環境基準については、近年は

改善の兆しが見えるものの、昭和 46 年の閣議決定後

の評価開始以降、平成 10 年の評価方法の変更を経た

後も、長らく達成率は概ね横ばい傾向にあった。沿道

騒音には、様々な要因が関連するものの、その一因を

担う自動車単体が発する騒音に対しては、我が国で

は、新型自動車の加速走行試験法（TRIAS30）が昭

和 46 年に導入されている。 
TRIAS30 は、導入以来、段階的に規制値の強化が

行われてきた。しかし、試験法自体は基本的に変更さ

れておらず、試験法導入当初と比べ、車両性能の向上

や道路交通環境の変化等により、騒音実態は変化して

いる。国際的にも同様の認識のもと、現行の試験法に

代わる新たな加速走行試験法の策定に向けて、国連欧

州 経 済 委 員 会 自 動 車 基 準 調 和 フ ォ ー ラ ム

（UN-ECE/WP29）にて議論が進められている。この

ような状況を受け、環境省では、現行試験法に代わる

新たな加速走行騒音試験法の検討に着手し、中央環境

審議会騒音振動部会の自動車単体騒音専門委員会に

おいて、我が国の市街地を走行中の自動車騒音を評価

でき、かつ、国際基準調和も視野に入れた新たな試験

法の検討を行っている。この中で当研究所は、環境省

の委託調査により、同委員会にて検討に資するデータ

を得るための調査を実施している。 
本稿では、国際的に二輪車の試験法について議論が

先行していることから、二輪車についての調査概要を

述べる。また、国際基準調和の観点より、WP29 にて

議論の進められている新たな二輪車の加速走行試験

法（R41 改正案(1)）の概要を紹介し、R41 改正案が国

内の実態を反映したものであるか検証を行う。 
２．加速走行騒音試験法改正の背景 

図 1 に、自動車交通騒音に係わる環境基準達成状況

の推移を示す。この図より、基準達成率については、

近年は改善の兆しが見えることがわかる。しかし、同

図には、昼夜ともに基準超過となる戸数と総評価戸数

をあわせて示してあるが、評価対象となる道路延長が

延びたため総評価戸数が増加しているものの、依然と

して多くの基準超過戸数が残されている事がわかる。

そのため、これらの状況改善に向けて、一層の努力が

必要であると考えられる。道路交通騒音の構成要因と

しては、交通量、走行速度、路面の舗装等とともに、

自動車単体の発する騒音レベルの大きさが挙げられ

る。自動車単体騒音の規制値については、我が国のみ

ならず諸外国においても、規制導入以来、徐々に引き

下げられてきたが、このような国々において、規制値

の引き下げ幅に対して、沿道騒音の改善効果が小さい

ことが指摘されている(2)。これらの国々で採用されて

いる加速走行試験法は、試験時重量やギヤ位置等に多

少の違いはあるものの、基本的には我が国における試

験法と同じであることから、我が国においても、程度

の大小はあれ同様の現象が道路交通騒音と自動車単

体騒音規制の間に起きていると考えられる。 
ここで、我が国の加速走行試験法である TRIAS30

について説明を行う。図 2 は、TRIAS30 の測定方法

の概要を示した図である。車両は、図中 B－D の測定

区間の十分手前から予め定められた速度にて定常走

行させ、車両の前端が図に示す B 点に達したときから

車両の後端が図に示す D 点に達するまで、アクセル

を全開にして加速走行させる。このとき車両が B－D
間を通過する際に記録する最大騒音レベルを測定す

る試験法が、現行の加速走行騒音試験である。 
自動車の走行性能は、導入当初と比べて飛躍的に向

上したと言え、現在では、大型車や排気量の小さな二

輪車等を除くと、通常の走行においてアクセルを全開

にして走行することはなくなった。そのため、試験状

態と市街地走行状態の車両状態が一致しない場合が

あり、WP29 での議論の中では、このような走行方法

の相違が原因で、正当に評価できない車両が存在する

ことが明らかになっている。図 3（3）は、マイク前を

−−16−− −−17−−



 

 

基準（0m）としマイク通過前をマイナスとして表示

した、車両先端位置と走行速度及び加速度を示した実

測結果である。ここでは、TRIAS30 と同様に、全開

加速走行騒音の評価を行う ECE の現行試験法に則

り、定常走行からアクセルを全開にしている。通常、

アクセルを全開にすると、全開の直後から、加速度は

右肩上がりに一定値まで上昇する。しかしこの結果で

は、－10m 地点でアクセルを全開にしたにもかかわ

らず、加速度が上昇し始めるのは、マイク前を 5m ほ

ど通過した辺りからである。このように、アクセル操

作に対して車両の加速が遅れる場合、車両本来の加速

走行騒音を評価することはできない。 
自動車騒音は複合的で、エンジン、吸排気系、タイ

ヤ等の音源から構成されており、それぞれの音源から

排出される騒音は運転状況に大きく依存する。また、

上記のような状況も加味すると、加速走行騒音の試験

法は、市街地で発揮している真の走行実態を評価する

ことが可能な試験法であることが望まれる。 

３．R41改正案の概要 

WP29 では、新たな二輪車の試験法について、本年

の 6 月に採択されている。この試験法では、通常の市

街地走行において発生しうる最大の加速走行騒音を

評価することをコンセプトとし、市街地を走行した際

の加速度の累積頻度分布 95%値における騒音レベル

の評価を行うこととしている。加速性能は、車両によ

って異なるため、それぞれの車両の PMR（パワーマ

スレシオ：車両の最高出力と重量の比〔kW/h〕）に応

じて、市街地走行相当の加速度（αurban）を定義して

いる。図 4 に PMR とαurbanの関係式を示す。この回

帰式は、膨大な二輪車の市街地走行調査の結果から作

成されたものである。この元となったデータには、日

本国内における調査結果も含まれるが、あくまでも

種々の車両における様々な地域での測定結果の一部

であるため、この回帰式が現在の国内の交通状況を現

したものであるか、検討の余地があると考えられる。 
R41 改正案では、αurbanでの加速走行状態における

騒音レベルの評価を行うが、テストコースにおいて、

騒音測定区間を狙った加速度で走行することは困難

であり、世界中で使われる試験法としては、簡便な方

法が望まれる。そこで、R41 改正案では、図 5 のよう

に、定常走行試験の結果と加速走行試験の結果から市

街地走行状態の騒音レベル（Lurban）を計算により求

め、Lurbanに対して規制を行う。 
R41 改正案では、図 3 に示したような、アクセル操

作に対して加速が遅れる車両への対策も講じている。

TRIAS30 や現行の R41 試験法では、車両の変速機の

仕様に応じて試験時のギヤ位置を定めているが、R41
改正案においては、全開加速走行を行った際に、PMR
に応じて設定された加速度を満足するようなギヤ位

置を選択させる方法をとっている。 

図 4 R41 改正案における市街地加速度の回帰式 
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４．市街地走行実態調査 
４．１．概要 
 我が国においても、市街地走行実態を反映した試験

法の策定を目指しているため、実際に市街地を走行

し、そのときの走行状態を調査した。また、R41 改正

案の国内導入も視野に入れ、得られた結果と R41 改

正案で示される走行実態との比較を行った。走行区間

は、国内の道路状況を代表する道路として、国土交通

省の全国道路・街路交通情勢調査を参考に、平日の混

雑時旅行速度が全国平均とほぼ同等となる主要幹線

道路であることを条件とし、国道 20 号（本宿交番前

交差点～上高井戸一丁目交差点：15.2km）と国道 16
号（八幡町交差点～岩蔵街道交差点：15.3km）を選

定した。なお、いずれの走行路も、騒音に係る環境基

準を超過する地点を沿線に含む区間となっている。調

査は、平日の昼間に時間帯を変えて複数回行なった。

走行方法としては、ドライバーに対し、一般の交通流

に乗った走行をし、過度な追い越しや急発進等は行わ

ないよう指示した。 
 試験車両の主要諸元を表 1 に示す。試験車両は、小

型二輪自動車、軽二輪自動車、原動機付自転車（第二

種）を各 1 台ずつ選出した。 
 計測項目は、車速、エンジン回転数およびアクセル

開度とし、サンプリング周期 240Hz にて収録した。

得られたデータは、平均を行い 0.5 秒間隔のデータと

した。また、加速度は速度の微分から求めた。 
 

表 1 試験車両諸元表 

４．２．結果 
表 2 に、今回の測定における加速度の累積頻度分布

95%値（以下、α95）を示す。結果は、車両毎にデー

タをとりまとめ、R41 改正案でのαurbanについての回

帰式作成時のプロセスに従い、走行速度が R41 改正

案の試験速度の±5km/h であり、なおかつ加速状態に

ある（加速度＞0）場合のデータのみ抜き出し解析を

行った。国内の交通状況と R41 改正案での評価点を

比較する際、α95とαurbanが近い値であることが重要

となるが、今回の結果において、α95とαurbanの差は

10%未満と比較的近い値となっていることがわかる。 
A 車について、図 6 に、エンジン回転数を最高出力

のエンジン回転数にて正規化した正規化エンジン回

転数とアクセル開度の使用頻度分布をコンターマッ

プにて示す。なお、結果は、上記のα95導出時と同じ

条件にてデータを抜き出したものである。また図中に

は、矢印にて、テストコースにて測定を行った、

TRIAS30およびR41改正案における騒音測定区間の

入口から出口までの車両状態の変化をあわせて示し

ている。この結果から、市街地走行では、頻度の高い

アクセル開度は 15%程度であり、最高でも 40%程で

あることがわかる。一方、TRIAS30 では、アクセル

開度 100%の時の騒音の評価を行うことが確認出来

る。図中に R41 改正案での評価点を示すことは難し

いものの、定常走行と加速走行との中間域の評価を行

うため、TRIAS30 に比べ、市街地走行により近い状

態で評価できる。なおここでは、A 車の結果を示した

が、B、C 車についても、アクセル開度 100%を記録

した車両はなく、20％前後の頻度が最も高かった。 
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図 5 R41 改正案における最終値導出方法 

A車 B車 C車

小型二輪自動車 軽二輪自動車
第二種

原動機付自転車
260 132 114
370 242 224
2.51 2.19 1.84
399 249 107

24/8000 23/10000 6.6/7500
33/6000 24/8000 9.3/6250
71.6 111.1 34.9

市街地 αurban(m/s2) 1.18 1.43 1.03

αwot_ref(m/s
2
) 2.02 2.65 1.29

上限αwot 2.22 2.92 1.36
下限αwot 1.82 2.39 1.23

5MT 6MT CVT
50 40 40
50 50 40

アメリカン オフロード スクーター車両タイプ

トランスミッション

エンジン
総排気量(cm

3
)

最高出力（kw/rpm)
最大トルク(N･m/rpm)

目標加速度

試験速度
TRIAS20：入口速度（km/h）

R41改正案：マイク前速度（km/h）

全開

車両区分

車両重量(kg)
車両総重量(kg)
車両長さ(m)

車両記号

PMR(kw/t)

図 6 アクセル開度頻度分布（A 車） 

表 2 加速度の累積頻度分布 95%値 
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基準（0m）としマイク通過前をマイナスとして表示

した、車両先端位置と走行速度及び加速度を示した実

測結果である。ここでは、TRIAS30 と同様に、全開

加速走行騒音の評価を行う ECE の現行試験法に則

り、定常走行からアクセルを全開にしている。通常、

アクセルを全開にすると、全開の直後から、加速度は

右肩上がりに一定値まで上昇する。しかしこの結果で

は、－10m 地点でアクセルを全開にしたにもかかわ

らず、加速度が上昇し始めるのは、マイク前を 5m ほ

ど通過した辺りからである。このように、アクセル操

作に対して車両の加速が遅れる場合、車両本来の加速

走行騒音を評価することはできない。 
自動車騒音は複合的で、エンジン、吸排気系、タイ

ヤ等の音源から構成されており、それぞれの音源から

排出される騒音は運転状況に大きく依存する。また、

上記のような状況も加味すると、加速走行騒音の試験

法は、市街地で発揮している真の走行実態を評価する

ことが可能な試験法であることが望まれる。 

３．R41改正案の概要 

WP29 では、新たな二輪車の試験法について、本年

の 6 月に採択されている。この試験法では、通常の市

街地走行において発生しうる最大の加速走行騒音を

評価することをコンセプトとし、市街地を走行した際

の加速度の累積頻度分布 95%値における騒音レベル

の評価を行うこととしている。加速性能は、車両によ

って異なるため、それぞれの車両の PMR（パワーマ

スレシオ：車両の最高出力と重量の比〔kW/h〕）に応

じて、市街地走行相当の加速度（αurban）を定義して

いる。図 4 に PMR とαurbanの関係式を示す。この回

帰式は、膨大な二輪車の市街地走行調査の結果から作

成されたものである。この元となったデータには、日

本国内における調査結果も含まれるが、あくまでも

種々の車両における様々な地域での測定結果の一部

であるため、この回帰式が現在の国内の交通状況を現

したものであるか、検討の余地があると考えられる。 
R41 改正案では、αurbanでの加速走行状態における

騒音レベルの評価を行うが、テストコースにおいて、

騒音測定区間を狙った加速度で走行することは困難

であり、世界中で使われる試験法としては、簡便な方

法が望まれる。そこで、R41 改正案では、図 5 のよう

に、定常走行試験の結果と加速走行試験の結果から市

街地走行状態の騒音レベル（Lurban）を計算により求

め、Lurbanに対して規制を行う。 
R41 改正案では、図 3 に示したような、アクセル操

作に対して加速が遅れる車両への対策も講じている。

TRIAS30 や現行の R41 試験法では、車両の変速機の

仕様に応じて試験時のギヤ位置を定めているが、R41
改正案においては、全開加速走行を行った際に、PMR
に応じて設定された加速度を満足するようなギヤ位

置を選択させる方法をとっている。 

図 4 R41 改正案における市街地加速度の回帰式 
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４．市街地走行実態調査 
４．１．概要 
 我が国においても、市街地走行実態を反映した試験

法の策定を目指しているため、実際に市街地を走行

し、そのときの走行状態を調査した。また、R41 改正

案の国内導入も視野に入れ、得られた結果と R41 改

正案で示される走行実態との比較を行った。走行区間

は、国内の道路状況を代表する道路として、国土交通

省の全国道路・街路交通情勢調査を参考に、平日の混

雑時旅行速度が全国平均とほぼ同等となる主要幹線

道路であることを条件とし、国道 20 号（本宿交番前

交差点～上高井戸一丁目交差点：15.2km）と国道 16
号（八幡町交差点～岩蔵街道交差点：15.3km）を選

定した。なお、いずれの走行路も、騒音に係る環境基

準を超過する地点を沿線に含む区間となっている。調

査は、平日の昼間に時間帯を変えて複数回行なった。

走行方法としては、ドライバーに対し、一般の交通流

に乗った走行をし、過度な追い越しや急発進等は行わ

ないよう指示した。 
 試験車両の主要諸元を表 1 に示す。試験車両は、小

型二輪自動車、軽二輪自動車、原動機付自転車（第二

種）を各 1 台ずつ選出した。 
 計測項目は、車速、エンジン回転数およびアクセル

開度とし、サンプリング周期 240Hz にて収録した。

得られたデータは、平均を行い 0.5 秒間隔のデータと

した。また、加速度は速度の微分から求めた。 
 

表 1 試験車両諸元表 

４．２．結果 
表 2 に、今回の測定における加速度の累積頻度分布

95%値（以下、α95）を示す。結果は、車両毎にデー

タをとりまとめ、R41 改正案でのαurbanについての回

帰式作成時のプロセスに従い、走行速度が R41 改正

案の試験速度の±5km/h であり、なおかつ加速状態に

ある（加速度＞0）場合のデータのみ抜き出し解析を

行った。国内の交通状況と R41 改正案での評価点を

比較する際、α95とαurbanが近い値であることが重要

となるが、今回の結果において、α95とαurbanの差は

10%未満と比較的近い値となっていることがわかる。 
A 車について、図 6 に、エンジン回転数を最高出力

のエンジン回転数にて正規化した正規化エンジン回

転数とアクセル開度の使用頻度分布をコンターマッ

プにて示す。なお、結果は、上記のα95導出時と同じ

条件にてデータを抜き出したものである。また図中に

は、矢印にて、テストコースにて測定を行った、

TRIAS30およびR41改正案における騒音測定区間の

入口から出口までの車両状態の変化をあわせて示し

ている。この結果から、市街地走行では、頻度の高い

アクセル開度は 15%程度であり、最高でも 40%程で

あることがわかる。一方、TRIAS30 では、アクセル

開度 100%の時の騒音の評価を行うことが確認出来

る。図中に R41 改正案での評価点を示すことは難し

いものの、定常走行と加速走行との中間域の評価を行

うため、TRIAS30 に比べ、市街地走行により近い状

態で評価できる。なおここでは、A 車の結果を示した

が、B、C 車についても、アクセル開度 100%を記録

した車両はなく、20％前後の頻度が最も高かった。 
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（測定値）
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Lcrs：定常走行騒音 （実測値）

Lwot：全開加速走行騒音 （実測値）

αwot：全開加速走行時の加速度（実測値）

Lurban：最終値（市街地走行騒音）

図 5 R41 改正案における最終値導出方法 
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図 6 アクセル開度頻度分布（A 車） 
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５．テストコース試験 
５．１．概要 
 R41 改正案では、図 5 に示したように、定常走行騒

音および加速走行騒音の測定結果とPMRにより決定

されるαurbanより、騒音レベル Lurbanを計算にて求め

ることとしている。ここでは、この導出方法について

妥当性の検証を行う。A～C 車について、走行試験に

用いた車両と同一の車両を使用し、アクセル開度を変

化させ様々な加速度における騒音レベルの測定を行

った。なお、アクセル開度は、騒音測定区間内におい

て一定に保つようドライバーに指示した。また、騒音

測定区間の中央の速度が R41 改正案での試験速度に

なるよう、定常走行区間の速度を調整しながら試験を

行った。なお、試験に使用したギヤ位置は、R41 改正

案にて各車両が使用するギヤ位置を選択した。これら

の測定の結果から得られた加速度と騒音レベルの関

係より、車両ごとに回帰式を作成し、前節の市街地走

行におけるα95に対する騒音レベルを推定した。 
５．２．結果 
 図 7～9 に A～C 車それぞれの測定結果を示す。ま

た、表 3 には、α95における騒音レベルを推定し、R41
改正案の最終値と比較した結果を示す。今回得られた

結果では、いずれの車両も、加速度と騒音レベルの関

係は、ギヤ位置によって多少の騒音レベルのばらつき

はあるものの、ほぼ線形関係にあることが確認でき

る。また、R41 改正案の最終値と市街地加速度相当の

騒音レベル推定値の差は、いずれの車両においても

1dB 以内に収まり良好な一致を見せていることがわ

かる。従って、今回用いた車両については、R41 改正

案によって、市街地走行での累積頻度 95%値における

騒音レベルを適切に評価できると考えられ、試験法規

制値の引き下げ幅に応じた沿道騒音低減効果が得ら

れるものと予測される。 

６．おわりに 
WP29 において改訂された二輪車の加速走行騒音

試験法の国内導入も視野に入れ、加速走行騒音規制の

見直しについて検討した。その結果、今回用いた車両

では、R41 改正案は、我が国の道路状況に則した試験

法であることが確認された。そのため、R41 改正案に

て適切な規制値を設けることにより、沿道騒音の改善

をさらに効果的に実施できると予測される。また、当

所の調査結果をうけ、中央環境審議会騒音振動部会の

自動車単体騒音専門委員会では、R41 改正案の国内導

入を年度内に取りまとめることが予定されている。 
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 図 7 加速度－騒音レベル関係図（A 車） 
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 図 8 加速度－騒音レベル関係図（B 車） 
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図 9 加速度－騒音レベル関係図（C 車） 
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  表 3 α95相当の騒音レベル推定結果 
試験車両 α95相当の騒音レベル推定値　（dB） R41改正案　最終値　（dB）

A車 74.5 75.0
B車 75.6 76.0
C車 69.8 69.2

 

 

 
 

交通システム研究領域における研究の概要と方向性 
 
 
 

交通システム研究領域  ※廣瀬 道雄 
 
 
 

１．まえがき 
 交通安全環境研究所では、日々の生活や経済活動に

欠かせない自動車や鉄道等の交通機関について、国の

施策に直結した試験研究業務を通じて、安全で環境に

優しい交通社会の構築に貢献するための取組みを進

めている。 
 その中で交通システム研究領域では、交通社会の安

全性向上および地球温暖化防止に貢献することを目

的として、安全性の高い公共交通システムの構築およ

び公共交通システムの利用促進の観点から研究に取

組んでいる。本稿では、交通システム研究領域が実施

している研究の概要について報告する。 
 

２．交通システム研究領域の研究 
２．１ 重点化研究 
 交通システム研究領域では、重点的に取組むべきテ

ーマとして、(1)モーダルシフト促進に関する研究、(2)
交通システムの安全性向上、利便性向上に関する研

究、(3)地方鉄道の維持・活性化に関する研究を挙げ、

実施している。また、これら重点テーマの他に、索道

関係、国際規格関係について継続的に取組みを行なっ

ている。索道に関しては、索道の試験を行える唯一の

機関として、索道の事故等のデータベース化を始めと

して、索道の安全に資する研究を実施している。 
(1) モーダルシフト促進に関する研究 
 モーダルシフト促進に関する研究は、LRT 等の軌

道系交通システムや、電動バスによるバイモーダルシ

ステムなどの交通システム、およびそれを補完する輸

送機関について評価を行なうとともに、公共交通シス

テムの普及促進に関する研究を実施している。 
 LRT は、一般的な鉄道車両に比べ軽量で省エネル

ギー性が高く、また乗降における上下移動や段差が少

ないため、高齢化社会が進展する中で利用しやすい交

通システムであるといえる。また、トランジットモー

ルなどまちづくりとの高い親和性を有する優れた特

徴を備えている。 
 LRT に関する具体的な取組みとしては、LRT 導入

における影響評価を実施することにより導入効果を

定量化するための研究を行なっている。また、LRT
国際ワークショップ（図１）や LRT 普及促進懇話会

などの開催を通じて関係者間の情報交換を行なうと

ともに、地方自治体や広く一般社会への理解促進・啓

発を図っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ LRT 国際ワークショップ（2010 年 11 月・沖縄） 
 
(2) 安全性向上、利便性向上に関する研究 
 交通システムの安全性向上、利便性向上に関する研

究については、常時監視・モニタリング技術、シミュ

レーション技術に関する研究を実施している。 
 鉄道施設、車両の保守管理に関してはメンテナンス

コストの低減が課題となっているが、一方、近年増加

傾向が見られる輸送障害に対する防止対策も重要な

課題の一つであり、検査手法や保守手法に関する研究

が求められている。そこで、低コスト化、高性能化が

進んでいるセンサ類を活用した軌道・車両境界に係わ

る状態監視技術として、脱線係数の常時モニタリング

装置の開発およびそこから得られる常時観測データ
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５．テストコース試験 
５．１．概要 
 R41 改正案では、図 5 に示したように、定常走行騒

音および加速走行騒音の測定結果とPMRにより決定

されるαurbanより、騒音レベル Lurbanを計算にて求め

ることとしている。ここでは、この導出方法について

妥当性の検証を行う。A～C 車について、走行試験に

用いた車両と同一の車両を使用し、アクセル開度を変

化させ様々な加速度における騒音レベルの測定を行

った。なお、アクセル開度は、騒音測定区間内におい

て一定に保つようドライバーに指示した。また、騒音

測定区間の中央の速度が R41 改正案での試験速度に

なるよう、定常走行区間の速度を調整しながら試験を

行った。なお、試験に使用したギヤ位置は、R41 改正

案にて各車両が使用するギヤ位置を選択した。これら

の測定の結果から得られた加速度と騒音レベルの関

係より、車両ごとに回帰式を作成し、前節の市街地走

行におけるα95に対する騒音レベルを推定した。 
５．２．結果 
 図 7～9 に A～C 車それぞれの測定結果を示す。ま

た、表 3 には、α95における騒音レベルを推定し、R41
改正案の最終値と比較した結果を示す。今回得られた

結果では、いずれの車両も、加速度と騒音レベルの関

係は、ギヤ位置によって多少の騒音レベルのばらつき

はあるものの、ほぼ線形関係にあることが確認でき

る。また、R41 改正案の最終値と市街地加速度相当の

騒音レベル推定値の差は、いずれの車両においても

1dB 以内に収まり良好な一致を見せていることがわ

かる。従って、今回用いた車両については、R41 改正

案によって、市街地走行での累積頻度 95%値における

騒音レベルを適切に評価できると考えられ、試験法規

制値の引き下げ幅に応じた沿道騒音低減効果が得ら

れるものと予測される。 

６．おわりに 
WP29 において改訂された二輪車の加速走行騒音

試験法の国内導入も視野に入れ、加速走行騒音規制の

見直しについて検討した。その結果、今回用いた車両

では、R41 改正案は、我が国の道路状況に則した試験

法であることが確認された。そのため、R41 改正案に

て適切な規制値を設けることにより、沿道騒音の改善

をさらに効果的に実施できると予測される。また、当

所の調査結果をうけ、中央環境審議会騒音振動部会の

自動車単体騒音専門委員会では、R41 改正案の国内導

入を年度内に取りまとめることが予定されている。 
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 図 7 加速度－騒音レベル関係図（A 車） 
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 図 8 加速度－騒音レベル関係図（B 車） 
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図 9 加速度－騒音レベル関係図（C 車） 
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  表 3 α95相当の騒音レベル推定結果 
試験車両 α95相当の騒音レベル推定値　（dB） R41改正案　最終値　（dB）

A車 74.5 75.0
B車 75.6 76.0
C車 69.8 69.2

 

 

 
 

交通システム研究領域における研究の概要と方向性 
 
 
 

交通システム研究領域長  ※廣瀬 道雄 
 
 
 

１．まえがき 
 交通安全環境研究所では、日々の生活や経済活動に

欠かせない自動車や鉄道等の交通機関について、国の

施策に直結した試験研究業務を通じて、安全で環境に

優しい交通社会の構築に貢献するための取組みを進

めている。 
 その中で交通システム研究領域では、交通社会の安

全性向上および地球温暖化防止に貢献することを目

的として、安全性の高い公共交通システムの構築およ

び公共交通システムの利用促進の観点から研究に取

組んでいる。本稿では、交通システム研究領域が実施

している研究の概要について報告する。 
 

２．交通システム研究領域の研究 
２．１ 重点化研究 
 交通システム研究領域では、重点的に取組むべきテ

ーマとして、(1)モーダルシフト促進に関する研究、(2)
交通システムの安全性向上、利便性向上に関する研

究、(3)地方鉄道の維持・活性化に関する研究を挙げ、

実施している。また、これら重点テーマの他に、索道

関係、国際規格関係について継続的に取組みを行なっ

ている。索道に関しては、索道の試験を行える唯一の

機関として、索道の事故等のデータベース化を始めと

して、索道の安全に資する研究を実施している。 
(1) モーダルシフト促進に関する研究 
 モーダルシフト促進に関する研究は、LRT 等の軌

道系交通システムや、電動バスによるバイモーダルシ

ステムなどの交通システム、およびそれを補完する輸

送機関について評価を行なうとともに、公共交通シス

テムの普及促進に関する研究を実施している。 
 LRT は、一般的な鉄道車両に比べ軽量で省エネル

ギー性が高く、また乗降における上下移動や段差が少

ないため、高齢化社会が進展する中で利用しやすい交

通システムであるといえる。また、トランジットモー

ルなどまちづくりとの高い親和性を有する優れた特

徴を備えている。 
 LRT に関する具体的な取組みとしては、LRT 導入

における影響評価を実施することにより導入効果を

定量化するための研究を行なっている。また、LRT
国際ワークショップ（図１）や LRT 普及促進懇話会

などの開催を通じて関係者間の情報交換を行なうと

ともに、地方自治体や広く一般社会への理解促進・啓

発を図っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ LRT 国際ワークショップ（2010 年 11 月・沖縄） 
 
(2) 安全性向上、利便性向上に関する研究 
 交通システムの安全性向上、利便性向上に関する研

究については、常時監視・モニタリング技術、シミュ

レーション技術に関する研究を実施している。 
 鉄道施設、車両の保守管理に関してはメンテナンス

コストの低減が課題となっているが、一方、近年増加

傾向が見られる輸送障害に対する防止対策も重要な

課題の一つであり、検査手法や保守手法に関する研究

が求められている。そこで、低コスト化、高性能化が

進んでいるセンサ類を活用した軌道・車両境界に係わ

る状態監視技術として、脱線係数の常時モニタリング

装置の開発およびそこから得られる常時観測データ
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を前提とする管理手法の研究や、トングレール、転て

つ器の異常振動の検知等による管理手法の研究など

を進めている。 
 シミュレーション技術については、LRT や路線バ

ス、デュアルモードシステムなどを対象に、道路交通

と軌道系交通を模擬したシミュレーションによる評

価を行ない、公共交通システムの導入効果や、公共交

通優先信号を導入した場合の定時性確保に対する効

果および交通流への影響などについて、CO2排出量な

ど環境への影響も含め定量的評価を行なっている。 
 また、鉄道の運転状況を模擬することができる鉄道

安全性評価シミュレータ（図２）により、運転状況記

録装置から得られる実運行データおよび路線線形、運

行ダイヤに関する情報をもとにインシデント事象を

抽出し、安全運行に役立てるための研究を進めること

としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 鉄道安全性評価シミュレータ 
 
(3) 地方鉄道の維持・活性化に関する研究 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、センサ技術、

モニタリング技術といった新技術や汎用技術を利用

し、また、GPS、汎用無線等の通信技術を組み合わせ

て、プローブ車両の開発や画像解析による予防保全支

援システムの開発等を行い、地方鉄道の保守負担軽

減、省コスト化に資する研究を行なっている。 
 画像解析による予防保全支援システム（図３）は、

車載の画像センサの映像をもとに、地上信号機の現示

状態や踏切遮断機の動作状態などを画像解析により

確認し、予防保全に役立てることを目的としている。

GPS を用いて画像中における信号機や踏切遮断機の

位置を算出することにより、画像解析の処理負荷を大

幅に軽減し、リアルタイム性を確保している。得られ

たデータを蓄積していくことにより、人間では気づき

にくい経年変化を明らかにすることができ、予防保全

に適用できるものと考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 予防保全支援システムの画像解析例（踏切） 
 
２．２ 国際標準化への貢献と適合性評価（認証） 
 欧州では、鉄道技術の輸出を国家戦略と位置づけ、

国際標準化により、自国の技術を積極的に展開してい

る。また、多くの国が CO2 排出量の少ない鉄道に注

目し、国家プロジェクトとして鉄道整備を検討・推進

している。我が国も国家戦略として国際標準化に積極

的に関わることが重要である。このような背景から、

交通システム研究領域では、日本の優れた鉄道技術や

交通安全環境研究所の知見・経験を国際規格に反映さ

せるため、国際標準化活動に積極的に参画している。 
 また、日本の鉄道システムを海外へ展開するにあた

り、第三者機関から国際規格等に対する適合性認証を

取得することを要求されることが多くなり、海外展開

のハードルの一つとなっている。現在、交通安全環境

研究所では、鉄道技術標準化調査検討会（事務局：国

土交通省鉄道局、（公財）鉄道総合技術研究所）にお

ける検討結果を踏まえ、公正・中立の立場から、鉄道

分野における国際規格適合性認証を実施するための

体制づくりを進めている。 
 

３．今後の展開 
 交通システム研究領域では、研究の重点化を図り、

モーダルシフト、安全性・利便性向上、地方鉄道の維

持・活性化に関する研究を中心に取組んでおり、これ

らの研究を通じて、公共交通システムの観点から地球

環境問題への貢献を進めている。 
 これからも、交通安全環境研究所が有する台車試験

設備、シミュレータといった研究資産と、安全性評価、

国際規格適合性認証のような技術力を最大限活用し、

交通システム技術の一端を担う立場から、国の施策を

支援し、安全で豊かな国民生活に結びつく研究に積極

的に取組んでいきたいと考えている。 

 

 

 
 

５．環境にやさしい交通システムの提案のためのシミュレータ 
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１．はじめに 

近年、環境負荷低減をめざし様々な交通システムが

開発されてきているが、導入に至る事例は少ない。そ

の一つの理由として、導入効果がイメージしづらいこ

とや定量化しにくいことがあげられる。そこで、交通

研では、地域毎の特性を踏まえた上で、各種交通シス

テムの導入効果を試算し、定量的なデータを示すツー

ルとして、都市交通シミュレータを開発してきてい

る。本稿では、バイモーダルハイブリッドシステム等

の新しい交通システムの紹介とその導入効果の定量

化例について報告する。 
２．研究の背景 

２．１．地球温暖化問題 
 世界中の問題として、二酸化炭素などの温室効果ガ

スが増加しており、削減は急務である。京都議定書で

は、2008 年から 2012 年までの期間中に、先進国全体

の温室効果ガスの合計排出量を 1990 年に比べて 6％
の削減目標がある。 
 日本の 2009 年度までの温室効果ガス排出量は図１

の通りである１）。2009 年度の温室効果ガスの総排出

量は、12 億 900 万トンで、京都議定書の規定による

基準年の総排出量と比べると、4.1%削減された。対し

て、運輸部門全体は、2009 年度の CO2排出量は 5.8%

増である。特に、旅客部門に特化して見ると、全体と

して約 31%の増となっており、その約 88%を自動車

が占めている。自動車分野においても、燃費の改善や、

ハイブリッド自動車、ITS、ETC の導入など様々な取

組がされているが、運輸部門全体からするとその効果

は限定的といわざるを得ない。そのため、CO2排出量

を減らすという目的のためには、自動車の利用を減ら

す、すなわち自動車から公共交通へのモーダルシフト

が有効であると考える。 
 ただし、高齢化社会を迎えるにあたりドアツードア

で目的地まで輸送できるメリットは重要になってく

ると考えられるし、地方においては、公共交通の輸送

密度が低いために、自動車の方がむしろ輸送単位あた

りの CO2排出量が少ないという実態もある。 
 そのため、地方の都市部などある程度の需要が見込

める地域においては、その需要に見合った公共交通シ

ステムを導入し、過疎地域においては自動車主体とす

るなどの、より細やかな計画が必要となってくる。 
２．２．新しい交通システム 
以上の状況から、地域の規模や輸送量に応じて、相

応しい交通システムから選択する必要がある。また、

実際に新しい交通システムが提案されてきている。 
２．２．１．LRT（Light Rail Transit） 

 自動車からのモーダルシフト先となる公共交通と

して、注目されているのが LRT である。LRT とは、

併用軌道を用いたバリアフリーな都市交通システム

を軸としたまちづくりにより都市景観や環境等を向

上させるもので、ストラスブール（フランス）、ボル

ドー（フランス）、カールスルーエ（ドイツ）など、

ヨーロッパを中心に導入が進んでいる。 
 鉄道とバスの中間程度の輸送力を持ち、必要に応じ

て専用軌道を取り入れることによって速達性と定時

性を向上できることから、地方都市中心市街地のほか

郊外部に至る都市圏内の輸送等に適していると考え
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図 1 日本の温室効果ガス排出量 
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を前提とする管理手法の研究や、トングレール、転て

つ器の異常振動の検知等による管理手法の研究など

を進めている。 
 シミュレーション技術については、LRT や路線バ

ス、デュアルモードシステムなどを対象に、道路交通

と軌道系交通を模擬したシミュレーションによる評

価を行ない、公共交通システムの導入効果や、公共交

通優先信号を導入した場合の定時性確保に対する効

果および交通流への影響などについて、CO2排出量な

ど環境への影響も含め定量的評価を行なっている。 
 また、鉄道の運転状況を模擬することができる鉄道

安全性評価シミュレータ（図２）により、運転状況記

録装置から得られる実運行データおよび路線線形、運

行ダイヤに関する情報をもとにインシデント事象を

抽出し、安全運行に役立てるための研究を進めること

としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 鉄道安全性評価シミュレータ 
 
(3) 地方鉄道の維持・活性化に関する研究 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、センサ技術、

モニタリング技術といった新技術や汎用技術を利用

し、また、GPS、汎用無線等の通信技術を組み合わせ

て、プローブ車両の開発や画像解析による予防保全支

援システムの開発等を行い、地方鉄道の保守負担軽

減、省コスト化に資する研究を行なっている。 
 画像解析による予防保全支援システム（図３）は、

車載の画像センサの映像をもとに、地上信号機の現示

状態や踏切遮断機の動作状態などを画像解析により

確認し、予防保全に役立てることを目的としている。

GPS を用いて画像中における信号機や踏切遮断機の

位置を算出することにより、画像解析の処理負荷を大

幅に軽減し、リアルタイム性を確保している。得られ

たデータを蓄積していくことにより、人間では気づき

にくい経年変化を明らかにすることができ、予防保全

に適用できるものと考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 予防保全支援システムの画像解析例（踏切） 
 
２．２ 国際標準化への貢献と適合性評価（認証） 
 欧州では、鉄道技術の輸出を国家戦略と位置づけ、

国際標準化により、自国の技術を積極的に展開してい

る。また、多くの国が CO2 排出量の少ない鉄道に注

目し、国家プロジェクトとして鉄道整備を検討・推進

している。我が国も国家戦略として国際標準化に積極

的に関わることが重要である。このような背景から、

交通システム研究領域では、日本の優れた鉄道技術や

交通安全環境研究所の知見・経験を国際規格に反映さ

せるため、国際標準化活動に積極的に参画している。 
 また、日本の鉄道システムを海外へ展開するにあた

り、第三者機関から国際規格等に対する適合性認証を

取得することを要求されることが多くなり、海外展開

のハードルの一つとなっている。現在、交通安全環境

研究所では、鉄道技術標準化調査検討会（事務局：国

土交通省鉄道局、（公財）鉄道総合技術研究所）にお

ける検討結果を踏まえ、公正・中立の立場から、鉄道

分野における国際規格適合性認証を実施するための

体制づくりを進めている。 
 

３．今後の展開 
 交通システム研究領域では、研究の重点化を図り、

モーダルシフト、安全性・利便性向上、地方鉄道の維

持・活性化に関する研究を中心に取組んでおり、これ

らの研究を通じて、公共交通システムの観点から地球

環境問題への貢献を進めている。 
 これからも、交通安全環境研究所が有する台車試験

設備、シミュレータといった研究資産と、安全性評価、

国際規格適合性認証のような技術力を最大限活用し、

交通システム技術の一端を担う立場から、国の施策を

支援し、安全で豊かな国民生活に結びつく研究に積極

的に取組んでいきたいと考えている。 

 

 

 
 

５．環境にやさしい交通システムの提案のためのシミュレータ 
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１．はじめに 

近年、環境負荷低減をめざし様々な交通システムが

開発されてきているが、導入に至る事例は少ない。そ

の一つの理由として、導入効果がイメージしづらいこ

とや定量化しにくいことがあげられる。そこで、交通

研では、地域毎の特性を踏まえた上で、各種交通シス

テムの導入効果を試算し、定量的なデータを示すツー

ルとして、都市交通シミュレータを開発してきてい

る。本稿では、バイモーダルハイブリッドシステム等

の新しい交通システムの紹介とその導入効果の定量

化例について報告する。 
２．研究の背景 

２．１．地球温暖化問題 
 世界中の問題として、二酸化炭素などの温室効果ガ

スが増加しており、削減は急務である。京都議定書で

は、2008 年から 2012 年までの期間中に、先進国全体

の温室効果ガスの合計排出量を 1990 年に比べて 6％
の削減目標がある。 
 日本の 2009 年度までの温室効果ガス排出量は図１

の通りである１）。2009 年度の温室効果ガスの総排出

量は、12 億 900 万トンで、京都議定書の規定による

基準年の総排出量と比べると、4.1%削減された。対し

て、運輸部門全体は、2009 年度の CO2排出量は 5.8%

増である。特に、旅客部門に特化して見ると、全体と

して約 31%の増となっており、その約 88%を自動車

が占めている。自動車分野においても、燃費の改善や、

ハイブリッド自動車、ITS、ETC の導入など様々な取

組がされているが、運輸部門全体からするとその効果

は限定的といわざるを得ない。そのため、CO2排出量

を減らすという目的のためには、自動車の利用を減ら

す、すなわち自動車から公共交通へのモーダルシフト

が有効であると考える。 
 ただし、高齢化社会を迎えるにあたりドアツードア

で目的地まで輸送できるメリットは重要になってく

ると考えられるし、地方においては、公共交通の輸送

密度が低いために、自動車の方がむしろ輸送単位あた

りの CO2排出量が少ないという実態もある。 
 そのため、地方の都市部などある程度の需要が見込

める地域においては、その需要に見合った公共交通シ

ステムを導入し、過疎地域においては自動車主体とす

るなどの、より細やかな計画が必要となってくる。 
２．２．新しい交通システム 
以上の状況から、地域の規模や輸送量に応じて、相

応しい交通システムから選択する必要がある。また、

実際に新しい交通システムが提案されてきている。 
２．２．１．LRT（Light Rail Transit） 

 自動車からのモーダルシフト先となる公共交通と

して、注目されているのが LRT である。LRT とは、

併用軌道を用いたバリアフリーな都市交通システム

を軸としたまちづくりにより都市景観や環境等を向

上させるもので、ストラスブール（フランス）、ボル

ドー（フランス）、カールスルーエ（ドイツ）など、

ヨーロッパを中心に導入が進んでいる。 
 鉄道とバスの中間程度の輸送力を持ち、必要に応じ

て専用軌道を取り入れることによって速達性と定時

性を向上できることから、地方都市中心市街地のほか

郊外部に至る都市圏内の輸送等に適していると考え
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図 1 日本の温室効果ガス排出量 
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られる。日本国内においては、2006 年開業した富山

ライトレール、2009 年に富山地鉄における一部区間

の LRT 化がされているにすぎない。 

２．２．２．バイモーダル交通システム 

 街の中心部から郊外へ、また朝夕のラッシュ時間帯

とそうでない時間帯との間に輸送需要の大きな差が

あるような場合にその能力を発揮できると思われる

のが、バイモーダル交通システムである。 
 日本では、実用例として、名古屋ガイドウェイバス

があるが、高架軌道を利用する等コスト面から普及に

至っていない。現在は、JR 北海道で開発中の DMV
と交通研を中心に開発を行っているシステムがある。

後者のイメージ図を図３に示す。バス車両をベースと

し、交通量の多い区間はコンクリート軌道等の専用走

行路上を連結走行し、そうでない区間では一般道路上

の単独走行を行うことで柔軟かつ効率の良い公共交

通としての可能性を秘めている。 

２．２．３．超小型モビリティ 

自宅から最寄りの停留所や駅への末端交通におい

て、自家用車と比べてエネルギー効率と空間効率とを

高め、かつ天候に左右されない輸送機関として超小型

モビリティの検討が進められている。排気量 50cc ク
ラスのミニカーは一人乗りであるが、送り迎えや買い

物需要を考慮して二人乗りまでを考えている。衝突安

全性や燃費基準等が検討課題となっており、交通安全

環境研究所においてもこれらの課題への取り組みを

開始した。 

３．都市交通シミュレータ 
 以上のように、温室効果ガスの排出量削減の観点か

ら、公共交通システムへのモーダルシフトは急務であ

り、新しい交通システムの形はいくつか提案されてい

る。しかしながら、効果のある公共交通システムの構

築には、既存の自動車交通との協調が重要であり、そ

の地域毎の特性を考慮する必要がある。 
 そこで我々は、地域の特性を考慮した公共交通シス

テム導入を検討するため、交通シミュレータにより、

その地域毎の評価を行うことが重要と考え、地図情報

をベースとする「都市交通シミュレータ」を開発して

きた２）。 
 開発した都市交通シミュレータの概要を表 1 に示

す。交差点をノード、道路をリンクとするネットワー

ク上を、あらかじめ目的地を持った自動車が一台ずつ

信号の現示に従って、予め定められた加減速度で走行

し、走行速度からエネルギー消費量や二酸化炭素排出

量を算出できる。これに加え、公共交通であるバスも、

バス路線を定義することで、同様に走行すると共に、

バス停ごとに乗降人数に応じた時間、停車し、自動車

交通と衝突することなく、自動車と同じレーンを走行

が可能である。 
 さらに、前述の LRT や鉄道なども専用軌道として

定義し、時刻表と乗降人数に応じた停車時間に従って

走行する。LRT やバスに関しては一般の交通信号に

従う他、公共交通優先信号（PTPS）を定義すること

が可能である。 

図 2 富山ライトレール 

図３ バイモーダル交通システム 

 

図４ 超小型モビリティの例 

 

 

４．都市交通シミュレータを用いた検討例 

都市交通シミュレータを用いた導入事例を示す。 

那覇市は、東京や大阪と同等の渋滞損失があり、バ

ス路線は多いものの専用レーン等の施策が行われて

いないため、渋滞による影響が大きい。また、軌道系

交通としては、ゆいレールがあるのみである。 

 そこで、那覇市から郊外への国道沿いにLRTを敷設

することを検討し、シミュレーションを行った。都市

内（那覇市内）は、県内の主要施設が集中し、観光地

でもあることから慢性的に人が多くにぎわっている

ため、路面電車のように低速で電停間の距離を近く

し、高頻度に運行することが望ましい。しかし、少し

郊外に出ると、県道を多くの自動車が走行しており、

路面電車のような低速な車両では、自動車交通との旅

行時間に違いがありすぎ、利用者に便利なシステムと

はならない。 

そこで、都市内は路面電車のように走行し、郊外に

出るといわゆる鉄道と同じように走行させるシステ

ムであれば、自動車と同等の速達性を確保した上で自

動車よりも定時性を上げることができると考える。 

以上をふまえ、シミュレータを用いてケーススタデ

ィを行った。ケーススタディの範囲を図５に、シミュ

レーション条件を表２示す。那覇市内のモノレールの

駅との結節を考え、モノレールの旭橋駅から、片側3

車線以上の広い道路の中心部分に軌道を敷く。那覇市

内は路面電車として、電停間隔を 500m 以下とし、郊

外は2～3kmとする。 

シミュレーション結果を図６，７に示す。図６は、

現状とLRTを導入した場合の、1時間のシミュレーシ

ョンでの CO2排出量である。1 時間に同じ人数のトリ

ップがある場合、自動車に比べ、そもそも CO2排出量

が少なく、かつ定員の多い公共交通に多くの人が乗っ

た結果、全体のCO2排出量が少なくなることがわかる。 

また、図７では、平均速度を比較した。現状では、

自動車もバスも 20km/h 前後の速度であった。しかし

今回、郊外では高速（70km/h 程度）走行をする LRT

を導入することで、LRTは平均速度が約35km/hとなっ

表 1 都市交通シミュレータの概要 
機能 設定するパラメータ

道路
交差点をノードとする
ネットワークを構成

シミュレーション対象領域

サイクル長
オフセット
青矢現示にも対応

1台ずつルートを想定し
て走行

発生点から消滅点までの交
通OD表

前方を走る自動車の速
度に応じた走行

車間距離

同方向多車線にも対応 車線数
旅行時間・燃費・環境
負荷等の計算

大型・小型車に分けてパラ
メータを設定

LRTと同時走行 路線及び車両パラメータ
バスの同時走行 路線、時刻表、バス停

信号

自動車

他交通

信号に従った自動車交
通の再現

 

 

 

 

図５ シミュレーション範囲 

表２ シミュレーション条件 

路線 旭橋－宜野湾市 

交通 OD 交通センサスを利用 

交通信号 LRTに対してはPTPSを適用 

計算時間 1h（ラッシュ時間帯を想定） 
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図６ シミュレーション結果（二酸化炭素排出量） 
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図７ シミュレーション結果(平均速度） 
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られる。日本国内においては、2006 年開業した富山

ライトレール、2009 年に富山地鉄における一部区間

の LRT 化がされているにすぎない。 

２．２．２．バイモーダル交通システム 

 街の中心部から郊外へ、また朝夕のラッシュ時間帯

とそうでない時間帯との間に輸送需要の大きな差が

あるような場合にその能力を発揮できると思われる

のが、バイモーダル交通システムである。 
 日本では、実用例として、名古屋ガイドウェイバス

があるが、高架軌道を利用する等コスト面から普及に

至っていない。現在は、JR 北海道で開発中の DMV
と交通研を中心に開発を行っているシステムがある。

後者のイメージ図を図３に示す。バス車両をベースと

し、交通量の多い区間はコンクリート軌道等の専用走

行路上を連結走行し、そうでない区間では一般道路上

の単独走行を行うことで柔軟かつ効率の良い公共交

通としての可能性を秘めている。 

２．２．３．超小型モビリティ 

自宅から最寄りの停留所や駅への末端交通におい

て、自家用車と比べてエネルギー効率と空間効率とを

高め、かつ天候に左右されない輸送機関として超小型

モビリティの検討が進められている。排気量 50cc ク
ラスのミニカーは一人乗りであるが、送り迎えや買い

物需要を考慮して二人乗りまでを考えている。衝突安

全性や燃費基準等が検討課題となっており、交通安全

環境研究所においてもこれらの課題への取り組みを

開始した。 

３．都市交通シミュレータ 
 以上のように、温室効果ガスの排出量削減の観点か

ら、公共交通システムへのモーダルシフトは急務であ

り、新しい交通システムの形はいくつか提案されてい

る。しかしながら、効果のある公共交通システムの構

築には、既存の自動車交通との協調が重要であり、そ

の地域毎の特性を考慮する必要がある。 
 そこで我々は、地域の特性を考慮した公共交通シス

テム導入を検討するため、交通シミュレータにより、

その地域毎の評価を行うことが重要と考え、地図情報

をベースとする「都市交通シミュレータ」を開発して

きた２）。 
 開発した都市交通シミュレータの概要を表 1 に示

す。交差点をノード、道路をリンクとするネットワー

ク上を、あらかじめ目的地を持った自動車が一台ずつ

信号の現示に従って、予め定められた加減速度で走行

し、走行速度からエネルギー消費量や二酸化炭素排出

量を算出できる。これに加え、公共交通であるバスも、

バス路線を定義することで、同様に走行すると共に、

バス停ごとに乗降人数に応じた時間、停車し、自動車

交通と衝突することなく、自動車と同じレーンを走行

が可能である。 
 さらに、前述の LRT や鉄道なども専用軌道として

定義し、時刻表と乗降人数に応じた停車時間に従って

走行する。LRT やバスに関しては一般の交通信号に

従う他、公共交通優先信号（PTPS）を定義すること

が可能である。 

図 2 富山ライトレール 

図３ バイモーダル交通システム 

 

図４ 超小型モビリティの例 

 

 

４．都市交通シミュレータを用いた検討例 

都市交通シミュレータを用いた導入事例を示す。 

那覇市は、東京や大阪と同等の渋滞損失があり、バ

ス路線は多いものの専用レーン等の施策が行われて

いないため、渋滞による影響が大きい。また、軌道系

交通としては、ゆいレールがあるのみである。 

 そこで、那覇市から郊外への国道沿いにLRTを敷設

することを検討し、シミュレーションを行った。都市

内（那覇市内）は、県内の主要施設が集中し、観光地

でもあることから慢性的に人が多くにぎわっている

ため、路面電車のように低速で電停間の距離を近く

し、高頻度に運行することが望ましい。しかし、少し

郊外に出ると、県道を多くの自動車が走行しており、

路面電車のような低速な車両では、自動車交通との旅

行時間に違いがありすぎ、利用者に便利なシステムと

はならない。 

そこで、都市内は路面電車のように走行し、郊外に

出るといわゆる鉄道と同じように走行させるシステ

ムであれば、自動車と同等の速達性を確保した上で自

動車よりも定時性を上げることができると考える。 

以上をふまえ、シミュレータを用いてケーススタデ

ィを行った。ケーススタディの範囲を図５に、シミュ

レーション条件を表２示す。那覇市内のモノレールの

駅との結節を考え、モノレールの旭橋駅から、片側3

車線以上の広い道路の中心部分に軌道を敷く。那覇市

内は路面電車として、電停間隔を 500m 以下とし、郊

外は2～3kmとする。 

シミュレーション結果を図６，７に示す。図６は、

現状とLRTを導入した場合の、1時間のシミュレーシ

ョンでの CO2排出量である。1 時間に同じ人数のトリ

ップがある場合、自動車に比べ、そもそも CO2排出量

が少なく、かつ定員の多い公共交通に多くの人が乗っ

た結果、全体のCO2排出量が少なくなることがわかる。 

また、図７では、平均速度を比較した。現状では、

自動車もバスも 20km/h 前後の速度であった。しかし

今回、郊外では高速（70km/h 程度）走行をする LRT

を導入することで、LRTは平均速度が約35km/hとなっ

表 1 都市交通シミュレータの概要 
機能 設定するパラメータ

道路
交差点をノードとする
ネットワークを構成

シミュレーション対象領域

サイクル長
オフセット
青矢現示にも対応

1台ずつルートを想定し
て走行

発生点から消滅点までの交
通OD表

前方を走る自動車の速
度に応じた走行

車間距離

同方向多車線にも対応 車線数
旅行時間・燃費・環境
負荷等の計算

大型・小型車に分けてパラ
メータを設定

LRTと同時走行 路線及び車両パラメータ
バスの同時走行 路線、時刻表、バス停

信号

自動車

他交通

信号に従った自動車交
通の再現

 

 

 

 

図５ シミュレーション範囲 

表２ シミュレーション条件 

路線 旭橋－宜野湾市 

交通 OD 交通センサスを利用 

交通信号 LRTに対してはPTPSを適用 

計算時間 1h（ラッシュ時間帯を想定） 
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図６ シミュレーション結果（二酸化炭素排出量） 
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図７ シミュレーション結果(平均速度） 
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ただけでなく、自動車からLRTへの転換による自動車

走行台数の減少により、道路交通の渋滞も減少したた

めに平均速度が向上する結果となった。したがって、

既存の自動車交通に路面電車を導入すると、却って渋

滞が伸びるという懸念に対しては、LRT化させること

により、各交通機関とも平均速度が大きくなることが

定量的に示すことができた。ただし、LRT導入により、

自動車からLRTに転換する割合については、今後とも

精査をする必要がある。現在は、AHPにより、地域特

性を考慮した需要特性の変化（自動車からのモーダル

シフト量）に関する計算を行っている。 

５．新しい交通システムへの対応 

 バイモーダルハイブリッド、超小型モビリティとい

う新しい概念の交通システムについて、走行について

だけでなく、環境負荷や乗り換えを含めた旅行時間な

どの複数の視点からのシミュレーションすることが

必要である。そのため、本シミュレータにこれらの交

通システムを模擬できる機能を付加した。図８に、バ

イモーダルシステムの導入機能を、図９に、超小型モ

ビリティの導入画面例を示す。バイモーダル交通シス

テムでは、ターミナル駅で連結していた車両は分離し

別々の時刻表と行き先をもって走行する。逆に複数の

ルートからのバスをターミナル駅において連結し、一

つのバスとして走行させる。また、超小型モビリティ

の対応のため、これまでバス、普通自動車（乗用車）、

大型自動車（トラック等）の３車種を再現していたと

ころに、車両長、重さ、加速性能等が異なる新しい車

種を定義する。速度制限や、走行可能レーン等の超小

型モビリティ特有の条件については、今後対応してい

く予定である。 

 これにより、既存の交通システムの他、これらの新

しい交通システムの導入効果を環境面や利便性の面

から定量的に示し、地域毎の効果的な交通システム導

入の検討に利用していく。 

６．おわりに 

低炭素社会に向けて、交通分野の取り組みとして、

自動車から公共交通システムへのモーダルシフトは

不可欠である。自動車の CO2排出量の割合は大きいも

のの、輸送量の見込めない地域によっては、既存の公

共交通システムを導入すると、逆に CO2負荷が大きく

なる可能性もある。そのような中、交通システムは、

バス、LRT、鉄道など様々な選択肢があり、その地域

によって合ったものを導入することが望ましい。 

そこで我々は、都市交通シミュレータを開発し、LRT

に限らずあらゆる都市交通システム、パークアンドラ

イド、優先信号等の施策を模擬できる環境を整えた。 

ケーススタディでは、都市内は路面電車として、郊

外を鉄道として走行するLRTシステムを提案し、シミ

ュレーションを実施した結果、導入により、現在の自

動車交通を阻害することなく、利用者の速達性、定時

性ともに向上する可能性があることが示された。 

また、現在開発中の交通システムとして、バイモー

ダル交通システムや、超小型モビリティについて、シ

ミュレータ上で再現できるよう改良を行い、今後、各

交通システムの導入評価に生かしていく。 

今後は、本ツールのさらなる精度向上を目指すと共

に、利便性について、頻度、アクセス性等幅広い評価

項目を採り入れていき、利便性、アクセス性によるモ

ーダルシフトの効果についても、定量的に評価できる

ようにしていく。また、これを用いて他の交通システ

ムや他の地域についても積極的に公共交通導入の提

案していきたい。 
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１．はじめに 
 省エネルギ、環境負荷低減や公共交通活性化の観点

から、輸送需要が少ない路線にも適する、低コストで

フレキシブルな中量輸送機関が必要とされる。そこで

バスを基本とし、専用路の連結走行と一般路の個別走

行が可能な「バイモーダル交通システム」の開発を実

施している。本発表ではバリアフリー低床車両、光学

的非接触案内、連結・分離運行管理等に関する技術検

討および実車実験による機能検証の結果を報告する。

また導入地域の実状に沿ったシステム仕様の最適化

と、導入効果の評価手法について述べる。 
２．バイモーダル交通システムの概念 

 本報告では、バス車両を基本とし、コンクリート軌

道等の専用走行路上の連結走行と一般道路上の単独

走行の機能を有する中量輸送システムを「バイモーダ

ル交通システム」（以下「BMT：Bi-Modal Transportation 

システム」という。）と定義する。専用走行路におい

ては、非接触式の誘導自動操舵によりレール不要、防

護側壁省略による道路交通との共存、車両間の確実な

機械連結等が特長である。また電動車両とした場合も

架線が不要である。そのようなBMTシステムの技術要

素を図1に示す。 
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（機械連結）

③ホイールインモータ駆動
による全面低床化・省エネ化

（オプション）

非接触式誘導案内
（白線検知等）

④レール・側壁
不要

専用走行路

②連結・分離可能
（機械連結）

③ホイールインモータ駆動
による全面低床化・省エネ化

（オプション）

非接触式誘導案内
（白線検知等）

④レール・側壁
不要

 
図1 バイモーダル交通システムの概念 

 またBMTの地域導入のイメージを図2に示す。都市

の中心から郊外に向けて、まとまった輸送需要がある

区間を専用走向路上の連結走行、それ以遠を一般道路

上のバスとしての単独走行と想定した。 
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図 2 BMTシステムの地域導入のイメージ 

３．検討・試作を行った技術項目 
平成16～17年度に、(独) NEDO技術開発機構殿の補

助事業として、車両メーカ、電機メーカ等と共に、BMT

システムの先行的な研究開発を行い、プロトタイプを

試作した（１）。この先行モデルにおいて、実用化に向

けた課題として残った以下の項目を、新たに平成 20

年度から国土交通省総合政策局受託事業として開始

した本研究における技術課題として掲げた。 

３．１．バリアフリーの低床車両の試作 
車両間連結・誘導操舵技術をバリアフリーの低床車

両で検証するため、新たに小型ノンステップバス（現

在生産中止）をベースとした実験車両（先頭車、次位

車の2両）を試作した。その外観とベース車両からの

主な改造点を図3に示す。改造項目は、後輪アクスル

の交換による４輪操舵化、後述する非接触車両誘導に

よる自動操舵機構と車両制御コンピュータの搭載、機

械式連結器の取り付け等である。 
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ただけでなく、自動車からLRTへの転換による自動車

走行台数の減少により、道路交通の渋滞も減少したた

めに平均速度が向上する結果となった。したがって、

既存の自動車交通に路面電車を導入すると、却って渋

滞が伸びるという懸念に対しては、LRT化させること

により、各交通機関とも平均速度が大きくなることが

定量的に示すことができた。ただし、LRT導入により、

自動車からLRTに転換する割合については、今後とも

精査をする必要がある。現在は、AHPにより、地域特

性を考慮した需要特性の変化（自動車からのモーダル

シフト量）に関する計算を行っている。 

５．新しい交通システムへの対応 

 バイモーダルハイブリッド、超小型モビリティとい

う新しい概念の交通システムについて、走行について

だけでなく、環境負荷や乗り換えを含めた旅行時間な

どの複数の視点からのシミュレーションすることが

必要である。そのため、本シミュレータにこれらの交

通システムを模擬できる機能を付加した。図８に、バ

イモーダルシステムの導入機能を、図９に、超小型モ

ビリティの導入画面例を示す。バイモーダル交通シス

テムでは、ターミナル駅で連結していた車両は分離し

別々の時刻表と行き先をもって走行する。逆に複数の

ルートからのバスをターミナル駅において連結し、一

つのバスとして走行させる。また、超小型モビリティ

の対応のため、これまでバス、普通自動車（乗用車）、

大型自動車（トラック等）の３車種を再現していたと

ころに、車両長、重さ、加速性能等が異なる新しい車

種を定義する。速度制限や、走行可能レーン等の超小

型モビリティ特有の条件については、今後対応してい

く予定である。 

 これにより、既存の交通システムの他、これらの新

しい交通システムの導入効果を環境面や利便性の面

から定量的に示し、地域毎の効果的な交通システム導

入の検討に利用していく。 

６．おわりに 

低炭素社会に向けて、交通分野の取り組みとして、

自動車から公共交通システムへのモーダルシフトは

不可欠である。自動車の CO2排出量の割合は大きいも

のの、輸送量の見込めない地域によっては、既存の公

共交通システムを導入すると、逆に CO2負荷が大きく

なる可能性もある。そのような中、交通システムは、

バス、LRT、鉄道など様々な選択肢があり、その地域

によって合ったものを導入することが望ましい。 

そこで我々は、都市交通シミュレータを開発し、LRT

に限らずあらゆる都市交通システム、パークアンドラ

イド、優先信号等の施策を模擬できる環境を整えた。 

ケーススタディでは、都市内は路面電車として、郊

外を鉄道として走行するLRTシステムを提案し、シミ

ュレーションを実施した結果、導入により、現在の自

動車交通を阻害することなく、利用者の速達性、定時

性ともに向上する可能性があることが示された。 

また、現在開発中の交通システムとして、バイモー

ダル交通システムや、超小型モビリティについて、シ

ミュレータ上で再現できるよう改良を行い、今後、各

交通システムの導入評価に生かしていく。 

今後は、本ツールのさらなる精度向上を目指すと共

に、利便性について、頻度、アクセス性等幅広い評価

項目を採り入れていき、利便性、アクセス性によるモ

ーダルシフトの効果についても、定量的に評価できる

ようにしていく。また、これを用いて他の交通システ

ムや他の地域についても積極的に公共交通導入の提

案していきたい。 
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図９ 超小型モビリティ走行イメージ 
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１．はじめに 
 省エネルギ、環境負荷低減や公共交通活性化の観点

から、輸送需要が少ない路線にも適する、低コストで

フレキシブルな中量輸送機関が必要とされる。そこで

バスを基本とし、専用路の連結走行と一般路の個別走

行が可能な「バイモーダル交通システム」の開発を実

施している。本発表ではバリアフリー低床車両、光学

的非接触案内、連結・分離運行管理等に関する技術検

討および実車実験による機能検証の結果を報告する。

また導入地域の実状に沿ったシステム仕様の最適化

と、導入効果の評価手法について述べる。 
２．バイモーダル交通システムの概念 

 本報告では、バス車両を基本とし、コンクリート軌

道等の専用走行路上の連結走行と一般道路上の単独

走行の機能を有する中量輸送システムを「バイモーダ

ル交通システム」（以下「BMT：Bi-Modal Transportation 

システム」という。）と定義する。専用走行路におい

ては、非接触式の誘導自動操舵によりレール不要、防

護側壁省略による道路交通との共存、車両間の確実な

機械連結等が特長である。また電動車両とした場合も

架線が不要である。そのようなBMTシステムの技術要

素を図1に示す。 
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図1 バイモーダル交通システムの概念 

 またBMTの地域導入のイメージを図2に示す。都市

の中心から郊外に向けて、まとまった輸送需要がある

区間を専用走向路上の連結走行、それ以遠を一般道路

上のバスとしての単独走行と想定した。 
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図 2 BMTシステムの地域導入のイメージ 

３．検討・試作を行った技術項目 
平成16～17年度に、(独) NEDO技術開発機構殿の補

助事業として、車両メーカ、電機メーカ等と共に、BMT

システムの先行的な研究開発を行い、プロトタイプを

試作した（１）。この先行モデルにおいて、実用化に向

けた課題として残った以下の項目を、新たに平成 20

年度から国土交通省総合政策局受託事業として開始

した本研究における技術課題として掲げた。 

３．１．バリアフリーの低床車両の試作 
車両間連結・誘導操舵技術をバリアフリーの低床車

両で検証するため、新たに小型ノンステップバス（現

在生産中止）をベースとした実験車両（先頭車、次位

車の2両）を試作した。その外観とベース車両からの

主な改造点を図3に示す。改造項目は、後輪アクスル

の交換による４輪操舵化、後述する非接触車両誘導に

よる自動操舵機構と車両制御コンピュータの搭載、機

械式連結器の取り付け等である。 
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図3 低床試験車両のベース車両からの改造項目 

３．２．光学式非接触車両誘導システム 
磁気マーカ方式よりも道路施工の負担が小さく低

コストで、かつ信頼性の高い非接触案内方式として、

光学的な手法の採用を検討した。路側に引かれた白線

を車体左側面上方（2箇所）に設置された小型CCDカ

メラで観察し、画像処理を経て車両の走行路に対する

幅方向の相対位置を算出し、自動操舵に反映するもの

である。その概要を図4に示す。このような案内制御

機構を試作し、図2の試験車両に搭載した。走行中に、

左路側に引かれた白線の画像データに基づいて、白線

と車両との相対位置を演算し自動操舵制御コンピュ

ータに連続出力する機能を確認した。画像処理による

検出結果は画面右側の3本の線の中の中央の線として

示される。 

前後CCDカメラによる白線観察

画像処理・横相対位置演算

前部

後部

前後CCDカメラによる白線観察

画像処理・横相対位置演算

前部

後部

 
図4 光学式非接触車両誘導システムの機能確認 

３．３．連結車両間同調機構 

図2の2両の試験車両の連結状態の走行におけるブ

レーキ動作を同調させる機構を試作した。同調制御の

ブロック図を図5に示す。先頭車の運転士がブレーキ

ペダルを踏むことにより発生するブレーキ油圧を電

気信号として検出し、自車（先頭車）の車両制御コン

ピュータに出力する。先頭車の車両制御コンピュータ

において、入力されたブレーキ油圧信号に相当するブ

レーキペダルストロークを演算し、ブレーキペダル操

作指令信号を生成して、次位車のペダル自動操作用電

動アクチュエータに出力して、次位車上に先頭車と同

等のブレーキ油圧を発生させることとした。上記の制

御を可能とするために必要な先頭車／次位車上およ

び車両間引通しの電気配線作業を行った。また車両間

の引き通し線は、車両の連結・分離に短時間で簡単に

対応できるよう、連結器直上等でコネクタにより分割

できる構造とすることとした。次位車のペダルをアク

チュエータで自動操作する機構の外観を図6に示す。 

運転者操作

ﾌﾞﾚｰｷ油圧
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図5 ブレーキ同調制御のブロック図 

  
図6 次位車のブレーキペダル自動操作機構 

３．４．連結・分離を支援する運行管理システム 
 GPS等を活用して複数車両の位置を正確に検知し、

モード転換駅での円滑な連結・分離を支援する運行管

理システムを基本設計した。各車両から管理センタへ

は運行モード、車両位置や到着予想時刻等を送信し、

センタから車両へは連結・分離や出発等の指示を送信

する。情報伝送には、公衆回線とインターネットを仮

想的なLANとして利用することを想定するが、試作し

たシステムでは特定小電力無線で代用した。各車両の

位置表示と運転士への指示を行なう運行管理表示画

面を図7に、また車上で運転士が地上からの指示を視
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認する表示器を図8に示す。 

 
図7 試作した運行管理システム表示画面 

 
図8 試作した運転士指示表示器 

３．４．その他の技術要素 
 前述の光学式車両誘導システムや自動操舵機構の

故障による車両の走行路からの逸脱を防止するため

の、簡素で信頼性が高い方式を考察した。故障発生確

率の最小化およびフェイルセーフ担保の方策として、

信頼性が極めて高い鉄道信号制御用コンピュータCPU

の応用を検討した。また制御故障時の車両の挙動に関

して、摩擦係数が高い新たな舗装設計やシミュレーシ

ョン検討により、急制動時の横滑り量は許容量（70cm）

以下に留まる見通しを得た。一方、電気動力方式を採

用する場合の駆動モータ形式の選定や車上ハイブリ

ッド電源装置の最適化について検討を行った。 

４．実車実験による機能検証 
 試作した低床試験車両2両を用いて、テストコース

上において実車走行を行い、光学式車両誘導システ

ム、連結車両間同調機構、運行管理システム等の機能

を検証した。実験項目と機能評価指標は以下の通りで

あり、その実験状況を図9～図11に示す。 

［直線走行（約500m）］ 

 車両と白線の相対距離の基準値からの横偏差と変動 

［曲線走行（半径約50m、直線からの移行部分付）］ 

 曲線への追従性 

［連結走行機能］ 

連結走行時の次位車と先頭車の挙動、軌跡の同一性 

 これらの実験結果の一部を図12、図13に示す。直

線走行においては、PIDのパラメータ等を最適設定す

れば、横偏差は許容値（±20cmm）内に収まり、変動

も小幅な安定した走行が可能であることを、最高

40km/hの単車走行および連結走行で確認した。曲線走

行においても同様の機能を確認したが、車速が高くな

ると追従が困難となったため、速度は15km/hとした。

連結走行においては、先頭車が次位車を牽引する形態

としたが、ほぼ同一軌跡上を走行し、挙動の差異や不

安定さは特に見られなかった。また運行管理システム

についても、実車走行において模擬的な連結・分離を

再現し、運転士指示等の支援機能を確認した。 

 
図9 連結・直線走行実験中の試験車両 

 

図 10 連結・曲線走行実験中の試験車両 
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図3 低床試験車両のベース車両からの改造項目 

３．２．光学式非接触車両誘導システム 
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図4 光学式非接触車両誘導システムの機能確認 

３．３．連結車両間同調機構 

図2の2両の試験車両の連結状態の走行におけるブ

レーキ動作を同調させる機構を試作した。同調制御の

ブロック図を図5に示す。先頭車の運転士がブレーキ

ペダルを踏むことにより発生するブレーキ油圧を電

気信号として検出し、自車（先頭車）の車両制御コン

ピュータに出力する。先頭車の車両制御コンピュータ

において、入力されたブレーキ油圧信号に相当するブ

レーキペダルストロークを演算し、ブレーキペダル操

作指令信号を生成して、次位車のペダル自動操作用電

動アクチュエータに出力して、次位車上に先頭車と同

等のブレーキ油圧を発生させることとした。上記の制

御を可能とするために必要な先頭車／次位車上およ

び車両間引通しの電気配線作業を行った。また車両間

の引き通し線は、車両の連結・分離に短時間で簡単に

対応できるよう、連結器直上等でコネクタにより分割

できる構造とすることとした。次位車のペダルをアク

チュエータで自動操作する機構の外観を図6に示す。 
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図5 ブレーキ同調制御のブロック図 

  
図6 次位車のブレーキペダル自動操作機構 

３．４．連結・分離を支援する運行管理システム 
 GPS等を活用して複数車両の位置を正確に検知し、

モード転換駅での円滑な連結・分離を支援する運行管

理システムを基本設計した。各車両から管理センタへ

は運行モード、車両位置や到着予想時刻等を送信し、

センタから車両へは連結・分離や出発等の指示を送信

する。情報伝送には、公衆回線とインターネットを仮

想的なLANとして利用することを想定するが、試作し

たシステムでは特定小電力無線で代用した。各車両の

位置表示と運転士への指示を行なう運行管理表示画

面を図7に、また車上で運転士が地上からの指示を視
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認する表示器を図8に示す。 

 
図7 試作した運行管理システム表示画面 

 
図8 試作した運転士指示表示器 

３．４．その他の技術要素 
 前述の光学式車両誘導システムや自動操舵機構の

故障による車両の走行路からの逸脱を防止するため

の、簡素で信頼性が高い方式を考察した。故障発生確

率の最小化およびフェイルセーフ担保の方策として、

信頼性が極めて高い鉄道信号制御用コンピュータCPU

の応用を検討した。また制御故障時の車両の挙動に関
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ョン検討により、急制動時の横滑り量は許容量（70cm）

以下に留まる見通しを得た。一方、電気動力方式を採
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ッド電源装置の最適化について検討を行った。 
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 試作した低床試験車両2両を用いて、テストコース

上において実車走行を行い、光学式車両誘導システ

ム、連結車両間同調機構、運行管理システム等の機能

を検証した。実験項目と機能評価指標は以下の通りで
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安定さは特に見られなかった。また運行管理システム
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再現し、運転士指示等の支援機能を確認した。 

 
図9 連結・直線走行実験中の試験車両 

 

図 10 連結・曲線走行実験中の試験車両 
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図12 光学式車両誘導／自動操舵データ例 

(直線走行・次位車） 
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図13 光学式車両誘導／自動操舵データ例 

(曲線走行・次位車） 

５．システム仕様最適化と導入効果の評価 
 BMTシステムは、空間的、時間的な輸送量の変動が

大きい中規模の都市域に適合するものと考える。しか

しそれらの形態には幅があり、都心集中型から広域拡

散型までが含まれ、また各方面の実情も多用である。

従って、BMTシステムとしての必要条件と十分条件を

整理しで、地域に合った最適化が必要と考える。必要

条件は、図1の③以外の項目であり、十分条件として

は、運行管理システム、電気モータ駆動、自動連結／

分離、3 両以上連結、4 輪自動操舵等が挙げられる。

それを前提として、実在する集中型の中規模都市に、

図 14 に示すような BMT システムのモデル路線を想定

し、導入効果について定量的な評価を行っていく予定

である。最終的な評価指標は、自家用車からの輸送転

換率やエネルギ消費削減量等であるが、そのために

は、BMTシステム導入後の所要時間短縮や一般車両へ

の影響等を予測する必要がある。そこで先ず、現在バ

スが運行されているモデル路線上の8箇所の主要交差

点で交通量調査を行い、その結果を反映した交通流シ

ミュレーションによりBMTを含む各車両の挙動を計算

し、走行速度や渋滞状況を把握することとしている。 
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図 14 導入効果評価のために想定したBMTモデル路線 
（実線・専用走行路区間 点線：一般道路区間） 

６．まとめ 
(1)BMTシステムのバリアフリー化、光学式非接触車両

誘導、連結車両間同調、運行支援管理等に関する検討、

試作を行い、実車実験により機能を検証した。それに

より、実用化に向けての技術的な見通しを得た。 

(2)中規模都市にモデル路線を想定し、実際の交通量

等を反映した導入効果の定量的な評価を進めている。 

 なお、今後の展開として、本システムの適用範囲の

拡大を検討していく予定である。 
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７．超小型モビリティの導入に向けた国内の動向と 

交通研の取り組み 
 

交通システム研究領域  ※水嶋 教文  大野 寛之 
環境研究領域       新国 哲也 

 
１．は じ め に 

2011 年 3 月の東日本大震災以降、各分野において省

エネルギーに対する社会的要求が高まり、今後も継続

して取り組むことが求められている。運輸部門におい

ては、自家用乗用車から公共交通機関へのモーダルシ

フトを加速させることが省エネルギー対策として効

果的であることはいうまでもない。しかしながら、公

共交通機関が発達していない地方においては自家用

乗用車が主たる移動手段であるため、自動車単体での

抜本的な省エネルギー対策も不可欠である。 
一方、国内の自家用乗用車については、平日の平均

乗車人数は 1.3 人といわれている。このため、通勤や

買物等の日常用途に対しては、4～7 人乗り程の乗用車

の利用を止め、1～2 人乗り程度の超小型の車両を利用

することが、省エネルギーの観点からもスマートな移

動といえる。 
本講演では、日常用途として乗用車を代替可能かつ

乗車定員 1～2 名程度の小型・軽量車両を想定した超

小型の車両(以下、「超小型モビリティ」という)に着目

し、これらの導入に向けた国内の動向調査と交通安全

環境研究所における検討成果について述べる。 
 
２．超小型モビリティの導入に向けた国内の動向 

２．１．次世代都市用超小型自動車研究検討会（平成

８～１１年度）とその課題 

現在の道路運送車両法において乗車定員2名の自動

車を当てはめた場合、軽自動車の保安基準を遵守する

必要がある。そこで、平成 8 年度～平成 11 年度にか

けて、当時の交通安全公害研究所と運輸省自動車交通

局(現、国土交通省自動車局)は学識経験者および自動

車メーカ代表から構成される「次世代都市用超小型自

動車研究検討会」を設立し、超小型自動車の研究開発

指針等を示した(1)。当時のコンセプトに基づいて市販

化された自動車の一例を図 1 に示す。これらの自動車

には前述したとおり軽自動車の保安基準が適用され

ており、乗用車と同様の衝突安全基準も課せられてい

る。このため、約 600～800 kg 程の車両重量を有し、4
人乗り軽自動車と比較しても大きな差異がない。 
図2に車両(+試験乗員2名110 kg)の重量と燃費の関

係を市販車両のデータに基づいて整理した。この結果

から、図 1 に示した車両ほどの重量を有する場合、従

来の軽自動車と比較して大幅な燃費の改善は見込め

ず省エネルギー効果はほとんどないといえる。一方、

図2からは自動車の燃費は車両重量に概ね反比例する

ことがわかり、自動車単体での抜本的な省エネルギー

対策を実施するためには車両の大幅な軽量化が効果

的である。例えば、車両重量を 400 kg 程度に軽減すれ

ば、ガソリン車でさえも 40 km/L 程の燃費性能が得ら

れると予測される。 
 以上より、省エネルギーを狙いとした超小型モビリ

ティに求められることは、従来の乗用車からの大幅な

軽量化である。そのためには、軽自動車未満の新たな

車両規格を導入すると共に、その利用形態を考慮して

法規を見直すことが求められる。 
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図 2 市販車データに基づいた車両重量と燃費の関係
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乗車定員 1～2 名程度の小型・軽量車両を想定した超

小型の車両(以下、「超小型モビリティ」という)に着目

し、これらの導入に向けた国内の動向調査と交通安全

環境研究所における検討成果について述べる。 
 
２．超小型モビリティの導入に向けた国内の動向 

２．１．次世代都市用超小型自動車研究検討会（平成

８～１１年度）とその課題 

現在の道路運送車両法において乗車定員2名の自動

車を当てはめた場合、軽自動車の保安基準を遵守する

必要がある。そこで、平成 8 年度～平成 11 年度にか

けて、当時の交通安全公害研究所と運輸省自動車交通

局(現、国土交通省自動車局)は学識経験者および自動

車メーカ代表から構成される「次世代都市用超小型自

動車研究検討会」を設立し、超小型自動車の研究開発

指針等を示した(1)。当時のコンセプトに基づいて市販

化された自動車の一例を図 1 に示す。これらの自動車

には前述したとおり軽自動車の保安基準が適用され

ており、乗用車と同様の衝突安全基準も課せられてい

る。このため、約 600～800 kg 程の車両重量を有し、4
人乗り軽自動車と比較しても大きな差異がない。 
図2に車両(+試験乗員2名110 kg)の重量と燃費の関

係を市販車両のデータに基づいて整理した。この結果

から、図 1 に示した車両ほどの重量を有する場合、従

来の軽自動車と比較して大幅な燃費の改善は見込め

ず省エネルギー効果はほとんどないといえる。一方、

図2からは自動車の燃費は車両重量に概ね反比例する

ことがわかり、自動車単体での抜本的な省エネルギー

対策を実施するためには車両の大幅な軽量化が効果

的である。例えば、車両重量を 400 kg 程度に軽減すれ

ば、ガソリン車でさえも 40 km/L 程の燃費性能が得ら

れると予測される。 
 以上より、省エネルギーを狙いとした超小型モビリ

ティに求められることは、従来の乗用車からの大幅な

軽量化である。そのためには、軽自動車未満の新たな

車両規格を導入すると共に、その利用形態を考慮して

法規を見直すことが求められる。 
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図 2 市販車データに基づいた車両重量と燃費の関係

−−30−− −−31−−



 

 

２．２．平成２１年度以降の国土交通省の動向 

軽自動車未満の新たな車両規格導入の必要性につ

いては、アンケート調査や実証実験を通じて詳細に把

握する必要がある。同時に、超小型モビリティに相当

する新たな車両規格を導入した際の課題についても

検討を実施しなければならない。このような背景の

中、国土交通省都市･地域整備局(現、都市局)および自

動車交通局(現、自動車局)では、平成 21 年度に「電気

自動車等の導入による低炭素型都市内交通空間検討

調査」を実施し、超小型モビリティの普及可能性、CO2

削減効果、走行空間等を検討している(2)。なお、本調

査事業においては、超小型モビリティのみならず電動

バスやこれら環境対応車向けの充電施設の配置に関

する検討も実施している。 
本検討のうち超小型モビリティに関わる結果の一

例として、超小型モビリティの普及が見込まれる交通

領域を図 3 に、全国都市交通特性調査のデータから試

算した超小型モビリティの利用率を図 4 に示す。例え

ば、1 人で乗用車を利用してトリップ長 10 km 以下を

移動するケース、および 65 歳以上の高齢者が徒歩で 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

移動するケースを超小型モビリティでの移動に転換

した場合、超小型モビリティの利用率は平成 17 年度

のデータからは最大で 21%になるという試算結果が

得られている。また、平成 4 年度データによる試算結

果と比較すると、超小型モビリティの利用率は乗用車

の利用率が高い平成 17 年度の方がより高い値である

という結果が示されている。 
同局は平成 21 年度の調査で得られた結果を受け、

平成 22 年度に「超小型モビリティの利活用に関する

実証実験等による調査業務」を実施し、超小型モビリ

ティの利活用場面、車両要件の把握、および走行・駐

車空間の検討を行った。図 5 に実証実験の実施地域と

実施形態を示す。これらの地域の内、桐生市、福岡市、

宗像市については主に 1 人乗り超小型電気自動車(ミ
ニカー※)を、京都府については 2 人乗り小型電気自

動車(軽自動車)を利用し、レンタル、カーシェアリン

グ、体験走行会等により利活用場面を検証している。

また、千代田区についてはオフィス街の小口配送を対

象に、ミニカーおよび軽自動車タイプの電気自動車を

用いた実証実験を行っている。一方、豊田市について

はパーソナルモビリティ(立ち乗りタイプ)の体験走行

会を実施している。 
これら実証実験の結果から、超小型モビリティの利

活用場面としては個人ユーザの買物や地域活動など 
の移動手段、および新聞配送、宅配便等の小口配送と 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 超小型モビリティの普及が見込まれる交通領域
(出典：国土交通省) 

図 4 交通手段別利用率の変化 (出典：国土交通省) 

図 5 実証実験の実施地域および実施形態 
(出典：国土交通省) 

※原動機付自転車(3 輪以上)：排気量 50 cc 以下、または
定格出力 0.6 kW 以下、乗車定員 1 名、最高速度 60 km/h

 

 

しての用途などが想定され、2 名程度の乗車定員、十

分な原動機出力および積載量の確保といった車両要

件が併せて確認された。平成 23 年度以降の課題とし

ては、シミュレーション等による走りやすい走行空間

の検討、およびより実際の利用に即した実証実験によ

る導入モデルの検証等があげられる。同局は平成 23
年度にこれらを検討するため「超小型モビリティ等電

気自動車による地域交通システムのあり方調査検討

業務」を実施している。 
 
２．３．地方自治体（道府県）の動向 
超小型モビリティの導入には、省エネルギー対策と

いう狙いの他に、高齢者の移動手段の確保や地域活性

化といった狙いもある。このため、地方自治体では、

このような車両の導入に意欲的に取り組んでいる。具

体的には、福岡県知事を会長とする「高齢者にやさし

い自動車開発知事連合」(35 道府県知事)のもとに設立

された「高齢者にやさしい自動車開発委員会」におい

て、平成 21 年度から高齢者にやさしい自動車のコン

セプトを検討し、国に対して新たな車両規格の創設を

要請すると共に、自動車メーカに開発を促すという活

動がなされている(3)。 
表 1 に本委員会が平成 22 年度時点でまとめた高齢

者にやさしい自動車の仕様コンセプトを示す。本車両

コンセプトは運転支援機能として、①アクセルとブレ

ーキの踏み間違い事故を防止する機能、②出会い頭事 
 
 
サイズ ○長さ 2.3 ～ 2.8 m 

・運転スペースのほか荷物スペースにも配慮 
○幅  1.3 ～ 1.4 m 
・横に 2 人が座れるスペースを確保 
○高さ 1.5 ～ 1.6 m 
・高齢者があまり腰を曲げないで乗り降りができる高さ

定員 2 名 

最高速度  60 km/h 以下 
・生活道路および一般道路は走行可。 
・高速道路は走行不可 

航続距離  60 km 程度 
・エネルギー使用の多いヒータ使用時でも航続距離 

30 km 程度を確保 

車両重量  700 kg 以下 

燃料の種類  電気(バッテリー) 
・家庭用電源でも充電可 

最高出力  10 kW ～ 20 kW 
・混合交通下でスムーズな運転ができる加速性能を確保

・山間部における十分な登坂性能を確保 

故を防止する機能、③右折時の事故を防止する機能、

④追突事故を防止する機能、⑤知覚機能を補助する機

能、⑥体力・筋骨格系機能を補助する機能、⑦情報処

理機能を補助する機能を盛り込んでいる。また、主な

特徴は、乗車定員 2 名かつ最高速度 60 km 以下(高速

道路は走行不可)という点であり、狭い道路でも小回

りの利く操作性のよい車両を念頭に置いている。参考

として、本委員会がコンテストで応募し、最優秀作品

に選定した車体デザインを図 6 に紹介する。なお、本

車両コンセプトは、各道府県の約 1 万人の高齢者を対

象に実施した大規模なアンケート調査の結果および

高齢者の運転特性に基づいてまとめられている。 
アンケート調査の結果では、購入する際の希望価格

帯も示されており、約50%の回答者が100万円以下(軽
自動車以下)の価格帯を望んでいることが明らかとな

った。上記で示した機能には技術・コスト的に現時点

では困難なものも含まれるが、本車両コンセプトは、

実際の高齢者が求める理想の自動車として具現化さ

れた一つの大きな成果であり、国や自動車メーカへの

提言といった今後の活動が注目される。 
なお、平成 23 年度においては 2 人乗り小型車に対

する実証実験を、前述の国土交通省のプロジェクトと

して福岡県内で実施する予定である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．４．その他、大学等の動向 
 慶応義塾大学のグループでは文部科学省からの委

託を受け、コミュニティ科学、モビリティ科学、人間

調和科学を融合することで、図 7 に示すような子供か

ら高齢者までの全ての人が自由かつ安全に移動でき、

交流が容易で暮らしやすい創造的・文化的な社会(コ･

モビリティ社会)を創成することを狙いとした研究を

実施している(4)。同大学は、平成 19 年度にコ・モビリ

ティ研究センターを設立し、複数の企業および自治体

との共同研究を実施し、社会実証実験も行っている。 

表 1 高齢者にやさしい自動車の仕様コンセプト 
(出典：高齢者にやさしい自動車開発委員会) 

図 6 高齢者にやさしい自動車デザイン最優秀作品 
(出典：高齢者にやさしい自動車開発委員会、 

デザイン：花岡大輔氏) 
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図 3 超小型モビリティの普及が見込まれる交通領域
(出典：国土交通省) 

図 4 交通手段別利用率の変化 (出典：国土交通省) 

図 5 実証実験の実施地域および実施形態 
(出典：国土交通省) 
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 香川大学のグループでは、国際交通安全学会の研究

プロジェクトとして平成 20 年度から「超高齢化都市

に要求される移動の質とスローモビリティに関する

研究」を実施し、道路交通インフラの観点から実証実

験を行っている(5)。具体的には、高松市の中心市街地

に設置された自転車走行指導帯を利用し、スローモビ

リティ(一人乗り超小型電気自動車)の走りやすさ、安

全性、他のモビリティとの共存性を確認している。こ

の結果、図 8 に示す道路ダイエット(自動車の一方通

行化によるスローモビリティ用走行指導帯の設置)と
組合せると、安全性を確保した上での他のモビリティ

との共存が可能であることが示されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 以上、超小型モビリティに関連する代表的な実証研

究例を紹介したが、この他にも超小型電気自動車に係

る研究は多くの大学等で実施されている。今後、行政

は大学等が実施しているこれらの研究の成果を踏ま

え、施策に反映させる必要がある。 
 

３．交通安全環境研究所における検討成果 
３．１．検討の背景 
前述のように、交通安全環境研究所は国が設置する

委員会への参加等を通じて超小型モビリティ像を明

確化する取り組みを行うとともに、将来の普及を見据

え、試験法などの法整備に必要となる技術的な検討を

開始している。以下にその概要を説明する。求められ

る超小型モビリティの姿をまとめると最大で乗車定

員2名かつ高速道路を利用しない近距離の移動手段と

いうことが浮き彫りとなった。これらを満足するに

は、①既存の法規で定められている車両区分を見直

す、②軽自動車の保安基準を満たした 2 人乗り車両を

導入する、という 2 通りの方法が考えられる。しかし

ながら、②に関しては２．１．節で述べたとおり車両

重量の軽減が困難であり、省エネルギー対策としての

意義が薄れてしまう。 
そこで、①による超小型モビリティ導入のための基

礎検討として、2 人乗り超小型モビリティに必要な原

動機の出力要件、およびこれらの省エネルギー・環境

負荷低減効果を解析した。 
 

３．２．解析方法 
 解析は、以下に示す車両の運動方程式を解くことに

より実施した。図 9 に斜面での力の釣り合いを示す。 
 自動車の走行に必要な駆動出力 P [W]は 
 
 
で表される。ここで、 
 
 
 
 
 
 
 
V は車速[km/h]、rは転がり抵抗係数、m は車両重量

[kg]、g は重力加速度[m/s2]、は勾配[rad]、は空気の

密度[kg/m3]、Cdは空気抵抗係数、A は車両前面投影面

積[m2]、m は回転部分相当重量[kg]である。 
式(1)で得られた駆動出力から次式を解くことで、必

要な原動機の出力 Pp[W]を算出した。 
 
 
ここで、dは車両の駆動系機械効率である。 
 さらに、次式により車両の燃量消費率 FC [km/L]あ 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 慶応義塾大学が提案するコ・モビリティ社会 
(出典：慶應義塾大学コ・モビリティ研究センター) 
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図 8 道路ダイエット前後の他のモビリティとの共存
(出典：香川大学土井研究室) 
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るいは電力量消費率 EC [km/kWh]を算出した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
D は総走行距離[km]、th は平均エンジン熱効率、dge

はガソリンのエネルギー密度[J/L]、mは平均モータ効

率、rは減速時の平均エネルギー回収効率である。 
 なお、本検討においてはr = 0.0084、Cd = 0.39、th = 
0.20、m = 0.90、r = 0.45 と一定で計算を実施した。 
 解析条件としては、表 2 に示す 3 通りの走行を想定

して解析を実施した。図 10 に条件 A における走行パ

ターンを示す。条件 A では高速を除く一般的な走行

を、条件 B では坂道におけるスムーズな発進を、条件

C では急勾配において立ち往生しない条件を想定し

た。環境負荷の解析は条件 A のみで実施した。 
 解析で仮定した車両は、1 人乗りおよび 2 人乗りの

超小型モビリティと 4 人乗り軽自動車である。各車両

の重量については、市販されている類似車両を参考に

決定した。具体的には、ガソリン車と電気自動車では

パワートレイン系(バッテリーを含む)を除いた重量を

車体重量として同一と仮定し、ガソリン車に対しては

エンジン等のパワートレイン系重量(車体重量の 10%
と仮定)を、電気自動車に対してはモータ等のパワー

トレイン系重量(車体重量の 5%と仮定)およびバッテ

リー重量を車体重量に加算して決定した。 
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３．３．原動機出力要件の検討 
 図 11 に各種車両で算出した原動機の必要最大出力

を示す。なお、1 人乗り、2 人乗り、4 人乗りの各車両

に対して 4 点の解析を実施しているが、これらは航続

距離を 0、50、100、150 km と変更することでバッテ

リー搭載量を変化させたものである。また、乗員重量

は 1 人当たり 55 kg を考慮し、2 人乗り以上の車両に

対しては 2 名乗車を仮定した。この結果、原動機の最

大出力は条件 B の登坂条件を走行できるよう決定す

ることで、他の条件の走行に必要な出力も十分に得ら

れることがわかった。また、2 人乗り超小型モビリテ

ィの場合、例えば欧州で市販予定の図 12 に示す車両

(車両重量 450 kg)を想定すると、最大出力 11 kW 程度

の原動機が必要であるといえる。これは、原動機が内

燃機関の場合には、図 13 に示した市販車両のデータ

に基づくと排気量 200 cc 程度のものに相当する。 
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図 11 車両総重量に対する必要原動機出力の解析結果

ここで 

図 13 エンジン排気量と最大出力の関係 
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３．４．省エネルギー・環境負荷低減効果の検討 
 図 14 に各種車両で算出した燃量消費率あるいは電

力量消費率と各種車両による CO2 排出量を示す。な

お、CO2排出係数については、ガソリン 2.32 kg/L、電

力 0.332 kg/kWh を使用した(6) (電気については東京電

力(株)管内を想定した。また環境大臣・経済産業大臣

により公表された排出係数の調整後排出係数を使用

した)。2 人乗り超小型モビリティは、1 人乗りのもの

と比較すると重量増により燃料消費率あるいは電力

量消費率が悪化してしまうものの、4 人乗り軽自動車

に対して大幅な軽量化が期待できるため、燃量消費率

あるいは電力量消費率の改善が可能であることが示

された。また、CO2排出量に関しては、超小型化に加

えて電動化することで大幅に低減でき、得られた値を

乗車人員で除することで公共交通並みの CO2 排出量

(g/人 km)となることがわかった。これは、発電時の電

源構成に原子力や水力が含まれることと、電気自動車

の場合は減速時のエネルギー回生が可能になること

が大きな要因である。ただし、電源構成については今

後の動向に注目する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．お わ り に 
 超小型モビリティの導入に向けた国内の動向を紹

介すると共に、交通安全環境研究所の取り組み成果の

一部を報告した。利用者が求める超小型モビリティの

要件として注目すべきは乗車定員 2 名という点であ

り、環境負荷の改善を狙いとしてこのような超小型モ

ビリティを導入するためには、ミニカー(50 cc)と軽自

動車(660 cc)の間に新たな車両規格を設け、法改正を

実施する必要がある。ただし、安全性にも配慮した導

入が求められるため、どのような利活用の場面が想定

されるかといった検証を行い、走行速度や道路環境等

の利用実態に即した安全基準を設けなければならな

い。また、車両の安全基準のみならず、街づくり、ITS
を含む道路インフラ等の今後の動向と併せて検討す

る必要がある。 
 一方で、車両単体での省エネルギー・環境負荷低減

効果は大きいということが示されたが、超小型モビリ

ティが導入された際に社会全体としてどの程度の省

エネルギー・環境負荷改善効果が得られるか、といっ

た定量的な議論は未だなされていない。今後、交通安

全環境研究所では、交通流シミュレータを用いて走行

速度の変化等による交通流や渋滞への影響を解析し、

省エネルギー・環境負荷改善効果を定量的に試算する

予定である。また、利便性の評価やコストに関する検

討も行う予定である。さらに、これらの技術データを

基に、超小型モビリティの導入を加速するための技術

的支援を行政に対して実施していく。 
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１．はじめに 
地球温暖化問題をはじめとする環境問題や、渋滞、

騒音、事故等の交通問題の解決手段として、モーダル

シフトの推進が唱えられて久しい(1)。しかし、国土交

通省の発表による最近の 20 年余りの輸送機関別輸送

分担率の推移(2)を見ると、自動車の分担率は旅客輸送

ではほぼ横ばいであり、貨物輸送に関してはモーダル

シフトに逆行する状況となっている（図１）。さらに

近年になっては、高速道路利用料金の大幅割引や無料

化社会実験等の、自動車利用を促進するような施策が

実施されている。 
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 交通安全環境研究所では主として旅客のモーダル

シフトに焦点を当てて、利便性の高い新しい公共交通

に関する研究を進めてきた。これまでは個々の交通機

関についての安全性や環境特性の評価を行ってきた

が、モーダルシフトの促進には単体の性能向上に加え

て、旅客移動全体を考慮した統合的な取り組みが重要

だと考えられる。そこで本報告では統合的なモーダル

シフトに向けた技術開発と今後の見通しを概説する。 
 

２．移動ステージと移動手段 
 公共交通を利用して、出発地（Origin）から目的地

（Destination）まで移動するには、単独の移動手段の

みで完結させることはほぼ不可能であり、ステージに

応じて複数の移動手段を組み合わせることになる。輸

送密度は末端に行くほど粗となり、それに応じて公共

交通の発着頻度は低くなってしまう。 Availability

が低くなる上に、各ステージで乗換抵抗が生じてしま

うことは、公共交通の魅力低下の大きな要因と考えら

れる。 
 その一方で自動車、特に自家用自動車の利用は多く

の魅力を兼ね備えている。時刻表の確認も必要なく

Availability は 100%で、乗換ゼロのドア・トゥ・ド

アの利便性を持ち、着席率も 100%である。加えて、

冷暖房完備のプライベートスペースを確保できるの

で、好きな音楽を大音量で聴くこともできれば、子ど

もが騒いでも周囲に気兼ねする必要がない。カーナビ

ケーションは丁寧に案内してくれる上に、仮に道を間

違えてもすぐにリカバー情報を与えてくれる。これだ

けの魅力を備えた自動車から公共交通へのシフトを

促すことは容易なものとは考えられず、事実、図１に

見られる通りモーダルシフトは進んでいない。 
 公共交通利用の際の移動ステージを考えると、自宅

から公共交通乗り場までの末端交通、地域公共交通、
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図１ 輸送分担率（上:旅客人キロ，下:貨物 t キロ） 
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シフトに向けた技術開発と今後の見通しを概説する。 
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が低くなる上に、各ステージで乗換抵抗が生じてしま

うことは、公共交通の魅力低下の大きな要因と考えら

れる。 
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アの利便性を持ち、着席率も 100%である。加えて、

冷暖房完備のプライベートスペースを確保できるの

で、好きな音楽を大音量で聴くこともできれば、子ど

もが騒いでも周囲に気兼ねする必要がない。カーナビ

ケーションは丁寧に案内してくれる上に、仮に道を間

違えてもすぐにリカバー情報を与えてくれる。これだ

けの魅力を備えた自動車から公共交通へのシフトを

促すことは容易なものとは考えられず、事実、図１に

見られる通りモーダルシフトは進んでいない。 
 公共交通利用の際の移動ステージを考えると、自宅

から公共交通乗り場までの末端交通、地域公共交通、
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地方公共交通、幹線公共交通とがあり、目的地へ向け

て再び各ステージを降りていくことになる。各ステー

ジの間には、物理的あるいは運賃・案内等のソフト的

な段差（＝乗換抵抗）が存在している。また、移動手

段も各ステージに応じて要求される輸送力・輸送頻度

が異なるため、単一の手段では対応できず、ここでも

段差が発生する。 
 モーダルシフト推進にはこれらの段差（＝乗換抵

抗）をいかに低下させるかが重要であり、また、各ス

テージで用いる移動手段の快適性を高め、魅力あるも

のにするかが重要だと考えられる。 
 

３．ステージ別輸送機関の改良・開発状況 
３．１．末端交通 
 自宅から最寄りの停留所や駅への移動手段は、徒

歩、自転車、バイク、自家用車が挙げられる。公共交

通に乏しい地方駅の近隣に、駐車場が整備されている

例も多くあり、末端交通としての自家用車利用も相当

量あるものと思われるが、１～２人程度の乗車人員で

自家用車を用いることはエネルギ効率を考えると望

ましいものではない。また、駐車場を整備するも空間

効率を考えると無駄が多い。エネルギ効率や空間効率

に優れる自転車やバイクは荒天時には利用率が下が

ると見られ、雨の日になるとふだんは空いているバス

停に行列ができる光景は珍しいものではない。 
 自家用車と比べてエネルギ効率と空間効率とを高

め、しかもある程度の耐候性を持つ輸送機関として超

小型モビリティの検討・開発が進められている。排気

量 50cc クラスのいわゆるミニカーは一人乗りである

が、超小型モビリティは送り迎えや買い物需要を考慮

して二人乗りまでを考えている。衝突安全性や燃費基

準等が検討課題となっており、交通安全環境研究所に

於いてもこれらの課題への取り組みを開始した。 

 
図２ 超小型モビリティの例 

３．２．地域公共交通 
３．２．１．パラトランジットの可能性 
 日本に於いてはバスとタクシーとの間を埋めるパ

ラトランジット（普通乗用車クラスの車両を用いた乗

合自動車）は、「乗合タクシー」として地方圏の一部

で見られる程度である。一方、アジアに目を転じると

「ジープニー」「トゥクトゥク」「テンプー」等、小型

貨物自動車の荷台を客席にしたような形態のパラト

ランジット（図３）を数多く見ることができる。 
 コミュニティバスのような小型のバスを用いたと

しても輸送力が過大となるような地域に於いては、パ

ラトランジットの活用も、モーダルシフト実現に向け

た選択肢の一つとして考慮する必要があるものと思

われる。需要に応じたサイズの車を用いることでエネ

ルギ効率が良くなる上に、普通自動車であれば維持費

も低減される。また、細い路地にも入れることからド

ア・トゥ・ドアに近い運用も可能となる。定時運行の

他、デマンド運行による運用効率と利便性の向上も考

えられる。 
 こうしたことから国土交通省でも平成 20 年度から

3 ヶ年に渡り「地域のニーズに応じたバス・タクシー

に係るバリアフリー車両の開発」（3）検討会（交通安全

環境研究所からも委員参加）を設置し、乗合タクシー

に適した車両の標準モデルを作成した（図４）。 

 
図３ 電動オート三輪乗合自動車（ネパール） 

 
図４ 乗合タクシー向けバリアフリー車両(3) 

 

 

３．２．２．バス車両の開発 
 バリアフリー新法の移動等円滑化基準に従い、ノン

ステップバスは各地で普及してきている。前述の国土

交通省検討会では、新しいノンステップバスの標準化

についての検討を行った。検討結果として座席の多い

「郊外型」と、都市部での利用に対応する座席数の少

ない「都市型」の２種類の座席配置の提案を行ってい

る (3)。しかし、この提案に於いてもエンジンおよびト

ランスミッション等の配置のため、後半車体の床を高

くせざるを得ず、車内ステップをなくしたフルフラッ

ト車両は実現できていない。将来的には電動車両化に

よる 100%低床型車両の実用化が期待され、開発が進

められている。交通安全環境研究所でも電動バスに適

した非接触給電装置の開発等を進めている。 
３．２．３．ＬＲＴ 
 世界的に見ると、LRV を製造するメーカは大手３

社に集約されており、いずれもモジュール設計により

事業者ニーズに応じた車両を生産している。日本に於

いても 100%低床型車両が生産されるようになり本格

的な普及に向けた準備は整ったと言える。しかし海外

と比較して日本におけるＬＲＴの普及は遅々として

進まず、各地で計画の噂は出ているものの、富山市で

の導入以降は実現していないのが現状である。 
 これまで軌道の無かった都市への導入事例が無い

ことから、軌道敷設等のインフラ整備や自動車交通へ

の影響に対して地域の抵抗があることも考えられる。

インフラを軽くする方法としては、ゴムタイヤトラム

（案内レールが 1 本あるいは光学ガイド方式）や、架

線のいらないバッテリートラムが開発されている。 
 交通安全環境研究所では、LRT 国際ワークショッ

プや関連会議の開催を通して LRT の普及に向けた努

力を重ねるとともに、新技術の開発と安全性評価、

LRT 導入効果予測等を進めている。 
３．３．幹線公共交通 
 この領域は主として普通鉄道と新幹線鉄道が担っ

ており公共交通の分担率は高い。革新的な技術開発は

起きにくいが、関係者の不断の努力により速度や乗り

心地の向上等、各種改善が行われている。また、新幹

線の新規開業路線の効果についても期待は大きい。 
 

４．乗換抵抗の低減化 
 乗換に関する抵抗を低減するためには、①乗換その

ものをなくす方法、②乗換を容易にする方法、の二つ

が考えられる。①については幹線鉄道に於いて、新幹

線から在来線への直通運行の例があり、フリーゲージ

トレインの開発も進められている。また、近郊鉄道路

線と都市内地下鉄の相互乗り入れもこの範疇に入る。

また、異なる交通モードをまたいだ運行のできるデュ

アルモードシステムの開発も進んでいる。②について

は段差解消などの物理的対策と、案内システム等のソ

フト的対策とが考えられる。 
４．１．デュアルモードシステム 
 異なる二つの交通モードで運用可能なシステムが

あれば、モード間での乗換は不要になる。観光用とし

ては水陸両用車も実用化しているが、公共交通として

広く一般化したものではない。愛知県で実用化されて

いるガイドウェイバスも、法律上は路線バスと軌道と

の二つのモードを行き来しているが、外観上は路線バ

スが専用道を走行しているようにしか見えない。 
 面的な運用をしているバスの車両を、専用道あるい

は専用軌道上で連結して運行すれば、バスの利便性と

鉄道のような輸送力と定時運行とを実現させること

ができる。交通安全環境研究所では「バイモーダルシ

ステム」として連結運行が可能なバス車両を試作し、

実験を続けている。JR 北海道ではバスの車体に線路

を走行できる鉄車輪を備え、連結運転も可能なデュア

ルモードビークルの実用化に向けた開発を進めてい

る。 
 

 
図５ バイモーダルシステムのイメージ 

 
図６ デュアルモードビークル（DMV） 
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地方公共交通、幹線公共交通とがあり、目的地へ向け
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図２ 超小型モビリティの例 
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図５ バイモーダルシステムのイメージ 

 
図６ デュアルモードビークル（DMV） 
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４．１．乗換利便性向上 
４．２．１．施設の改善 
 公共交通同士の乗り継ぎ改善事例として、富山ライ

トレールや広島電鉄に於ける、バス停と電停の接続例

が有名である。また、富山ライトレールをはじめ、地

方鉄道では自転車との乗り継ぎを考慮し、駅あるいは

電停に無料駐輪場を設置する例も増えてきている。海

外に於いては図７に見られるように複数モードの交

通機関を結節する拠点が設けられており、さらには駐

車料金に LRT 運賃も含まれるようなソフト上の工夫

もされている。近年、日本に於いても鉄道事業者と駐

車場事業者とが提携して、IC カード乗車券を用いた

パークアンドライド割引制度を実施している例が出

てきている。 
４．２．２．ソフト的改善 
 IC カード乗車券の相互利用の拡大は、運賃支払い

に伴う利用者の乗換抵抗低減に大きく寄与してきた

が、JR グループ同士でも完全には相互利用ができず

いまだに利用者に不便を強いている。2013 年春に相

互利用の拡大が計画されており利便性の向上が期待

されるが、「遅きに失した」感は否めない。 
 また、鉄道事業者同士あるいは鉄道とバスとの間で

連携して、乗り継ぎ利便性の高いダイヤ編成を行うこ

とも、ソフト的改善策として有効であろう。 
 旅客案内システムについては、各交通事業者による

案内も重要ではあるが、乗客の全行程をカバーするこ

とは困難である。そこで交通事業者に替わり、ネット

サービス企業による情報提供が利用されている。これ

らは主として携帯電話向けサービスであるが、高齢者

にとって使いやすいものではなくデジタルデバイド

が生じている。近年売り出されているスマートフォン

は、画面が大きく直感的に操作しやすいことから、高

齢者にも使いやすい新たなサービスが期待される。 
 

 
図７ 駐車場とバス停が集約された電停（ボルドー） 

５．おわりに 
 本報告では技術を中心に論じてきたが、モーダルシ

フト推進には制度面の改善も必要であろう。近年、高

速道路料金の割引や無料化社会実験等の影響で、公共

交通から自家用車への逆モーダルシフトが発生して

いる（図８）。鉄道への影響について国土交通省は、

「ＪＲ各社の収入は減少傾向であるが、景気低迷や新

型インフルエンザの影響等もあり、高速道路料金引下

げによる影響の正確な把握は困難」(2)と分析している

が、同じ時期に高速道路の利用が増え、特に長距離利

用が増加しているデータも公表されている（図９）。 
 貨物輸送に関しては東日本大震災後の燃料輸送で

鉄道が注目された。現状の輸送力では大幅なモーダル

シフトに対応することは困難で能力増強が望まれる。 
 モーダルシフトを推進したいのであればどうすべ

きか、研究開発や「社会実験」以前になすべきことが

あるのは自明であろう。 
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図８ 高速休日 1000 円による高速バスへの影響(2) 

 
図９ 高速休日 1000 円による利用台数の変化(2) 

 

 

 
 

自動車安全研究領域における研究の概要と方向性 
 

 
 

自動車安全研究領域長   安藤 憲一 
 
 

１．交通研の自動車安全研究 
１．１．安全基準と評価法 
交通研の最も重要な研究目的が、自動車の安全基準

作成の支援である。基準の作成をとおして安全な車の

普及を目指している。安全な車とは、事故を起こしに

くい車、事故が発生した時に乗員や歩行者などの被害

が低い車のことをいう。 

安全基準は一般的に評価法と基準値で構成される

が、コアとなる安全性能の評価法(試験法)を作ること

が最も重要である。 

 

上図は、基準の導入と適用によって安全な自動車を

普及させるサイクルである。①現実に発生した事故を

分析し②安全性向上の要求が設定され③安全性の試

験法を使って基準が作られ④基準への適合性を確認

(型式認証)した上で⑤メーカーが製造販売して社会

に普及する。 

交通研の自動車安全研究領域は③を、また、自動車

審査部は④を担っている。 

 

１．２．衝突安全から予防安全へ 
自動車の安全には大きく衝突安全と予防安全と 2 つ

の概念がある。衝突安全は事故が発生した場合に、乗

員や歩行者の被害をできるだけ少なくすることを目

指すものである。歩行者事故での被害軽減も含まれ

る。また、予防安全は、様々な装置、システムによっ

て、ドライバの運転を支援することで事故を防ぐこと

を目指すものである。 
衝突安全については、90 年代以降段階的に基準が導

入された。事故分析をもとに、試験条件としての衝突

形態(前面、側面など)や乗員を模擬するための人体ダ

ミー、そして傷害指標や傷害基準を規定している。こ

れにより、事故時の乗員の傷害リスクを確率値として

定量的に評価することができ、そのリスクを一定以下

にするように基準値が決められている。このような安

全基準の導入以降は、車体の改善、シートベルト、エ

アバッグ装備等の対策によって乗員保護性能が飛躍

的に向上している。 
他方、予防安全については、衝突安全の評価のよう

に考え方が確立されてはおらず、基準の作成が遅れ気

味である。予防安全システムは、ドライバの運転支援、

自動ブレーキなど機能が多様であり、統一的な扱いが

難しい。また、ドライバの個体差が非常に大きくばら

つくため、システムの技術評価だけでは安全性の効果

の計量が難しくなる。 
交通事故死者数は、衝突安全基準の導入で 90 年代

から減少傾向にあったものの、近年は、衝突安全基準

を反映した車両が普及した可能性もあり、減少傾向が

鈍化している。今後は事故そのものを減らすこと、そ

のために、事故を起こしにくい、予防安全性能が優れ

た車を普及させることが重要である。このため、自動

車安全研究領域では、予防安全性能の評価法、試験法

の開発にも重点的に取り組んでいる。 
 

２．各研究分野の現状 
以下、各研究分野の現状について概説する。なお、

「」は研究のタイトルである。 
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４．１．乗換利便性向上 
４．２．１．施設の改善 
 公共交通同士の乗り継ぎ改善事例として、富山ライ

トレールや広島電鉄に於ける、バス停と電停の接続例

が有名である。また、富山ライトレールをはじめ、地

方鉄道では自転車との乗り継ぎを考慮し、駅あるいは

電停に無料駐輪場を設置する例も増えてきている。海

外に於いては図７に見られるように複数モードの交

通機関を結節する拠点が設けられており、さらには駐

車料金に LRT 運賃も含まれるようなソフト上の工夫

もされている。近年、日本に於いても鉄道事業者と駐

車場事業者とが提携して、IC カード乗車券を用いた

パークアンドライド割引制度を実施している例が出

てきている。 
４．２．２．ソフト的改善 
 IC カード乗車券の相互利用の拡大は、運賃支払い

に伴う利用者の乗換抵抗低減に大きく寄与してきた

が、JR グループ同士でも完全には相互利用ができず

いまだに利用者に不便を強いている。2013 年春に相

互利用の拡大が計画されており利便性の向上が期待

されるが、「遅きに失した」感は否めない。 
 また、鉄道事業者同士あるいは鉄道とバスとの間で

連携して、乗り継ぎ利便性の高いダイヤ編成を行うこ

とも、ソフト的改善策として有効であろう。 
 旅客案内システムについては、各交通事業者による

案内も重要ではあるが、乗客の全行程をカバーするこ
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は、画面が大きく直感的に操作しやすいことから、高

齢者にも使いやすい新たなサービスが期待される。 
 

 
図７ 駐車場とバス停が集約された電停（ボルドー） 

５．おわりに 
 本報告では技術を中心に論じてきたが、モーダルシ

フト推進には制度面の改善も必要であろう。近年、高

速道路料金の割引や無料化社会実験等の影響で、公共

交通から自家用車への逆モーダルシフトが発生して
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参考文献 
(1)運輸政策審議会，長期展望に基づく総合的な交通政

策の基本方向，1981 
(2)国土交通省ホームページ 
(3)国土交通省，地域のニーズに応じたバス・タクシー

に係るバリアフリー車両の開発報告書，2011 
 

 
図８ 高速休日 1000 円による高速バスへの影響(2) 

 
図９ 高速休日 1000 円による利用台数の変化(2) 
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１．交通研の自動車安全研究 
１．１．安全基準と評価法 
交通研の最も重要な研究目的が、自動車の安全基準
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が最も重要である。 

 

上図は、基準の導入と適用によって安全な自動車を

普及させるサイクルである。①現実に発生した事故を
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験法を使って基準が作られ④基準への適合性を確認

(型式認証)した上で⑤メーカーが製造販売して社会

に普及する。 

交通研の自動車安全研究領域は③を、また、自動車

審査部は④を担っている。 

 

１．２．衝突安全から予防安全へ 
自動車の安全には大きく衝突安全と予防安全と 2 つ
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員や歩行者の被害をできるだけ少なくすることを目

指すものである。歩行者事故での被害軽減も含まれ

る。また、予防安全は、様々な装置、システムによっ

て、ドライバの運転を支援することで事故を防ぐこと

を目指すものである。 
衝突安全については、90 年代以降段階的に基準が導

入された。事故分析をもとに、試験条件としての衝突

形態(前面、側面など)や乗員を模擬するための人体ダ

ミー、そして傷害指標や傷害基準を規定している。こ

れにより、事故時の乗員の傷害リスクを確率値として

定量的に評価することができ、そのリスクを一定以下

にするように基準値が決められている。このような安

全基準の導入以降は、車体の改善、シートベルト、エ

アバッグ装備等の対策によって乗員保護性能が飛躍

的に向上している。 
他方、予防安全については、衝突安全の評価のよう

に考え方が確立されてはおらず、基準の作成が遅れ気

味である。予防安全システムは、ドライバの運転支援、

自動ブレーキなど機能が多様であり、統一的な扱いが

難しい。また、ドライバの個体差が非常に大きくばら

つくため、システムの技術評価だけでは安全性の効果

の計量が難しくなる。 
交通事故死者数は、衝突安全基準の導入で 90 年代

から減少傾向にあったものの、近年は、衝突安全基準

を反映した車両が普及した可能性もあり、減少傾向が

鈍化している。今後は事故そのものを減らすこと、そ

のために、事故を起こしにくい、予防安全性能が優れ

た車を普及させることが重要である。このため、自動

車安全研究領域では、予防安全性能の評価法、試験法

の開発にも重点的に取り組んでいる。 
 

２．各研究分野の現状 
以下、各研究分野の現状について概説する。なお、
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１．まえがき 
最近の自動車は、エンジンやブレーキなど多くの機

能がコンピュータを使った高度なシステムによって

実現されており、安全運転支援、環境対策、燃費改善、

快適性の向上等が図られている。他方で、システムが

複雑化してブラックボックス化しているため、安全上

の確認を実施する場合の対応が難しくなっている。 
電子制御システムの安全確認手法として、従来は、

試作車を使用してテストコース等において、様々な走

行条件を設定して走行試験が実施されていたが、複雑

化した電子制御システムの全ての条件について、走行

試験により安全確認を実施することは不可能に近い。 
近年では、モデルベース開発とＨＩＬＳ（Hardware in 

the Loop Simulation）検証により設計段階あるいはシ

ステムの試作段階でソフトウェアの大部分を検証で

きるようになってきているが、システムの入出力信号

や作動状態の詳細情報が必要になり、電子制御システ

ムの設計開発者でない限り、十分な検証効果が得られ

ないのが実態である。 

このため、我々は、第三者的立場で電子制御システ

ムの検証効果を得ることを目標として、テストコース

上の様々な走行状態を実験室で再現するための検討

を実施している。 
その一環として、最近開発された実車走行模擬装置

を使用して、電子制御システムのプログラム変更によ

る車両挙動の違いを検出することができたので、その

概要を報告する。 
 

２．実車走行模擬装置の概要 
使用した実車走行模擬装置は、図１及び図２に示す

ように、４個の独立した電動機とトルク計から成り、

タイヤ型軸受を介して車軸に直結するものである。 

車輪を外してタイヤ型軸受を取り付けることから、

車輪部分に関する検証はできないが、車軸までは実車

を使用することから、かなり実車に近い状態で電子制

御システムの検証を実施することができると考えら

れる。また、通常のシャシダイナモメータと比較して、

慣性質量の大きいローラがないことから、電動機のト

ルクを直接車軸に伝達することができるので、応答速

度の速い制御が可能となっている。このため、各輪ご

とに路面摩擦係数、スリップ率等を瞬時に、しかも、

任意のタイミングで設定することが可能となってお

り、ＡＢＳやトラクションコントロールシステム等の

検証に活用できるものと考えている。 
 

図１ 実車走行模擬装置の構成 
 

図２ 実車走行模擬装置のタイヤ型軸受 

トルク計トルク計
電動機電動機

 

 

２．１．衝突安全分野 
現行基準では、乗用車の前面衝突、側面衝突に関し

て平均的な男性ダミーを用いてバリア衝突試験が行

われているが、これからは、より多様な事故形態へ対

応できるよう安全性能の向上を図る必要がある。大き

な車と小さな車の衝突であるコンパティビリティ性

をも考慮した、より交通事故の実態に近い条件で安全

性能を評価することが重要である。また、女性や子供

などより多様な乗員の保護について、「CRS 乗員の安

全性に関する研究」、「チャイルドシートの側面衝突試

験方法に係る調査」、「小柄な体格の乗員の安全性に関

する研究」などを行っている。我が国の安全規制の対

象に含まれていない「幼児専用車の安全性に関する研

究」も行っている。 
人体の傷害の評価指標についても改善法を研究し

ている。頭部は人体で最も弱い部位であり、事故にお

いて死亡・重篤傷害の割合が高くなっている。評価す

る指標として頭部傷害基準（HIC）が長く使われてい

るものの、導入以来４０年が過ぎており、その後の医

学の成果が反映されていない。このため、脳傷害のメ

カニズムに関する新しい知見を反映することで、ダミ

ー試験での評価の精度・信頼性の向上が期待できる。

現在、「人体組織の衝撃耐性の解明と被害軽減のため

の安全基準に関する研究」では、新しい頭部傷害値に

ついて、大学医学部と連携しつつ研究を進めている。 
 
２．２．予防安全分野 
予防安全システムの最近の技術は、センサやコンピ

ュータを組み合わせることでインテリジェント化さ

れており、運転支援の機能や操作を代替するものが実

用化されつつある。ドライバの目や耳の代わりにセン

サを、頭による判断の代わりにコンピュータで、手足

による操作を機械で行うのである。カメラやレーダー

で歩行者を検知して自動的にブレーキをかけて事故

を防ぐシステムも製品化されている。 
研究においては、予防安全装置を評価するため、被

験者を使った DS 実験、シミュレーション等を行い、

効果の計量やネガティブチェック（安全上の副作用の

有無確認）を行っている。 
研究テーマとしては、システムに関連するものとし

て、「事故分析と対策の効果評価のためのシミュレー

ション手法の開発」で予防安全装置の効果をシミュレ

ーションで推計している。ドライバに関連するものと

して「次世代制動支援システムの評価に関する研究」、

「ヒューマンエラーによる事故の低減のための効果的

な安全運転支援システムに関する研究」、「夜間運転時

におけるドライバの視覚情報の評価と AFS 高度化に

関する研究」を行っている。 
また、「AEBS の認証試験に関する調査」では試験

法の条件設定やツール類の研究を、「歩行者事故の防

止及び被害軽減に関する研究」では歩行者事故時に被

害を軽減させる装置の安全性能評価試験法の開発を

目指している。 
 
２．３．電気・電子技術分野 
最近の自動車は、エンジンやブレーキなど多くの機

能がコンピュータを使った高度なシステムによって

実現されており、環境対策、燃費改善、快適性の向上

等が図られている。その一方で、システムがハード、

ソフトともに複雑・高度化し、かつ、ブラックボック

ス化しているため、安全上の問題が発生した場合、現

象が極めて間欠的な事象であることが多く、早急な原

因の究明や対応が難しくなっている。「自動車の電子

制御の進展が安全性・信頼性に及ぼす影響に関する研

究」では、ソフトウェアの変更などによる電子制御シ

ステムの性能の変化を検証する手法について研究し

ている。 
また、環境対策として今後普及が期待される EV や

HEV で使われるリチウムイオン電池については安全

上の懸念も指摘されている。「RESS(Rechargeable 
Energy Storage Systems)の安全評価研究」では、リ

チウムイオン電池搭載車のリスクを分析し、安全性基

準について研究している。 
 
２．４．点検・整備分野 
近年、経済の低迷もあって自動車の買い替え期間は

伸びる傾向にあり、使用過程車の車齢は増加してい

る。この結果、設計寿命を超えて使用される車両も増

加傾向にあり、長期使用による構造・装置の劣化と適

切なメンテナンスを怠ったことが原因と見られる深

刻な事例が報告されている。整備工場などでの点検整

備記録をデータベース化し、科学的で多面的なミク

ロ、マクロ分析することで、長期使用と安全リスクと

の関係を分析し、適切な保守管理手法について調査し

ている。 
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１．まえがき 
最近の自動車は、エンジンやブレーキなど多くの機

能がコンピュータを使った高度なシステムによって

実現されており、安全運転支援、環境対策、燃費改善、

快適性の向上等が図られている。他方で、システムが

複雑化してブラックボックス化しているため、安全上

の確認を実施する場合の対応が難しくなっている。 
電子制御システムの安全確認手法として、従来は、

試作車を使用してテストコース等において、様々な走

行条件を設定して走行試験が実施されていたが、複雑

化した電子制御システムの全ての条件について、走行

試験により安全確認を実施することは不可能に近い。 
近年では、モデルベース開発とＨＩＬＳ（Hardware in 

the Loop Simulation）検証により設計段階あるいはシ

ステムの試作段階でソフトウェアの大部分を検証で

きるようになってきているが、システムの入出力信号

や作動状態の詳細情報が必要になり、電子制御システ

ムの設計開発者でない限り、十分な検証効果が得られ

ないのが実態である。 

このため、我々は、第三者的立場で電子制御システ

ムの検証効果を得ることを目標として、テストコース

上の様々な走行状態を実験室で再現するための検討

を実施している。 
その一環として、最近開発された実車走行模擬装置

を使用して、電子制御システムのプログラム変更によ

る車両挙動の違いを検出することができたので、その

概要を報告する。 
 

２．実車走行模擬装置の概要 
使用した実車走行模擬装置は、図１及び図２に示す

ように、４個の独立した電動機とトルク計から成り、

タイヤ型軸受を介して車軸に直結するものである。 

車輪を外してタイヤ型軸受を取り付けることから、

車輪部分に関する検証はできないが、車軸までは実車

を使用することから、かなり実車に近い状態で電子制

御システムの検証を実施することができると考えら

れる。また、通常のシャシダイナモメータと比較して、

慣性質量の大きいローラがないことから、電動機のト

ルクを直接車軸に伝達することができるので、応答速

度の速い制御が可能となっている。このため、各輪ご

とに路面摩擦係数、スリップ率等を瞬時に、しかも、

任意のタイミングで設定することが可能となってお

り、ＡＢＳやトラクションコントロールシステム等の

検証に活用できるものと考えている。 
 

図１ 実車走行模擬装置の構成 
 

図２ 実車走行模擬装置のタイヤ型軸受 

トルク計トルク計
電動機電動機

 

 

２．１．衝突安全分野 
現行基準では、乗用車の前面衝突、側面衝突に関し

て平均的な男性ダミーを用いてバリア衝突試験が行

われているが、これからは、より多様な事故形態へ対

応できるよう安全性能の向上を図る必要がある。大き

な車と小さな車の衝突であるコンパティビリティ性

をも考慮した、より交通事故の実態に近い条件で安全

性能を評価することが重要である。また、女性や子供

などより多様な乗員の保護について、「CRS 乗員の安

全性に関する研究」、「チャイルドシートの側面衝突試

験方法に係る調査」、「小柄な体格の乗員の安全性に関

する研究」などを行っている。我が国の安全規制の対

象に含まれていない「幼児専用車の安全性に関する研

究」も行っている。 
人体の傷害の評価指標についても改善法を研究し

ている。頭部は人体で最も弱い部位であり、事故にお

いて死亡・重篤傷害の割合が高くなっている。評価す

る指標として頭部傷害基準（HIC）が長く使われてい

るものの、導入以来４０年が過ぎており、その後の医

学の成果が反映されていない。このため、脳傷害のメ

カニズムに関する新しい知見を反映することで、ダミ

ー試験での評価の精度・信頼性の向上が期待できる。

現在、「人体組織の衝撃耐性の解明と被害軽減のため

の安全基準に関する研究」では、新しい頭部傷害値に

ついて、大学医学部と連携しつつ研究を進めている。 
 
２．２．予防安全分野 
予防安全システムの最近の技術は、センサやコンピ

ュータを組み合わせることでインテリジェント化さ

れており、運転支援の機能や操作を代替するものが実

用化されつつある。ドライバの目や耳の代わりにセン

サを、頭による判断の代わりにコンピュータで、手足

による操作を機械で行うのである。カメラやレーダー

で歩行者を検知して自動的にブレーキをかけて事故

を防ぐシステムも製品化されている。 
研究においては、予防安全装置を評価するため、被

験者を使った DS 実験、シミュレーション等を行い、

効果の計量やネガティブチェック（安全上の副作用の

有無確認）を行っている。 
研究テーマとしては、システムに関連するものとし

て、「事故分析と対策の効果評価のためのシミュレー

ション手法の開発」で予防安全装置の効果をシミュレ

ーションで推計している。ドライバに関連するものと

して「次世代制動支援システムの評価に関する研究」、

「ヒューマンエラーによる事故の低減のための効果的

な安全運転支援システムに関する研究」、「夜間運転時

におけるドライバの視覚情報の評価と AFS 高度化に

関する研究」を行っている。 
また、「AEBS の認証試験に関する調査」では試験

法の条件設定やツール類の研究を、「歩行者事故の防

止及び被害軽減に関する研究」では歩行者事故時に被

害を軽減させる装置の安全性能評価試験法の開発を

目指している。 
 
２．３．電気・電子技術分野 
最近の自動車は、エンジンやブレーキなど多くの機

能がコンピュータを使った高度なシステムによって

実現されており、環境対策、燃費改善、快適性の向上

等が図られている。その一方で、システムがハード、

ソフトともに複雑・高度化し、かつ、ブラックボック

ス化しているため、安全上の問題が発生した場合、現

象が極めて間欠的な事象であることが多く、早急な原

因の究明や対応が難しくなっている。「自動車の電子

制御の進展が安全性・信頼性に及ぼす影響に関する研

究」では、ソフトウェアの変更などによる電子制御シ

ステムの性能の変化を検証する手法について研究し

ている。 
また、環境対策として今後普及が期待される EV や

HEV で使われるリチウムイオン電池については安全

上の懸念も指摘されている。「RESS(Rechargeable 
Energy Storage Systems)の安全評価研究」では、リ

チウムイオン電池搭載車のリスクを分析し、安全性基

準について研究している。 
 
２．４．点検・整備分野 
近年、経済の低迷もあって自動車の買い替え期間は

伸びる傾向にあり、使用過程車の車齢は増加してい

る。この結果、設計寿命を超えて使用される車両も増

加傾向にあり、長期使用による構造・装置の劣化と適

切なメンテナンスを怠ったことが原因と見られる深

刻な事例が報告されている。整備工場などでの点検整

備記録をデータベース化し、科学的で多面的なミク

ロ、マクロ分析することで、長期使用と安全リスクと

の関係を分析し、適切な保守管理手法について調査し

ている。 
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これらの図に示すように、実車走行模擬装置による

測定では、指示された速度になった時点で自動的に低

μ路の設定をするので、低μ路突入時の速度は常に指

示された速度となっているが、テストコースにおける

測定では、低μ路突入時の速度及び減速度を運転者が

指示された値に合わせなければならないため、若干の

誤差が発生する。このままでは、低μ路突入時から停

止時までの停止距離を比較することができないので、

低μ路突入速度を補正することとした。 
すなわち、図６の低μ路突入から停止までの中間付

近の減速度変化が小さい部分において、走行時間を増

減させることとした。走行時間の増減量は、減速度を

積分して得られる速度が低μ路突入時に指示された

速度になるように調整した。計算誤差を抑えるため、

この補正では、減速度の実測値ではなく速度を微分し

たものを使用した。なお、走行距離データは速度デー

タを再積分することにより求めた。図６の測定結果か

ら低μ路突入速度を３０km/h に補正した結果を図８に

示す。 
 

図６ 測定結果（テストコース、30km/h、3m/s2） 
 

図７ 測定結果（実車走行模擬装置、30km/h、3m/s2） 

４．１．テストコースにおける測定結果と実車走行模

擬装置による測定結果との比較 
次に、テストコースにおける測定結果と実車走行模

擬装置による測定結果とを比較したものを図 9 に示

す。この図をみると、減速度については、前輪が低μ

路に突入するまではほぼ同じ値を示している。前輪が

低μ路に突入すると前輪がスリップするため減速度

が急に０に近づき、前輪が低μ路から出ると減速度が

急上昇する。その後、後輪が低μ路に突入すると前輪

ほどでもないが減速度が０に近づき、後輪が低μ路か

ら出ると減速度が上昇する。また、前輪が低μ路に突

入してから後輪が低μ路を出てしばらくするまでＡ

ＢＳが作動することにより減速度は複雑な振動波形

を示していることがわかる。後輪が低μ路を出てから

０.５秒程度（前輪が低μ路に突入して１秒程度）経過し

た後は、減速度が安定するものの徐々に低下して、停

止時には２m/s2まで低下していることがわかる。 
なお、低μ路を出た後はテストコースにおける測定

結果の方が僅かに減速度が大きい傾向がみられ、同じ 
 

図８ 補正結果（テストコース、30km/h、3m/s2） 
 

図９ テストコースと実車走行模擬装置との比較 
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３．測定方法 
３．１．実験車の測定条件 
実験車としては、図３に示す電気式ハイブリッド自

動車を使用した。 
テストコースにおける測定、実車走行模擬装置によ

る測定の共通の測定項目としては、四輪のブレーキ配

管に液圧計を取り付けてブレーキ液圧を測定すると

ともに踏力計によりブレーキ踏力を測定した。また、

駆動用蓄電池の充放電電流、２つの発電機兼用電動機

の電流をクランプ式電流計で測定した。これらの他、

エンジン回転数も測定した。 
車両の走行条件としては、ブレーキ踏力一定で減速

中にマンホール等の滑りやすい路面（以下、「低μ路」

という。）が出現したと想定して、１ｍの長さの低μ

路を設定した。 
パラメータとしては、前輪が低μ路に突入するとき

の速度を２０、３０、４０、５０、６０、８０km/h、前輪が低μ

路に突入するときの減速度を１、２、３、４m/s2 となるこ

とを目標とし、低μ路突入後はブレーキ踏力を一定に

保つようにした。 
 

３．２．テストコースにおける測定 
前記の共通の測定項目に加えて、車体速度及び走行 
 

図３ 実験車の外観及び散水状況 
 

図４ 低μ路の設定 

距離は、光学式及びＧＰＳ式の非接触車速計を使用し

て測定した。また、加速度計で前後方向の加速度を測

定した。さらに、ＡＢＳ車輪速センサから分岐してパ

ルス信号を取り出して車輪回転数を、六分力計を右側

の前後輪に取り付けて車輪にかかる力及びトルクも

測定した。 
測定に先立って、低μ路として図４に示すような１

ｍの鉄板を敷いて散水することによりＡＢＳが作動

する摩擦係数を設定するとともにそれ以外の場所で

は散水してもＡＢＳが作動しないことを確認した。 
低μ路の突入時の速度及び減速度を指示された値

に設定する必要があることから、専門のテストドライ

バーに十分な練習走行をさせてから測定を実施した。 
 

３．３．実車走行模擬装置による測定 
四輪トルク、四輪回転数は実車走行模擬装置のセン

サ出力を記録した。また、車体加速度、車体速度、走

行距離については、実車走行模擬装置内のモデルで計

算する仮想の値を記録するとともに四輪摩擦係数に

ついては実車走行模擬装置で設定した値を記録した。 
運転者の操作は、指示された減速度でブレーキ踏力

一定で減速することのみとし、定められた速度になっ

た時点から１ｍの長さの低μ路を通過することは実

車走行模擬装置のプログラムにより自動的に設定し

た。低μ路の摩擦係数は０．１に設定した。 
 

４．測定結果及び考察 
測定データの１例として、低μ路突入時の目標とし

た速度が３０km/h、減速度が３m/s2の場合について、

テストコースにおける測定結果を図６に、実車走行模

擬装置による測定結果を図７に示す。これらの図で

は、前輪が低μ路に突入した時点における時刻及び走

行距離を０として表示している。 
 

図５ 実車走行模擬装置による測定状況 
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これらの図に示すように、実車走行模擬装置による

測定では、指示された速度になった時点で自動的に低

μ路の設定をするので、低μ路突入時の速度は常に指

示された速度となっているが、テストコースにおける

測定では、低μ路突入時の速度及び減速度を運転者が

指示された値に合わせなければならないため、若干の

誤差が発生する。このままでは、低μ路突入時から停

止時までの停止距離を比較することができないので、

低μ路突入速度を補正することとした。 
すなわち、図６の低μ路突入から停止までの中間付

近の減速度変化が小さい部分において、走行時間を増

減させることとした。走行時間の増減量は、減速度を

積分して得られる速度が低μ路突入時に指示された

速度になるように調整した。計算誤差を抑えるため、

この補正では、減速度の実測値ではなく速度を微分し

たものを使用した。なお、走行距離データは速度デー

タを再積分することにより求めた。図６の測定結果か

ら低μ路突入速度を３０km/h に補正した結果を図８に

示す。 
 

図６ 測定結果（テストコース、30km/h、3m/s2） 
 

図７ 測定結果（実車走行模擬装置、30km/h、3m/s2） 

４．１．テストコースにおける測定結果と実車走行模

擬装置による測定結果との比較 
次に、テストコースにおける測定結果と実車走行模

擬装置による測定結果とを比較したものを図 9 に示

す。この図をみると、減速度については、前輪が低μ

路に突入するまではほぼ同じ値を示している。前輪が

低μ路に突入すると前輪がスリップするため減速度

が急に０に近づき、前輪が低μ路から出ると減速度が

急上昇する。その後、後輪が低μ路に突入すると前輪

ほどでもないが減速度が０に近づき、後輪が低μ路か

ら出ると減速度が上昇する。また、前輪が低μ路に突

入してから後輪が低μ路を出てしばらくするまでＡ

ＢＳが作動することにより減速度は複雑な振動波形

を示していることがわかる。後輪が低μ路を出てから

０.５秒程度（前輪が低μ路に突入して１秒程度）経過し

た後は、減速度が安定するものの徐々に低下して、停

止時には２m/s2まで低下していることがわかる。 
なお、低μ路を出た後はテストコースにおける測定

結果の方が僅かに減速度が大きい傾向がみられ、同じ 
 

図８ 補正結果（テストコース、30km/h、3m/s2） 
 

図９ テストコースと実車走行模擬装置との比較 
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３．測定方法 
３．１．実験車の測定条件 
実験車としては、図３に示す電気式ハイブリッド自

動車を使用した。 
テストコースにおける測定、実車走行模擬装置によ

る測定の共通の測定項目としては、四輪のブレーキ配

管に液圧計を取り付けてブレーキ液圧を測定すると

ともに踏力計によりブレーキ踏力を測定した。また、

駆動用蓄電池の充放電電流、２つの発電機兼用電動機

の電流をクランプ式電流計で測定した。これらの他、

エンジン回転数も測定した。 
車両の走行条件としては、ブレーキ踏力一定で減速

中にマンホール等の滑りやすい路面（以下、「低μ路」

という。）が出現したと想定して、１ｍの長さの低μ

路を設定した。 
パラメータとしては、前輪が低μ路に突入するとき

の速度を２０、３０、４０、５０、６０、８０km/h、前輪が低μ

路に突入するときの減速度を１、２、３、４m/s2 となるこ

とを目標とし、低μ路突入後はブレーキ踏力を一定に

保つようにした。 
 

３．２．テストコースにおける測定 
前記の共通の測定項目に加えて、車体速度及び走行 
 

図３ 実験車の外観及び散水状況 
 

図４ 低μ路の設定 

距離は、光学式及びＧＰＳ式の非接触車速計を使用し

て測定した。また、加速度計で前後方向の加速度を測

定した。さらに、ＡＢＳ車輪速センサから分岐してパ

ルス信号を取り出して車輪回転数を、六分力計を右側

の前後輪に取り付けて車輪にかかる力及びトルクも

測定した。 
測定に先立って、低μ路として図４に示すような１

ｍの鉄板を敷いて散水することによりＡＢＳが作動

する摩擦係数を設定するとともにそれ以外の場所で

は散水してもＡＢＳが作動しないことを確認した。 
低μ路の突入時の速度及び減速度を指示された値

に設定する必要があることから、専門のテストドライ

バーに十分な練習走行をさせてから測定を実施した。 
 

３．３．実車走行模擬装置による測定 
四輪トルク、四輪回転数は実車走行模擬装置のセン

サ出力を記録した。また、車体加速度、車体速度、走

行距離については、実車走行模擬装置内のモデルで計

算する仮想の値を記録するとともに四輪摩擦係数に

ついては実車走行模擬装置で設定した値を記録した。 
運転者の操作は、指示された減速度でブレーキ踏力

一定で減速することのみとし、定められた速度になっ

た時点から１ｍの長さの低μ路を通過することは実

車走行模擬装置のプログラムにより自動的に設定し

た。低μ路の摩擦係数は０．１に設定した。 
 

４．測定結果及び考察 
測定データの１例として、低μ路突入時の目標とし

た速度が３０km/h、減速度が３m/s2の場合について、

テストコースにおける測定結果を図６に、実車走行模

擬装置による測定結果を図７に示す。これらの図で

は、前輪が低μ路に突入した時点における時刻及び走

行距離を０として表示している。 
 

図５ 実車走行模擬装置による測定状況 
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１．はじめに 
年間約８０万件という高い水準で発生し続けてい

る交通事故を削減するための車両安全対策として，先

進安全自動車（ASV）推進計画が実施されており，

2006 年度～2010 年度にかけて実施された第４期

ASV 推進計画では通信利用型運転支援システムの実

用化に向けた取り組みが行われた(1)． 
車車間通信を用いた安全運転支援システムにおい

て，支援情報を適切にドライバーへ提供するためには

自車両及び相手車両の位置情報が重要であるが，走行

環境やシステム構成の違い等によって，システムが認

識する位置情報に数メートル～数十メートル程度の

誤差が生じる場合がある．第４期 ASV 推進計画で策

定された通信利用型実用化システム基本設計書(1)に

は，2010 年代前半に実用化可能な技術を用いた位置

標定方法に基づく３つの位置標定クラスと測位誤差

の目安が定義されている．本研究では位置情報の中に

含まれる誤差（以下，「位置誤差」とする）によって

想定される事象をドライビングシミュレータ（以下，

「DS」とする）上で再現し，一般のドライバーへ与え

る影響について実験による評価を行った． 
実験では上記の位置標定クラスの中で位置誤差が

比較的大きい B クラス（約 15m 目安）及び C クラス

（約 30m 目安）同士の車両接近までを想定し，現実に

起こりうるさまざまなケースをDS上で再現しドライ

バーに提示した． 
なお，本発表は国土交通省受託調査「平成 22 年度

通信利用型安全運転支援システムの位置精度に関す

る影響調査」で実施した内容についての報告である． 
 

２．実験の対象としたシステム 

 本研究では車車間通信を利用した安全運転支援シ

ステムのうち，下記①～④を対象とした． 

①出会い頭衝突防止システム（発進待機支援） 

②出会い頭衝突防止システム（減速・停止支援） 

③右折時衝突防止システム 

④左折時衝突防止システム 

 上記①は自車両が非優先道路を走行中，一時停止規

制のある出会い頭交差点において発進待機中に，直交

道路を走行する他車両の接近をドライバーに知らせ

るシステムである.上記②は優先／非優先が明確では

ない２つの直交する道路上の出会い頭交差点（一時停

止規制無し）において，直交道路を走行する他車両の

接近をドライバーに知らせるシステムである．また，

上記③は自車両が交差点を右折時に対向直進車両の

接近をドライバーに知らせるシステムであり，上記④

は自車両が交差点を左折時に後方からの２輪車の接

近をドライバーに知らせるシステムである．上記のう

ち，①，③，④については前記のシステム基本設計書
(1)において，2010年代前半に実用化が可能なシステム

として定義されている．また，②については，第４期

ASV推進計画においてコンセプト等が検討された. 

 上記①～③の実験では車車間通信の相手車両を乗

用車とし，④の実験では２輪車とした． 

３．実験方法 

３．１．実験参加者 

 実験参加者は，日常的に運転を行う 20 代～40 代の

男女とし，①及び②の実験については同一の 15 名（男

性 5 名，女性 10 名）で実施した．また，③の実験に

ついては 19 名（男性 10 名，女性 9 名），④の実験に

ついては 16 名（男性 6 名，女性 10 名）で実施した．   
 実験参加者に対し，各人が参加した実験において設 
定した全ての実験ケースを実施した． 
３．２．運転タスク及び支援情報を提示するケース 

 実験を実施する際の運転タスクは，①は一時停止規 

制のある交差点を左折（相手車両は右方向から接近）， 

 

 

経過時間での速度は実車走行模擬装置による測定結

果の方が大きく、実車走行模擬装置による測定の方が

遅く停止し、停止距離も０．９m 程度長くなった。しか

しながら、運転者がブレーキ踏力計を見ながらブレー

キ踏力が一定になるようにブレーキ操作を行ったこ

とから、この程度の誤差はやむを得ないと考えられ、

実車走行模擬装置での走行状態とテストコースでの

走行状態には再現性があるといえる。 
次に、今回測定した低μ路突入時の速度及び減速度

のすべての条件について、停止距離を求めたものを図

１０に示す。これらの測定結果の中で、テストコースで

の停止距離と実車走行模擬装置での停止距離との違

いが大きいものは、低μ路通過後の減速度においても

相違がみられ、運転者の僅かなブレーキ操作の違いに

よる影響と考えられる。これらのことを考慮したうえ

で図１０をみれば、実車走行模擬装置での走行状態とテ

ストコースでの走行状態には停止距離に関して再現

性があるといえる。 
 

４．２．プログラム変更前後の測定結果の比較 
実車走行模擬装置を使用することによりテストコ

ースにおける走行状態がほぼ再現できるということ

がわかったので、実車走行模擬装置を使用してＡＢＳ

制御プログラム変更前後の測定結果を比較すること

とした。 
１例として、低μ路突入時の速度が３０km/h、低μ

路突入時の減速度が２m/s2の場合について、プログラ

ム変更前の測定結果を図１１に、プログラム変更後の

測定結果を図１２に示す。 
図１１では、ほぼ同じ踏力であるにもかかわらず、

低μ路通過後には減速度が０．７m/s2 程度でほぼ一定

である。しかしながら、図１２では、低μ路通過直後 
 

図１０ 停止距離の比較結果 

は約２m/s2であるが、低μ路通過後約５秒間で約０．４

m/s2まで減速度が徐々に低下し、その後はほぼ一定の

減速度であることがわかる。 
このように、制御プログラムの変更による明確な車

両挙動の変化を捉えることができた。 
 

５．あとがき 
電気式ハイブリッド自動車のＡＢＳを対象として、実

車走行模擬装置による走行状態とテストコースにおけ

る走行状態との比較実験を実施したところ、今回の実

験条件では、テストコースにおける走行状態を再現で

きることが分かった。また、ＡＢＳ制御プログラム変更

前後の車両挙動の違いを明確に捉えることができた。 
この実車走行模擬装置を使えば、天候等にも左右さ

れず、危険性も伴わないで、各種の走行条件を比較的

容易に変えて走行実験を模擬することができること

から、市場クレーム調査等に有効活用できるものと考

えられる。 
最後に、この実験を実施するにあたって、ご協力を

いただいた関係者の皆様に感謝致します。 
 

図１１ プログラム変更前の測定結果例 
 

図１２ プログラム変更後の測定結果例 
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１．はじめに 
年間約８０万件という高い水準で発生し続けてい

る交通事故を削減するための車両安全対策として，先

進安全自動車（ASV）推進計画が実施されており，

2006 年度～2010 年度にかけて実施された第４期

ASV 推進計画では通信利用型運転支援システムの実

用化に向けた取り組みが行われた(1)． 
車車間通信を用いた安全運転支援システムにおい

て，支援情報を適切にドライバーへ提供するためには

自車両及び相手車両の位置情報が重要であるが，走行

環境やシステム構成の違い等によって，システムが認

識する位置情報に数メートル～数十メートル程度の

誤差が生じる場合がある．第４期 ASV 推進計画で策

定された通信利用型実用化システム基本設計書(1)に

は，2010 年代前半に実用化可能な技術を用いた位置

標定方法に基づく３つの位置標定クラスと測位誤差

の目安が定義されている．本研究では位置情報の中に

含まれる誤差（以下，「位置誤差」とする）によって

想定される事象をドライビングシミュレータ（以下，

「DS」とする）上で再現し，一般のドライバーへ与え

る影響について実験による評価を行った． 
実験では上記の位置標定クラスの中で位置誤差が

比較的大きい B クラス（約 15m 目安）及び C クラス

（約 30m 目安）同士の車両接近までを想定し，現実に

起こりうるさまざまなケースをDS上で再現しドライ

バーに提示した． 
なお，本発表は国土交通省受託調査「平成 22 年度

通信利用型安全運転支援システムの位置精度に関す

る影響調査」で実施した内容についての報告である． 
 

２．実験の対象としたシステム 

 本研究では車車間通信を利用した安全運転支援シ

ステムのうち，下記①～④を対象とした． 

①出会い頭衝突防止システム（発進待機支援） 

②出会い頭衝突防止システム（減速・停止支援） 

③右折時衝突防止システム 

④左折時衝突防止システム 

 上記①は自車両が非優先道路を走行中，一時停止規

制のある出会い頭交差点において発進待機中に，直交

道路を走行する他車両の接近をドライバーに知らせ

るシステムである.上記②は優先／非優先が明確では

ない２つの直交する道路上の出会い頭交差点（一時停

止規制無し）において，直交道路を走行する他車両の

接近をドライバーに知らせるシステムである．また，

上記③は自車両が交差点を右折時に対向直進車両の

接近をドライバーに知らせるシステムであり，上記④

は自車両が交差点を左折時に後方からの２輪車の接

近をドライバーに知らせるシステムである．上記のう

ち，①，③，④については前記のシステム基本設計書
(1)において，2010年代前半に実用化が可能なシステム

として定義されている．また，②については，第４期

ASV推進計画においてコンセプト等が検討された. 

 上記①～③の実験では車車間通信の相手車両を乗

用車とし，④の実験では２輪車とした． 

３．実験方法 

３．１．実験参加者 

 実験参加者は，日常的に運転を行う 20 代～40 代の

男女とし，①及び②の実験については同一の 15 名（男

性 5 名，女性 10 名）で実施した．また，③の実験に

ついては 19 名（男性 10 名，女性 9 名），④の実験に

ついては 16 名（男性 6 名，女性 10 名）で実施した．   
 実験参加者に対し，各人が参加した実験において設 
定した全ての実験ケースを実施した． 
３．２．運転タスク及び支援情報を提示するケース 

 実験を実施する際の運転タスクは，①は一時停止規 

制のある交差点を左折（相手車両は右方向から接近）， 

 

 

経過時間での速度は実車走行模擬装置による測定結

果の方が大きく、実車走行模擬装置による測定の方が

遅く停止し、停止距離も０．９m 程度長くなった。しか

しながら、運転者がブレーキ踏力計を見ながらブレー

キ踏力が一定になるようにブレーキ操作を行ったこ

とから、この程度の誤差はやむを得ないと考えられ、

実車走行模擬装置での走行状態とテストコースでの

走行状態には再現性があるといえる。 
次に、今回測定した低μ路突入時の速度及び減速度

のすべての条件について、停止距離を求めたものを図

１０に示す。これらの測定結果の中で、テストコースで

の停止距離と実車走行模擬装置での停止距離との違

いが大きいものは、低μ路通過後の減速度においても

相違がみられ、運転者の僅かなブレーキ操作の違いに

よる影響と考えられる。これらのことを考慮したうえ

で図１０をみれば、実車走行模擬装置での走行状態とテ

ストコースでの走行状態には停止距離に関して再現

性があるといえる。 
 

４．２．プログラム変更前後の測定結果の比較 
実車走行模擬装置を使用することによりテストコ

ースにおける走行状態がほぼ再現できるということ

がわかったので、実車走行模擬装置を使用してＡＢＳ

制御プログラム変更前後の測定結果を比較すること

とした。 
１例として、低μ路突入時の速度が３０km/h、低μ

路突入時の減速度が２m/s2の場合について、プログラ

ム変更前の測定結果を図１１に、プログラム変更後の

測定結果を図１２に示す。 
図１１では、ほぼ同じ踏力であるにもかかわらず、

低μ路通過後には減速度が０．７m/s2 程度でほぼ一定

である。しかしながら、図１２では、低μ路通過直後 
 

図１０ 停止距離の比較結果 

は約２m/s2であるが、低μ路通過後約５秒間で約０．４

m/s2まで減速度が徐々に低下し、その後はほぼ一定の

減速度であることがわかる。 
このように、制御プログラムの変更による明確な車

両挙動の変化を捉えることができた。 
 

５．あとがき 
電気式ハイブリッド自動車のＡＢＳを対象として、実

車走行模擬装置による走行状態とテストコースにおけ

る走行状態との比較実験を実施したところ、今回の実

験条件では、テストコースにおける走行状態を再現で

きることが分かった。また、ＡＢＳ制御プログラム変更

前後の車両挙動の違いを明確に捉えることができた。 
この実車走行模擬装置を使えば、天候等にも左右さ

れず、危険性も伴わないで、各種の走行条件を比較的

容易に変えて走行実験を模擬することができること

から、市場クレーム調査等に有効活用できるものと考

えられる。 
最後に、この実験を実施するにあたって、ご協力を

いただいた関係者の皆様に感謝致します。 
 

図１１ プログラム変更前の測定結果例 
 

図１２ プログラム変更後の測定結果例 
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を受けたドライバーが通常時の運転行動で対応する 
ことを想定し，「情報提供」とした． 
３．４．支援情報を提示するタイミング 

 支援情報の提示は，自車両と相手車両の間の距離を

相対速度で割った値（単位[s]）が設定値以下となった

時点で開始する仕様とした（0s となった時点で終了）． 
 自車両と相手車両間の距離を計算する際に，双方の

誤差を含んだ位置情報を用いることにより，支援情報

提示タイミングの変化等，表１の各事象を再現した． 
３．５．実験装置 

 図２に実験に使用した DS の外観図を示す．運転席

に実際の車両を使用し，マルチスクリーンにより水平

方向の視野角は 216deg 確保されるため，交差点等で

安全確認を行う際の見通しを現実と近い形で再現可

能である．後方から接近する２輪車については室内ミ

ラー及び左右ドアミラーを通じて視認可能とした．ま

た，複数の動揺装置により，車両運動をドライバーが

より現実に近い形で体感することが可能である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図３に①～④の各実験に用いたスクリーン画像の

例を示す．①については比較的見通しが良く，一時停

止後，停止線から1～2m程度車両を前進させれば相手

車両が接近する様子を目視可能である．これに対し②

は，道路脇のブロック塀が横方向の視界を遮るため，

交差点の手前側では相手車両が接近する様子を目視

できず，自車両が 1m 程度交差点内に進入することに

よって相手車両が接近する様子を目視可能となる．こ

のため，相手車両の走行ラインを道路中央寄りに設定

した．また，③については対向車線側に配置した右折

待ち車両が視界を遮るため，交差点の手前側では対向

直進車両が接近する様子を目視できないが，交差点の

中央付近まで進入することによって相手車両が接近

する様子を目視可能となる．④についてはミラーを通

じて相手車両が後方から接近する様子を目視可能で

ある．なお，①～④の各実験において，練習走行時に，

交差点付近において相手車両と接触すること無く接 

近する様子を目視可能な自車両の停止位置を実験参 

加者に確認してもらった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．６．実験参加者への実験前の教示内容 

 ①～④の各実験の参加者に対し，システムからの支

援情報は，情報で示された方向から他車両が接近中で

あることを意味することを教示した．なお，情報の提

示によって，特定の運転行動をドライバーが強制され

ることはなく，判断はドライバー自身に委ねることを

伝えた．加えて接近する相手車両を止まってやり過ご 
すか，あるいは自車両が相手車両に対し先行するかに 
ついても各自の判断に委ねることを伝えた． 
 また，相手車両にもシステムが搭載されている場合

のみ支援情報が提示されることについても教示した． 
３．７．評価方法 

 評価については主として実験中及び実験終了後に

実施したアンケート結果を用いて行った． 
実験中に実施したアンケートは，表１に示す位置誤差

0m の基準以外の各実験条件を１ケース終えるごと

に，運転席に座ったまま口頭で行った．支援タイミン

グが変化するケースについては，最初に基準と比較し

てタイミングが変化したか否か及び早くなったか遅

くなったかを５つの選択肢（「早くなった」，「少し早

くなった」，「同じ」，「少し遅くなった」，「遅くなっ

た」）から選んでもらい，次にタイミングが変化した

と回答した人を対象に，変化したことが自分自身の運

図２ 実験に使用したドライビングシミュレータ

前方画像 斜め右前方画像 右横画像

斜め左前方画像 前方画像 斜め右前方画像

斜め左前方画像 前方画像 斜め右前方画像

左ドアミラー画像 斜め左前方画像 前方画像

①出会い頭衝突防止システム（発進待機支援）

②出会い頭衝突防止システム（減速・停止支援）

③右折時衝突防止システム

④左折時衝突防止システム

相手車両

相手車両

相手車両

相手車両

前方画像 斜め右前方画像 右横画像

斜め左前方画像 前方画像 斜め右前方画像

斜め左前方画像 前方画像 斜め右前方画像

左ドアミラー画像 斜め左前方画像 前方画像

①出会い頭衝突防止システム（発進待機支援）

②出会い頭衝突防止システム（減速・停止支援）

③右折時衝突防止システム

④左折時衝突防止システム

相手車両

相手車両

相手車両

相手車両

図３ スクリーン画像の例 

 

 

②は一時停止規制の無い交差点を直進（相手車両は右

方向から接近），③は信号付交差点を右折（相手車両

は対向方向から接近），④は信号付交差点を左折（相

手車両は後方から接近）とした． 
 表１に①～④の実験で実施した情報提示のケース

を示す．①～④ともに，最初に位置誤差が無く，相手

車両の接近に対し誤差の無いタイミングで支援情報

が提示されるケースを実施した．本ケースは支援情報

提示の基準となるものであることを実験参加者に告

げ，位置誤差の無い支援に実験参加者が慣れることを 
目的に３回実施した．次に自車両と相手車両の位置誤 
差によって，支援情報が位置誤差 0m の基準よりも早 
いタイミングで（相手車両がより遠くにいる時点で） 
提示されるケースを，位置誤差の異なる２条件（自車 
両と相手車両の位置誤差の合計が 30m 及び 60m）に 
ついて実施した．続いて自車両と相手車両の位置誤差 
によって支援情報が基準よりも遅いタイミングで（相 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

手車両がより近づいた時点で）提示されるケースを，

位置誤差の異なる２条件（自車両と相手車両の位置誤

差の合計が 30m 及び 60m）について実施した．ここ

までの各ケースについて，最初に相手車両が１台のみ

接近する条件で実施し，その後に 5 台（車車間通信は

3 台目のみ）の相手車両が一定の車間時間（実験①～

③は 2s，実験④は 0.5s）で続けて接近する条件で，

同様に一連のケースを実施した． 
 タイミングが変化するケースを全て終了した後，例

えば①の実験において，直交道路を走行する相手車両

が交差点を通過した後に接近情報が提示されるケー

スのように，位置誤差が大きいことによって，結果的

に支援情報としての価値が無く不要な支援となる（以

下，「不要支援」とする）ケース及び車車間通信シス

テムを搭載した相手車両が接近しているにも関わら

ず支援情報が提示されないまま相手車両が通過する

（以下，「不支援」とする）ケースを，①～④のシステ

ムごとに場面を設定し実施した．不要支援及び不支援

のケースでは，いずれも相手車両は１台で行った． 
 相手車両の走行速度は，実験に使用した道路の制限

速度に合わせ，実験①は 40km/h，実験②は 30km/h，
実験③は 50km/h とした．実験④については，直線道

路を制限速度付近で走行する自車両に，相手車両が後

方から徐々に接近する状況を再現するため，制限速度

より 5km/h 高い 55km/h とした． 
 なお，本実験においては，１つのケースを実施する

間の位置誤差の値は一定とした． 
３．３．実験に使用したHMIの仕様及び支援レベル 

 実験に使用した Human Machine Interface（以下， 
「HMI」とする．）は，カーナビ用モニタ画面上への表 
示及び車室内スピーカーからの音とした．図１に実験

に使用した HMI の仕様を示す．支援レベルは，支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

①出会い頭
　 衝突防止
   システム
   （発進待機
    支援）

②出会い頭
   衝突防止
   システム
 （減速・停止
   支援）

③右折時
   衝突防止
   システム

④左折時
   衝突防止
   システム

○ ○ ○ ○

位置誤差によって支援情報をドライバーに提示するタイミングが変化する条件

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

○

○

○ ○ ○ *

○

○

○

○

○ ○ ○ ○

相手車両（２輪車）が自車両の左
前方を走行中に支援情報が提示
される

相手車両（２輪車）が自車両の右
後方を走行中に支援情報が提示
される

基準（位置誤差が無い条件で支援情報をドライバーに提示）

自車両が交差点を通過後に
支援情報が提示される

自車両が停止線よりも数台
手前で停止中に支援情報が
提示される

対象交差点で交差する道路と平
行な別の道路を走行する車両と
の車車間通信により、支援情報が
提示される

* ④については別の道路を走行
  する車両に２輪車を使用

相手車両が接近する交差点よりも
１つ手前の交差点に自車両が近
づいた時点で支援情報が提示さ
れる

相手車両が接近時、支援情報
が提示されない

誤差の無いタイミングで提示

実験条件

○ : 実験を実施

基準よりも早いタイミング（相手
車両がより遠くに存在）で提示

基準よりも遅いタイミング（相手
車両がより近くに存在）で提示

位置誤差によって不要な支援情報がドライバーに提示される条件

相手車両が交差点を通過後に
支援情報が提示される

位置誤差によって支援情報がドライバーに提示されない条件

左後方から接近する相手車両（２
輪車）が自車両の左横をすり抜け
た後に支援情報が提示される

表１ 実験を実施したケース 

対向車が来ます 後方２輪車

「ピンポーン、対向車が来ます」 「ピンポーン、後ろから２輪車が来ます」

③右直実験 ④右直実験

右から車が来ます 右から車が来ます

①出会い頭実験

（一時停止規制あり交差点における発進待機支援）

「ピンポーン、右から車がきます」 「ピンポーン、右から車がきます」

②出会い頭実験

（一時停止規制無し交差点における減速・停止支援）
①出会い頭衝突防止システム

（発進待機支援）

②出会い頭衝突防止システム
（減速・停止支援）

③右折時衝突防止システム ④左折時衝突防止システム

対向車が来ます 後方２輪車

「ピンポーン、対向車が来ます」 「ピンポーン、後ろから２輪車が来ます」

③右直実験 ④右直実験

右から車が来ます 右から車が来ます

①出会い頭実験

（一時停止規制あり交差点における発進待機支援）

「ピンポーン、右から車がきます」 「ピンポーン、右から車がきます」

②出会い頭実験

（一時停止規制無し交差点における減速・停止支援）
①出会い頭衝突防止システム

（発進待機支援）

②出会い頭衝突防止システム
（減速・停止支援）

③右折時衝突防止システム ④左折時衝突防止システム

図１ 実験に使用したHMIの仕様 
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を受けたドライバーが通常時の運転行動で対応する 
ことを想定し，「情報提供」とした． 
３．４．支援情報を提示するタイミング 

 支援情報の提示は，自車両と相手車両の間の距離を

相対速度で割った値（単位[s]）が設定値以下となった

時点で開始する仕様とした（0s となった時点で終了）． 
 自車両と相手車両間の距離を計算する際に，双方の

誤差を含んだ位置情報を用いることにより，支援情報

提示タイミングの変化等，表１の各事象を再現した． 
３．５．実験装置 

 図２に実験に使用した DS の外観図を示す．運転席

に実際の車両を使用し，マルチスクリーンにより水平

方向の視野角は 216deg 確保されるため，交差点等で

安全確認を行う際の見通しを現実と近い形で再現可

能である．後方から接近する２輪車については室内ミ

ラー及び左右ドアミラーを通じて視認可能とした．ま

た，複数の動揺装置により，車両運動をドライバーが

より現実に近い形で体感することが可能である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図３に①～④の各実験に用いたスクリーン画像の

例を示す．①については比較的見通しが良く，一時停

止後，停止線から1～2m程度車両を前進させれば相手

車両が接近する様子を目視可能である．これに対し②

は，道路脇のブロック塀が横方向の視界を遮るため，

交差点の手前側では相手車両が接近する様子を目視

できず，自車両が 1m 程度交差点内に進入することに

よって相手車両が接近する様子を目視可能となる．こ

のため，相手車両の走行ラインを道路中央寄りに設定

した．また，③については対向車線側に配置した右折

待ち車両が視界を遮るため，交差点の手前側では対向

直進車両が接近する様子を目視できないが，交差点の

中央付近まで進入することによって相手車両が接近

する様子を目視可能となる．④についてはミラーを通

じて相手車両が後方から接近する様子を目視可能で

ある．なお，①～④の各実験において，練習走行時に，

交差点付近において相手車両と接触すること無く接 

近する様子を目視可能な自車両の停止位置を実験参 

加者に確認してもらった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．６．実験参加者への実験前の教示内容 

 ①～④の各実験の参加者に対し，システムからの支

援情報は，情報で示された方向から他車両が接近中で

あることを意味することを教示した．なお，情報の提

示によって，特定の運転行動をドライバーが強制され

ることはなく，判断はドライバー自身に委ねることを

伝えた．加えて接近する相手車両を止まってやり過ご 
すか，あるいは自車両が相手車両に対し先行するかに 
ついても各自の判断に委ねることを伝えた． 
 また，相手車両にもシステムが搭載されている場合

のみ支援情報が提示されることについても教示した． 
３．７．評価方法 

 評価については主として実験中及び実験終了後に

実施したアンケート結果を用いて行った． 
実験中に実施したアンケートは，表１に示す位置誤差

0m の基準以外の各実験条件を１ケース終えるごと

に，運転席に座ったまま口頭で行った．支援タイミン

グが変化するケースについては，最初に基準と比較し

てタイミングが変化したか否か及び早くなったか遅

くなったかを５つの選択肢（「早くなった」，「少し早

くなった」，「同じ」，「少し遅くなった」，「遅くなっ

た」）から選んでもらい，次にタイミングが変化した

と回答した人を対象に，変化したことが自分自身の運

図２ 実験に使用したドライビングシミュレータ
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図３ スクリーン画像の例 

 

 

②は一時停止規制の無い交差点を直進（相手車両は右

方向から接近），③は信号付交差点を右折（相手車両

は対向方向から接近），④は信号付交差点を左折（相

手車両は後方から接近）とした． 
 表１に①～④の実験で実施した情報提示のケース

を示す．①～④ともに，最初に位置誤差が無く，相手

車両の接近に対し誤差の無いタイミングで支援情報

が提示されるケースを実施した．本ケースは支援情報

提示の基準となるものであることを実験参加者に告

げ，位置誤差の無い支援に実験参加者が慣れることを 
目的に３回実施した．次に自車両と相手車両の位置誤 
差によって，支援情報が位置誤差 0m の基準よりも早 
いタイミングで（相手車両がより遠くにいる時点で） 
提示されるケースを，位置誤差の異なる２条件（自車 
両と相手車両の位置誤差の合計が 30m 及び 60m）に 
ついて実施した．続いて自車両と相手車両の位置誤差 
によって支援情報が基準よりも遅いタイミングで（相 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

手車両がより近づいた時点で）提示されるケースを，

位置誤差の異なる２条件（自車両と相手車両の位置誤

差の合計が 30m 及び 60m）について実施した．ここ

までの各ケースについて，最初に相手車両が１台のみ

接近する条件で実施し，その後に 5 台（車車間通信は

3 台目のみ）の相手車両が一定の車間時間（実験①～

③は 2s，実験④は 0.5s）で続けて接近する条件で，

同様に一連のケースを実施した． 
 タイミングが変化するケースを全て終了した後，例

えば①の実験において，直交道路を走行する相手車両

が交差点を通過した後に接近情報が提示されるケー

スのように，位置誤差が大きいことによって，結果的

に支援情報としての価値が無く不要な支援となる（以

下，「不要支援」とする）ケース及び車車間通信シス

テムを搭載した相手車両が接近しているにも関わら

ず支援情報が提示されないまま相手車両が通過する

（以下，「不支援」とする）ケースを，①～④のシステ

ムごとに場面を設定し実施した．不要支援及び不支援

のケースでは，いずれも相手車両は１台で行った． 
 相手車両の走行速度は，実験に使用した道路の制限

速度に合わせ，実験①は 40km/h，実験②は 30km/h，
実験③は 50km/h とした．実験④については，直線道

路を制限速度付近で走行する自車両に，相手車両が後

方から徐々に接近する状況を再現するため，制限速度

より 5km/h 高い 55km/h とした． 
 なお，本実験においては，１つのケースを実施する

間の位置誤差の値は一定とした． 
３．３．実験に使用したHMIの仕様及び支援レベル 

 実験に使用した Human Machine Interface（以下， 
「HMI」とする．）は，カーナビ用モニタ画面上への表 
示及び車室内スピーカーからの音とした．図１に実験

に使用した HMI の仕様を示す．支援レベルは，支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

①出会い頭
　 衝突防止
   システム
   （発進待機
    支援）

②出会い頭
   衝突防止
   システム
 （減速・停止
   支援）

③右折時
   衝突防止
   システム

④左折時
   衝突防止
   システム

○ ○ ○ ○

位置誤差によって支援情報をドライバーに提示するタイミングが変化する条件

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

○

○

○ ○ ○ *

○

○

○

○

○ ○ ○ ○

相手車両（２輪車）が自車両の左
前方を走行中に支援情報が提示
される

相手車両（２輪車）が自車両の右
後方を走行中に支援情報が提示
される

基準（位置誤差が無い条件で支援情報をドライバーに提示）

自車両が交差点を通過後に
支援情報が提示される

自車両が停止線よりも数台
手前で停止中に支援情報が
提示される

対象交差点で交差する道路と平
行な別の道路を走行する車両と
の車車間通信により、支援情報が
提示される

* ④については別の道路を走行
  する車両に２輪車を使用

相手車両が接近する交差点よりも
１つ手前の交差点に自車両が近
づいた時点で支援情報が提示さ
れる

相手車両が接近時、支援情報
が提示されない

誤差の無いタイミングで提示

実験条件

○ : 実験を実施

基準よりも早いタイミング（相手
車両がより遠くに存在）で提示

基準よりも遅いタイミング（相手
車両がより近くに存在）で提示

位置誤差によって不要な支援情報がドライバーに提示される条件

相手車両が交差点を通過後に
支援情報が提示される

位置誤差によって支援情報がドライバーに提示されない条件

左後方から接近する相手車両（２
輪車）が自車両の左横をすり抜け
た後に支援情報が提示される

表１ 実験を実施したケース 

対向車が来ます 後方２輪車

「ピンポーン、対向車が来ます」 「ピンポーン、後ろから２輪車が来ます」

③右直実験 ④右直実験

右から車が来ます 右から車が来ます

①出会い頭実験

（一時停止規制あり交差点における発進待機支援）

「ピンポーン、右から車がきます」 「ピンポーン、右から車がきます」

②出会い頭実験

（一時停止規制無し交差点における減速・停止支援）
①出会い頭衝突防止システム

（発進待機支援）

②出会い頭衝突防止システム
（減速・停止支援）

③右折時衝突防止システム ④左折時衝突防止システム

対向車が来ます 後方２輪車

「ピンポーン、対向車が来ます」 「ピンポーン、後ろから２輪車が来ます」

③右直実験 ④右直実験

右から車が来ます 右から車が来ます

①出会い頭実験

（一時停止規制あり交差点における発進待機支援）

「ピンポーン、右から車がきます」 「ピンポーン、右から車がきます」

②出会い頭実験

（一時停止規制無し交差点における減速・停止支援）
①出会い頭衝突防止システム

（発進待機支援）

②出会い頭衝突防止システム
（減速・停止支援）

③右折時衝突防止システム ④左折時衝突防止システム

図１ 実験に使用したHMIの仕様 
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及び並走する別の道路上の車両との車車間通信によ

って支援が行われたケースについては，違和感，不自

然に感じた人の割合が 70%以上の高い値になってい

るが，停止線の数台後方で待機中に支援が行われたケ

ースについては 30%以下となっている．違和感，不自

然に感じた人の割合が高いケースについて，理由とし

て多かったのは，「システムからの情報で提示された

方向を確認したが，相手車両が見つからなかったか

ら」であった．これに対し，違和感，不自然に感じた

人の割合が低かったケースについて，違和感，不自然 
に感じなかった理由として多かったのは，「交差点の

状況が把握できるから」であった． 
 不支援については違和感，不自然さを指摘した人の

割合は，不要支援の各ケースに比べ，より低い値とな

っている．指摘しなかった人の理由としては，「非通

信車両であると思ったから」が過半数を占めた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．２．２．実験②に対する実験中のアンケート結果 

 図７に実験②で実施した不要支援及び不支援のケ

ースについて，実験中に実施したアンケートの結果と

して，ケースごとに違和感，不自然に感じた人の割合

をまとめたものを示す． 
 不要支援については実施した３ケースのいずれも

違和感，不自然に感じた人の割合が 70%以上の高い値

になっている．理由として多かったのは，「提示され

た方向から相手車両が近づいて来ると思い待機した

が，来なかったから」であった． 
 不支援については違和感，不自然さを指摘した人の 
割合は，不要支援の各ケースに比べ，より低い値とな

っている．指摘しなかった人の理由としては，「非通 

信車両であると思ったから」が過半数を占めた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．２．３．実験③に対する実験中のアンケート結果 

 図８に実験③で実施した不要支援及び不支援のケ

ースについて，実験中に実施したアンケートの結果と

して，ケースごとに違和感，不自然に感じた人の割合

をまとめたものを示す． 
 不要支援については実施した２ケースのいずれも

違和感，不自然に感じた人の割合が 90%以上の高い値

になっている．理由として多かったのは，「対向車が

近づいて来るものと思い待機したが，来なかったか

ら」であった．また，「システムの誤作動ではないか

と思った」との回答も複数見られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 不支援については違和感，不自然さを指摘した人の

割合は，不要支援の各ケースに比べ，より低い値とな

っている．指摘しなかった人の理由としては，「非通

信車両であると思ったから」が過半数を占めた． 

４．２．４．実験④に対する実験中のアンケート結果 

 図９に実験④で実施した不要支援及び不支援のケ 

図６ 実験中のアンケート結果 ① 

（不要支援または不支援のケースで違和感、または 

不自然に思ったと回答した人の割合） 
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図７ 実験中のアンケート結果 ② 

（不要支援または不支援のケースで違和感、または 

不自然に思ったと回答した人の割合） 
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図８ 実験中のアンケート結果 ③ 

（不要支援または不支援のケースで違和感、または 

不自然に思ったと回答した人の割合） 
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転にとって気になるか否かを５つの選択肢（「とても

気になる」，「少し気になる」，「どちらとも言えな

い」，「あまり気にならない」，「全く気にならない」）

から選んでもらった．最後に気になると回答した人に

具体的にどんな点が気になるかを説明してもらった．

また，表１の不要支援または不支援のケースについて

は，最初に当該ケースについて違和感，不自然に感じ

たか否かを５つの選択肢（「非常にそう思った」，「少

し思った」，「どちらとも言えない」，「あまり思わな

かった」，「全く思わなかった」）から選んでもらい，

次に違和感，不自然に感じた（または感じなかった）

理由を説明してもらった． 
 実験終了後アンケートは，不要支援が行われること

に対しどのように思うかについて，実験参加者が控室

に戻った後に本人が用紙に記入する形で行った． 
 

４．実験結果及び考察 

４．１．１．実験中のアンケート結果 

 図４に①～④の各実験中に実施したアンケートの

うち，支援のタイミングを変化させたケースについ

て，タイミングの変化を正しく認知した人，すなわち

タイミングが早くなるケースで早くなったことに気

付いた人及びタイミングが遅くなるケースで遅くな 
ったことに気付いた人の割合を示す．また，図５に，

タイミングの変化を正しく認知した人のうち，タイミ

ングが早くなるケースで早くなったことが気になる，

または少し気になると回答した人及びタイミングが

遅くなるケースで遅くなったことが気になる，または

少し気になると回答した人の，各実験の全参加人数に 
対する割合を示す．図４～５より，①～④のいずれの

実験においても，タイミングが早くなるケース，遅く

なるケースともに，タイミングの変化に気付いた人の

割合よりも，変化したことが気になると回答した人の

割合の方が低くなっている．このことから，タイミン 
グの変化に気付くことと，変化したことが運転する上 
で気になるか否かとは別のことであると考えられ，気

付く人の割合が高い事象はドライバーにとって受け 
容れ難い事象であるとは一概に言えないことが分か

った．また，図５より，①～④のいずれの実験におい

ても，支援開始タイミングの変化が気になる，または

少し気になると回答した人の割合は，早くなるケース 
の方が遅くなるケースよりも低くなっている．両者の

違いについて有意水準 5%の t 検定を行ったところ， 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①～④の全ての実験において有意な差となった．ま

た，具体的に気になる点についての回答としては，タ

イミングが早くなるケースについては，「支援情報が

提示されてから相手車両が通過するまでの間，余分に

待たされた」という指摘が多かったのに対し，遅くな

るケースについては，「遅すぎて情報として役に立た

ない」という指摘が多かった．支援情報を有効に活用

して運転しようとする人にとって，遅くなるケースで

は時間的な余裕が少なくなったため，気になると回答

した人の割合がより高くなったものと考えられる．よ

って今回の実験結果からは，支援のタイミングが早く

なるケースの方が遅くなるケースよりもドライバー

の受容性は高いと考えられる． 
４．２．不要支援及び不支援のケース 

４．２．１．実験①に対する実験中のアンケート結果 

 図６に実験①で実施した不要支援及び不支援のケ

ースについて，実験中に実施したアンケートの結果と

して，ケースごとに違和感，不自然に感じた人の割合

をまとめたものを示す． 
 不要支援については実施した３ケースのうち，相手

車両が交差点を通過した後に支援が行われたケース

図４ 実験中のアンケート結果 

（情報提示タイミングの変化に気付いた人の割合）

図５ 実験中のアンケート結果 

（タイミングの変化を正しく指摘した人のうち「気に

なる」または「少し気になる」と回答した人の割合）
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及び並走する別の道路上の車両との車車間通信によ

って支援が行われたケースについては，違和感，不自

然に感じた人の割合が 70%以上の高い値になってい

るが，停止線の数台後方で待機中に支援が行われたケ

ースについては 30%以下となっている．違和感，不自

然に感じた人の割合が高いケースについて，理由とし

て多かったのは，「システムからの情報で提示された

方向を確認したが，相手車両が見つからなかったか

ら」であった．これに対し，違和感，不自然に感じた

人の割合が低かったケースについて，違和感，不自然 
に感じなかった理由として多かったのは，「交差点の

状況が把握できるから」であった． 
 不支援については違和感，不自然さを指摘した人の

割合は，不要支援の各ケースに比べ，より低い値とな

っている．指摘しなかった人の理由としては，「非通

信車両であると思ったから」が過半数を占めた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．２．２．実験②に対する実験中のアンケート結果 

 図７に実験②で実施した不要支援及び不支援のケ

ースについて，実験中に実施したアンケートの結果と

して，ケースごとに違和感，不自然に感じた人の割合

をまとめたものを示す． 
 不要支援については実施した３ケースのいずれも

違和感，不自然に感じた人の割合が 70%以上の高い値

になっている．理由として多かったのは，「提示され

た方向から相手車両が近づいて来ると思い待機した

が，来なかったから」であった． 
 不支援については違和感，不自然さを指摘した人の 
割合は，不要支援の各ケースに比べ，より低い値とな

っている．指摘しなかった人の理由としては，「非通 

信車両であると思ったから」が過半数を占めた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．２．３．実験③に対する実験中のアンケート結果 

 図８に実験③で実施した不要支援及び不支援のケ

ースについて，実験中に実施したアンケートの結果と

して，ケースごとに違和感，不自然に感じた人の割合

をまとめたものを示す． 
 不要支援については実施した２ケースのいずれも

違和感，不自然に感じた人の割合が 90%以上の高い値

になっている．理由として多かったのは，「対向車が

近づいて来るものと思い待機したが，来なかったか

ら」であった．また，「システムの誤作動ではないか

と思った」との回答も複数見られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 不支援については違和感，不自然さを指摘した人の

割合は，不要支援の各ケースに比べ，より低い値とな

っている．指摘しなかった人の理由としては，「非通

信車両であると思ったから」が過半数を占めた． 

４．２．４．実験④に対する実験中のアンケート結果 

 図９に実験④で実施した不要支援及び不支援のケ 

図６ 実験中のアンケート結果 ① 

（不要支援または不支援のケースで違和感、または 

不自然に思ったと回答した人の割合） 
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図７ 実験中のアンケート結果 ② 

（不要支援または不支援のケースで違和感、または 

不自然に思ったと回答した人の割合） 
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図８ 実験中のアンケート結果 ③ 

（不要支援または不支援のケースで違和感、または 

不自然に思ったと回答した人の割合） 
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転にとって気になるか否かを５つの選択肢（「とても

気になる」，「少し気になる」，「どちらとも言えな

い」，「あまり気にならない」，「全く気にならない」）

から選んでもらった．最後に気になると回答した人に

具体的にどんな点が気になるかを説明してもらった．

また，表１の不要支援または不支援のケースについて

は，最初に当該ケースについて違和感，不自然に感じ

たか否かを５つの選択肢（「非常にそう思った」，「少

し思った」，「どちらとも言えない」，「あまり思わな

かった」，「全く思わなかった」）から選んでもらい，

次に違和感，不自然に感じた（または感じなかった）

理由を説明してもらった． 
 実験終了後アンケートは，不要支援が行われること

に対しどのように思うかについて，実験参加者が控室

に戻った後に本人が用紙に記入する形で行った． 
 

４．実験結果及び考察 

４．１．１．実験中のアンケート結果 

 図４に①～④の各実験中に実施したアンケートの

うち，支援のタイミングを変化させたケースについ

て，タイミングの変化を正しく認知した人，すなわち

タイミングが早くなるケースで早くなったことに気

付いた人及びタイミングが遅くなるケースで遅くな 
ったことに気付いた人の割合を示す．また，図５に，

タイミングの変化を正しく認知した人のうち，タイミ

ングが早くなるケースで早くなったことが気になる，

または少し気になると回答した人及びタイミングが

遅くなるケースで遅くなったことが気になる，または

少し気になると回答した人の，各実験の全参加人数に 
対する割合を示す．図４～５より，①～④のいずれの

実験においても，タイミングが早くなるケース，遅く

なるケースともに，タイミングの変化に気付いた人の

割合よりも，変化したことが気になると回答した人の

割合の方が低くなっている．このことから，タイミン 
グの変化に気付くことと，変化したことが運転する上 
で気になるか否かとは別のことであると考えられ，気

付く人の割合が高い事象はドライバーにとって受け 
容れ難い事象であるとは一概に言えないことが分か

った．また，図５より，①～④のいずれの実験におい

ても，支援開始タイミングの変化が気になる，または

少し気になると回答した人の割合は，早くなるケース 
の方が遅くなるケースよりも低くなっている．両者の

違いについて有意水準 5%の t 検定を行ったところ， 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①～④の全ての実験において有意な差となった．ま

た，具体的に気になる点についての回答としては，タ

イミングが早くなるケースについては，「支援情報が

提示されてから相手車両が通過するまでの間，余分に

待たされた」という指摘が多かったのに対し，遅くな

るケースについては，「遅すぎて情報として役に立た

ない」という指摘が多かった．支援情報を有効に活用

して運転しようとする人にとって，遅くなるケースで

は時間的な余裕が少なくなったため，気になると回答

した人の割合がより高くなったものと考えられる．よ

って今回の実験結果からは，支援のタイミングが早く

なるケースの方が遅くなるケースよりもドライバー

の受容性は高いと考えられる． 
４．２．不要支援及び不支援のケース 

４．２．１．実験①に対する実験中のアンケート結果 

 図６に実験①で実施した不要支援及び不支援のケ

ースについて，実験中に実施したアンケートの結果と

して，ケースごとに違和感，不自然に感じた人の割合

をまとめたものを示す． 
 不要支援については実施した３ケースのうち，相手

車両が交差点を通過した後に支援が行われたケース

図４ 実験中のアンケート結果 

（情報提示タイミングの変化に気付いた人の割合）

図５ 実験中のアンケート結果 

（タイミングの変化を正しく指摘した人のうち「気に

なる」または「少し気になる」と回答した人の割合）
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３．幼児専用車の安全に関する研究 
 

－幼稚園バスのシートベルトについて－ 
 
 

自動車安全研究領域   ※田中 良知  細川 成之  松井 靖浩 
         名古屋大学        水野 幸治（客員研究員） 
 
 

１．はじめに 
現在の国内基準では，幼稚園や保育園への幼児

の送迎用に使用されている幼児専用車について，

幼児の体型にあったシートベルトが存在しない

ことや緊急時の脱出性を考慮し，シートベルト等

の拘束装置の設置の義務付けは行っていない． 
一方，乗用車の後席乗員のシートベルトが義務

付けられて，自動車ユーザーのシートベルト着用

に対する意識が向上してきている．そして，幼児

専用車にもシートベルトの装着を義務化してほ

しいという要望が出てきている． 
現在，幼児専用車に乗車する 6 歳以下の子供が

乗用車に乗車する際，チャイルドシートやジュニ

アシートを使用して体格に適した拘束を行うこ

とにより，安全性を高めている．しかしながら，

直接大人用のシートベルトを装着することは，逆

に危険な場合があると言われている． 
今回，幼児専用車に拘束装置の義務付けを検討

するためのデータを取得することを目的として，

幼児専用車が事故を起こした状況を模擬して，シ

ートベルトがある場合とない場合のそれぞれに

ついて，コンピュータシミュレーションと実験を

実施し，シートベルトの有無によるダミーの挙動

の違いについて比較調査を行った． 
２．コンピュータシミュレーション 

２．１．解析条件 
２．１．１．有限要素モデル 

コンピュータシミュレーションは，有限要素法

により行った．シートモデルは，チャイルドシー

トの基準の動的試験で使用される ECE/R44 シー

トをベースに，幼児バスの寸法を考慮して作成し

た．このシートにシートベルトを固定し，Hybrid 

III 3 歳児ダミーと Hybrid III 6 歳児ダミーを着

座させ，シミュレーションを行った． 
図１に計算を行ったモデルを示す．計算は，ベ

ルトによる拘束なし，2 点式シートベルト，5 点

式シートベルトの 3 条件について実施した．上体

を拘束するベルトとしては，3 点式シートベルト

があるが，シミュレーションにおいてモデル化す

る際に，チャイルドシートのモデルで 5 点式シー

トベルトのモデルが流用可能であったことと，上

体を拘束することが目的であり，それが出来た場

合の効果は同等と考えられることから，シミュレ

ーションでは 5 点式シートベルトでモデル化し

た． 
 

 

 

(a)ベルト拘束なし (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

(c)5 点式シートベルト 

図１ 有限要素モデル（前席 3 歳児，後席 6 歳児） 

２．１．２．衝突条件 
 今回のシミュレーションは，前面衝突事故を模

擬したスレッド前面衝突模擬試験をモデル化し

た．スレッド試験において，前面衝突模擬は静止

状態から動かすため，速度は増加している．図２

に今回の解析で模擬したスレッドの加速度時間

履歴図を，図３に速度時間履歴図を示す．バスの

前面事故の加速度波形のデータが無いため，幼児

の衝突安全基準である，チャイルドシートの基準

（ECE/R44）での前面衝突模擬試験（速度変化

 

 

ースについて，実験中に実施したアンケートの結果と

してケースごとに違和感，不自然に感じた人の割合を

まとめたものを示す． 
 不要支援については実施した４ケースのうち，相手

車両が自車両の左横を通過して左前方に出た後に支

援が行われたケース，相手車両が左前方を走行中に支

援が行われたケース及び並走する道路上の車両との

車車間通信によって支援が行われたケースについて

は，違和感，不自然に感じた人の割合が 70%以上の高

い値になっているが，相手車両が自車両の右後方を走

行中に支援が行われたケースについては 30%程度の

低い値となっている．違和感，不自然に感じた人の割

合が高いケースについて理由として多かったのは，

「後方から２輪車が来ると思い確認したが見つからな

かったから」であった．一方，違和感，不自然に感じ

た人の割合が低いケースについて違和感，不自然に感

じなかった理由として多かったのは，「右後方の２輪

車が情報提供の対象だと理解できたから」であった． 
 不支援については違和感，不自然さを指摘した人の

割合は，不要支援の各ケースに比べ，より低い値とな

っている．指摘しなかった人の理由としては，「非通

信車両であると思ったから」が過半数を占めた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 実験①～④のアンケート結果を総括すると，不要支

援のケースについては，システムから提示された情報

と実際の場面との乖離が大きい場合には大多数の人

が違和感，不自然さを指摘するが，システムから提示

された情報に対し，ドライバーが状況を理解しやすい

場合には違和感，不自然さを指摘する人はより少なく

なることが分かった．一方，不支援のケースについて

は，相手車両が非通信車両であると解釈することによ

って，違和感，不自然さを指摘する人は，不要支援の

各ケースに比べ，より少ないことが分かった． 
４．３．実験終了後のアンケート結果 

 図１０に実験終了後に実施したアンケートの結果

を示す．①～④のいずれの実験においても不要支援に

対し，「全く気にならない」，「やむを得ない」，「ごく

稀であればやむを得ない」で全体の 90%以上を占めて

いる．今回の実験では，不要支援を経験した直後には

違和感，不自然さを指摘する人でも時間が経つとやむ

を得ない事象として許容する人が多く見られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．まとめ 

 位置誤差によって想定される事象を DS で再現し，

一般ドライバーによる実験を行い，以下の知見を得た． 

(1)支援タイミングの変化については，タイミングの変

化に気付く人の割合が高い事象はドライバーにとっ

て受け容れ難い事象であるとは一概に言えない．ま

た，タイミングが早くなるケースの方が，遅くなるケ

ースよりもドライバーの受容性はより高い． 
(2)不要支援については，提示された情報と実際の場面

との乖離が大きい場合には大多数の人が違和感，不自

然さを指摘するが，状況を理解しやすい場合には指摘

する人が少なくなる．また，大多数の人は，ごく稀で

あれば不要支援を許容する． 
(3)不支援に対しては，非通信車両だと思う人が多い． 
 総括すると，不要支援及び不支援を含む B クラス及

び C クラスの位置誤差で想定される事象に対し，ある

程度許容されることが確認された． 
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図９ 実験中のアンケート結果 ④ 

（不要支援または不支援のケースで違和感、または 

不自然に思ったと回答した人の割合） 
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図１０ 実験終了後のアンケート結果  
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１．はじめに 
現在の国内基準では，幼稚園や保育園への幼児

の送迎用に使用されている幼児専用車について，

幼児の体型にあったシートベルトが存在しない

ことや緊急時の脱出性を考慮し，シートベルト等

の拘束装置の設置の義務付けは行っていない． 
一方，乗用車の後席乗員のシートベルトが義務

付けられて，自動車ユーザーのシートベルト着用

に対する意識が向上してきている．そして，幼児

専用車にもシートベルトの装着を義務化してほ

しいという要望が出てきている． 
現在，幼児専用車に乗車する 6 歳以下の子供が

乗用車に乗車する際，チャイルドシートやジュニ

アシートを使用して体格に適した拘束を行うこ

とにより，安全性を高めている．しかしながら，

直接大人用のシートベルトを装着することは，逆

に危険な場合があると言われている． 
今回，幼児専用車に拘束装置の義務付けを検討

するためのデータを取得することを目的として，

幼児専用車が事故を起こした状況を模擬して，シ

ートベルトがある場合とない場合のそれぞれに

ついて，コンピュータシミュレーションと実験を

実施し，シートベルトの有無によるダミーの挙動

の違いについて比較調査を行った． 
２．コンピュータシミュレーション 

２．１．解析条件 
２．１．１．有限要素モデル 

コンピュータシミュレーションは，有限要素法

により行った．シートモデルは，チャイルドシー

トの基準の動的試験で使用される ECE/R44 シー

トをベースに，幼児バスの寸法を考慮して作成し

た．このシートにシートベルトを固定し，Hybrid 

III 3 歳児ダミーと Hybrid III 6 歳児ダミーを着

座させ，シミュレーションを行った． 
図１に計算を行ったモデルを示す．計算は，ベ

ルトによる拘束なし，2 点式シートベルト，5 点

式シートベルトの 3 条件について実施した．上体

を拘束するベルトとしては，3 点式シートベルト

があるが，シミュレーションにおいてモデル化す

る際に，チャイルドシートのモデルで 5 点式シー

トベルトのモデルが流用可能であったことと，上

体を拘束することが目的であり，それが出来た場

合の効果は同等と考えられることから，シミュレ

ーションでは 5 点式シートベルトでモデル化し

た． 
 

 

 

(a)ベルト拘束なし (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

(c)5 点式シートベルト 

図１ 有限要素モデル（前席 3 歳児，後席 6 歳児） 

２．１．２．衝突条件 
 今回のシミュレーションは，前面衝突事故を模

擬したスレッド前面衝突模擬試験をモデル化し

た．スレッド試験において，前面衝突模擬は静止

状態から動かすため，速度は増加している．図２

に今回の解析で模擬したスレッドの加速度時間

履歴図を，図３に速度時間履歴図を示す．バスの

前面事故の加速度波形のデータが無いため，幼児

の衝突安全基準である，チャイルドシートの基準

（ECE/R44）での前面衝突模擬試験（速度変化

 

 

ースについて，実験中に実施したアンケートの結果と

してケースごとに違和感，不自然に感じた人の割合を

まとめたものを示す． 
 不要支援については実施した４ケースのうち，相手

車両が自車両の左横を通過して左前方に出た後に支

援が行われたケース，相手車両が左前方を走行中に支

援が行われたケース及び並走する道路上の車両との

車車間通信によって支援が行われたケースについて

は，違和感，不自然に感じた人の割合が 70%以上の高

い値になっているが，相手車両が自車両の右後方を走

行中に支援が行われたケースについては 30%程度の

低い値となっている．違和感，不自然に感じた人の割

合が高いケースについて理由として多かったのは，

「後方から２輪車が来ると思い確認したが見つからな

かったから」であった．一方，違和感，不自然に感じ

た人の割合が低いケースについて違和感，不自然に感

じなかった理由として多かったのは，「右後方の２輪

車が情報提供の対象だと理解できたから」であった． 
 不支援については違和感，不自然さを指摘した人の

割合は，不要支援の各ケースに比べ，より低い値とな

っている．指摘しなかった人の理由としては，「非通

信車両であると思ったから」が過半数を占めた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 実験①～④のアンケート結果を総括すると，不要支

援のケースについては，システムから提示された情報

と実際の場面との乖離が大きい場合には大多数の人

が違和感，不自然さを指摘するが，システムから提示

された情報に対し，ドライバーが状況を理解しやすい

場合には違和感，不自然さを指摘する人はより少なく

なることが分かった．一方，不支援のケースについて

は，相手車両が非通信車両であると解釈することによ

って，違和感，不自然さを指摘する人は，不要支援の

各ケースに比べ，より少ないことが分かった． 
４．３．実験終了後のアンケート結果 

 図１０に実験終了後に実施したアンケートの結果

を示す．①～④のいずれの実験においても不要支援に

対し，「全く気にならない」，「やむを得ない」，「ごく

稀であればやむを得ない」で全体の 90%以上を占めて

いる．今回の実験では，不要支援を経験した直後には

違和感，不自然さを指摘する人でも時間が経つとやむ

を得ない事象として許容する人が多く見られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．まとめ 

 位置誤差によって想定される事象を DS で再現し，

一般ドライバーによる実験を行い，以下の知見を得た． 

(1)支援タイミングの変化については，タイミングの変

化に気付く人の割合が高い事象はドライバーにとっ

て受け容れ難い事象であるとは一概に言えない．ま

た，タイミングが早くなるケースの方が，遅くなるケ

ースよりもドライバーの受容性はより高い． 
(2)不要支援については，提示された情報と実際の場面

との乖離が大きい場合には大多数の人が違和感，不自

然さを指摘するが，状況を理解しやすい場合には指摘

する人が少なくなる．また，大多数の人は，ごく稀で

あれば不要支援を許容する． 
(3)不支援に対しては，非通信車両だと思う人が多い． 
 総括すると，不要支援及び不支援を含む B クラス及

び C クラスの位置誤差で想定される事象に対し，ある

程度許容されることが確認された． 
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前席シート上面に衝突したことから，頭部加速度

が小さくなったと考えられる．ただし，衝突の形

態から，首の上下方向に力が入ることとなり，危

険な衝突形態と考えられる． 

 3 歳児ダミーと 6 歳児ダミーについて、図７に

胸部の 3 軸合成加速度時間履歴図を示す．  

 

 

 

 

 

 

 

(a)3 歳児ダミー 

 

 

 

 

 

 

(b)6 歳児ダミー 

図７ 胸部加速度時間履歴図 

 3 歳児ダミーで，ベルト拘束なしの場合の最大

加速度が大きく，次いで 2 点式シートベルトで，

5 点式シートベルトが最も小さかった．6 歳児ダ

ミーでは，すべての場合でほぼ同等の最大加速度

で，3 歳児ダミーの 5 点式シートベルトの場合と

ほぼ同等であった．また,3 歳児ダミーの最大加速

度は 6 歳児ダミーの最大加速度より大きかった．

これは，図４，５で示したように，3 歳児ダミー

のベルト拘束なしは，ダミーの上体が前方に移動

して，前席背もたれと衝突するのに対して，6 歳

児ダミーでは膝が前席背もたれに衝突し，そこを

中心に上体が回転するため，胸部が衝突しないた

めと考えられる． 

３．スレッド実験 
３．１．実験方法 
３．１．１．幼児専用車シート 

幼児専用車が前面衝突事故を起こした場合に，

シートベルトのある場合とない場合のそれぞれ

で乗員がどのような状況になるか調査するため

に，速度変化が 30 ㎞/h の前面衝突事故を模擬し

て本研究所熊谷試験場にある加速式スレッド試

験機を用いて実験を実施した． 
図８に，実験に使用した幼児専用車に使用され

ているシートを示す．シートは幼児 2 名が一度に

座れる右列用のシートであり，肘掛は左側にのみ

ついている．また，このシートには，2 人まとめ

て拘束するシートベルトが取り付けられていた． 
 
 
 
 

図８ 幼児専用車シート 
３．１．２．子供ダミー 

実験に使用した子供ダミーを図９に示す．子供

ダミーは 3 歳児ダミーと 6 歳児ダミーの 2 種類の

ダミーを使用した．3 歳児ダミーは Hybrid III ダ
ミーを，6 歳児ダミーには Hybrid II ダミーを使

用した．シミュレーションでは Hybrid III ダミー

を使用しており，また，計測項目も多いことから，

本来 Hybrid III ダミーの使用が望ましかったが，

ダミーの手配の関係から，6 歳児ダミーに関して

は，シミュレーションとダミーが異なっている．

ただし，構造的に差異は小さく，挙動に関して大

きな差はないと考える． 
 
 
 
 
 
 

 (a) 3 歳児ダミー   (b) 6 歳児ダミー 
図９ 子供ダミー写真 

３．１．３．実験条件 
実験は，幼児専用車シートを，前席背もたれ裏

面と後席シートの座面先端の距離が 170 mm と

なる様に前後 2 列に配置して，3 歳児ダミーを左

側に，6 歳児ダミーを右側に座らせて，実施した．

また，シートの肘掛を外した状態で行った．図１

０に実験の状況を示す． 
スレッド試験機の目標加速度を図１１に示す．

シミュレーションと同じで，チャイルドシートの

基準（ECE/R44）における動的試験での加速度条

件を元に，速度変化が 30km/h となる様にレベル

を下げたものである． 

 

 

50km/h）で規定された台車の加速度を基に，持続

時間と波形形状はそのままで，速度変化が 30km/h

となるようにレベルを下げて与えた．速度変化

は，幼児専用車が走ることの多い道路の最高速度

を想定した． 

 

 

 

 

図２ 加速度時間履歴図 

 

 

 

 

図３ 速度時間履歴図 

２．２．シミュレーション結果 
２．２．１．ダミー挙動 
 3歳児ダミーの頭部加速度が最大に近い90msの

ダミー状態を図４に，6 歳児ダミーの頭部加速度

が最大に近い 110ms でのダミーの状態を図５に示

す． 

 

 

 

 

  (a)ベルト拘束なし  (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

 

(c)5 点式シートベルト 

図４ 90ms 時ダミー状態 

 

 

 

 

  (a)ベルト拘束なし  (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

 

(c)5 点式シートベルト 

図５ 110ms 時ダミー状態 

 90ms 時，ベルト拘束なしと 2 点式シートベルト

の場合，3 歳児ダミーの頭部が前席シート上部と

衝突していた．5 点式シートベルトではダミーの

上体が拘束されて，ダミー頭部は前席と衝突して

いなかった． 

 110ms 時，ベルト拘束なしの場合で 3 歳児ダミ

ーの胸部が前席シートと衝突していた．また，ベ

ルト拘束なしと 2 点式シートベルトの場合，6 歳

児ダミーの頚部が前席シート上端と衝突してい

た．5 点式シートベルトではダミーの上体が拘束

されて，ダミー頭部は前席と衝突していなかっ

た． 

２．２．２．ダミー計測値 
 3 歳児ダミーと 6 歳児ダミーについて、図６に

頭部の 3 軸合成加速度時間履歴図を示す． 

  

 

 

 

 

 

 

(a)3 歳児ダミー 

 

 

 

 

 

 

(b)6 歳児ダミー 

図６ 頭部加速度時間履歴図 

 どちらのダミーでも 2点式シートベルトの場合

の最大加速度が特に大きく，次いでベルト拘束な

しで，5 点式シートベルトが最も小さかったが，

ベルト拘束なしと 5点式シートベルトの差は小さ

かった．これは，図４，５で示したように，2 点

式シートベルトの場合，シートベルトでダミーの

腰部が拘束されて，腰部を中心に上体が回転し

て，頭部が前席に衝突することで，頭部の加速度

が大きくなったと考えられる．また，3 歳児ダミ

ーと 6 歳児ダミーで 6 歳児ダミーの方の最大加速

度が小さくなったが，これは，ダミーの大きさの

違いから，6 歳児ダミーの場合，ダミーの頚部が
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 3 歳児ダミーと 6 歳児ダミーについて、図６に

頭部の 3 軸合成加速度時間履歴図を示す． 

  

 

 

 

 

 

 

(a)3 歳児ダミー 

 

 

 

 

 

 

(b)6 歳児ダミー 

図６ 頭部加速度時間履歴図 

 どちらのダミーでも 2点式シートベルトの場合

の最大加速度が特に大きく，次いでベルト拘束な

しで，5 点式シートベルトが最も小さかったが，

ベルト拘束なしと 5点式シートベルトの差は小さ

かった．これは，図４，５で示したように，2 点

式シートベルトの場合，シートベルトでダミーの

腰部が拘束されて，腰部を中心に上体が回転し

て，頭部が前席に衝突することで，頭部の加速度

が大きくなったと考えられる．また，3 歳児ダミ

ーと 6 歳児ダミーで 6 歳児ダミーの方の最大加速

度が小さくなったが，これは，ダミーの大きさの

違いから，6 歳児ダミーの場合，ダミーの頚部が

−−54−− −−55−−



 

 

でプロテクタの有無に関わらず，ダミーの状態は

ほぼ同等であった．  

 110ms 時，ベルト拘束なしの場合，膝が前席背

面と衝突することで，ダミー胸部が前席と衝突し

なかった． 3 点式シートベルトで頭部上端と前席

上面が衝突した． 

 

 

 

 

 

 

 (a)ベルト拘束なし   (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

 
 
 
 (c)3 点式シートベルト (d)2 点式シートベルト 

+プロテクタ 
図１５ 6 歳児ダミー90ms 時状態 

 

 

 

 

 

 

 (a)ベルト拘束なし   (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

 
 
 
 (c)3 点式シートベルト (d)2 点式シートベルト 

+プロテクタ 

図１６ 6 歳児ダミー110ms 時状態 

 また，ダミーの挙動について実験とシミュレー

ションでほぼ同等の状態であった．前席シートと

衝突する時間が異なるのは，前席シートとの距離

が実験の方が短いためである． 

３．２．２．スレッド計測値 

 図１７に各実験でのスレッドの加速度と目

標の加速度の時間履歴図を示す．すべての実験で

加速度はほぼ同等であった． 
 
 
 
 
 
 

 

図１７ スレッド加速度時間履歴図 

３．２．２．ダミー計測値 
 3 歳児ダミーと 6 歳児ダミーについて、図１８

に頭部の 3 軸合成加速度時間履歴図を示す． 

 
 

 

 

 

 

 

 

(a)3 歳児ダミー 

 

 

 

 

 

 

(b)6 歳児ダミー 

図１８ 頭部加速度時間履歴図 

どちらのダミーでもベルト拘束なしと 2点式シ

ートベルトの場合の最大加速度が特に大きかっ

た．3 歳児ダミーの場合，次いで 2 点式シートベ

ルト＋プロテクタで 3点式シートベルトが最も小

さかった．6 歳児ダミーの場合，次いで 3 点式シ

ートベルトで，2 点式シートベルト＋プロテクタ

の場合が最も小さかった．これは，図１６で示し

たように，シート間距離が小さいことから，6 歳

児ダミーの場合，3 点式シートベルトでもダミー

頭部が前席シートと衝突したため，加速度が大き

くなったためと考えられる．プロテクタありの場

合，どちらも最大加速度が小さくなっていること

 

 

 
 
 
 

図１０ 実験状況 
 
 
 
 
図１１ 実験スレッド目標加速度時間履歴図 
表１に今回行った実験の条件を示す．シートベ

ルトなし，2 点式シートベルト，2 点式シートベ

ルト＋前席プロテクタあり，3 点式シートベルト

の 4 条件で実験を実施した．シミュレーションの

結果から，2 点式シートベルトの場合，前席に乗

員の頭部が衝突して，頭部に傷害を受ける可能性

があるため，その保護のために，プロテクタを設

置する場合の実験も実施した．プロテクタには，

歩行者保護脚部試験の TRL 脚部インパクターの

レッグフォームに使用されている低反発保護部

材を用いた．図１２にプロテクタを設置したシー

トの状態を示す． 
表１ 実験拘束条件 

 
 
 
 
 

図１２ プロテクタ 
３．２．実験結果 
３．２．１．ダミー挙動 
 3 歳児ダミーの 70ms 及び 90ms 時のダミー状態

を図１３，１４に，6 歳児ダミーの 90ms と 110ms

時のダミーの状態を図１５，１６に示す． 

3 歳児ダミーについて，70ms 時，2 点式シート

ベルトの場合，ダミーの頭部が前席シート上部と

衝突していた．3 点式シートベルトではダミーの

上体が拘束されて，ダミー頭部は前席と衝突して

いなかった．ベルト拘束なしの場合は，ダミーが

平行運動をしているが，まだ前席とは衝突してい

なかった．また，2 点式シートベルトでプロテク

タの有無に関わらず，ダミーの挙動はほぼ同等で

あった． 

 90ms 時，ベルト拘束なしの場合でダミーの頭部

と胸部が前席シートと衝突していた． 3 点式シー

トベルトでは前席との衝突はなかった． 

 

 

 

 

 

 

(a)ベルト拘束なし   (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

 
 
 
(c)3 点式シートベルト (d)2 点式シートベルト 

+プロテクタ 

図１３ 3 歳児ダミー70ms 時状態 
 

 

 

 

 

 

(a)ベルト拘束なし   (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

 
 
 
 (c)3 点式シートベルト (d)2 点式シートベルト 

+プロテクタ 

図１４ 3 歳児ダミー90ms 時状態 

6 歳児ダミーについて，90ms 時，ベルト拘束な

しと 2 点式シートベルトの場合，ダミーの顎部が

前席シート上面と衝突していた．3 点式シートベ

ルトではダミーの上体が拘束されて，ダミー頭部

は前席と衝突していなかったが，前席との距離が

小さいことから，ダミーの頭部が前席上面と衝突

しそうになっていた．また，2 点式シートベルト
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でプロテクタの有無に関わらず，ダミーの状態は

ほぼ同等であった．  

 110ms 時，ベルト拘束なしの場合，膝が前席背

面と衝突することで，ダミー胸部が前席と衝突し

なかった． 3 点式シートベルトで頭部上端と前席

上面が衝突した． 

 

 

 

 

 

 

 (a)ベルト拘束なし   (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

 
 
 
 (c)3 点式シートベルト (d)2 点式シートベルト 

+プロテクタ 
図１５ 6 歳児ダミー90ms 時状態 

 

 

 

 

 

 

 (a)ベルト拘束なし   (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

 
 
 
 (c)3 点式シートベルト (d)2 点式シートベルト 

+プロテクタ 

図１６ 6 歳児ダミー110ms 時状態 

 また，ダミーの挙動について実験とシミュレー

ションでほぼ同等の状態であった．前席シートと

衝突する時間が異なるのは，前席シートとの距離

が実験の方が短いためである． 

３．２．２．スレッド計測値 

 図１７に各実験でのスレッドの加速度と目

標の加速度の時間履歴図を示す．すべての実験で

加速度はほぼ同等であった． 
 
 
 
 
 
 

 

図１７ スレッド加速度時間履歴図 

３．２．２．ダミー計測値 
 3 歳児ダミーと 6 歳児ダミーについて、図１８

に頭部の 3 軸合成加速度時間履歴図を示す． 

 
 

 

 

 

 

 

 

(a)3 歳児ダミー 

 

 

 

 

 

 

(b)6 歳児ダミー 

図１８ 頭部加速度時間履歴図 

どちらのダミーでもベルト拘束なしと 2点式シ

ートベルトの場合の最大加速度が特に大きかっ

た．3 歳児ダミーの場合，次いで 2 点式シートベ

ルト＋プロテクタで 3点式シートベルトが最も小

さかった．6 歳児ダミーの場合，次いで 3 点式シ

ートベルトで，2 点式シートベルト＋プロテクタ

の場合が最も小さかった．これは，図１６で示し

たように，シート間距離が小さいことから，6 歳

児ダミーの場合，3 点式シートベルトでもダミー

頭部が前席シートと衝突したため，加速度が大き

くなったためと考えられる．プロテクタありの場

合，どちらも最大加速度が小さくなっていること

 

 

 
 
 
 

図１０ 実験状況 
 
 
 
 
図１１ 実験スレッド目標加速度時間履歴図 
表１に今回行った実験の条件を示す．シートベ

ルトなし，2 点式シートベルト，2 点式シートベ

ルト＋前席プロテクタあり，3 点式シートベルト

の 4 条件で実験を実施した．シミュレーションの

結果から，2 点式シートベルトの場合，前席に乗

員の頭部が衝突して，頭部に傷害を受ける可能性

があるため，その保護のために，プロテクタを設

置する場合の実験も実施した．プロテクタには，

歩行者保護脚部試験の TRL 脚部インパクターの

レッグフォームに使用されている低反発保護部

材を用いた．図１２にプロテクタを設置したシー

トの状態を示す． 
表１ 実験拘束条件 

 
 
 
 
 

図１２ プロテクタ 
３．２．実験結果 
３．２．１．ダミー挙動 
 3 歳児ダミーの 70ms 及び 90ms 時のダミー状態

を図１３，１４に，6 歳児ダミーの 90ms と 110ms

時のダミーの状態を図１５，１６に示す． 

3 歳児ダミーについて，70ms 時，2 点式シート

ベルトの場合，ダミーの頭部が前席シート上部と

衝突していた．3 点式シートベルトではダミーの

上体が拘束されて，ダミー頭部は前席と衝突して

いなかった．ベルト拘束なしの場合は，ダミーが

平行運動をしているが，まだ前席とは衝突してい

なかった．また，2 点式シートベルトでプロテク

タの有無に関わらず，ダミーの挙動はほぼ同等で

あった． 

 90ms 時，ベルト拘束なしの場合でダミーの頭部

と胸部が前席シートと衝突していた． 3 点式シー

トベルトでは前席との衝突はなかった． 
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(c)3 点式シートベルト (d)2 点式シートベルト 

+プロテクタ 

図１３ 3 歳児ダミー70ms 時状態 
 

 

 

 

 

 

(a)ベルト拘束なし   (b)2 点式シートベルト 

 

 

 

 
 
 
 (c)3 点式シートベルト (d)2 点式シートベルト 

+プロテクタ 

図１４ 3 歳児ダミー90ms 時状態 

6 歳児ダミーについて，90ms 時，ベルト拘束な

しと 2 点式シートベルトの場合，ダミーの顎部が

前席シート上面と衝突していた．3 点式シートベ

ルトではダミーの上体が拘束されて，ダミー頭部

は前席と衝突していなかったが，前席との距離が

小さいことから，ダミーの頭部が前席上面と衝突

しそうになっていた．また，2 点式シートベルト
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４．駆動用蓄電池搭載車の安全性評価について 
 

－路上使用時のアクシデントを想定した条件の検討－ 
 
 

自動車安全研究領域   ※松村 英樹  田中 良知  伊藤 紳一郎 
            松島 和男  細川 成之  松井 靖浩 

 
１．は じ め に 

現在，地球環境問題に対する意識の高まりから，電

気式ハイブリッド自動車（以下，HEV という）や電

気自動車（以下，EV という）などの駆動用蓄電池を

搭載した車両が急速に普及しつつある．この駆動用蓄

電池搭載車（以下，電動車両という）には，ニッケル

水素電池やリチウムイオン電池が用いられている． 
一方で，リチウムイオン電池は，外部から強い衝撃

や熱を与えられるなどの苛酷な状況に曝されると熱

暴走を引き起こし，発熱・発火・破裂・ガス噴出など

の現象が発生する可能性があることが知られている．

この現象が大量のリチウムイオン電池を搭載する EV
や HEV などで発生すると，乗員及び車両周辺に重大

な被害を及ぼす可能性があると考えられる．そのた

め，リチウムイオン電池を搭載した車両に対する安全

性を検討する必要がある．この時，自動車が遭遇する

苛酷な状況（条件）において，リチウムイオン電池の

安全性を検討するのが妥当と考える．自動車が遭遇す

る苛酷な状況として，車両火災及び衝突事故が考えら

れる． 
本検討では，リチウムイオン電池を搭載した車両の

安全性評価試験の条件を定めるための基礎データを

収集することを目的として，車両火災実験及び衝突実

験を実施する． 

２．車両火災時の条件の検討 
２．１．車両火災実験について 
過去の車両火災の原因は，事故時の火災や放火，マ

ッチ･ライタ・タバコの不注意などがある．また，電

動車両がガソリン車の車両火災に巻き込まれる場合

も考えられる．これらの車両火災の検討において，駆

動用蓄電池の搭載が想定される部分の温度特性（温度

変化，最高温度など）は，十分に把握されていない． 
本検討では，道路上において電動車両が事故に遭遇

し，他のガソリン車からガソリンが漏れて電動車両の

下部に滞留した後，引火して電動車両がその下方から

火炎に曝される場合を想定した模擬実験を行う．この

模擬実験では，実際の車両を燃やして，駆動用蓄電池

の搭載が想定される位置における温度特性（温度変

化，最高温度など）を測定する．なお，これらの温度

特性は，車両の特性（車両構造，シャシ材質・厚み，

付属装置や内装材の搭載条件など）により変化するた

め，本検討では車両火災時における 1 つの事例とし

て，定量的な温度特性を取得する． 
２．２．実験方法 
リチウムイオン電池は，既に販売された車での搭載

位置や，重心・スペースの制約条件を考慮して，スペ

ース(ア)からスペース(ウ)の位置に設置されると想定

される．そのため，図 1 に示す電動車両の下部に設置

した容器（以下，ガソリンプールという）に溜めたガ

ソリン(40L) を着火源とした． 
本実験で使用する温度センサはK熱電対(クロメル- 

 

電池 BOX 

ｶﾞｿﾘﾝﾀﾝｸ 

ガソリン ガソリンプール 
(1m×1m×0.1m) 

スペース

(ア)

 
 

スペース 

(イ) 
スペース 

(ウ)

 
図 1  実験構成図

 
図 2  温度センサの設置位置 

 

 

から，乗員保護の効果はあると考えられる． 

胸部加速度については，Hybrid II ダミーに加

速度計の設定が無いため測定できなかった， 
なお，加速度波形については，シミュレーショ

ンと実験で差異がみられた．これは，現在のシミ

ュレーション技術で，ダミーの計測値についての 

再現が難しいためと考えられる． 

 ダミーの頭部傷害値について，加速度から算出

する HIC15（Head Injury Criteria：頭部傷害指

標（15ms 区間））を表２に示す．どちらのダミー

でも，2 点式シートベルトが最も大きく，次いで

ベルト拘束なし，2 点式シートベルト＋プロテク

タで 3 点式シートベルトが最も小さかった．また，

3 歳児ダミーより 6 歳児ダミーの方が大きな値を

示した． 

表２ HIC15 傷害値 
 
 
 

 
４．考察 

 今回のシミュレーション及び実験で，ダミーの

挙動はほぼ同等であり，ダミーの挙動に関しては

シミュレーションで模擬できたと考えられる． 

 今回の調査で行った拘束条件の中において，上

体を拘束する条件である 3 点式もしくは 5 点式シ

ートベルトが乗員の安全性が最も高くなった．し

かしながら，使用性の観点で，3 点式シートベル

トに関して懸念点が考えられる．図１９に 3 点式

シートベルト条件でのダミーの試験前状況を示

す．今回の実験において，3 歳児ダミーと 6 歳児

ダミーでショルダーアンカの位置が異なってい

た．今回，シートベルトは胸部中心から鎖骨中心

を通る様に設定し，その調整のためショルダーア

ンカ位置を稼働できるようにしている．そして，

3 歳児ダミーが低くなり，6 歳児ダミーが高くな

った．しかしながら，実際の幼児専用車では，ベ

ルトアンカ位置の変更は構造的に難しく，また，

実際の使用において，使用者（幼児）がショルダ

ーアンカ位置の変更をすることも難しいと考え

られる．さらに， 3 歳児ダミーではシートベルト

が頚部の近くを通っていて，実事故において，ベ

ルトが頚部にかかり危険が生じる可能性が考え

られる．これらのことから，幼児専用車において

3 点式シートベルトを使用することは難しいと考

えられる．2 点式のシートベルトは，大人の監督

があれば幼児でも使用が可能と考えられる． 

 
 
 
 
 

 

(a)3 歳児ダミー   (b)6 歳児ダミー 
図１９ 3 点式シートベルト試験前状況 

 今回の実験において，2 点式シートベルトで 6

歳児ダミーの場合，ダミーの顎が前席上面と衝突

して，頚部の上下方向に力が入り，頭部だけでな

く頚部も危険であることが考えられる．このこと

から，シートの高さを高くするか，シート間距離

を広げて，乗員の頚部への入力や，頭部への上下

方向の入力を避ける要件が必要と考えられる． 

５．まとめ 
 幼児専用車の前面衝突事故を模擬したシミュ

レーションと実験を実施し，幼児専用車の拘束装

置の要件について，調査を実施した結果を以下に

まとめる． 

1. 現在のベルト拘束なしでは，前席に乗員の頭

部及び胸部が衝突して，乗員が傷害を受ける

ことがある． 

2. 2 点式シートベルトで拘束した場合，乗員の

腰部が拘束され，腰部を中心に上体が回転運

動をして，頭部が前席に衝突して，ベルト拘

束なしと同等かそれ以上の頭部傷害を受ける

ことがある． 

3. 前席に保護部材を設置することで，頭部傷害

の程度を小さくできる可能性がある． 

4. 3 点式シートベルトを適正に使用すれば，乗

員傷害を小さくすることが可能である．しか

し，適正に使用することが現実的に難しいと

考えられる． 

以上より，今回の実験条件の中では，2 点式シ

ートベルト＋前席保護部材設置が，頭部と胸部の

両方を保護できて望ましいと考える．そして，さ

らに，シートの高さ要件と保護部材の性能要件の

調査が必要であると考える． 

3歳児ダミー 6歳児ダミー

ベルト拘束なし 178 258

2点式シートベルト 191 527

3点式シートベルト 60 115

2点式シートベルト＋プロテクタ有り 175 210

−−58−− −−59−−
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１．は じ め に 

現在，地球環境問題に対する意識の高まりから，電

気式ハイブリッド自動車（以下，HEV という）や電

気自動車（以下，EV という）などの駆動用蓄電池を

搭載した車両が急速に普及しつつある．この駆動用蓄

電池搭載車（以下，電動車両という）には，ニッケル

水素電池やリチウムイオン電池が用いられている． 
一方で，リチウムイオン電池は，外部から強い衝撃

や熱を与えられるなどの苛酷な状況に曝されると熱

暴走を引き起こし，発熱・発火・破裂・ガス噴出など

の現象が発生する可能性があることが知られている．

この現象が大量のリチウムイオン電池を搭載する EV
や HEV などで発生すると，乗員及び車両周辺に重大

な被害を及ぼす可能性があると考えられる．そのた

め，リチウムイオン電池を搭載した車両に対する安全

性を検討する必要がある．この時，自動車が遭遇する

苛酷な状況（条件）において，リチウムイオン電池の

安全性を検討するのが妥当と考える．自動車が遭遇す

る苛酷な状況として，車両火災及び衝突事故が考えら

れる． 
本検討では，リチウムイオン電池を搭載した車両の

安全性評価試験の条件を定めるための基礎データを

収集することを目的として，車両火災実験及び衝突実

験を実施する． 

２．車両火災時の条件の検討 
２．１．車両火災実験について 
過去の車両火災の原因は，事故時の火災や放火，マ

ッチ･ライタ・タバコの不注意などがある．また，電

動車両がガソリン車の車両火災に巻き込まれる場合

も考えられる．これらの車両火災の検討において，駆

動用蓄電池の搭載が想定される部分の温度特性（温度

変化，最高温度など）は，十分に把握されていない． 
本検討では，道路上において電動車両が事故に遭遇

し，他のガソリン車からガソリンが漏れて電動車両の

下部に滞留した後，引火して電動車両がその下方から

火炎に曝される場合を想定した模擬実験を行う．この

模擬実験では，実際の車両を燃やして，駆動用蓄電池

の搭載が想定される位置における温度特性（温度変

化，最高温度など）を測定する．なお，これらの温度

特性は，車両の特性（車両構造，シャシ材質・厚み，

付属装置や内装材の搭載条件など）により変化するた

め，本検討では車両火災時における 1 つの事例とし

て，定量的な温度特性を取得する． 
２．２．実験方法 
リチウムイオン電池は，既に販売された車での搭載

位置や，重心・スペースの制約条件を考慮して，スペ

ース(ア)からスペース(ウ)の位置に設置されると想定

される．そのため，図 1 に示す電動車両の下部に設置

した容器（以下，ガソリンプールという）に溜めたガ

ソリン(40L) を着火源とした． 
本実験で使用する温度センサはK熱電対(クロメル- 
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図 1  実験構成図

 
図 2  温度センサの設置位置 

 

 

から，乗員保護の効果はあると考えられる． 

胸部加速度については，Hybrid II ダミーに加

速度計の設定が無いため測定できなかった， 
なお，加速度波形については，シミュレーショ

ンと実験で差異がみられた．これは，現在のシミ

ュレーション技術で，ダミーの計測値についての 

再現が難しいためと考えられる． 

 ダミーの頭部傷害値について，加速度から算出

する HIC15（Head Injury Criteria：頭部傷害指

標（15ms 区間））を表２に示す．どちらのダミー

でも，2 点式シートベルトが最も大きく，次いで

ベルト拘束なし，2 点式シートベルト＋プロテク

タで 3 点式シートベルトが最も小さかった．また，

3 歳児ダミーより 6 歳児ダミーの方が大きな値を

示した． 

表２ HIC15 傷害値 
 
 
 

 
４．考察 

 今回のシミュレーション及び実験で，ダミーの

挙動はほぼ同等であり，ダミーの挙動に関しては

シミュレーションで模擬できたと考えられる． 

 今回の調査で行った拘束条件の中において，上

体を拘束する条件である 3 点式もしくは 5 点式シ

ートベルトが乗員の安全性が最も高くなった．し

かしながら，使用性の観点で，3 点式シートベル

トに関して懸念点が考えられる．図１９に 3 点式

シートベルト条件でのダミーの試験前状況を示

す．今回の実験において，3 歳児ダミーと 6 歳児

ダミーでショルダーアンカの位置が異なってい

た．今回，シートベルトは胸部中心から鎖骨中心

を通る様に設定し，その調整のためショルダーア

ンカ位置を稼働できるようにしている．そして，

3 歳児ダミーが低くなり，6 歳児ダミーが高くな

った．しかしながら，実際の幼児専用車では，ベ

ルトアンカ位置の変更は構造的に難しく，また，

実際の使用において，使用者（幼児）がショルダ

ーアンカ位置の変更をすることも難しいと考え

られる．さらに， 3 歳児ダミーではシートベルト

が頚部の近くを通っていて，実事故において，ベ

ルトが頚部にかかり危険が生じる可能性が考え

られる．これらのことから，幼児専用車において

3 点式シートベルトを使用することは難しいと考

えられる．2 点式のシートベルトは，大人の監督

があれば幼児でも使用が可能と考えられる． 

 
 
 
 
 

 

(a)3 歳児ダミー   (b)6 歳児ダミー 
図１９ 3 点式シートベルト試験前状況 

 今回の実験において，2 点式シートベルトで 6

歳児ダミーの場合，ダミーの顎が前席上面と衝突

して，頚部の上下方向に力が入り，頭部だけでな

く頚部も危険であることが考えられる．このこと

から，シートの高さを高くするか，シート間距離

を広げて，乗員の頚部への入力や，頭部への上下

方向の入力を避ける要件が必要と考えられる． 

５．まとめ 
 幼児専用車の前面衝突事故を模擬したシミュ

レーションと実験を実施し，幼児専用車の拘束装

置の要件について，調査を実施した結果を以下に

まとめる． 

1. 現在のベルト拘束なしでは，前席に乗員の頭

部及び胸部が衝突して，乗員が傷害を受ける

ことがある． 

2. 2 点式シートベルトで拘束した場合，乗員の

腰部が拘束され，腰部を中心に上体が回転運

動をして，頭部が前席に衝突して，ベルト拘

束なしと同等かそれ以上の頭部傷害を受ける

ことがある． 

3. 前席に保護部材を設置することで，頭部傷害

の程度を小さくできる可能性がある． 

4. 3 点式シートベルトを適正に使用すれば，乗

員傷害を小さくすることが可能である．しか

し，適正に使用することが現実的に難しいと

考えられる． 

以上より，今回の実験条件の中では，2 点式シ

ートベルト＋前席保護部材設置が，頭部と胸部の

両方を保護できて望ましいと考える．そして，さ

らに，シートの高さ要件と保護部材の性能要件の

調査が必要であると考える． 

3歳児ダミー 6歳児ダミー

ベルト拘束なし 178 258

2点式シートベルト 191 527

3点式シートベルト 60 115

2点式シートベルト＋プロテクタ有り 175 210
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３．衝突事故時の条件の検討 
３．１．MDB 側面衝突実験方法 
衝突事故時における駆動用畜電池の安全性評価の

検討のため，高電圧ニッケル水素蓄電池を搭載した

HEV について 3 形態の側面衝突実験を実施して，車

両の加速度と変形量の比較をした． 
 表１に実験の衝突形態及び実験条件の概要を示す．

実験は，①現在の乗員保護基準である ECE/R95 側面

衝突法規試験形態，②駆動用蓄電池に最も近い位置に

MDB(Mobile Deformable Barrier）を衝突させる形

態（他の条件は ECE/R95 と同等），③将来の側面衝

突法規として，現在検討が進められている側面衝突試

験形態（MDB が AE-MDB(Advanced European 
MDB)になり，衝突位置が後方に 250mm 変更）の 3
形態で行った． 

表１ 試験条件 

 
 
 
 
 
 
２．２．MDB 側面衝突実験結果 
 図８に車両の床部の構造部材について，試験前後の

形状を示す．試験前形状に対しての差が変形量を表

す．変形量は AE-MDB を衝突させた実験の変形が最

も大きく，サイドシル部が約 30 mm 変形した．駆動

用電池位置に関しては，全ての実験において，衝突前

後でほぼ同等の測定結果であり，ほとんど変形してい

なかった．このことから，MDB 衝突実験が模擬して

いる，乗用車同士の側面衝突事故では，変形が駆動用

電池に与える影響は小さいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８ 車両変形比較 
 図９に車両の各部位の加速度の時間履歴図を示す．

車両重心位置での最大加速度は，後輪に衝突させた場

合が最も小さく，次いで法規衝突の場合で，AE-MEB
を衝突させた場合が最も大きかった．その比は法規衝

突と AE-MDB でおよそ 1.3 倍であった．センタフロ

アクロス位置での最大加速度は，法規衝突が最も小さ

くて，次いで AE-MDB と後輪衝突がほぼ同等で大き

かった．その比はおよそ 1.7 倍であった．リアフロア

クロス部での最大加速度は法規衝突が最も小さくて，

次いで AE-MDB と後輪衝突がほぼ同等で大きかっ

た．その比はおよそ 1.5 倍であった．駆動用蓄電池取

り付け部での最大加速度は法規衝突が最も小さく，次

いで AE-MDB で，後輪衝突が最も大きかった．その

比は法規衝突と AE-MDB でおよそ 1.5 倍，法規衝突

と後輪衝突でおよそ 1.9 倍であった． 
 
  
 

 

 

 

(a) 車両重心 
 
 
 
 
 

(b) センタフロアクロス部 
 
 
 
 
 

(c) リアフロアクロス部 
 
 
 
 
 
 

(d) 駆動用蓄電池取付部 
図９ 車両各部加速度時間履歴図 

これらの結果から，乗員保護試験における衝突実験

と，駆動用電池位置に衝突する実験では最大加速度に

差が見られ，車両に搭載した駆動用畜電池の加速度に
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図 3  車両断面図での温度センサの配置 
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図 4  床上の温度の測定結果の一例 (N6) 

アルメル)19 個とし，図 2 及び図 3 に示す車両床上（車

内側のシャシ表面上：N1～N19）に設置する．また，

同時にビデオ撮影を行い，火炎の様相を確認した． 
２．３．実験結果 
図 4 に床上の温度の測定結果の一例(N6)を示す．図

4 及びビデオ撮影の結果から，温度センサ N6 の温度

は着火後，床下からの熱の影響を受けて温度が徐々に

上昇し，次に，車内火災が拡大して温度が急激に上昇

する．その後，車体の焼失による開口部の増加で冷却

されると考えられる．このことから，駆動用蓄電池へ

の熱の入力は，漏れたガソリンの炎だけではなく，車

内火災の炎の影響も考慮すべきと考えられる． 
図 5 に床上の各温度センサにおける最高温度を示

す．図 5 より，大部分の温度センサの最高温度は，約

800℃から約 1000℃であった． 
駆動用蓄電池への入力温度として，注目する温度

（以下，閾値温度とする），その閾値温度に到達する時

間（到達時間），閾値温度以上が継続する時間（継続

時間）が重要なパラメータと考えられる．閾値温度は，

150℃から 400℃までを 50℃間隔とし，400℃から

1100℃までを 100℃間隔とした． 
図 4 の例では，閾値温度 400℃に対して到達時間は

約 5 分となり，継続時間は約 13 分となった． 
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図 5  床上の温度センサにおける最高温度 
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図 6  各閾値温度への到達時間 (最大･最小･平均) 
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図 7 各閾値温度での継続時間 (最大･最小･平均) 

全温度センサについて求めた到達時間の平均値，最

大値及び最小値を図 6 に示す．同様に，全温度センサ

について求めた継続時間の平均値，最大値及び最小値

を図 7 に示す．これらの結果から，車両が着火してか

ら全焼し 150℃以下となるまでの時間は，最小で 25
分程度となることが分かった． 
以上のことから，電動車両の火災の検討において，

駆動用蓄電池への熱の入力は，漏れたガソリンの炎に

よる影響だけでなく，車内火災の炎の影響についても

考慮すべきであることが分かった．また，駆動用電池

の搭載が想定される部分において数分で 150℃以上

になり，数十分間高温状態が継続する可能性があるこ

とが示された． 
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３．衝突事故時の条件の検討 
３．１．MDB 側面衝突実験方法 
衝突事故時における駆動用畜電池の安全性評価の

検討のため，高電圧ニッケル水素蓄電池を搭載した

HEV について 3 形態の側面衝突実験を実施して，車

両の加速度と変形量の比較をした． 
 表１に実験の衝突形態及び実験条件の概要を示す．

実験は，①現在の乗員保護基準である ECE/R95 側面

衝突法規試験形態，②駆動用蓄電池に最も近い位置に

MDB(Mobile Deformable Barrier）を衝突させる形

態（他の条件は ECE/R95 と同等），③将来の側面衝

突法規として，現在検討が進められている側面衝突試

験形態（MDB が AE-MDB(Advanced European 
MDB)になり，衝突位置が後方に 250mm 変更）の 3
形態で行った． 

表１ 試験条件 

 
 
 
 
 
 
２．２．MDB 側面衝突実験結果 
 図８に車両の床部の構造部材について，試験前後の

形状を示す．試験前形状に対しての差が変形量を表

す．変形量は AE-MDB を衝突させた実験の変形が最

も大きく，サイドシル部が約 30 mm 変形した．駆動

用電池位置に関しては，全ての実験において，衝突前

後でほぼ同等の測定結果であり，ほとんど変形してい

なかった．このことから，MDB 衝突実験が模擬して

いる，乗用車同士の側面衝突事故では，変形が駆動用

電池に与える影響は小さいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８ 車両変形比較 
 図９に車両の各部位の加速度の時間履歴図を示す．

車両重心位置での最大加速度は，後輪に衝突させた場

合が最も小さく，次いで法規衝突の場合で，AE-MEB
を衝突させた場合が最も大きかった．その比は法規衝

突と AE-MDB でおよそ 1.3 倍であった．センタフロ

アクロス位置での最大加速度は，法規衝突が最も小さ

くて，次いで AE-MDB と後輪衝突がほぼ同等で大き

かった．その比はおよそ 1.7 倍であった．リアフロア

クロス部での最大加速度は法規衝突が最も小さくて，

次いで AE-MDB と後輪衝突がほぼ同等で大きかっ

た．その比はおよそ 1.5 倍であった．駆動用蓄電池取

り付け部での最大加速度は法規衝突が最も小さく，次

いで AE-MDB で，後輪衝突が最も大きかった．その

比は法規衝突と AE-MDB でおよそ 1.5 倍，法規衝突

と後輪衝突でおよそ 1.9 倍であった． 
 
  
 

 

 

 

(a) 車両重心 
 
 
 
 
 

(b) センタフロアクロス部 
 
 
 
 
 

(c) リアフロアクロス部 
 
 
 
 
 
 

(d) 駆動用蓄電池取付部 
図９ 車両各部加速度時間履歴図 

これらの結果から，乗員保護試験における衝突実験

と，駆動用電池位置に衝突する実験では最大加速度に

差が見られ，車両に搭載した駆動用畜電池の加速度に
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図 3  車両断面図での温度センサの配置 
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図 4  床上の温度の測定結果の一例 (N6) 

アルメル)19 個とし，図 2 及び図 3 に示す車両床上（車

内側のシャシ表面上：N1～N19）に設置する．また，

同時にビデオ撮影を行い，火炎の様相を確認した． 
２．３．実験結果 
図 4 に床上の温度の測定結果の一例(N6)を示す．図

4 及びビデオ撮影の結果から，温度センサ N6 の温度

は着火後，床下からの熱の影響を受けて温度が徐々に

上昇し，次に，車内火災が拡大して温度が急激に上昇

する．その後，車体の焼失による開口部の増加で冷却

されると考えられる．このことから，駆動用蓄電池へ

の熱の入力は，漏れたガソリンの炎だけではなく，車

内火災の炎の影響も考慮すべきと考えられる． 
図 5 に床上の各温度センサにおける最高温度を示

す．図 5 より，大部分の温度センサの最高温度は，約

800℃から約 1000℃であった． 
駆動用蓄電池への入力温度として，注目する温度

（以下，閾値温度とする），その閾値温度に到達する時

間（到達時間），閾値温度以上が継続する時間（継続

時間）が重要なパラメータと考えられる．閾値温度は，

150℃から 400℃までを 50℃間隔とし，400℃から

1100℃までを 100℃間隔とした． 
図 4 の例では，閾値温度 400℃に対して到達時間は

約 5 分となり，継続時間は約 13 分となった． 
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図 5  床上の温度センサにおける最高温度 
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図 6  各閾値温度への到達時間 (最大･最小･平均) 
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図 7 各閾値温度での継続時間 (最大･最小･平均) 

全温度センサについて求めた到達時間の平均値，最

大値及び最小値を図 6 に示す．同様に，全温度センサ

について求めた継続時間の平均値，最大値及び最小値

を図 7 に示す．これらの結果から，車両が着火してか

ら全焼し 150℃以下となるまでの時間は，最小で 25
分程度となることが分かった． 
以上のことから，電動車両の火災の検討において，

駆動用蓄電池への熱の入力は，漏れたガソリンの炎に

よる影響だけでなく，車内火災の炎の影響についても

考慮すべきであることが分かった．また，駆動用電池

の搭載が想定される部分において数分で 150℃以上

になり，数十分間高温状態が継続する可能性があるこ

とが示された． 
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５．自動車審査部における審査の概要について 
 

 

自動車審査部長 小田 曜作  

 

 

１．はじめに 

新たに自動車を使用するときは道路運送車両法に

基づき、運輸支局等で新規検査を受けることが義務づ

けられている。この新規検査を効果的、かつ適正に実

施して、安全の確保や環境の保全を図るために、自動

車等が基準に適合しているかどうかを事前に審査す

る型式指定制度が設けられている。 

自動車審査部は、自動車及び装置に関し、国の行う

型式指定業務の一環として、安全・環境基準への適合

性、燃料消費量の確認等について、公正・中立な立場

で審査を行う我が国唯一の機関である。 

審査の過程において基準不適合車を排除し、当該自

動車が市場に出回ることを防止することを目的とす

る厳正な審査と申請者にとって利便性・合理性の高い

審査を両立することが従来にも増して求められてい

る中で、自動車審査部では業務実施体制の強化を図る

べく、以下の取り組みを行っている。ここでは、平成

22年度に実施したものを中心に記載する。 

 

１．１．組織運営 

審査業務に関する基本的な方針の検討を行うととも

に、業務運営に係る総合調整を行うため、審査運営会

議を開催し、審査業務実行状況の把握、審査業務関連

の規程制定、業務評価に係る指標の検討、ユーザーニ

ーズに対応した業務改善方策等の策定を行っている。 

また、基準の強化、新技術の導入等に対応しつつ自

動車等の審査を機動的かつ効率的に実施するため、前

年に引き続きスタッフ制のもとで審査の専門分野ご

とにグループを編成する体制とし、組織運営の効率化

の観点から、基準の新設等による業務量の拡大、新規

業務の追加等に応じて適宜柔軟にグループの改編を

行っている。 

 

 

 

２．自動車等の審査業務 

 平成 22 年度における自動車等の審査件数は、自動

車3,351型式、装置401型式である。このうち、ハイ

ブリッド自動車に対する審査件数は 82 型式（新規：

７型式、変更：75型式）となっている。 

 ハイブリッド自動車等の高電圧蓄電池を動力源と

した乗用の車両に対しては、平成 24 年 7 月 1 日より

通常使用時と衝突時における乗車乗員の感電保護基

準が適用となり、当該基準の基準適用日前対応として

の申請が平成 22 年度後半から増えているところであ

る。 

また、燃費向上を目的に「アイドリングストップ」

を装備する自動車の申請が増加している。この中に

は、停止する前にアイドリングストップを作動させる

ものも出てきている。さらに、アイドリングストップ

の装備と合わせる形でアイドリングストップ時のブ

レーキ圧低下による坂道での後退を防ぐための「ヒル

スタートアシスト」を装備する自動車の申請が見受け

られた。 

その他、横滑り防止装置（ESC）やブレーキアシス

ト（BAS）の基準適用日前の対応として、当該装置を

装備する車両の申請が増えているところである。 
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表１ 審査件数の推移 

 

試験自動車の大臣認定については、非接触給電シス

テム搭載のプラグインハイブリッド自動車、E10燃料

 

 

よる衝撃に対する安全性を，乗員保護試験で確認をす

ることは難しい場合があるといえる． 
３．３．ポール側面衝突実験方法 
 一般に車両相互事故よりも車両単独事故の方の車

両変形が大きいと言われている．そこで，変形につい

ては，車両相互事故を模擬した MDB 側面衝突実験よ

り，車両単独側面衝突事故を模擬したポール側面衝突

実験で検討した方が良いと考えられる． 
 ポール側面衝突実験条件について（試験車両は

HEV ではない普通乗用車），過去に当研究所で行った

実験を表２に示す．29 km/h で直角に前席乗員頭部重

心とポール中心が一致する位置に衝突させた．  
表２ ポール側面衝突試験条件 

 

 

 

 

 

 

３．４．ポール側面衝突実験結果 
図１０に実験前後での外板サイドシル部の形状を

示す．外板の変形で約 250 mm サイドシルが変形して

いた．このことから，駆動用電池を変形が及ばない範

囲に搭載するか，車両に搭載する駆動用電池について

（カバーに強度部材を使用している場合は，駆動用電

池にカバーをつけた状態で）変形衝撃に関する安全性

の確認をする必要があると考えられる． 
 

 

 

 

図１０ ポール側面衝突による車両変形 

４．ま と め 
 本報告では，車両火災時及び衝突事故時において電

動車両の電池搭載想定部分が曝される状況の物理的

条件を求めた． 
車両火災の検討では，電動車両が事故時に火災に巻

き込まれた場合を想定として，駆動用蓄電池の搭載が

想定される位置における温度特性について検討した．    
今回の実験条件において，リチウムイオン電池が設

置されると想定される部分における各閾値温度での

到達時間と継続時間が得られた． 
 今回の検討の結果，車両火災が車内火災を伴う場合

には，駆動用蓄電池が比較的長い時間，高温環境下に

曝される可能性があるため，車両火災時の安全対策を

検討する場合において，車両が全焼するまでの時間に

対する安全性の確認が必要と考えられる． 
 衝突事故時の検討では，車両の加速度と変形量に関

する検討を行った．車両の加速度については，乗員保

護を目的とした現在の基準条件と，他に駆動用蓄電池

に厳しい 2 条件のあわせて 3 条件で実験を行った．そ

の結果，車両最大加速度について，フロア部では

AE-MDB が最も高く，法規条件に比べ約 1.3 倍であ
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しい条件では加速度に大きな差が見られることから，

電池の加速度に対する評価は新たな試験法が必要と

考えられる． 
車両の変形については，車両単独事故を模擬したポ

ール側面衝突実験結果で最大変形量が約 250 mm で

あった．これより，駆動用蓄電池の衝突時の変形に対

する安全性の確保については，駆動用畜電池の搭載位

置に関して，自動車事故時に変形がないことを保証す

るか，実際に駆動用蓄電池搭載位置に厳しい条件でポ

ール側面衝突試験を実施するか，または，駆動用畜電

池単独での動的入力試験を実施することによる安全

性確認が必要であると考えられる． 
 今後の課題として，車両火災の検討では，各車種の

車両構造の違い（個体差）や放火やマッチ・ライター

などが原因となる車両火災についても検討が必要と

考えられる．また，衝突事故時の検討では，変形に対

する電池搭載位置要件のさらなる検討や，駆動用畜電

池での動的入力試験条件に関する検討が必要と考え

られる． 
今後、今回得られた結果を踏まえ、駆動用蓄電池搭

載車両の安全性（特にリチウムイオン電池）の基準案

を提案したい。 
本検討は，国土交通省の 2009 年度および 2010 年

度の委託事業「リチウムイオン蓄電池搭載車両の安全

性評価に関する調査・検討」により実施したものであ

る． 
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５．自動車審査部における審査の概要について 
 

 

自動車審査部長  ※小田 曜作  

 

 

１．はじめに 

新たに自動車を使用するときは道路運送車両法に

基づき、運輸支局等で新規検査を受けることが義務づ

けられている。この新規検査を効果的、かつ適正に実

施して、安全の確保や環境の保全を図るために、自動

車等が基準に適合しているかどうかを事前に審査す

る型式指定制度が設けられている。 

自動車審査部は、自動車及び装置に関し、国の行う

型式指定業務の一環として、安全・環境基準への適合

性、燃料消費量の確認等について、公正・中立な立場

で審査を行う我が国唯一の機関である。 

審査の過程において基準不適合車を排除し、当該自

動車が市場に出回ることを防止することを目的とす

る厳正な審査と申請者にとって利便性・合理性の高い

審査を両立することが従来にも増して求められてい

る中で、自動車審査部では業務実施体制の強化を図る

べく、以下の取り組みを行っている。ここでは、平成

22年度に実施したものを中心に記載する。 

 

１．１．組織運営 

審査業務に関する基本的な方針の検討を行うととも

に、業務運営に係る総合調整を行うため、審査運営会

議を開催し、審査業務実行状況の把握、審査業務関連

の規程制定、業務評価に係る指標の検討、ユーザーニ

ーズに対応した業務改善方策等の策定を行っている。 

また、基準の強化、新技術の導入等に対応しつつ自

動車等の審査を機動的かつ効率的に実施するため、前

年に引き続きスタッフ制のもとで審査の専門分野ご

とにグループを編成する体制とし、組織運営の効率化

の観点から、基準の新設等による業務量の拡大、新規

業務の追加等に応じて適宜柔軟にグループの改編を
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２．自動車等の審査業務 

 平成 22 年度における自動車等の審査件数は、自動

車3,351型式、装置401型式である。このうち、ハイ

ブリッド自動車に対する審査件数は 82 型式（新規：
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 ハイブリッド自動車等の高電圧蓄電池を動力源と

した乗用の車両に対しては、平成 24 年 7 月 1 日より

通常使用時と衝突時における乗車乗員の感電保護基

準が適用となり、当該基準の基準適用日前対応として
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また、燃費向上を目的に「アイドリングストップ」

を装備する自動車の申請が増加している。この中に

は、停止する前にアイドリングストップを作動させる

ものも出てきている。さらに、アイドリングストップ

の装備と合わせる形でアイドリングストップ時のブ
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られた。 
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ト（BAS）の基準適用日前の対応として、当該装置を

装備する車両の申請が増えているところである。 
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試験自動車の大臣認定については、非接触給電シス

テム搭載のプラグインハイブリッド自動車、E10燃料

 

 

よる衝撃に対する安全性を，乗員保護試験で確認をす
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３．３．ポール側面衝突実験方法 
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両変形が大きいと言われている．そこで，変形につい
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３．４．ポール側面衝突実験結果 
図１０に実験前後での外板サイドシル部の形状を
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図１０ ポール側面衝突による車両変形 
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った．駆動用蓄電池取り付け部では後輪衝突の形態が

最も高く，法規条件に比べ約 1.9 倍であった．このよ

うに，乗員保護試験の衝突と駆動用蓄電池搭載部に厳

しい条件では加速度に大きな差が見られることから，

電池の加速度に対する評価は新たな試験法が必要と
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車両の変形については，車両単独事故を模擬したポ
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池単独での動的入力試験を実施することによる安全

性確認が必要であると考えられる． 
 今後の課題として，車両火災の検討では，各車種の

車両構造の違い（個体差）や放火やマッチ・ライター

などが原因となる車両火災についても検討が必要と

考えられる．また，衝突事故時の検討では，変形に対

する電池搭載位置要件のさらなる検討や，駆動用畜電

池での動的入力試験条件に関する検討が必要と考え

られる． 
今後、今回得られた結果を踏まえ、駆動用蓄電池搭

載車両の安全性（特にリチウムイオン電池）の基準案

を提案したい。 
本検討は，国土交通省の 2009 年度および 2010 年

度の委託事業「リチウムイオン蓄電池搭載車両の安全

性評価に関する調査・検討」により実施したものであ
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２．１．４．新技術への対応 

プラグイン・ハイブリッド（PHEV）、配光可変型前

照灯を搭載した自動車の審査においては、研究部門と

自動車審査部との共同チームを結成し、研究者の知見

を活かしながら申請内容を検討する等の審査を行っ

た。このように、基準策定支援研究を行う研究部門と

の連携を図ることにより新技術への対応を行ってい

る。 
 

２．１．５．自動車試験場の人員の活用 

自動車試験場の技術補助員（契約職員）の採用によ

り、自動車試験場の試験実施能力の強化を図ってお

り、灯火器、運行記録計等の装置の審査や燃費・ガス

関係の試験等を自動車試験場において審査業務が行

えるよう体制を整備し、試験を実施するなど、効率的

な業務の実施に努めている。 

 

２．１．６．海外の審査機関との連携・協力 

 国際基準として導入された基準の審査方法等につ

いての情報提供・収集、解釈の確認等を行うため、Ｖ

ＣＡ、ＴＵＶ－ＳＵＤ等の外国試験機関との会合を設

け、連携・協力できる関係を構築している。 

 

２．２．審査の合理化と申請者の利便性向上 

審査方法の合理化として、平成18年度に創設した

「先行受託試験（車両の型式指定申請等（本申請）に

先立って、技術基準に規定する試験を行い、当該試験

データを本申請時の審査に活用できるようにする制

度）」を活用し、型式指定等の申請スケジュールに縛

られない、開発スケジュールに合わせた柔軟な試験ス

ケジュールでの試験実施を行うとともに、複数の試験

を同一の試験車で実施することによる試験車両数の

削減や、審査業務量の平準化を行った。平成22年度の

実績は64件（試験実績170件）となっている。 

また、申請者への利便性向上としては、申請者ニー

ズを踏まえて、審査・試験スケジュールのより柔軟な

対応、試験作業環境の改善を目的とした空調設備の整

備、労働安全の観点から排出ガス試験施設内の防護柵

の設置等を実施した。その他、審査部ネットについて

は、情報提供を充実させるとともに、システムの柔軟

性を向上させることにより、申請者の利便性の向上と

業務の効率化に資するものに再構築した。 

 

２．３．審査業務の国際化への対応 

２．３．１．国際基準認証調和活動 

 認証審査業務から得られた知見等を活用し、我が国

の国際基準認証調和活動に貢献するため、ＪＡＳＩＣ

国内対応会議への継続的な参加、国土交通省への技術

的な助言等を行っている。ＧＲＰＥ及びＧＲＲＦにお

いては、国連の会議にも継続的に参加しており、現地

での技術的な助言を実施するほか、将来日本に導入さ

れる基準に係る情報収集、他国の専門家との恒久的な

ネットワークの形成に努めている。 

 

２．３．２．アジア諸国への支援 

国際的に調和のとれた基準や認証制度の導入をア

ジア諸国において促進することを目的に国土交通省

等が主催したアジア専門家会議（マレーシア、インド

ネシアで開催）に講師を派遣し、政府関係者及び業界

関係者に対して、乗用車及び二輪の制動装置の審査方

法について講演を行うなどの支援を行っている。 

また、来日したアジア諸国の審査機関等に対して、

試験場の施設・設備見学を受け入れるとともに、審査

方法を説明する等、当該審査機関等の審査能力向上に

貢献している。 

 

 

図４ アジア専門家会議における講演 

 

３．今後の自動車審査部について 

３．１．第３期中期計画 

 今年度からの５カ年の中期目標を達成するために、

第３期中期計画を定めた。自動車審査部においては、

自動車に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全

に引き続き貢献すること、高度化・複雑化する自動車

の新技術等や新たな国際枠組みに確実に対応し、我が

国技術の海外展開支援等の観点から企業がより国際

 

 

対応自動車、配光可変前照灯（ADB）に対して審査を

行った。 

 
図１ 非接触給電システム搭載のプラグインハイブ 
   リッド自動車 
 
２．１．確実な審査の実施 

 確実な審査を実施するため、施設の維持管理、職員

の研修等により適切な審査体制を保持するとともに、

基準の制定、改正等に対しては、必要に応じて職員の

研修、審査手法の確立、施設の整備等の措置により、

審査体制の整備を行うこととしている。 

 

２．１．１．職員の採用・育成 

 審査を確実かつ効率的に実施するためには、審査能

力の向上は不可欠である。このため、職員の専門性の

向上と担当分野の拡大を目的とする研修を行うとと

もに、審査業務に必要な知識の習得及び各職員の担当

する審査項目や範囲をグループ横断的に認定・管理す

ることを目的として、平成 18 年 4 月より「自動車審

査試験実施能力認定制度」を導入した。 

平成 22 年度末現在、認定制度に基づく認定を 258

件与え、管理を行っている。研修の具体的な内容とし

ては、側面衝突試験、座席取り付け、突入防止装置、

ダミー校正等に関する研修を実施した。 

 また、平成 19 年度から技術者を、長期に渡って審

査業務に携わることを前提としたプロパー職員とし

て雇用（中途採用）しており、平成 22 年度には４名

のプロパー職員を採用した。これらのプロパー職員

は、専門知識及び開発現場等での経験を活かし、審査

業務において個人として活躍するとともに、組織全体

の技術力の底上げにつながっている。 
その他、語学力の習得を目的とする英語研修の実施

や審査部へ新規に配属された職員等に対する研修用

「審査マニュアル」の見直しを行い、審査部業務の全

体概要が容易に理解できるよう、工夫して研修を実施

した。 

 

   
図２ 研修の様子 

 

２．１．２．審査手法の確立 

 新しく導入・改正された基準に対する審査を実施す

るためには、審査手法の確立が必要となる。ESCにつ
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る試験車両の選定及び過去の実車試験結果活用の可

否判断等に活用できるシミュレーションの適合性の

確認手法を策定した。 

 また、二輪車の排出ガス測定法（WMTCモード）、特

殊自動車の排出ガス測定法（NRTCモード）、ブレーキ

アシスト等の審査に関しては、試験マニュアル、選定

ガイドライン等の策定等審査体制の整備を行った。 

 

２．１．３．施設整備等 

自動車審査部において、ESCの実車試験が可能とな

るよう、走行路の老朽化に対する修繕と合わせて、走

行路試験路の大Ｒ部を改修し、試験路面の範囲拡大を

実施するとともに、実車試験に使用するステアリング

ロボットを導入した。 
また施設の維持管理として、排出ガス試験、乗員保

護試験、騒音試験、ブレーキ試験等に係る試験機器の

定期点検整備、機器等の校正を適宜、実施している。 

 

 
図３ 走行路試験路大Ｒ部の改修工事 
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１．はじめに 
平成 16 年 6 月、リコールに係る不正行為が大きな

社会的問題となったことを受けて国土交通省が策定

した再発防止対策においては、「情報収集の強化」及

び「監査体制の強化」とともに、「技術的検証の実施」

が柱として位置づけられ、同年 11 月に当研究所内に

リコール調査員室が設置され、専門家による調査業務

が開始された。その後、平成 18 年 5 月、道路運送車

両法の改正により、当該業務が法定化されるととも

に、リコール調査員室を発展させたリコール技術検証

部が設置され、国土交通省がユーザー等から収集した

自動車の不具合・事故に関する情報や自動車メーカ

ー・装置メーカーから得た情報について、リコールに

該当する可能性があるかどうか、また、これらのメー

カーが国土交通省に届け出たリコールの内容が適切

かどうか、同省の指示により技術的検証を行ってい

る。加えて、同省の職員に同行して、検証に必要な現

地調査を行うこともある。 
当部では、かつて自動車メーカー開発に長く携わ

り、高度な知識及び豊富な経験を有する技術者 OB を

技術検証官として採用しており、平成 22 年度は延べ

532 件の検証を行っている。このうち、リコール届出

につながった、又はリコール届出内容が適切かどうか

の審査に活用された事案が 16 件あった。 
この 5 年余りの技術的検証の経験から見えてきた

ことは、自動車の構造・装置に係る不具合は、その事

象自体や直接の原因はシンプルなものであっても、背

景となっている要因は多様であり、再発防止、さらに

は未然防止を図っていくためには、自動車メーカー、

整備事業者、使用者及び行政が、それぞれの立場で、

また連携して対策に取り組むことが不可欠である、と

いうことである。 

本稿では、ひとたび事故や火災に至ると人的・物的

被害、及びそれによる社会的影響が大きいトラック・

バスについて、構造・装置に起因する不具合の事例を

取り上げ、要因を分析するとともに、未然防止対策の

方向性について考察を行った。 
２．トラック・バスの構造・装置に係る不具合 

の発生状況 
２．１．事故・火災の状況 
国土交通省に自動車メーカーから報告された自動

車の不具合による事故・火災情報は、平成 21 年分か

ら公表されており、平成 22 年に報告された件数は

1,202 件で、うちトラック（普通・小型貨物車）は 379
件（31.5％）、バス（普通・小型乗合車）は 37 件（3.1％）

を占める。また、自動車メーカーから報告された原因

（乗用車等を含む）については、特定できなかったもの

が 331 件（27.5％）、調査中のものも 183 件（15.2％）

あるが、それ以外では、点検整備によるものが 306
件(25.5％）、特殊な使用等によるものが114件（9.5％）、

可燃物の置き忘れによるものが 77 件（6.4％）、社外

品・後付品によるものが 70 件（5.8％) ,その他が 91
件(7.6％)などとなっており、多くが点検・整備や使用

上の問題によるものとされている。[1]（図１） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 事故・火災の発生状況 
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的な活動をしやすい環境を作り出していくため、業務

実施体制の更なる強化を進めることとしている。 

 自動車審査部においては、中期計画に規定した事項

を着実に実施していく所存である。 

 

３．２．自動車基準認証国際化行動計画 

 国土交通省において、今後も、我が国自動車メーカ

ー等が世界で活躍できるようにするためには、日本の

基準を国際標準化することが重要であるとの認識の

もと、今後の国際化戦略が「自動車基準認証国際化行

動計画」として取りまとめられた。 
 この中で、自動車審査部には、高い技術力に裏打ち

された国際的に発言力を有する審査機関として、リー

ダーシップを発揮していくことが期待されており、そ

のためには、①基準策定活動との連携強化、②審査官

の専門性の深化等による組織の技術力の強化・蓄積、

③多国間認証に対応した基準・認証制度の整備、④申

請関係窓口の一本化等による高い利便性の実現、⑤人

的、技術的、制度的、経営的観点からの持続可能性の

確保が重要であるとされている。 
 これを受けて、自動車審査部においても、あるべき

審査機関の確立のために必要な検討を行っていく予

定である。 
 

４．まとめ 

近年、複雑で高度な新技術の導入、ハイブリッド車

等次世代自動車の普及が進むほか、安全・環境基準の

強化や国際基準調和の進展等に伴って、審査に必要と

なる知識・技術レベルが高まっている。 
このような中で審査を確実に実施するため、今後と

も、適切な審査体制の保持・整備、技術職員の育成・

配置、技術力の強化・蓄積、研究部門及びリコール技

術検証部門との連携強化等に努めるとともに、審査の

合理化、申請者の利便性向上に努めて参りたい。 
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１．はじめに 
平成 16 年 6 月、リコールに係る不正行為が大きな

社会的問題となったことを受けて国土交通省が策定

した再発防止対策においては、「情報収集の強化」及

び「監査体制の強化」とともに、「技術的検証の実施」

が柱として位置づけられ、同年 11 月に当研究所内に

リコール調査員室が設置され、専門家による調査業務

が開始された。その後、平成 18 年 5 月、道路運送車

両法の改正により、当該業務が法定化されるととも

に、リコール調査員室を発展させたリコール技術検証

部が設置され、国土交通省がユーザー等から収集した

自動車の不具合・事故に関する情報や自動車メーカ

ー・装置メーカーから得た情報について、リコールに

該当する可能性があるかどうか、また、これらのメー

カーが国土交通省に届け出たリコールの内容が適切

かどうか、同省の指示により技術的検証を行ってい

る。加えて、同省の職員に同行して、検証に必要な現

地調査を行うこともある。 
当部では、かつて自動車メーカーで開発に長く携わ

り、高度な知識及び豊富な経験を有する技術者 OB を

技術検証官として採用しており、平成 22 年度は延べ

532 件の検証を行っている。このうち、リコール届出

につながった、又はリコール届出内容が適切かどうか

の審査に活用された事案が 16 件あった。 
この 5 年余りの技術的検証の経験から見えてきた

ことは、自動車の構造・装置に係る不具合は、その事

象自体や直接の原因はシンプルなものであっても、背

景となっている要因は多様であり、再発防止、さらに

は未然防止を図っていくためには、自動車メーカー、

整備事業者、使用者及び行政が、それぞれの立場で、

また連携して対策に取り組むことが不可欠である、と

いうことである。 

本稿では、ひとたび事故や火災に至ると人的・物的

被害、及びそれによる社会的影響が大きいトラック・

バスについて、構造・装置に起因する不具合の事例を

取り上げ、要因を分析するとともに、未然防止対策の

方向性について考察を行った。 
２．トラック・バスの構造・装置に係る不具合 

の発生状況 
２．１．事故・火災の状況 
国土交通省に自動車メーカーから報告された自動

車の不具合による事故・火災情報は、平成 21 年分か

ら公表されており、平成 22 年に報告された件数は

1,202 件で、うちトラック（普通・小型貨物車）は 379
件（31.5％）、バス（普通・小型乗合車）は 37 件（3.1％）

を占める。また、自動車メーカーから報告された原因

（乗用車等を含む。）については、特定できなかったも

のが 331 件（27.5％）、調査中のものも 183 件（15.2％）

あるが、それ以外では、点検整備によるものが 306
件（25.5％）、特殊な使用等によるものが 114 件

（9.5％）、可燃物の置き忘れによるものが 77 件

（6.4％）、社外品・後付品によるものが 70 件（5.8％）

などとなっており、多くが点検・整備や使用上の問題

によるものとされている。[1]（図１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 事故・火災の発生状況 
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的な活動をしやすい環境を作り出していくため、業務

実施体制の更なる強化を進めることとしている。 

 自動車審査部においては、中期計画に規定した事項

を着実に実施していく所存である。 

 

３．２．自動車基準認証国際化行動計画 

 国土交通省において、今後も、我が国自動車メーカ

ー等が世界で活躍できるようにするためには、日本の

基準を国際標準化することが重要であるとの認識の

もと、今後の国際化戦略が「自動車基準認証国際化行

動計画」として取りまとめられた。 
 この中で、自動車審査部には、高い技術力に裏打ち

された国際的に発言力を有する審査機関として、リー

ダーシップを発揮していくことが期待されており、そ

のためには、①基準策定活動との連携強化、②審査官

の専門性の深化等による組織の技術力の強化・蓄積、

③多国間認証に対応した基準・認証制度の整備、④申

請関係窓口の一本化等による高い利便性の実現、⑤人

的、技術的、制度的、経営的観点からの持続可能性の

確保が重要であるとされている。 
 これを受けて、自動車審査部においても、あるべき

審査機関の確立のために必要な検討を行っていく予

定である。 
 

４．まとめ 

近年、複雑で高度な新技術の導入、ハイブリッド車

等次世代自動車の普及が進むほか、安全・環境基準の

強化や国際基準調和の進展等に伴って、審査に必要と

なる知識・技術レベルが高まっている。 
このような中で審査を確実に実施するため、今後と

も、適切な審査体制の保持・整備、技術職員の育成・

配置、技術力の強化・蓄積、研究部門及びリコール技

術検証部門との連携強化等に努めるとともに、審査の

合理化、申請者の利便性向上に努めて参りたい。 
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過積載防止やスタビリンカ及び関連部品の点検整備

についての周知活動、エアサス車への架装制限などを

行っている。 
（６）トレーラのアクスルの折損による車輪脱落 

この不具合は、平成 5 年 11 月からの車両総重量規

制緩和に伴い、許容軸重はそのままで設定軸重を増大

させたことや、隣接軸距の拡大、軸数増加による旋回

時の「こじり」増大等の要因が相まってアクスルの強

度余裕が低下し、10 年を超える長期使用により、ア

クスルが疲労破壊したことによるものであった。 
トレーラメーカーでは、これまで長期使用車両のア

クスルについて、カラーチェックによる亀裂の点検を

行うよう周知活動を行ってきたが、強度余裕が低下し

ているアクスルについては、強度を向上させた新品に

交換するリコールを行うとともに、それ以外のものに

ついても、強度の低い部分の点検について注意喚起を

行っている。 
３．不具合の要因を踏まえた未然防止対策の提案 
３．１．点検・整備と設計 
２．３に挙げた具体例については、いずれも道路運

送車両法に基づく自動車点検基準や自動車の点検及

び整備に関する手引、各自動車メーカー（トレーラメ

ーカーを含む。以下同じ。）が定める車種ごとの整備

要領やサービスマニュアル、随時発行する整備技術情

報等に従って 100％確実に点検・整備が行われれば、

多くの不具合の発生を防止できると考えられる。 
しかしながら、実際には、関係者の努力にもかかわ

らず、定期点検の実施率は、平成 20 年度で事業用バ

スは 90％に達しているものの事業用トラックでは

53％にとどまっている[2]。もとより、日常点検、定

期点検・整備は、自動車の安全性等を使用過程におい

て維持確保するための最も基本的かつ不可欠な作業

であり、不具合の防止のためには、引き続き整備事業

者、自動車メーカー、行政等が一体となってユーザー

への周知・啓発活動を進めていく必要があることは言

うまでもない。 
一方、例（１）では、定期点検の実施率自体は高い

と想定される大手運送事業者でもゴム部品やグリス

等が自動車メーカーの推奨どおりには交換されてい

ない状況があった。例えば、ゴム部品の定期交換基準

は、通常 1～４年程度とされているが、外観上は問題

なく機能にも異常がない場合には、交換について、コ

ストとの兼ね合いからユーザーの納得が得られにく

い場合があると考えられる。結果として、５年程度の

使用から不具合が発生しており、適切な余裕度を見込

みつつ、いかにユーザーが納得できる部品の定期交換

基準を設定するかが課題といえる。 
また、例（２）のような場合は、整備事業者による

整備作業上のミスから不具合に至る可能性もあるこ

とから、自動車メーカーに対しては、整備要領等をよ

りわかりやすく明確にすること、整備事業者と連携し

て整備技術や整備ツールの充実を図ること、整備ミス

を起こさないような部品の見直しに設計面からも取

り組むことなどが求められる。さらに、例（３）、例

（６）でメーカーが推奨する REV の分解・水分除去や

アクスルのカラーチェックなど、現実には徹底が困難

と考えられる整備手法もあり、このような場合には、

REV へのヒータの装着や強度を向上させたアクスル

への変更にみられるように、設計面からの部品の見直

しも必要と考えられる。 
３．２．使用環境と設計 
２．３に挙げた具体例の中には、例（４）のように、

自動車メーカーが当初の設計基準の前提として想定

していた使用環境が変わり、設計基準を超える負荷が

加わったことにより不具合が発生したものがある。中

期ブレーキ規制により、海外からトレーラの関連部品

の導入も進んだが、その後のトラクタ側の変更によ

り、高い作動圧が加わる駐車ブレーキの使用頻度が増

大することを想定できず、結果として、導入した部品

の強度の評価が不十分であったと考えられる。 
また、例（５）のように、ユーザーが過積載をしな

ければ不具合が発生しなかったと考えられるものが

ある。しかしながら、特に深あおり架装車やバルク架

装車などは、構造や積載物の特性から過積載となりや

すい。このようなユーザーに対しては、行政、自動車

メーカー、架装メーカー、整備事業者等が連携し、過

積載防止について周知・啓発活動を進めるとともに、

さらに行政による指導取締りの強化が必要である。 
ただ、現実には、これまでの関係者の努力にもかか

わらず、普通トラック全体平均で 8％、うち事業用ト

ラクタでは 20％が過積載で運行されており、積載状

況が不明なものもあわせると、過積載は依然として相

当程度行われている状況にある[3]。自動車メーカー

は、車両価格の維持や燃費向上、積載量確保等を考慮

しながらも、ユーザーの使用実態を反映させた設計基

準を設定することも必要と考えられる。また、特に過

 

 

２．２．技術検証の状況 
トラック・バスについて、当部が平成 22 年度及び

23 年８月までに検証を終了し、不具合の原因及び発

生メカニズムが明らかになった事案は約 30 件ある。

不具合があった装置は、走行装置が約 4 割で最も多

く、原動機、動力伝達装置、制動装置、車枠がそれぞ

れ約 1 割であり、また、最終事象は、タイヤの脱落が

約４割、火災及び関係する装置の破損・脱落による走

行不能がそれぞれ約 2 割あり、当事者の車両の損害は

もちろん、乗員や周囲の交通の安全にも大きな影響を

及ぼすおそれがある事象となっている。 
 これらの不具合の約 5 割は点検・整備に、また、約

3 割は使用環境（積載状況や使用年数等）に要因があ

ったが、さらにこれらのうち約 4 割は、設計にも要因

があったと考えられるものであった。（図２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図２ 不具合の要因（イメージ） 
 
２．３．技術検証事案の具体例における不具合の要因

と対策 
（１）ブレーキの引きずりによる火災 

この不具合には、エア／液圧複合式（エアオーバハ

イドロリック）ブレーキのブレーキブースタやリレー

バルブ等の整備が適切に行われず、グリスやゴム部品

が劣化したことによるものがみられた。 
いずれも確実な点検や定期的な部品交換が求めら

れるが、不具合の状況をみると、特に制動装置のゴム

部品は自動車メーカーの推奨どおりに交換されてい

ないことが懸念される。 
（２）ハブベアリング焼き付きによる車輪脱落 

この不具合には、過大なハブベアリングプレロー

ド、グリス不足によるもののほか、ロックプレート締

め忘れなどによるものがみられた。また、特に低床 4
軸車で多く発生している。いずれについても、適切な

整備の徹底について、これまでも様々な周知活動が行

われている。 

これら技術検証を行ったもの以外に、アクスルシャ

フトの誤組みによるもの、ハブキャップが外部からの

衝撃で変形し、アウターベアリングロックボルトと干

渉してナットが緩んだことによるものなどもあった。 
（３）トレーラのリレーエマージェンシーバルブの凍

結によるブレーキの引きずり、火災 
この不具合は、エアタンクの水抜き不良やトラクタ

のブレーキエアドライヤの整備不良により、トレーラ

のリレーエマージェンシーバルブ（以下「REV」とい

う。）に水が浸入し、冬期に凍結したことによるもの

であった。 
これに対し、エアタンクの水抜きとともに、REV

の分解・水分除去やトラクタのブレーキエアドライヤ

の点検・整備を確実に行うことについて、トレーラメ

ーカーが周知活動を行っている。また、REV へのヒ

ータの装着や、その適切な使用についての注意喚起を

行っているトレーラメーカーもある。 
（４）トレーラのスラックアジャスタの破損による制

動不良 
平成10年10月からの中期ブレーキ規制によりオー

トマチックスラックアジャスタが装備されるように

なった。また、トラクタにはトレーラブレーキが装備

され、従来、信号待ち時や坂道発進時には駐車ブレー

キとしても使用されていたが、トレーラブレーキレバ

ーが平成 15 年頃からオートリターン式となり、信号

待ち時等でも駐車ブレーキが頻繁に使用されるよう

になった。このため、駐車ブレーキの作動圧を下げる

減圧（PP）バルブがトラクタに装備されていない場

合には、高い作動圧がトレーラのブレーキに加わり、

スラックアジャスタの本体やブレーキカムスプライ

ン勘合部が疲労破壊する不具合がみられた。 
駐車ブレーキの使用頻度が高いトレーラについて

は、スラックアジャスタの点検・整備をより確実に行

うことや、PP バルブが装備されたトラクタを使用す

ること等について、トレーラメーカーが周知活動を行

っている。 
（５）スタビリンカの折損による走行不能 

特に深あおり架装車やバルク架装車で、著しい過積

載をしていたものは、重心も高く、旋回時等に過大な

荷重が加わったことによりスタビリンカが疲労破壊

する不具合がみられた。 
 このような架装車のユーザーはほぼ特定できるこ

とから、自動車メーカーでは、直接ユーザーに対し、

点検･整備 設計

使用環境

点検･整備 設計

使用環境
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過積載防止やスタビリンカ及び関連部品の点検整備

についての周知活動、エアサス車への架装制限などを

行っている。 
（６）トレーラのアクスルの折損による車輪脱落 

この不具合は、平成 5 年 11 月からの車両総重量規

制緩和に伴い、許容軸重はそのままで設定軸重を増大

させたことや、隣接軸距の拡大、軸数増加による旋回

時の「こじり」増大等の要因が相まってアクスルの強

度余裕が低下し、10 年を超える長期使用により、ア

クスルが疲労破壊したことによるものであった。 
トレーラメーカーでは、これまで長期使用車両のア

クスルについて、カラーチェックによる亀裂の点検を

行うよう周知活動を行ってきたが、強度余裕が低下し

ているアクスルについては、強度を向上させた新品に

交換するリコールを行うとともに、それ以外のものに

ついても、強度の低い部分の点検について注意喚起を

行っている。 
３．不具合の要因を踏まえた未然防止対策の提案 
３．１．点検・整備と設計 
２．３に挙げた具体例については、いずれも道路運

送車両法に基づく自動車点検基準や自動車の点検及

び整備に関する手引、各自動車メーカー（トレーラメ

ーカーを含む。以下同じ。）が定める車種ごとの整備

要領やサービスマニュアル、随時発行する整備技術情

報等に従って 100％確実に点検・整備が行われれば、

多くの不具合の発生を防止できると考えられる。 
しかしながら、実際には、関係者の努力にもかかわ

らず、定期点検の実施率は、平成 20 年度で事業用バ

スは 90％に達しているものの事業用トラックでは

53％にとどまっている[2]。もとより、日常点検、定

期点検・整備は、自動車の安全性等を使用過程におい

て維持確保するための最も基本的かつ不可欠な作業

であり、不具合の防止のためには、引き続き整備事業

者、自動車メーカー、行政等が一体となってユーザー

への周知・啓発活動を進めていく必要があることは言

うまでもない。 
一方、例（１）では、定期点検の実施率自体は高い

と想定される大手運送事業者でもゴム部品やグリス

等が自動車メーカーの推奨どおりには交換されてい

ない状況があった。例えば、ゴム部品の定期交換基準

は、通常 1～４年程度とされているが、外観上は問題

なく機能にも異常がない場合には、交換について、コ

ストとの兼ね合いからユーザーの納得が得られにく

い場合があると考えられる。結果として、５年程度の

使用から不具合が発生しており、適切な余裕度を見込

みつつ、いかにユーザーが納得できる部品の定期交換

基準を設定するかが課題といえる。 
また、例（２）のような場合は、整備事業者による

整備作業上のミスから不具合に至る可能性もあるこ

とから、自動車メーカーに対しては、整備要領等をよ

りわかりやすく明確にすること、整備事業者と連携し

て整備技術や整備ツールの充実を図ること、整備ミス

を起こさないような部品の見直しに設計面からも取

り組むことなどが求められる。さらに、例（３）、例

（６）でメーカーが推奨する REV の分解・水分除去や

アクスルのカラーチェックなど、現実には徹底が困難

と考えられる整備手法もあり、このような場合には、

REV へのヒータの装着や強度を向上させたアクスル

への変更にみられるように、設計面からの部品の見直

しも必要と考えられる。 
３．２．使用環境と設計 
２．３に挙げた具体例の中には、例（４）のように、

自動車メーカーが当初の設計基準の前提として想定

していた使用環境が変わり、設計基準を超える負荷が

加わったことにより不具合が発生したものがある。中

期ブレーキ規制により、海外からトレーラの関連部品

の導入も進んだが、その後のトラクタ側の変更によ

り、高い作動圧が加わる駐車ブレーキの使用頻度が増

大することを想定できず、結果として、導入した部品

の強度の評価が不十分であったと考えられる。 
また、例（５）のように、ユーザーが過積載をしな

ければ不具合が発生しなかったと考えられるものが

ある。しかしながら、特に深あおり架装車やバルク架

装車などは、構造や積載物の特性から過積載となりや

すい。このようなユーザーに対しては、行政、自動車

メーカー、架装メーカー、整備事業者等が連携し、過

積載防止について周知・啓発活動を進めるとともに、

さらに行政による指導取締りの強化が必要である。 
ただ、現実には、これまでの関係者の努力にもかか

わらず、普通トラック全体平均で 8％、うち事業用ト

ラクタでは 20％が過積載で運行されており、積載状

況が不明なものもあわせると、過積載は依然として相

当程度行われている状況にある[3]。自動車メーカー

は、車両価格の維持や燃費向上、積載量確保等を考慮

しながらも、ユーザーの使用実態を反映させた設計基

準を設定することも必要と考えられる。また、特に過

 

 

２．２．技術検証の状況 
トラック・バスについて、当部が平成 22 年度及び

23 年８月までに検証を終了し、不具合の原因及び発

生メカニズムが明らかになった事案は約 30 件ある。

不具合があった装置は、走行装置が約 4 割で最も多

く、原動機、動力伝達装置、制動装置、車枠がそれぞ

れ約 1 割であり、また、最終事象は、タイヤの脱落が

約４割、火災及び関係する装置の破損・脱落による走

行不能がそれぞれ約 2 割あり、当事者の車両の損害は

もちろん、乗員や周囲の交通の安全にも大きな影響を

及ぼすおそれがある事象となっている。 
 これらの不具合の約 5 割は点検・整備に、また、約

3 割は使用環境（積載状況や使用年数等）に要因があ

ったが、さらにこれらのうち約 4 割は、設計にも要因

があったと考えられるものであった。（図２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図２ 不具合の要因（イメージ） 
 
２．３．技術検証事案の具体例における不具合の要因

と対策 
（１）ブレーキの引きずりによる火災 

この不具合には、エア／液圧複合式（エアオーバハ

イドロリック）ブレーキのブレーキブースタやリレー

バルブ等の整備が適切に行われず、グリスやゴム部品

が劣化したことによるものがみられた。 
いずれも確実な点検や定期的な部品交換が求めら

れるが、不具合の状況をみると、特に制動装置のゴム

部品は自動車メーカーの推奨どおりに交換されてい

ないことが懸念される。 
（２）ハブベアリング焼き付きによる車輪脱落 

この不具合には、過大なハブベアリングプレロー

ド、グリス不足によるもののほか、ロックプレート締

め忘れなどによるものがみられた。また、特に低床 4
軸車で多く発生している。いずれについても、適切な

整備の徹底について、これまでも様々な周知活動が行

われている。 

これら技術検証を行ったもの以外に、アクスルシャ

フトの誤組みによるもの、ハブキャップが外部からの

衝撃で変形し、アウターベアリングロックボルトと干

渉してナットが緩んだことによるものなどもあった。 
（３）トレーラのリレーエマージェンシーバルブの凍

結によるブレーキの引きずり、火災 
この不具合は、エアタンクの水抜き不良やトラクタ

のブレーキエアドライヤの整備不良により、トレーラ

のリレーエマージェンシーバルブ（以下「REV」とい

う。）に水が浸入し、冬期に凍結したことによるもの

であった。 
これに対し、エアタンクの水抜きとともに、REV

の分解・水分除去やトラクタのブレーキエアドライヤ

の点検・整備を確実に行うことについて、トレーラメ

ーカーが周知活動を行っている。また、REV へのヒ

ータの装着や、その適切な使用についての注意喚起を

行っているトレーラメーカーもある。 
（４）トレーラのスラックアジャスタの破損による制

動不良 
平成10年10月からの中期ブレーキ規制によりオー

トマチックスラックアジャスタが装備されるように

なった。また、トラクタにはトレーラブレーキが装備

され、従来、信号待ち時や坂道発進時には駐車ブレー

キとしても使用されていたが、トレーラブレーキレバ

ーが平成 15 年頃からオートリターン式となり、信号

待ち時等でも駐車ブレーキが頻繁に使用されるよう

になった。このため、駐車ブレーキの作動圧を下げる

減圧（PP）バルブがトラクタに装備されていない場

合には、高い作動圧がトレーラのブレーキに加わり、

スラックアジャスタの本体やブレーキカムスプライ

ン勘合部が疲労破壊する不具合がみられた。 
駐車ブレーキの使用頻度が高いトレーラについて

は、スラックアジャスタの点検・整備をより確実に行

うことや、PP バルブが装備されたトラクタを使用す

ること等について、トレーラメーカーが周知活動を行

っている。 
（５）スタビリンカの折損による走行不能 

特に深あおり架装車やバルク架装車で、著しい過積

載をしていたものは、重心も高く、旋回時等に過大な

荷重が加わったことによりスタビリンカが疲労破壊

する不具合がみられた。 
 このような架装車のユーザーはほぼ特定できるこ

とから、自動車メーカーでは、直接ユーザーに対し、

点検･整備 設計

使用環境

点検･整備 設計
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７．自動車基準の国際調和における最近の動向 
 
 

自動車基準認証国際調和技術支援室長   ※成澤 和幸 
 
 

１．はじめに 
自動車や自動車部品の流通の国際化はますます進

展しており、安全対策、地球環境問題など自動車性能

の要求を地球規模でとらえる必要が生じている。加え

て、中国、インドなどアジア諸国において自動車の普

及が急速に進展していることから、日本の技術・基準

をアジア諸国等と共同で国際標準化することが日本

政府の新成長戦略の一環として位置づけられている。 
一方、電子制御技術の多方面への導入など、自動車

技術の高度化に伴い、技術基準に求められる内容が複

雑になっている。これに対応するには専門的知識が豊

富な人材を投入するのが望ましい。 
このような背景から、交通安全環境研究所は自動車

基準と認証における国際調和活動を支援するための

組織を設け活動を実施している。 
 

２．活動の概要 
２．１．自動車基準認証国際調和技術支援室 
当室は交通安全環境研究所の３研究領域に所属す

る研究職員と自動車審査部の審査官および客員研究

員の 17 名から成り立っている。研究所内から横断的

に人材を集め構成した専門家集団としての組織であ

る。 
２．２．活動の方法 
活動は大きく２つに分かれる。一つはジュネーブで

開催される国連の会議に参加して国際調和活動を支

援することである。日本代表である国土交通省に対

し、室員が専門的見地から補佐するために各専門家会

議に出席している。もう一つは、国際基準の採択にと

もない、審査業務も国際化の流れに対応する必要が生

じることから、自動車審査部の職員から構成されるグ

ループが外国審査機関と連携をとることである。 
２．２．１．国連の会議への参加 
出席する国連の会議組織を図１に示す。欧州経済委

員会（ECE）の下に自動車基準調和世界フォーラム

（WP29）があり、これに属する６種の専門家会議に

参加する。主な会議内容としては、58 年協定と呼ば

れる、相互承認協定に基づく国際基準（ECE 規則）

の作成、修正に関するものと、98 年協定と呼ばれる

世界統一基準（Global Technical Regulation - gtr）作
成に関するものがある。なお、基準案作成においては、

それぞれの専門家会議の下に、インフォーマルグルー

プと呼ばれる作業部会が組織される例が多い。 
 

２．２．２．外国審査機関との連携 
自動車審査部は日本で唯一の審査機関であるが、58

年協定に基づく装置型式認証の相互承認制度により、

国際競争のもとで業務を実施しなければならない。し

たがって外国審査機関との情報交換を行って審査技

術を磨くことも重要な課題である。また、アジア諸国

の 58 年協定への加盟を促進するためには、アジア諸

国に対して先導的な役割を果たすべく、自動車審査部

からも職員の派遣等を通じた支援を行っている。 

国際連合（ＵＮ）

欧州経済委員会（ＥＣＥ）

自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ２９）
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図１ 自動車技術基準の国際調和活動を行う組織 

 

 

積載による不具合が発生している架装形態について

は、このような架装ができる車種を制限する架装制限

も当面は有効と考えられる。 
近年、自動車の使用期間の長期化が続いており、平

均使用年数は、平成 6 年にはトラックで 9.5 年、バス

で 12.2 年であったのが、平成 21 年にはそれぞれ 13.5
年、15.0 年にまで伸びている[4]。例（６）は、車両

総重量規制緩和前であれば十分な強度を有していた

アクスルが、規制緩和による軸重増大や旋回時等の

｢こじり｣増大に使用年数長期化も加わって、強度余裕

がなくなり、特に長期使用のトレーラのアクスルで折

損が発生するようになったもので、一部の車種ではア

クスルの標準使用期限を「10 年、100 万 km」と明示

したトレーラメーカーも出てきた。アクスルのような

部品であっても必要であればユーザーに交換基準を

明示することもひとつの考え方であると考えられる。 
３．３．今後のさらなる取り組みに向けて 

 当部の技術検証事案の具体例から見えてきたこと

は、トラック・バスの構造・装置に係る不具合・事故

には点検・整備、使用環境、設計の複合的要因が関わ

っており、その未然防止を図るためには、自動車メー

カー、整備事業者、ユーザー、行政がそれぞれの立場

で、また連携して対策に取り組む必要がある。その内

容をおおまかに以下のとおり整理してみた（表）。 
何よりも、直接的な対策としては、点検・整備の実

効性が上がるような取り組みを一層強力に推進して

いく必要がある。 

加えて、行政を中心とした、ユーザーの関係法令の

遵守確保に向けた取り組みとともに、自動車メーカー

が市場における点検・整備や使用の実態を把握し、適

切な設計基準を設定することも重要であると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

有限寿命が見込まれる重要部品については積極的

にこれを開示することも場合によっては必要であろ

う。 
さらに踏み込んで、ハブ、ブレーキ、アクスル、プ

ロペラシャフトなどの破損・脱落、ブレーキの引きず

りや燃料漏れなどによる火災、といった危険性の高い

事象に至る前の予見的事象や劣化事象を時間的余裕

をもって検知し、点検時や運転中にサインとしてユー

ザーが不具合の発生を明確に予見できるような設計、

また、整備不良を起こしにくい設計といったことにも

自動車メーカーによる取り組みを期待したい。 
４．おわりに 

平成21年後半から22年前半にかけての自動車のリ

コール問題に対する国内外の関心の高まりを受け、当

所でも、23 年度から技術検証官の人数をほぼ倍増す

るなど、技術検証体制の強化を図ったところである。 
今後とも、これらの人材能力を活用し、個々の事案

の技術検証に的確に取り組むとともに、得られた知見

については、自動車メーカー・装置メーカー、整備事

業者、ユーザー、行政などの関係者に積極的にフィー

ドバックしていきたい。 
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 表 不具合・事故の未然防止対策（提案） 

整備 使用環境 設計

メーカー

• 整備要領の明確化

• 定期交換部品の基準見直し（納得性）

• 部品交換の容易化と価格低下

• 整備ツールの開発

• 予見事象・最終事象（危険性）の周知と予防整備
の必要性の周知 （特に長期・過酷使用車）

• 有限寿命の重要装置の使用期限開示と
交換の必要性の周知

• 適切な使用方法（積載、運転操作等）の
周知

• 危険事象に至らない設計

• 整備不良を起こしにくい設計

• 市場の使用実態（積載状態、運転操作状況
等）に合った設計基準設定

整備事業者

• 整備技術向上

・整備ツールの充実

• 予防整備の推進（特に長期・過酷使用車）

• 適切な使用方法（積載、運転操作等）の
周知

ユーザー
• 日常点検、予防整備の推進

（特に長期・過酷使用車）

• 適切な使用方法（積載、運転操作等）の
徹底

行政

• ユーザー、整備事業者に対する適切な点検整備
の周知指導

• 点検整備不適切のユーザー（特に事故惹起者）
に対する監督

• 点検整備不適切の整備事業者に対する監督

• 過積載のユーザーに対する監督

• 有限寿命の重要装置の点検整備のあり
方検討

• 不具合の技術検証推進

• 不具合を起こした部品を共通使用する車種
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７．自動車基準の国際調和における最近の動向 
 
 

自動車基準認証国際調和技術支援室長   ※成澤 和幸 
 
 

１．はじめに 
自動車や自動車部品の流通の国際化はますます進

展しており、安全対策、地球環境問題など自動車性能

の要求を地球規模でとらえる必要が生じている。加え

て、中国、インドなどアジア諸国において自動車の普

及が急速に進展していることから、日本の技術・基準

をアジア諸国等と共同で国際標準化することが日本

政府の新成長戦略の一環として位置づけられている。 
一方、電子制御技術の多方面への導入など、自動車

技術の高度化に伴い、技術基準に求められる内容が複

雑になっている。これに対応するには専門的知識が豊

富な人材を投入するのが望ましい。 
このような背景から、交通安全環境研究所は自動車

基準と認証における国際調和活動を支援するための

組織を設け活動を実施している。 
 

２．活動の概要 
２．１．自動車基準認証国際調和技術支援室 
当室は交通安全環境研究所の３研究領域に所属す

る研究職員と自動車審査部の審査官および客員研究

員の 17 名から成り立っている。研究所内から横断的

に人材を集め構成した専門家集団としての組織であ

る。 
２．２．活動の方法 
活動は大きく２つに分かれる。一つはジュネーブで

開催される国連の会議に参加して国際調和活動を支

援することである。日本代表である国土交通省に対

し、室員が専門的見地から補佐するために各専門家会

議に出席している。もう一つは、国際基準の採択にと

もない、審査業務も国際化の流れに対応する必要が生

じることから、自動車審査部の職員から構成されるグ

ループが外国審査機関と連携をとることである。 
２．２．１．国連の会議への参加 
出席する国連の会議組織を図１に示す。欧州経済委

員会（ECE）の下に自動車基準調和世界フォーラム

（WP29）があり、これに属する６種の専門家会議に

参加する。主な会議内容としては、58 年協定と呼ば

れる、相互承認協定に基づく国際基準（ECE 規則）

の作成、修正に関するものと、98 年協定と呼ばれる

世界統一基準（Global Technical Regulation - gtr）作
成に関するものがある。なお、基準案作成においては、

それぞれの専門家会議の下に、インフォーマルグルー

プと呼ばれる作業部会が組織される例が多い。 
 

２．２．２．外国審査機関との連携 
自動車審査部は日本で唯一の審査機関であるが、58

年協定に基づく装置型式認証の相互承認制度により、

国際競争のもとで業務を実施しなければならない。し

たがって外国審査機関との情報交換を行って審査技

術を磨くことも重要な課題である。また、アジア諸国

の 58 年協定への加盟を促進するためには、アジア諸

国に対して先導的な役割を果たすべく、自動車審査部

からも職員の派遣等を通じた支援を行っている。 
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図１ 自動車技術基準の国際調和活動を行う組織 

 

 

積載による不具合が発生している架装形態について

は、このような架装ができる車種を制限する架装制限

も当面は有効と考えられる。 
近年、自動車の使用期間の長期化が続いており、平

均使用年数は、平成 6 年にはトラックで 9.5 年、バス

で 12.2 年であったのが、平成 21 年にはそれぞれ 13.5
年、15.0 年にまで伸びている[4]。例（６）は、車両

総重量規制緩和前であれば十分な強度を有していた

アクスルが、規制緩和による軸重増大や旋回時等の

｢こじり｣増大に使用年数長期化も加わって、強度余裕

がなくなり、特に長期使用のトレーラのアクスルで折

損が発生するようになったもので、一部の車種ではア

クスルの標準使用期限を「10 年、100 万 km」と明示

したトレーラメーカーも出てきた。アクスルのような

部品であっても必要であればユーザーに交換基準を

明示することもひとつの考え方であると考えられる。 
３．３．今後のさらなる取り組みに向けて 

 当部の技術検証事案の具体例から見えてきたこと

は、トラック・バスの構造・装置に係る不具合・事故

には点検・整備、使用環境、設計の複合的要因が関わ

っており、その未然防止を図るためには、自動車メー

カー、整備事業者、ユーザー、行政がそれぞれの立場

で、また連携して対策に取り組む必要がある。その内

容をおおまかに以下のとおり整理してみた（表）。 
何よりも、直接的な対策としては、点検・整備の実

効性が上がるような取り組みを一層強力に推進して

いく必要がある。 

加えて、行政を中心とした、ユーザーの関係法令の

遵守確保に向けた取り組みとともに、自動車メーカー

が市場における点検・整備や使用の実態を把握し、適

切な設計基準を設定することも重要であると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

有限寿命が見込まれる重要部品については積極的

にこれを開示することも場合によっては必要であろ

う。 
さらに踏み込んで、ハブ、ブレーキ、アクスル、プ

ロペラシャフトなどの破損・脱落、ブレーキの引きず

りや燃料漏れなどによる火災、といった危険性の高い

事象に至る前の予見的事象や劣化事象を時間的余裕

をもって検知し、点検時や運転中にサインとしてユー

ザーが不具合の発生を明確に予見できるような設計、

また、整備不良を起こしにくい設計といったことにも

自動車メーカーによる取り組みを期待したい。 
４．おわりに 

平成21年後半から22年前半にかけての自動車のリ

コール問題に対する国内外の関心の高まりを受け、当

所でも、23 年度から技術検証官の人数をほぼ倍増す

るなど、技術検証体制の強化を図ったところである。 
今後とも、これらの人材能力を活用し、個々の事案

の技術検証に的確に取り組むとともに、得られた知見

については、自動車メーカー・装置メーカー、整備事

業者、ユーザー、行政などの関係者に積極的にフィー

ドバックしていきたい。 
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• 点検整備不適切の整備事業者に対する監督

• 過積載のユーザーに対する監督

• 有限寿命の重要装置の点検整備のあり
方検討

• 不具合の技術検証推進

• 不具合を起こした部品を共通使用する車種
への市場措置の横展開

• 技術検証知見のメーカー等へのフィードﾊﾞｯｸ

−−71−−−−70−−



 

 3

した。このオプションを減らして統一すべく、日本が

リードして第二段階の活動を開始した。 
2010 年にオーストラリアがポール側面衝突試験法

をあらたに gtr として作成することを提案し、インフ

ォーマル会議が発足した。図４にポール側面衝突試験

の概要を示す。はじめに、ポール側面衝突試験法導入

の必要性について検討することとし、各国の事故調査

と実験データをとりまとめた。日本からは当所で以前

に行った事故調査と実験の結果を送付した。 
ポール側面衝突試験は、米国が既に基準として導入

済みであり、オーストラリアと欧州ではアセスメント

事業で用いている（図 4 (a) (b))。ただし、試験条件

は、衝突角度、速度、使用ダミー種類等の点で米国と

欧州で異なっていることから、gtr 化に向けては試験

条件の統一が課題となるであろう。衝突角度について

は、日本において、どちらの角度の事故が多いかの調

査は未実施のため、今後調査が必要と考えられる。 
ポール側面衝突試験を早期に基準化したいオース

トラリアと試験用ダミーの国際統一化を図りたい米

国が主導して議論が進んでいる。日本が導入を考える

上での固有の問題点として、軽自動車の対応可能性等

が考えられる。 
フランスを議長国として、オフセット前面衝突試験

法（ECE 規則 R94）の改訂を検討している。当初の

検討課題であった、現行のオフセットデフォーマブル

バリア(ODB)をプログレッシブデフォーマブルバリ

ア(PDB)に置換える試みは、いくつかの国から、効果

について疑念が出された。そこで、議長国から、コン

パティビリティ対策として、R94 にフルラップ前面衝

突試験の導入を検討する、との案が出された。日本は

もともと両者を基準として採用していることから、基

本的にこの方針に賛成し、活動が継続された。 
現在欧州委員会の FIMCAR(Frontal Impact and 

Compatibility Assessment Research)と呼ばれるプ

ロジェクトにおいて、前面衝突試験に関し、リジッド

バリア（FWRB)とデフォーマブルバリア(FWDB)の
比較が行われている。そこでこの試験結果を待って議

論する、という方針が出され、現在作業が中断してい

る状況である。 
チャイルドシートをより確実に固定できるISOFIX

を基準に導入し、普及を図るための活動が開始され

た。新型ダミーの導入を検討するとともに、正面衝突

に加え、側面衝突状態での評価も実施することを検討

している。 
 

３．３．電気自動車関連 
 電気自動車、ハイブリッド自動車に関する電気安全

については、古くから国際基準として、ECE 規則

R100 が存在した。これが時代にそぐわないものであ

るとして、ドイツが改訂の必要性を提案したのに対

し、国内基準の整備を検討していた日本がこれに賛同

し、協力して改訂作業を行った。基本的に日本の基準

を反映した国際基準の改訂が 2010 年 3 月になされ

た。その後、ドイツよりこれらの自動車に搭載する電

32 km/h

75°

32 km/h

75°

           29 km/h29 km/h  
    （ａ）米国法規における方法            （ｂ）欧州アセスメントにおける方法 
                              
               図４ ポール側面衝突試験方法の比較 
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３．国連の会議内容 
以下に交通安全環境研究所職員が参加した国連の

専門家会議における最近の主な論点を記す。 
３．１．乗用車排出ガス・燃費試験法の国際統一化 
2008年より活動を開始した乗用車排出ガス・燃費試

験法（WLTP）インフォーマルグループについては、

２年間の予定を１年半に短縮して世界統一基準(gtr)
活動のためのロードマップを作成した。そして、この

インフォーマルグループの下に、自動車の実走行デー

タを収集して試験サイクルを作る試験サイクル作成

(DHC）グループが組織され 2013 年までにフェーズ

１として国際統一乗用車試験サイクル(WLTC)を策

定することになった。日本は WLTP のセクレタリー

を受けるとともに、DHC の議長を当研究所職員が担

当した（図２）。さらに、WLTC を用いて排出ガス等

を測定するための試験法作成(DTP)グループが組織

されたが、試験法に関わる検討項目は多岐にわたるこ

とから、これを細分化して活動することになり、電気、

ハイブリッド車試験法サブグループのリーダーを当

研究所職員が担当し、DHC と併せて WLTP 活動の

根幹を担うことになった。図３にサブグループ構成を

示す。 

DHC に関しては、世界各国からデータを収集し日

本自動車研究所で国際統一乗用車試験サイクル

(WLTC)を作成することになった。欧州の9カ国、米

国、インド、韓国それに日本からデータが提出され、

これらを基に作成された試験サイクル(WLTC)案が

今年の8月に提案された。中国はデータを提出する事

を前提にこの活動に加わっていたが、国内手続き等の

問題で試験サイクル作りにデータの提出が間に合わ

なかった。日本としては引き続き WLTP 活動に中国

が貢献するよう働きかけていく予定である。 

現在、試験サイクル(WLTC)案の第一次評価を実施

している。第一次評価では、サイクルの運転性、追従

性などを主眼として評価している。インドの低出力車

から欧米の高排気量のスポーツカーまで様々な車両

で第一次評価がなされることが予想される。この結果

を元に試験サイクルに必要な修正が施された後、今年

の秋から行われる第二次評価においては、排出ガス性

能、燃費性能の評価を実施し、国際統一基準にふさわ

しい試験サイクルであるかどうか検証していく予定

である。一方、第二次評価の際には、統一された測定

法にしたがって排出ガス・燃費測定を行う必要があ

る。このため DTP グループにおいては、シャーシダ

イナモメータ上における試験車設定方法などを細部

にわたって定めるべく議論を重ねている。この他、試

験サイクルはコールドスタートになるので試験手順

の作成などが緊急に解決すべき課題としてある。 
 

３．２．衝突安全 
自動車基準調和世界フォーラム（WP29）において、

現在、最も多くのインフォーマルグループ活動を行っ

ているのが衝突安全の分野である。 
歩行者保護 gtr No.9 に関しては、歩行者脚部保護

試験に、日本から提案している Flex インパクターの

導入を目指して、活動を進めており、今年の 5 月、改

正提案を行うためのインフォーマルグループの設置

が決まった。 
ヘッドレスト gtr No.7 については日欧、米の思惑

の違いから、ヘッドレスト試験法要件や後面衝突ダミ

ーなど、多くのオプション項目を持つ gtr として成立
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した。このオプションを減らして統一すべく、日本が

リードして第二段階の活動を開始した。 
2010 年にオーストラリアがポール側面衝突試験法

をあらたに gtr として作成することを提案し、インフ

ォーマル会議が発足した。図４にポール側面衝突試験

の概要を示す。はじめに、ポール側面衝突試験法導入

の必要性について検討することとし、各国の事故調査

と実験データをとりまとめた。日本からは当所で以前

に行った事故調査と実験の結果を送付した。 
ポール側面衝突試験は、米国が既に基準として導入

済みであり、オーストラリアと欧州ではアセスメント

事業で用いている（図 4 (a) (b))。ただし、試験条件

は、衝突角度、速度、使用ダミー種類等の点で米国と

欧州で異なっていることから、gtr 化に向けては試験

条件の統一が課題となるであろう。衝突角度について

は、日本において、どちらの角度の事故が多いかの調

査は未実施のため、今後調査が必要と考えられる。 
ポール側面衝突試験を早期に基準化したいオース

トラリアと試験用ダミーの国際統一化を図りたい米

国が主導して議論が進んでいる。日本が導入を考える

上での固有の問題点として、軽自動車の対応可能性等

が考えられる。 
フランスを議長国として、オフセット前面衝突試験
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検討課題であった、現行のオフセットデフォーマブル
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もともと両者を基準として採用していることから、基

本的にこの方針に賛成し、活動が継続された。 
現在欧州委員会の FIMCAR(Frontal Impact and 

Compatibility Assessment Research)と呼ばれるプ

ロジェクトにおいて、前面衝突試験に関し、リジッド

バリア（FWRB)とデフォーマブルバリア(FWDB)の
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る状況である。 
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を基準に導入し、普及を図るための活動が開始され

た。新型ダミーの導入を検討するとともに、正面衝突
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３．３．電気自動車関連 
 電気自動車、ハイブリッド自動車に関する電気安全
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るとして、ドイツが改訂の必要性を提案したのに対
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３．国連の会議内容 
以下に交通安全環境研究所職員が参加した国連の
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当した（図２）。さらに、WLTC を用いて排出ガス等

を測定するための試験法作成(DTP)グループが組織

されたが、試験法に関わる検討項目は多岐にわたるこ
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ハイブリッド車試験法サブグループのリーダーを当

研究所職員が担当し、DHC と併せて WLTP 活動の

根幹を担うことになった。図３にサブグループ構成を

示す。 

DHC に関しては、世界各国からデータを収集し日

本自動車研究所で国際統一乗用車試験サイクル

(WLTC)を作成することになった。欧州の9カ国、米

国、インド、韓国それに日本からデータが提出され、

これらを基に作成された試験サイクル(WLTC)案が

今年の8月に提案された。中国はデータを提出する事

を前提にこの活動に加わっていたが、国内手続き等の

問題で試験サイクル作りにデータの提出が間に合わ

なかった。日本としては引き続き WLTP 活動に中国

が貢献するよう働きかけていく予定である。 

現在、試験サイクル(WLTC)案の第一次評価を実施

している。第一次評価では、サイクルの運転性、追従

性などを主眼として評価している。インドの低出力車

から欧米の高排気量のスポーツカーまで様々な車両

で第一次評価がなされることが予想される。この結果

を元に試験サイクルに必要な修正が施された後、今年

の秋から行われる第二次評価においては、排出ガス性

能、燃費性能の評価を実施し、国際統一基準にふさわ

しい試験サイクルであるかどうか検証していく予定

である。一方、第二次評価の際には、統一された測定

法にしたがって排出ガス・燃費測定を行う必要があ

る。このため DTP グループにおいては、シャーシダ

イナモメータ上における試験車設定方法などを細部

にわたって定めるべく議論を重ねている。この他、試

験サイクルはコールドスタートになるので試験手順

の作成などが緊急に解決すべき課題としてある。 
 

３．２．衝突安全 
自動車基準調和世界フォーラム（WP29）において、

現在、最も多くのインフォーマルグループ活動を行っ

ているのが衝突安全の分野である。 
歩行者保護 gtr No.9 に関しては、歩行者脚部保護

試験に、日本から提案している Flex インパクターの

導入を目指して、活動を進めており、今年の 5 月、改

正提案を行うためのインフォーマルグループの設置

が決まった。 
ヘッドレスト gtr No.7 については日欧、米の思惑

の違いから、ヘッドレスト試験法要件や後面衝突ダミ

ーなど、多くのオプション項目を持つ gtr として成立
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池の基準が必要である、との提案がなされ、インフォ

ーマルグループ活動が開始された。これを

RESS(Rechargeable Energy Storage Systems)と呼

んでいる。現在、リチウムイオン電池を念頭に置いた

安全基準案が審議されている。 
燃料電池自動車の gtr に関しては、当初より一年半

遅れの 2012 年の成立を目指して作成作業を行ってい

る。2005 年に世界で初めて成立した日本の技術基準

をベースに議論を進めている。 
 WP29 で、米国の視覚障害者団体代表が、静かすぎ

る車が歩行者に危険な場合がある、という「静かな車」

問題を提起したのは、2008年の11月であった。これ

まで自動車の静かさのみを追求してきた各国政府、世

界の自動車メーカーにとって少なからず衝撃的な出

来事であった。その後、国内においても電気自動車や

ハイブリッド自動車などの静かな電動車両に対する

安全性低下の懸念が指摘されたため、国土交通省は検

討委員会を設置し、2010 年 1 月に車両接近通報装置

の指針が策定された。この指針の策定にあたっては交

通安全環境研究所でこの装置の体験会を実施するな

ど技術面で貢献した。 
 一方、WP29 では、米国の提案により、静かな車両

の対策に関するインフォーマル会議の設置が承認さ

れ、本格的に活動を開始した。本年の 3 月には日本の

指針を基に国際的なガイドラインが定められ、このガ

イドラインを参考に、国際基準化の可能性を議論し始

めたところである。 
 

３．４．その他の課題 
 車両の安全性の向上を目的とした予防安全システ

ムの基準として、大型車の先進被害軽減ブレーキ

（AEBS）の国際基準化を検討している。AEBS は、

前方車両を検知し、衝突の可能性がある場合に自動ブ

レーキにより衝突速度を低減して乗員に与える被害

を軽減するシステムである。日本では AEBS の技術

指針を制定し、基準化の準備を進めていたので、これ

を国際基準に反映すべく活動した。これまでに当研究

所で実施した試験データを会議の場に提供するとと

もに自動車試験場でデモンストレーションを行うな

ど、日本の技術をもとに国際基準の制定を目指してい

る。本年末までに基準の技術議論の終了を目指してい

る。 
 欧州から新技術として提案された前方車両を認識

して制御する走行用前照灯について、対向車へのグレ

ア及び十分な路面照度の確保といった観点から、安全

性の確認が議論された。そして、車両に装備した際の

灯火性能基準を含むECE規則R48の改正として基準

化された。 
 

４．外国審査機関との連携等 
外国審査機関との連携として、７月に英国の認証試

験機関である VCA（Vehicle Certification Agency）
日本事務所との 10 回目の会合を持つほか、その他の

試験機関とも意見交換等を行っている。また、58 年

協定加盟国及び加盟準備国への技術支援として、マレ

ーシア、インドネシアで開催された自動車の基準・認

証制度に係るアジア専門家会合に自動車審査部の職

員を派遣した。58 年協定に関し、装置単位の相互承

認から車両単位の相互承認への転換のために、WP29
において IWVTA (International Whole Vehicle Type 
Approval)の導入議論がなされている。これに対し自

動車審査部の立場でインフォーマル会議に参加して

いる。 
 

５．まとめと今後の方針 
自動車基準認証国際調和技術支援室が発足して 6

年になる。当初は、国際会議に慣れること、外国の政

府関係者、技術者と情報交換が行えるようにすること

から始めた。 
昨年度で終了した交通安全環境研究所の第 2 期中

期計画期間（5 年間）の間には、国内の基準整備と国

際的な基準調和活動の両者に参画できる交通安全環

境研究所の特性を活かして活動した。すなわち、交通

安全環境研究所が国土交通省等から受託した試験研

究結果を国連の専門家会議あるいは基準原案作成の

ためのインフォーマルグループで発表するとともに、

議長としてリーダーシップを取る機会を増やしてき

た。今後は、国際標準化機構(ISO)等における標準化

の動向を視野に入れつつ、活動の幅を広げていきた

い。 
外国審査機関との連携では、欧州の審査機関との交

流が定着しつつある。また認証技術に関する連携のた

めの会合やアジア諸国への貢献も定着してきた。人的

交流も含め、引き続き継続的な活動を行っていきた

い。 
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池の基準が必要である、との提案がなされ、インフォ

ーマルグループ活動が開始された。これを

RESS(Rechargeable Energy Storage Systems)と呼

んでいる。現在、リチウムイオン電池を念頭に置いた

安全基準案が審議されている。 
燃料電池自動車の gtr に関しては、当初より一年半

遅れの 2012 年の成立を目指して作成作業を行ってい

る。2005 年に世界で初めて成立した日本の技術基準

をベースに議論を進めている。 
 WP29 で、米国の視覚障害者団体代表が、静かすぎ

る車が歩行者に危険な場合がある、という「静かな車」

問題を提起したのは、2008年の11月であった。これ

まで自動車の静かさのみを追求してきた各国政府、世

界の自動車メーカーにとって少なからず衝撃的な出

来事であった。その後、国内においても電気自動車や

ハイブリッド自動車などの静かな電動車両に対する

安全性低下の懸念が指摘されたため、国土交通省は検

討委員会を設置し、2010 年 1 月に車両接近通報装置

の指針が策定された。この指針の策定にあたっては交

通安全環境研究所でこの装置の体験会を実施するな

ど技術面で貢献した。 
 一方、WP29 では、米国の提案により、静かな車両

の対策に関するインフォーマル会議の設置が承認さ

れ、本格的に活動を開始した。本年の 3 月には日本の

指針を基に国際的なガイドラインが定められ、このガ

イドラインを参考に、国際基準化の可能性を議論し始

めたところである。 
 

３．４．その他の課題 
 車両の安全性の向上を目的とした予防安全システ

ムの基準として、大型車の先進被害軽減ブレーキ

（AEBS）の国際基準化を検討している。AEBS は、

前方車両を検知し、衝突の可能性がある場合に自動ブ

レーキにより衝突速度を低減して乗員に与える被害

を軽減するシステムである。日本では AEBS の技術

指針を制定し、基準化の準備を進めていたので、これ

を国際基準に反映すべく活動した。これまでに当研究

所で実施した試験データを会議の場に提供するとと

もに自動車試験場でデモンストレーションを行うな

ど、日本の技術をもとに国際基準の制定を目指してい

る。本年末までに基準の技術議論の終了を目指してい

る。 
 欧州から新技術として提案された前方車両を認識

して制御する走行用前照灯について、対向車へのグレ

ア及び十分な路面照度の確保といった観点から、安全

性の確認が議論された。そして、車両に装備した際の

灯火性能基準を含むECE規則R48の改正として基準

化された。 
 

４．外国審査機関との連携等 
外国審査機関との連携として、７月に英国の認証試

験機関である VCA（Vehicle Certification Agency）
日本事務所との 10 回目の会合を持つほか、その他の

試験機関とも意見交換等を行っている。また、58 年

協定加盟国及び加盟準備国への技術支援として、マレ

ーシア、インドネシアで開催された自動車の基準・認

証制度に係るアジア専門家会合に自動車審査部の職

員を派遣した。58 年協定に関し、装置単位の相互承

認から車両単位の相互承認への転換のために、WP29
において IWVTA (International Whole Vehicle Type 
Approval)の導入議論がなされている。これに対し自

動車審査部の立場でインフォーマル会議に参加して

いる。 
 

５．まとめと今後の方針 
自動車基準認証国際調和技術支援室が発足して 6

年になる。当初は、国際会議に慣れること、外国の政

府関係者、技術者と情報交換が行えるようにすること

から始めた。 
昨年度で終了した交通安全環境研究所の第 2 期中

期計画期間（5 年間）の間には、国内の基準整備と国

際的な基準調和活動の両者に参画できる交通安全環

境研究所の特性を活かして活動した。すなわち、交通

安全環境研究所が国土交通省等から受託した試験研

究結果を国連の専門家会議あるいは基準原案作成の

ためのインフォーマルグループで発表するとともに、

議長としてリーダーシップを取る機会を増やしてき

た。今後は、国際標準化機構(ISO)等における標準化

の動向を視野に入れつつ、活動の幅を広げていきた

い。 
外国審査機関との連携では、欧州の審査機関との交

流が定着しつつある。また認証技術に関する連携のた

めの会合やアジア諸国への貢献も定着してきた。人的

交流も含め、引き続き継続的な活動を行っていきた

い。 

−−74−−



 

 

 
① ガソリン車から排出される温室効果ガス（ＧＨＧ）の 

評価試験方法に関する考察 
 
 

環境研究領域         ※山本 敏朗  堤 玲子 
岩田電業株式会社        岩田 恒夫  小川 恭弘 

        日本エム・ケー・エス株式会社  加藤 裕 
 

１．まえがき 
米国環境保護局（ＥＰＡ）は，２０１２年より，温

室効果ガス（以下，Green House Gas を略して「Ｇ

ＨＧ」と記す）を，大気浄化法により，大気汚染物質

として規制することを決めている．ここで，ＧＨＧと

は，ＣＯ２に加えてＮ２ＯおよびＣＨ４の３成分を指

す．ＣＯ２の温室効果を１とすると，Ｎ２Ｏはその３１

０倍，ＣＨ４はその２１倍の温室効果を示す．特に，

Ｎ２Ｏは，エンジンの始動と停止が間欠的に行われる

ガソリンエンジン搭載ハイブリッド車（以下，「ハイ

ブリッド車」と記す）やＮＨ３によってＮＯＸを浄化す

る尿素ＳＣＲシステム搭載ディーゼル車等からの排

出が懸念され，ＣＯ２のみならずＮ２ＯおよびＣＨ４に

ついても，排出実態の把握が必要となっている．一方，

我が国においては，自動車の燃費規制によるＣＯ２抑

制策はあるものの，自動車からのＮ２ＯおよびＣＨ４

の排出を抑制する施策はない．今後，ハイブリッド車

や尿素ＳＣＲシステム搭載ディーゼル車等からの排

出が問題となる場合は，ＧＨＧ排出量規制およびその

ための評価試験方法が検討されるものと考える． 
 本研究では，ガソリン車，ディーゼル車ともに対象

とするが，先ずは排気対策を三元触媒に依存するガソ

リン車（ハイブリッド車を含む）のＧＨＧ排出実態を

把握するため，一方策として，シャシダイナモメータ

（以下，「ＣＤ」と記す）台上に，複数台の試験車両を

順次設置してモード運転を行い，そのときのＧＨＧ排

出状態をフーリエ変換赤外分析装置で連続分析した．

路上走行時のＮ２ＯおよびＣＨ４の排出特性を把握す

るには，両成分が触媒温度に依存することから，触媒

温度に影響を及ぼす道路縦断勾配（以下，「勾配」と

記す）やソーク時間（エンジン停止時から次に始動す

るまでの時間）の影響を調査する必要がある．このた

め，本研究では，勾配とソーク時間を，自動車の使用

実態に合わせて変化させ，試験を行った．これらの試

験結果を基に，勾配およびソーク時間がＧＨＧ排出に

及ぼす影響について解析するとともに，都市内走行時

に，ガソリン車から排出されるＧＨＧの評価試験方法

について考察した． 
２．実験方法 

本試験では，ＣＤ台上に試験車両を設置し，ＪＣ０

８モードを運転して，そのときの排出ガスを連続分析

している．試験車両は，ハイブリッド車では新長期規

制適合乗用車のＡ車およびＢ車を，またガソリン車は

新長期規制適合のＣ車および新短期規制適合のＤ車

を，それぞれ選定した．試験車両の主な諸元を表１に

示す．Ｎ２Ｏ，ＣＨ４，ＣＯ２等の分析は，主に新開発

の車載式ＦＴＩＲ分析装置（岩田電業製ＦＡＳＴ－２

２００フーリエ変換赤外分析計）を用いて，０．２秒

サンプリング（分析部の９０％応答；２．８秒）で連

続的に行った．別途，排出ガスの質量換算に必須とな

る瞬時排出ガス流量は，ＣＶＳ法（定容量希釈サンプ

リング法）により取得した．道路勾配の設定（勾配＋

２％および勾配－２％）は，ＣＤの制御で，走行抵抗

の転がり抵抗分に勾配抵抗分を加算あるいは減算し

て与えた．ホットスタート試験は，車速６０ｋｍ／ｈ

一定で，２０分間の暖機運転後に実施した．また，コ

ールドスタート試験は，ＪＣ０８モード運転後に，ソ

ーク時間を２時間あるいは１６時間として実施した．

ただし，Ｄ車については，１時間と４時間のソークを

追加した．ここで，道路勾配を±２％ としたのは，

表１ 試験車両の主要諸元 
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1,550

1,190

1,310

車両
重量(kg)

三元触媒
(Pre,Main)
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EGR装置
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EGR装置

三元触媒
(Pre,Main)
EGR装置

排出ガス
対策
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☆☆☆

直列4気筒
DOHC普通乗用車2.5LD
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☆ ☆ ☆ ☆

直列4気筒
DOHC普通乗用車2.0LC
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直列4気筒
SOHC

ハイブリッド
普通乗用車1.3LB
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☆ ☆ ☆ ☆

直列4気筒
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ハイブリッド
普通乗用車1.8LＡ
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首都圏幹線道路において，２％を超える道路勾配の区

間が１０％程度存在することを根拠としている（１）．

また，ソーク時間の２時間は，昼間における自家用ガ

ソリン乗用車および営業用ガソリン乗用車のソーク

時間別始動回数構成比データ（２）を基に決定した． 

３．実験結果および考察 
３．１．勾配・ソーク時間がＧＨＧ排出に及ぼす影響 
 一般的に，自動車の使い方としては，出発地点から

様々な勾配の道路を走行して目的地に到達した後に，

そこから元の出発地点に戻る場合が多い．ここで，出

発地点から目的地点までの平均勾配（標高差／水平距

離）の道路を仮定して，そこを登坂走行および降坂走

行して元の出発地点に戻るまでの排出量と，走行区間

が平坦路と仮定した場合の排出量の両者を比較する

ことにより，ＧＨＧ排出に及ぼす勾配の影響をマクロ

的に評価できるものと考える．本報では，勾配の影響

を評価するために，都市内走行を代表するＪＣ０８モ

ードで，都内幹線道路において出現頻度の高い勾配

２％の道路を想定して登坂走行と降坂走行を行い，そ

のときの平均排出量と，平坦路（勾配０％）でＪＣ０

８モードを走行したときの排出量の両者を比較する

方法を採用した．また，本報では，出先での短時間駐

車が，その後のエンジン始動時の排気に及ぼす影響を

調査するため，暖機運転後のソーク時間を２時間とす

るコールドスタート条件を加えることとした． 
 図１～図３に，Ａ車，Ｂ車およびＣ車のエンジン始

動条件あるいは道路勾配条件を変化させてＪＣ０８

モード運転を実施したときのＣＯ２，Ｎ２ＯおよびＣＨ

４の排出量（ｇ／ｋｍ）を示す．また，図中にはＪＣ

０８ホットの排出量を１００とする指数によって，各

試験条件での排出量および登坂走行時と降坂走行時

の排出量の平均値を記している．これらの図より，Ｎ

２Ｏの排出は，勾配の影響を受けるが，増減は車両に

より異なること，ＣＨ４の排出は，勾配の影響により，

ハイブリッド車では減少傾向を，ガソリン車では増加

傾向を示すことがわかる．ここで，ＣＨ４排出におけ

るハイブリッド車とガソリン車の排出傾向の違いは，

登坂走行時の排出状態に依存している．ハイブリッド

車の排出量減少は，電動機アシストと，エンジン負荷

量が増加して排出ガス温度が上昇し触媒浄化性能が

向上したこと，に起因すると考える．一方，ガソリン

車の排出量増加は，エンジン負荷量の増加が原因と考
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図３ ＪＣ０８モード運転時におけるＣＯ２，Ｎ２Ｏ，ＣＨ４の排出量（ガソリン車Ｃ） 

図１ ＪＣ０８モード運転時におけるＣＯ２，Ｎ２Ｏ，ＣＨ４の排出量（ハイブリッド車Ａ） 
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図２ ＪＣ０８モード運転時におけるＣＯ２，Ｎ２Ｏ，ＣＨ４の排出量（ハイブリッド車Ｂ） 
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える．ＣＯ２については，いずれの車両においても，

ＪＣ０８勾配＋２％とＪＣ０８勾配－２％の平均値

がＪＣ０８勾配０％の値よりも大きいことがわかる．  
 次に，ソーク時間がＮ２Ｏ排出に及ぼす影響につい

て調査した．図２および図３に示すように，Ｂ車とＣ

車では，コールド条件（１６時間ソーク）よりも２時

間ソーク条件の方がＮ２Ｏの排出量が大きい．この理

由をエンジン始動時のＮ２ＯおよびＮＨ３の排出挙動

から解析した．その結果を，図４に示す．いずれのソ

ーク時間においても，エンジン始動後６０秒までのＮ

Ｈ３排出の極めて少ない領域において，Ｎ２Ｏの排出ピ

ークが観測される．ガソリン車のＮ２Ｏ排出メカニズ

ムは，空燃比リッチ変動時に触媒層でＮＨ３が生成さ

れ，それが触媒温度３００℃台までの低温域で，空燃

比リーン変動等で導入されたＯ２やＮＯＸにより酸化

されて生成すると考えられる（３）．ここで，エンジン

始動後６０秒間では，触媒温度が低く，触媒層でのＮ

Ｈ３生成は考えにくい．このことから，図中の排出ピ

ークは，エンジン停止時にＮＨ３が水酸化アンモニウ

ム等となって触媒層に吸着し，それがソーク後のエン

ジン始動時に再びＮＨ３に戻り酸化されて生じたもの

と推察される．この検証のため，Ｄ車を用いて，ソー

ク時間を１時間～１６時間と増加させたときのエン

ジン始動後６０秒間のＮ２Ｏ排出挙動を調査した．そ

の結果を，図５に示す．同図より，ソーク時間の増加

に伴って排出ピークが減少していることがわかる．こ

こで，水酸化アンモニウムはＮＨ３の水溶液を指し，

沸点が２４．７℃（濃度３２％時）である．２５℃の

室内でソークしていることを考えると，ソーク時間の

増加に伴って水酸化アンモニウムの蒸発が進み，触媒

層のＮＨ３吸着量が減少して，上記のようなＮ２Ｏの排

出挙動になったと考えられる． 
３．２．ＧＨＧ排出でのＮ２ＯおよびＣＨ４の寄与率 
図６に，Ａ車，Ｂ車およびＣ車のエンジン始動条件

あるいは道路勾配条件を変化させてＪＣ０８モード

運転を実施したときのＧＨＧ中に占めるＣＯ２，Ｎ２

ＯおよびＣＨ４の排出割合（ＣＯ２換算による質量比

率，％）を示す．ここでＣＯ２の温室効果を１とした

場合，Ｎ２Ｏは３１０倍，ＣＨ４は２１倍であるとして，

ＧＨＧの排出量を以下の式で算出した． 

ＧＨＧ排出量＝ＣＯ２排出量＋Ｎ２Ｏ排出量×３１０ 

＋ＣＨ４排出量×２１ 

同図より，以下のことがわかる．Ａ車，Ｂ車および

Ｃ車のいずれにおいてもホットスタート時よりもコ

ールドスタート時の方がＮ２Ｏの寄与率が増加してい

る．特に，発進時にエンジンが作動しているＢ車およ

びＣ車の２時間ソーク後スタートにおいては，０．

７％あるいは１．５％とＮ２Ｏの寄与率が増加してい

る．また，Ａ車においては，勾配－２％の条件やコー

ルドスタート時（２時間ソーク後の条件を含む）のよ

うに触媒温度が低下する走行条件において，ＣＨ４の

寄与率が増加しており，特徴的である． 

３．３．ＧＨＧ排出量を評価するための試験方法 
ガソリン車から排出されるＮ２ＯおよびＣＨ４は，触

媒温度に大きく依存することから，本研究では，実路

走行において触媒温度に影響を及ぼす道路勾配およ

びソーク時間に着目してきた． 
道路勾配は，Ｎ２ＯおよびＣＨ４の排出に影響を及ぼ
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図４ エンジン始動時のＮ２ＯとＮＨ３の排出挙動(Ｃ車)
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図５ ソーク時間別 Ｎ２Ｏの排出挙動（Ｄ車） 
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首都圏幹線道路において，２％を超える道路勾配の区

間が１０％程度存在することを根拠としている（１）．

また，ソーク時間の２時間は，昼間における自家用ガ

ソリン乗用車および営業用ガソリン乗用車のソーク

時間別始動回数構成比データ（２）を基に決定した． 

３．実験結果および考察 
３．１．勾配・ソーク時間がＧＨＧ排出に及ぼす影響 
 一般的に，自動車の使い方としては，出発地点から

様々な勾配の道路を走行して目的地に到達した後に，

そこから元の出発地点に戻る場合が多い．ここで，出

発地点から目的地点までの平均勾配（標高差／水平距

離）の道路を仮定して，そこを登坂走行および降坂走

行して元の出発地点に戻るまでの排出量と，走行区間

が平坦路と仮定した場合の排出量の両者を比較する

ことにより，ＧＨＧ排出に及ぼす勾配の影響をマクロ

的に評価できるものと考える．本報では，勾配の影響

を評価するために，都市内走行を代表するＪＣ０８モ

ードで，都内幹線道路において出現頻度の高い勾配

２％の道路を想定して登坂走行と降坂走行を行い，そ

のときの平均排出量と，平坦路（勾配０％）でＪＣ０

８モードを走行したときの排出量の両者を比較する

方法を採用した．また，本報では，出先での短時間駐

車が，その後のエンジン始動時の排気に及ぼす影響を

調査するため，暖機運転後のソーク時間を２時間とす

るコールドスタート条件を加えることとした． 
 図１～図３に，Ａ車，Ｂ車およびＣ車のエンジン始

動条件あるいは道路勾配条件を変化させてＪＣ０８

モード運転を実施したときのＣＯ２，Ｎ２ＯおよびＣＨ

４の排出量（ｇ／ｋｍ）を示す．また，図中にはＪＣ

０８ホットの排出量を１００とする指数によって，各

試験条件での排出量および登坂走行時と降坂走行時

の排出量の平均値を記している．これらの図より，Ｎ

２Ｏの排出は，勾配の影響を受けるが，増減は車両に

より異なること，ＣＨ４の排出は，勾配の影響により，

ハイブリッド車では減少傾向を，ガソリン車では増加

傾向を示すことがわかる．ここで，ＣＨ４排出におけ

るハイブリッド車とガソリン車の排出傾向の違いは，

登坂走行時の排出状態に依存している．ハイブリッド

車の排出量減少は，電動機アシストと，エンジン負荷

量が増加して排出ガス温度が上昇し触媒浄化性能が

向上したこと，に起因すると考える．一方，ガソリン

車の排出量増加は，エンジン負荷量の増加が原因と考

CO2 (C-vehicle)

0

100

200

300

400

JC08 hot
 slope 0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
O

2
 [

g/
km

]

100

137

71

111 105

N2O (C-vehicle)

0.000

0.005

0.010

0.015

JC08 hot
 slope 0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

N
2
O

 [
g/

km
]

100 126
41

259

839

CH4 (C-vehicle)

0.000

0.002

0.004

0.006

JC08 hot
 slope 0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
H

4
 [

g/
km

]

100
134

178

243
204

Index
Index

Index

Ave.= 84

Ave.= 156

Ave.= 104

CO2 (C-vehicle)

0

100

200

300

400

JC08 hot
 slope 0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
O

2
 [

g/
km

]

100

137

71

111 105

N2O (C-vehicle)

0.000

0.005

0.010

0.015

JC08 hot
 slope 0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

N
2
O

 [
g/

km
]

100 126
41

259

839

CH4 (C-vehicle)

0.000

0.002

0.004

0.006

JC08 hot
 slope 0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
H

4
 [

g/
km

]

100
134

178

243
204

CO2 (C-vehicle)

0

100

200

300

400

JC08 hot
 slope 0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
O

2
 [

g/
km

]

100

137

71

111 105

N2O (C-vehicle)

0.000

0.005

0.010

0.015

JC08 hot
 slope 0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

N
2
O

 [
g/

km
]

100 126
41

259

839

CH4 (C-vehicle)

0.000

0.002

0.004

0.006

JC08 hot
 slope 0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
H

4
 [

g/
km

]

100
134

178

243
204

Index
Index

Index

Ave.= 84

Ave.= 156

Ave.= 104

図３ ＪＣ０８モード運転時におけるＣＯ２，Ｎ２Ｏ，ＣＨ４の排出量（ガソリン車Ｃ） 

図１ ＪＣ０８モード運転時におけるＣＯ２，Ｎ２Ｏ，ＣＨ４の排出量（ハイブリッド車Ａ） 

N2O (A-vehicle)

0.0000

0.0005

0.0010

0.0015

0.0020

JC08 hot
slope0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

N
2
O

 [
g/

km
]

100

170

18

395

296

CH4 (A-vehicle)

0.000

0.002

0.004

0.006

0.008

0.010

JC08 hot
slope0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
H

4
 [

g/
km

]

100
50

136

522
454

CO2 (A-vehicle)

0

50

100

150

JC08 hot
slope0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
O

2
 [

g/
km

]

100

170

35

135 131

Index Index

IndexAve.= 94

Ave.= 93

Ave.= 103

N2O (A-vehicle)

0.0000

0.0005

0.0010

0.0015

0.0020

JC08 hot
slope0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

N
2
O

 [
g/

km
]

100

170

18

395

296

CH4 (A-vehicle)

0.000

0.002

0.004

0.006

0.008

0.010

JC08 hot
slope0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
H

4
 [

g/
km

]

100
50

136

522
454

CO2 (A-vehicle)

0

50

100

150

JC08 hot
slope0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
O

2
 [

g/
km

]

100

170

35

135 131

N2O (A-vehicle)

0.0000

0.0005

0.0010

0.0015

0.0020

JC08 hot
slope0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

N
2
O

 [
g/

km
]

100

170

18

395

296

CH4 (A-vehicle)

0.000

0.002

0.004

0.006

0.008

0.010

JC08 hot
slope0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
H

4
 [

g/
km

]

100
50

136

522
454

CO2 (A-vehicle)

0

50

100

150

JC08 hot
slope0%

JC08
slope+2%

JC08  
slope-2%

JC08
cold

JC08
cold 2h
soak

C
O

2
 [

g/
km

]

100

170

35

135 131

Index Index

IndexAve.= 94

Ave.= 93

Ave.= 103

図２ ＪＣ０８モード運転時におけるＣＯ２，Ｎ２Ｏ，ＣＨ４の排出量（ハイブリッド車Ｂ） 
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える．ＣＯ２については，いずれの車両においても，

ＪＣ０８勾配＋２％とＪＣ０８勾配－２％の平均値

がＪＣ０８勾配０％の値よりも大きいことがわかる．  
 次に，ソーク時間がＮ２Ｏ排出に及ぼす影響につい

て調査した．図２および図３に示すように，Ｂ車とＣ

車では，コールド条件（１６時間ソーク）よりも２時

間ソーク条件の方がＮ２Ｏの排出量が大きい．この理

由をエンジン始動時のＮ２ＯおよびＮＨ３の排出挙動

から解析した．その結果を，図４に示す．いずれのソ

ーク時間においても，エンジン始動後６０秒までのＮ

Ｈ３排出の極めて少ない領域において，Ｎ２Ｏの排出ピ

ークが観測される．ガソリン車のＮ２Ｏ排出メカニズ

ムは，空燃比リッチ変動時に触媒層でＮＨ３が生成さ

れ，それが触媒温度３００℃台までの低温域で，空燃

比リーン変動等で導入されたＯ２やＮＯＸにより酸化

されて生成すると考えられる（３）．ここで，エンジン

始動後６０秒間では，触媒温度が低く，触媒層でのＮ

Ｈ３生成は考えにくい．このことから，図中の排出ピ

ークは，エンジン停止時にＮＨ３が水酸化アンモニウ

ム等となって触媒層に吸着し，それがソーク後のエン

ジン始動時に再びＮＨ３に戻り酸化されて生じたもの

と推察される．この検証のため，Ｄ車を用いて，ソー

ク時間を１時間～１６時間と増加させたときのエン

ジン始動後６０秒間のＮ２Ｏ排出挙動を調査した．そ

の結果を，図５に示す．同図より，ソーク時間の増加

に伴って排出ピークが減少していることがわかる．こ

こで，水酸化アンモニウムはＮＨ３の水溶液を指し，

沸点が２４．７℃（濃度３２％時）である．２５℃の

室内でソークしていることを考えると，ソーク時間の

増加に伴って水酸化アンモニウムの蒸発が進み，触媒

層のＮＨ３吸着量が減少して，上記のようなＮ２Ｏの排

出挙動になったと考えられる． 
３．２．ＧＨＧ排出でのＮ２ＯおよびＣＨ４の寄与率 
図６に，Ａ車，Ｂ車およびＣ車のエンジン始動条件

あるいは道路勾配条件を変化させてＪＣ０８モード

運転を実施したときのＧＨＧ中に占めるＣＯ２，Ｎ２

ＯおよびＣＨ４の排出割合（ＣＯ２換算による質量比

率，％）を示す．ここでＣＯ２の温室効果を１とした

場合，Ｎ２Ｏは３１０倍，ＣＨ４は２１倍であるとして，

ＧＨＧの排出量を以下の式で算出した． 

ＧＨＧ排出量＝ＣＯ２排出量＋Ｎ２Ｏ排出量×３１０ 

＋ＣＨ４排出量×２１ 

同図より，以下のことがわかる．Ａ車，Ｂ車および

Ｃ車のいずれにおいてもホットスタート時よりもコ

ールドスタート時の方がＮ２Ｏの寄与率が増加してい

る．特に，発進時にエンジンが作動しているＢ車およ

びＣ車の２時間ソーク後スタートにおいては，０．

７％あるいは１．５％とＮ２Ｏの寄与率が増加してい

る．また，Ａ車においては，勾配－２％の条件やコー

ルドスタート時（２時間ソーク後の条件を含む）のよ

うに触媒温度が低下する走行条件において，ＣＨ４の

寄与率が増加しており，特徴的である． 

３．３．ＧＨＧ排出量を評価するための試験方法 
ガソリン車から排出されるＮ２ＯおよびＣＨ４は，触

媒温度に大きく依存することから，本研究では，実路

走行において触媒温度に影響を及ぼす道路勾配およ

びソーク時間に着目してきた． 
道路勾配は，Ｎ２ＯおよびＣＨ４の排出に影響を及ぼ
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図４ エンジン始動時のＮ２ＯとＮＨ３の排出挙動(Ｃ車)
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図５ ソーク時間別 Ｎ２Ｏの排出挙動（Ｄ車） 
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すが，両成分のＧＨＧ排出における寄与率は極めて小

さく，両成分を合せても０．４％に満たない．ＣＯ２

は道路勾配の影響によって数％程度増加する．ただ

し，２％を超える勾配の区間は１０％程度であり，全

区間でのＧＨＧ排出量の増加は１％未満と推測され

る．これらのことから，首都圏幹線道路においては，

道路勾配を考慮した試験を除外してもよいと考える． 

 ソーク時間は，Ｎ２Ｏ排出に大きな影響を及ぼすこ

とを実証した．ＧＨＧ排出量を評価する上で重要な試

験条件である．図７に，営業用ガソリン車の全国にお

ける１日当たりのソーク時間別始動回数構成比を示

す．同図は，自動車の使用実態調査報告書（平成１０

年３月，（財）石油産業活性化センター）に基づいて

作成した（２）．ソーク２時間未満が４０％超存在する

ことから，従来のコールドスタート（ソーク時間：６

時間以上，３６時間以内）試験では使用実態を把握で

きないことがわかる．従って，ＧＨＧ排出量の評価に

は，短時間ソークを考慮した試験が必要となる． 

４．まとめ 
ガソリン車から排出されるＮ２ＯおよびＣＨ４は，触

媒温度に依存することから，実路走行において触媒温

度に影響を及ぼす道路勾配およびソーク時間に着目

し，ＧＨＧ排出量を評価するための試験方法について

考察した．その結果，以下の点が明らかとなった． 
（１）首都圏幹線道路では２％を超える勾配の区間は

１０％程度であり，全区間でのＧＨＧ排出量の増加は

１％未満と推測された．上記道路においては，道路勾

配を考慮した試験を除外してもよいと考える． 
（２）短時間ソークでＮ２Ｏ排出量が増大すること，さ

らに使用実態においてソーク２時間未満が４０％超

（営業車）存在することから，ＧＨＧ排出量の評価に

は，短時間ソークを考慮した試験が必要となる． 
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(a) ハイブリッド車Ａの結果 
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図６ ＪＣ０８モード運転時における温室効果ガ

ス成分の排出割合（Ａ車，Ｂ車，Ｃ車） 
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(b) ハイブリッド車Ｂの結果 
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(c) ガソリン車Ｃの結果 
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② エコドライブ時の CO2削減効果の検証と 
リアルワールドエミッションの解析 

－ディーゼル貨物車運転時のエコドライブ運転技術と CO2，NOx 排出特性との関係－ 
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１．はじめに 
運輸部門からの CO2削減，地球温暖化ガス削減を目

的として，最新車両には高度なエンジン燃焼技術，排

気後処理技術，低燃費新技術の導入，空気抵抗を低減

した車両デザインなど，様々な技術が投じられてい

る。しかしこれらの車両の新技術による CO2低減，地

球温暖化ガス低減の効果は，新車両の導入に伴い効果

が現れる。運輸部門全体での削減のためには，車両単

体の改良に加え，道路インフラ，交通流制御，ドライ

バの運転操作，バイオ燃料の導入などについて総合的

な対策が必要である。その中で運転操作の改善方法の

1 つであるエコドライブは新車両，使用過程車のいず

れに対しても即効性があると考えられるため，その削

減効果に関する研究(1)がこれまでなされてきた。 
これらの研究ではエコドライブにより CO2削減，燃

費改善効果は示されているものの，NOx 等の有害排出

成分への影響は明らかになっていない。エコドライブ

を総合的に評価するためには，新車両および使用過程

車において燃費改善効果のみならず排出ガスへの影

響があるか否か，同じエコドライブの方法を新車両と

使用過程車に適用可能かどうか，異なる方法を実践す

べきかどうか，といった視点が必要となる。 
本報では，交通エコロジー・モビリティ財団が定め

た「トラックのエコドライブ講習の認定基準」(2)に含

まれる「エコドライブのための運転技術項目」に加え

て，同項目に含まれている「不要なアイドリングの抑

制（アイドリングストップ）」「早めのシフトアップ」

「穏やかな発進と加速（ふんわりアクセル）」による

CO2削減効果を評価した。ディーゼル貨物自動車に車

載型排出ガス計測システムを搭載し，市街地ルートを

運転方法と積載量を変化させて走行し，CO2排出量，

NOx 排出量を評価した。 
 

２．試験方法および解析手法 
２．１．試験車両および車載型排出ガス計測システム 

表 1 に試験車両の諸元を，図 1 に本研究で用いた車

載型排出ガス計測システムを示す。積載条件は表 1 に

示す通り，空積載，半積載，全積載の 3 条件を設定し，

荷室内に設置したタンク内の水量およびウェイトに

よって重量を調整した。車載型排出ガス分析装置を荷

室内に搭載し，CO2，NOx，CO，THC の排出量を計

測した。また GPS による車両位置計測，ECU 信号か

ら車両速度，エンジン回転数の検出も行った。 
路上走行時の排出ガス挙動を解析するには，車両に

かかる走行抵抗を把握することが重要である。そこで

走行抵抗の1成分である勾配抵抗を高精度で計測する

ために，著者らの開発したジャイロセンサとハイトセ

ンサによる道路勾配計測法(3)を用いた。また燃費は排

出ガス量からカーボンバランス法にて算出した。 

表 1 試験車両諸元 
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すが，両成分のＧＨＧ排出における寄与率は極めて小

さく，両成分を合せても０．４％に満たない．ＣＯ２

は道路勾配の影響によって数％程度増加する．ただ

し，２％を超える勾配の区間は１０％程度であり，全

区間でのＧＨＧ排出量の増加は１％未満と推測され

る．これらのことから，首都圏幹線道路においては，

道路勾配を考慮した試験を除外してもよいと考える． 

 ソーク時間は，Ｎ２Ｏ排出に大きな影響を及ぼすこ

とを実証した．ＧＨＧ排出量を評価する上で重要な試

験条件である．図７に，営業用ガソリン車の全国にお

ける１日当たりのソーク時間別始動回数構成比を示

す．同図は，自動車の使用実態調査報告書（平成１０

年３月，（財）石油産業活性化センター）に基づいて

作成した（２）．ソーク２時間未満が４０％超存在する

ことから，従来のコールドスタート（ソーク時間：６

時間以上，３６時間以内）試験では使用実態を把握で

きないことがわかる．従って，ＧＨＧ排出量の評価に

は，短時間ソークを考慮した試験が必要となる． 

４．まとめ 
ガソリン車から排出されるＮ２ＯおよびＣＨ４は，触

媒温度に依存することから，実路走行において触媒温

度に影響を及ぼす道路勾配およびソーク時間に着目

し，ＧＨＧ排出量を評価するための試験方法について

考察した．その結果，以下の点が明らかとなった． 
（１）首都圏幹線道路では２％を超える勾配の区間は

１０％程度であり，全区間でのＧＨＧ排出量の増加は

１％未満と推測された．上記道路においては，道路勾

配を考慮した試験を除外してもよいと考える． 
（２）短時間ソークでＮ２Ｏ排出量が増大すること，さ

らに使用実態においてソーク２時間未満が４０％超

（営業車）存在することから，ＧＨＧ排出量の評価に

は，短時間ソークを考慮した試験が必要となる． 
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(b) ハイブリッド車Ｂの結果 
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(c) ガソリン車Ｃの結果 
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② エコドライブ時の CO2削減効果の検証と 
リアルワールドエミッションの解析 

－ディーゼル貨物車運転時のエコドライブ運転技術と CO2，NOx 排出特性との関係－ 
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１．はじめに 
運輸部門からの CO2削減，地球温暖化ガス削減を目

的として，最新車両には高度なエンジン燃焼技術，排

気後処理技術，低燃費新技術の導入，空気抵抗を低減

した車両デザインなど，様々な技術が投じられてい

る。しかしこれらの車両の新技術による CO2低減，地

球温暖化ガス低減の効果は，新車両の導入に伴い効果

が現れる。運輸部門全体での削減のためには，車両単

体の改良に加え，道路インフラ，交通流制御，ドライ

バの運転操作，バイオ燃料の導入などについて総合的

な対策が必要である。その中で運転操作の改善方法の

1 つであるエコドライブは新車両，使用過程車のいず

れに対しても即効性があると考えられるため，その削

減効果に関する研究(1)がこれまでなされてきた。 
これらの研究ではエコドライブにより CO2削減，燃

費改善効果は示されているものの，NOx 等の有害排出

成分への影響は明らかになっていない。エコドライブ

を総合的に評価するためには，新車両および使用過程

車において燃費改善効果のみならず排出ガスへの影

響があるか否か，同じエコドライブの方法を新車両と

使用過程車に適用可能かどうか，異なる方法を実践す

べきかどうか，といった視点が必要となる。 
本報では，交通エコロジー・モビリティ財団が定め

た「トラックのエコドライブ講習の認定基準」(2)に含

まれる「エコドライブのための運転技術項目」に加え

て，同項目に含まれている「不要なアイドリングの抑

制（アイドリングストップ）」「早めのシフトアップ」

「穏やかな発進と加速（ふんわりアクセル）」による

CO2削減効果を評価した。ディーゼル貨物自動車に車

載型排出ガス計測システムを搭載し，市街地ルートを

運転方法と積載量を変化させて走行し，CO2排出量，

NOx 排出量を評価した。 
 

２．試験方法および解析手法 
２．１．試験車両および車載型排出ガス計測システム 

表 1 に試験車両の諸元を，図 1 に本研究で用いた車

載型排出ガス計測システムを示す。積載条件は表 1 に

示す通り，空積載，半積載，全積載の 3 条件を設定し，

荷室内に設置したタンク内の水量およびウェイトに

よって重量を調整した。車載型排出ガス分析装置を荷

室内に搭載し，CO2，NOx，CO，THC の排出量を計

測した。また GPS による車両位置計測，ECU 信号か

ら車両速度，エンジン回転数の検出も行った。 
路上走行時の排出ガス挙動を解析するには，車両に

かかる走行抵抗を把握することが重要である。そこで

走行抵抗の1成分である勾配抵抗を高精度で計測する

ために，著者らの開発したジャイロセンサとハイトセ

ンサによる道路勾配計測法(3)を用いた。また燃費は排

出ガス量からカーボンバランス法にて算出した。 

表 1 試験車両諸元 
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２．２．路上走行試験ルートおよび試験方法 
路上走行試験で走行した市街地ルートの地図を図 2

に示す。交通研を発着点とする 22.2 km のルートであ

る。路上走行時の試験は，2 人のドライバにより行っ

た。1 人のドライバは「通常運転」と「アイドリング

ストップ」を担当した。通常運転は，実際の交通流に

合わせて運転を行い，エンジン回転数の使い方やアク

セルの踏み方に制限は設けていない。アイドリングス

トップ運転実施時は，車両が停止した際に車両のアイ

ドリングストップ機能を使用し，それ以外は通常運転

と同じ運転を行った。もう 1 人のドライバは「早めの

シフトアップ」「ふんわりアクセル」を担当した。早

めのシフトアップを実施する場合には，エンジン回転

数を 2000 rpm 以下に極力抑える運転を行い，ふんわ

りアクセルの実施時はエンジン回転数に制限は設け

ないもののアクセルの踏み込み量を最小限に抑える

運転を行った。これらの 4 種類の運転方法について，

各積載条件（空積載，半積載，全積載）でそれぞれ複

数回の走行試験を実施した。 
 

３．試験結果 
３．１．路上走行試験結果の解析方法 
路上走行試験では，各積載条件，各運転方法で複数

回走行したが，走行ルートは同一にしているものの，

試験時の交通状況が異なるため，トータルの走行時間

や平均速度にばらつきが生じる。今回行った試験で

は，各積載条件と各運転方法について最低 3 回の走行

を実施したが，実際に全ての走行試験の走行時間は，

最小で 3801 秒，最大で 4659 秒となっている。そこで

本報ではそれらの試験結果の中から，各積載条件にお

いて，ルート全体での平均速度が 1 km/h 以内，かつ

車両停止部分を除いた平均速度が 2 km/h 以内に収ま

る結果を抽出し比較を行った。そのことにより試験時

の交通状況が同等の条件で比較することが可能であ

る。またこのように平均速度が同等のデータを抽出し

た場合に，結果が同等となることも確認済みである。 
 
３．２．運転方法の違いが燃費・仕事量に及ぼす影響 
前節で述べた方法に従い，空積載条件における各運

転方法の結果を抽出した表が表 2 である。表中の結果

は，左から「通常運転（Normal Driving）」「アイドリ

ングストップ（Idling Stop）」「早めのシフトアップ

（ Early Shift-up ）」「ふんわりアクセル（ Gentle 
Acceleration）」の結果である。またそれぞれの運転方

法における，ルート全体での走行時間 ttotal，平均速度

vave，燃料消費量 Efuel,total，CO2排出量 ECO2,total，NOx 排

出量 ENOx,totalを示した。図 3 には同条件における燃費

Eおよび仕事量Wactを示す。燃料消費量 Efuel,totalおよび

燃費 Eの結果を見ると，アイドリングストップ，早め

のシフトアップ，ふんわりアクセルの実施による改善

効果が見られる。特にアイドリングストップによる燃

費改善効果が最も高いことが分かる。また通常運転と

比較して，アイドリングストップ，早めのシフトアッ

プでは同等の仕事量が確保されているが，ふんわりア

クセルでは約 0.2 kWh 減少する。早めのシフトアップ

実施時は通常運転と同等の仕事量が確保できるもの

の，ふんわりアクセル実施時はルート全体で平均速度

が同等であっても，アクセル操作を緩やかにしたこと

で仕事量が減少する結果となった。 
表 3，図 4 に半積載条件における試験結果を示す。

半積載条件でもアイドリングストップ，早めのシフト

アップ，ふんわりアクセルの実施による燃費改善効果

が見られ，アイドリングストップによる燃費改善効果

が最も高い。また仕事量の値もアイドリングストッ

プ，早めのシフトアップで通常運転と同等以上が確保

されるものの，ふんわりアクセルでは仕事量が減少す

る。これは空積載条件での結果と同じである。 
表 4，図 5 に全積載条件における試験結果を示す。

まず仕事量の結果から見ると，アイドリングストッ

プ，早めのシフトアップで通常運転と同等以上が確保

され，ふんわりアクセルで仕事量が減少する，という

結果となり，これは空積載条件，半積載条件と同じ傾

向にある。しかし燃料消費量および燃費の結果を見る

と，アイドリングストップによる改善効果は得られる

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 試験ルート 
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ものの，早めのシフトアップ，ふんわりアクセルでは

悪化する結果となった。これは車両重量が重いために

エンジンマップ内で燃費の悪い領域を多用すること

が原因と考えられる。 

 
３．３．運転方法の違いが CO2排出量・NOx 排出量

に及ぼす影響 
次に CO2排出量および NOx 排出量に対する影響を

解析した。図 6 に空積載条件における各運転方法での

単位距離当たりのルート平均 CO2 排出量 ECO2,X,RT，
NOx 排出量 ENOx,X,RT および単位仕事量当たりの CO2

排出率 ECO2,W,RTおよび NOx 排出率 ENOx,W,RTを示す。表

2 に示したルート全体での CO2 排出量 ECO2,total，NOx
排出量 ENOx,totalの値も併せて考えた場合，アイドリン

グストップ，早めのシフトアップ，ふんわりアクセル

により CO2排出量を削減することが可能である。一方

で NOx 排出量を比較した場合，まずアイドリングス

トップでは CO2排出量と同等の削減効果がある。次に

早めのシフトアップを実施した際には，NOx の削減効

果は無いことが分かる。これは早めのシフトアップを

実施した際には，エンジン使用領域が通常運転時と比

較して低エンジン回転，高エンジントルク側にシフト

することで，EGR 率の低い領域を使用することとな

り，NOx の削減効果が発現しないためと考えられる。

またふんわりアクセルを実施した場合には，ルート平

均 NOx 排出量，NOx 排出率どちらの値も大きく減少

していることが分かる。これはふんわりアクセルの操

作により，EGR 率の高い低エンジントルクの領域を

多用することとなり，NOx 排出量を抑えることができ

たためと考えられる。 
図7に半積載条件における各運転方法での単位距離

当たりのルート平均 CO2 排出量，NOx 排出量および

単位仕事量当たりの CO2排出率および NOx 排出率を

示す。アイドリングストップ，早めのシフトアップ，

表 2 各運転方法実施時の結果（空積載条件） 
 
 
 
 
 
 
 

 
表 3 各運転方法実施時の結果（半積載条件） 

 
 
 
 
 
 
 

 
表 4 各運転方法実施時の結果（全積載条件） 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
図 3 各運転方法実施時の燃費，仕事量（空積載条件）

 
 
 
 
 
 
 
図 4 各運転方法実施時の燃費，仕事量（半積載条件）

 
 
 
 
 
 
 
図 5 各運転方法実施時の燃費，仕事量（全積載条件）
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２．２．路上走行試験ルートおよび試験方法 
路上走行試験で走行した市街地ルートの地図を図 2

に示す。交通研を発着点とする 22.2 km のルートであ

る。路上走行時の試験は，2 人のドライバにより行っ

た。1 人のドライバは「通常運転」と「アイドリング

ストップ」を担当した。通常運転は，実際の交通流に

合わせて運転を行い，エンジン回転数の使い方やアク

セルの踏み方に制限は設けていない。アイドリングス

トップ運転実施時は，車両が停止した際に車両のアイ

ドリングストップ機能を使用し，それ以外は通常運転

と同じ運転を行った。もう 1 人のドライバは「早めの

シフトアップ」「ふんわりアクセル」を担当した。早

めのシフトアップを実施する場合には，エンジン回転

数を 2000 rpm 以下に極力抑える運転を行い，ふんわ

りアクセルの実施時はエンジン回転数に制限は設け

ないもののアクセルの踏み込み量を最小限に抑える

運転を行った。これらの 4 種類の運転方法について，

各積載条件（空積載，半積載，全積載）でそれぞれ複

数回の走行試験を実施した。 
 

３．試験結果 
３．１．路上走行試験結果の解析方法 
路上走行試験では，各積載条件，各運転方法で複数

回走行したが，走行ルートは同一にしているものの，

試験時の交通状況が異なるため，トータルの走行時間

や平均速度にばらつきが生じる。今回行った試験で

は，各積載条件と各運転方法について最低 3 回の走行

を実施したが，実際に全ての走行試験の走行時間は，

最小で 3801 秒，最大で 4659 秒となっている。そこで

本報ではそれらの試験結果の中から，各積載条件にお

いて，ルート全体での平均速度が 1 km/h 以内，かつ

車両停止部分を除いた平均速度が 2 km/h 以内に収ま

る結果を抽出し比較を行った。そのことにより試験時

の交通状況が同等の条件で比較することが可能であ

る。またこのように平均速度が同等のデータを抽出し

た場合に，結果が同等となることも確認済みである。 
 
３．２．運転方法の違いが燃費・仕事量に及ぼす影響 
前節で述べた方法に従い，空積載条件における各運

転方法の結果を抽出した表が表 2 である。表中の結果

は，左から「通常運転（Normal Driving）」「アイドリ

ングストップ（Idling Stop）」「早めのシフトアップ

（ Early Shift-up ）」「ふんわりアクセル（ Gentle 
Acceleration）」の結果である。またそれぞれの運転方

法における，ルート全体での走行時間 ttotal，平均速度

vave，燃料消費量 Efuel,total，CO2排出量 ECO2,total，NOx 排

出量 ENOx,totalを示した。図 3 には同条件における燃費

Eおよび仕事量Wactを示す。燃料消費量 Efuel,totalおよび

燃費 Eの結果を見ると，アイドリングストップ，早め

のシフトアップ，ふんわりアクセルの実施による改善

効果が見られる。特にアイドリングストップによる燃

費改善効果が最も高いことが分かる。また通常運転と

比較して，アイドリングストップ，早めのシフトアッ

プでは同等の仕事量が確保されているが，ふんわりア

クセルでは約 0.2 kWh 減少する。早めのシフトアップ

実施時は通常運転と同等の仕事量が確保できるもの

の，ふんわりアクセル実施時はルート全体で平均速度

が同等であっても，アクセル操作を緩やかにしたこと

で仕事量が減少する結果となった。 
表 3，図 4 に半積載条件における試験結果を示す。

半積載条件でもアイドリングストップ，早めのシフト

アップ，ふんわりアクセルの実施による燃費改善効果

が見られ，アイドリングストップによる燃費改善効果

が最も高い。また仕事量の値もアイドリングストッ

プ，早めのシフトアップで通常運転と同等以上が確保

されるものの，ふんわりアクセルでは仕事量が減少す

る。これは空積載条件での結果と同じである。 
表 4，図 5 に全積載条件における試験結果を示す。

まず仕事量の結果から見ると，アイドリングストッ

プ，早めのシフトアップで通常運転と同等以上が確保

され，ふんわりアクセルで仕事量が減少する，という

結果となり，これは空積載条件，半積載条件と同じ傾

向にある。しかし燃料消費量および燃費の結果を見る

と，アイドリングストップによる改善効果は得られる
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ものの，早めのシフトアップ，ふんわりアクセルでは

悪化する結果となった。これは車両重量が重いために

エンジンマップ内で燃費の悪い領域を多用すること

が原因と考えられる。 

 
３．３．運転方法の違いが CO2排出量・NOx 排出量

に及ぼす影響 
次に CO2排出量および NOx 排出量に対する影響を

解析した。図 6 に空積載条件における各運転方法での

単位距離当たりのルート平均 CO2 排出量 ECO2,X,RT，
NOx 排出量 ENOx,X,RT および単位仕事量当たりの CO2

排出率 ECO2,W,RTおよび NOx 排出率 ENOx,W,RTを示す。表

2 に示したルート全体での CO2 排出量 ECO2,total，NOx
排出量 ENOx,totalの値も併せて考えた場合，アイドリン

グストップ，早めのシフトアップ，ふんわりアクセル

により CO2排出量を削減することが可能である。一方

で NOx 排出量を比較した場合，まずアイドリングス

トップでは CO2排出量と同等の削減効果がある。次に

早めのシフトアップを実施した際には，NOx の削減効

果は無いことが分かる。これは早めのシフトアップを

実施した際には，エンジン使用領域が通常運転時と比

較して低エンジン回転，高エンジントルク側にシフト

することで，EGR 率の低い領域を使用することとな

り，NOx の削減効果が発現しないためと考えられる。

またふんわりアクセルを実施した場合には，ルート平

均 NOx 排出量，NOx 排出率どちらの値も大きく減少

していることが分かる。これはふんわりアクセルの操

作により，EGR 率の高い低エンジントルクの領域を

多用することとなり，NOx 排出量を抑えることができ

たためと考えられる。 
図7に半積載条件における各運転方法での単位距離

当たりのルート平均 CO2 排出量，NOx 排出量および

単位仕事量当たりの CO2排出率および NOx 排出率を

示す。アイドリングストップ，早めのシフトアップ，

表 2 各運転方法実施時の結果（空積載条件） 
 
 
 
 
 
 
 

 
表 3 各運転方法実施時の結果（半積載条件） 

 
 
 
 
 
 
 

 
表 4 各運転方法実施時の結果（全積載条件） 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
図 3 各運転方法実施時の燃費，仕事量（空積載条件）

 
 
 
 
 
 
 
図 4 各運転方法実施時の燃費，仕事量（半積載条件）

 
 
 
 
 
 
 
図 5 各運転方法実施時の燃費，仕事量（全積載条件）
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ふんわりアクセルによる CO2 排出量削減効果は空積

載条件と同じである。また NOx 排出量についても，

アイドリングストップにより減少し，早めのシフトア

ップの削減効果がほとんど無く，ふんわりアクセルに

より大きく削減できる，という結果は空積載条件と同

様の傾向を示している。 
次に図8に全積載条件における各運転方法での単位

距離当たりのルート平均 CO2 排出量，NOx 排出量お

よび単位仕事量当たりの CO2排出率および NOx 排出

率を示す。CO2排出量はアイドリングストップの場合

は減少するものの，早めのシフトアップでは通常運転

と変わらない結果となり，またふんわりアクセルでは

排出量が増加する結果となった。一方，NOx 排出量は，

空積載条件，半積載条件と比較して非常に排出量が高

くなっていることが分かるが，通常運転の結果と比較

してアイドリングストップ，早めのシフトアップ，ふ

んわりアクセル，いずれの場合にも減少した。特にふ

んわりアクセルによる NOx 排出量の削減効果は，空

積載，半積載条件と同様に高いことが分かった。 
 

３．まとめ 
(1) アイドリングストップは，いずれの積載条件（空

積載，半積載，全積載）においても CO2排出量削

減，NOx 排出量削減が可能であった。 
(2) 早めのシフトアップは，空積載・半積載条件では

CO2排出量削減の効果があるが，NOx 排出量の削

減効果がない。また全積載条件では CO2排出量は

変化しない。これは低エンジン回転域の全負荷ト

ルクに近い領域を多用するためと考えられる。 
(3) ふんわりアクセルは，空積載および半積載の条件

では CO2排出量削減の効果に加え，高い NOx 排

出量削減効果が見られた。全積載条件では CO2排

出量は悪化する結果となったが，これは CO2排出

量が比較的高い低エンジントルク領域を多用す

るためである。ただしこの領域は EGR 率が高い

領域のため NOx 排出量を抑えることができる。 
(4) これらのエコドライブ運転方法の CO2 排出量，

NOx 排出量に対する効果は，本報で試験した新長

期規制対応車両に限らず，本研究で使用した試験

車両と同じ排出ガス対策，燃費対策を採用してい

る車両であれば効果的と考えられる。 
(5) 将来的に OBD 規格等が統一化されれば，エンジ

ン使用状態をモニタリングして，CO2，NOx 排出

量を削減する運転をドライバに指示できる車載

型の運転支援機器が開発可能と考えられる。 
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図 6 各運転方法実施時の CO2排出量，NOx 排出量 
（空積載条件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 各運転方法実施時の CO2排出量，NOx 排出量 
（半積載条件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 各運転方法実施時の CO2排出量，NOx 排出量 
（全積載条件） 
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③ ハイブリッド重量車に対する回生エネルギの適用性に関する研究 
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１．は じ め に 

輸送機器部門のエネルギの1/3程度を消費する貨物

自動車の中でも、特に長距離貨物自動車（以下、重量

車）の省エネルギ化が望まれている。走行に必要なエ

ネルギが大きい重量車の電動化（EV）はモータやバッ

テリ性能等の問題から課題が多く、ハイブリッド（以

下、HEV）化が現実的な技術として挙げられる。しか

し、現状のHEVシステムでは、発進・停止の頻度が多

い市街地走行ではある程度の燃費改善効果が見込め

るが、高速一定速度走行の場合には十分な燃費向上効

果が得られていない 1)。本研究では、地球環境改善に

対する解を提示するため、高速走行時の燃費を改善

し、重量車の実用燃費を向上させることを目的とした

新たなハイブリッドパワートレインシステムを提案

する。さらに、将来、本システムのような高速走行時

での燃費改善を目的としたハイブリッドシステムが

市場に投入された場合でも、実走行時における燃費、

排出ガスの改善効果代を適正に評価可能な試験法を

検討することを目的としている。 

初報となる本報では、回生機会の少ない高速走行時

に得られる回生エネルギ量に着目し、新方式ハイブリ

ッドシステム成立性を、エネルギ（バッテリ）マネジ

メントの立場から検討するため、車両走行時のエネル

ギ収支が計算できる簡易シミュレーションを作成し、

検討を行った。さらに、本ハイブリッド重量車のシス

テム構成の検討だけでなく、各種ハイブリッド車の燃

費・排出ガス等の評価法を検討する目的で構築してい

る「台上ハイブリッド試験装置」について紹介する。 

２．回生エネルギ適用性の新提案 

一般的に、一定速度走行時に車両が必要とする出力

は大きくなく、現状の内燃機関サイズより小型化して

も十分に走行可能である。一方、発進時や加速時、急

な登坂などの過渡状態で大きな出力、特にトルクを必

要とする場面での要求トルクに応えるためには、小型

内燃機関ではトルク不足が発生する。ここで、全負荷

性能試験結果の一例 2)を図1に示すが、小排気量過給

（ターボチャージャー）エンジンでは、トルク増大ま

での応答時間が長く、大排気量自然吸気エンジンが発

生する低速トルクを満たすことができない。このた

め、重量車用内燃機関において十分な小排気量化（ダ

ウンサイジング化）が難しく、燃費向上が図れない。 

提案する「ハイブリッドエンジン（Hybrid Electric 

Engine：以下、HeE）システム」は、図2、3に示すよ

うに、小排気量過給エンジンによる過渡状態でのエン

ジントルクの不足分を補うため、電動過給機（電動ブ

ースター）を活用する。電動過給機により任意のタイ

ミングで過給でき、電源には従来の24Vバッテリでは

なくハイブリッド用高電圧バッテリを用いるため、極

めて高い応答性で過給できる。小排気量エンジンに電

動過給機を採用した際には、過渡応答発生時には短時

間で低速トルク不足が補え（図 1 青色枠内）、高速巡

航時にはエンジン負荷の高い領域、つまり、エンジン
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ふんわりアクセルによる CO2 排出量削減効果は空積

載条件と同じである。また NOx 排出量についても，

アイドリングストップにより減少し，早めのシフトア

ップの削減効果がほとんど無く，ふんわりアクセルに

より大きく削減できる，という結果は空積載条件と同

様の傾向を示している。 
次に図8に全積載条件における各運転方法での単位

距離当たりのルート平均 CO2 排出量，NOx 排出量お

よび単位仕事量当たりの CO2排出率および NOx 排出

率を示す。CO2排出量はアイドリングストップの場合

は減少するものの，早めのシフトアップでは通常運転

と変わらない結果となり，またふんわりアクセルでは

排出量が増加する結果となった。一方，NOx 排出量は，

空積載条件，半積載条件と比較して非常に排出量が高

くなっていることが分かるが，通常運転の結果と比較

してアイドリングストップ，早めのシフトアップ，ふ

んわりアクセル，いずれの場合にも減少した。特にふ

んわりアクセルによる NOx 排出量の削減効果は，空

積載，半積載条件と同様に高いことが分かった。 
 

３．まとめ 
(1) アイドリングストップは，いずれの積載条件（空

積載，半積載，全積載）においても CO2排出量削

減，NOx 排出量削減が可能であった。 
(2) 早めのシフトアップは，空積載・半積載条件では

CO2排出量削減の効果があるが，NOx 排出量の削

減効果がない。また全積載条件では CO2排出量は

変化しない。これは低エンジン回転域の全負荷ト

ルクに近い領域を多用するためと考えられる。 
(3) ふんわりアクセルは，空積載および半積載の条件

では CO2排出量削減の効果に加え，高い NOx 排

出量削減効果が見られた。全積載条件では CO2排

出量は悪化する結果となったが，これは CO2排出

量が比較的高い低エンジントルク領域を多用す

るためである。ただしこの領域は EGR 率が高い

領域のため NOx 排出量を抑えることができる。 
(4) これらのエコドライブ運転方法の CO2 排出量，

NOx 排出量に対する効果は，本報で試験した新長

期規制対応車両に限らず，本研究で使用した試験

車両と同じ排出ガス対策，燃費対策を採用してい

る車両であれば効果的と考えられる。 
(5) 将来的に OBD 規格等が統一化されれば，エンジ

ン使用状態をモニタリングして，CO2，NOx 排出

量を削減する運転をドライバに指示できる車載

型の運転支援機器が開発可能と考えられる。 
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図 6 各運転方法実施時の CO2排出量，NOx 排出量 
（空積載条件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 各運転方法実施時の CO2排出量，NOx 排出量 
（半積載条件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 各運転方法実施時の CO2排出量，NOx 排出量 
（全積載条件） 
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１．は じ め に 

輸送機器部門のエネルギの1/3程度を消費する貨物

自動車の中でも、特に長距離貨物自動車（以下、重量

車）の省エネルギ化が望まれている。走行に必要なエ

ネルギが大きい重量車の電動化（EV）はモータやバッ

テリ性能等の問題から課題が多く、ハイブリッド（以

下、HEV）化が現実的な技術として挙げられる。しか

し、現状のHEVシステムでは、発進・停止の頻度が多

い市街地走行ではある程度の燃費改善効果が見込め

るが、高速一定速度走行の場合には十分な燃費向上効

果が得られていない 1)。本研究では、地球環境改善に
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量でも出力性能を十分に確保できると考えられる。 
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25ton車を選定し、車両の半積載状態（17ton）で行っ
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は、常にエンジンブレーキが作用するため、減速エネ
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HEV用モータが最大限回生するモデルとした。 
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費電力+2kWで吸気アシストを得る仕様とし、車両加速

時にエンジン回転数 2000rpm まで稼働する設定とし

た。それ以外の運転状態では、図3のコントロールフ

ラップを開き、電動過給機の駆動を休止させ、ターボ

チャージャーのみを稼働させた。 

図6に、HEVモデルおよびHeEモデルのフローチャ

ートを示す。エネルギマネジメントを考慮し、バッテ

リSOCレベルが走行前と走行後で同等となるよう、エ

ンジンとHEV用モータの力行トルク配分を調整した。

特に、HeEモデルではHEV用モータと電動過給機を活

用するが、電動過給機に優先的に電力を使い、残りの

電力分でHEV用モータを稼働させるモデルとした。 

３．２．シミュレーションによる検討 

 HeE車には、高速走行時のエネルギ回生量に見合っ

た小容量バッテリの搭載を前提としており、市販小型

HEVトラック用のHEV用モータ（最大出力35kW、最大

トルク 200Nm/1700rpm、重量 40kg）およびバッテリ

（5.5Ah、66Wh/kg、2600W/kg、重量40kg）を搭載した。

HEV用モータは、全ギア、全回転数でアシストを行う

が、減速時 15km/h 以下ではクラッチ接合時であって

も回生を停止させ、車両停止時にはエンジンを停止さ

せた。走行開始時のバッテリ SOC レベルは、60%とし

た。シフトパターン、車両質量およびエンジンサイズ

は、重量車モデル計算に用いた車両諸元と同等として

計算している。また、HEV車においても同様とした。 
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は、重量車モデル計算に用いた車両諸元と同等として

計算している。また、HEV車においても同様とした。 

 

（１）システム成立性検討１（市街地～高速走行） 

JE05モード走行時のHEV車およびHeE車のバッテリ

SOC推移、電動過給機およびHEV用モータの力行/回生

電力量の計算結果を図7に示す。エネルギマネジメン

トを考慮したため、モード走行終了時のバッテリSOC

レベルは、走行前の 60%に回復している。HeE 車の電

動過給機は、モデル設定条件通りの稼働を行ってお

り、HEV用モータの約1/10の電力量で稼働している。

電動過給効果により、図中AのようにHEV用モータの

力行電力量がHEV車に比べ減少した。特に、車両発進、

再加速時での減少が顕著となり、図中BでのHeE車の

バッテリSOC減少幅が改善することが確認できた。 

 図 8には、JE05モード走行時のトランスミッション

直前（エンジン側）のHEV車およびHeE車の車両、エ

ンジン、HEV 用モータの仕事率をそれぞれ示す。HeE

車に関しては、HEV用モータの仕事率低減が確認でき、

特に車両発進時、再加速時でのHEV用モータの仕事率

低減が顕著となった。これは、電動過給効果によるエ

ンジン低速トルク改善によるものと考えられる。 

JE05走行時のエンジン車、HEV車およびHeE車の仕

事量分割割合を、エンジン車の仕事量を100%として整

理し、図 9 に示す。HEV 車のエンジン仕事量割合は
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87.6%、HEV用モータ仕事量割合は12.4%となった。一

方、HeE車のエンジン仕事量割合は92.4%、HEV用モー

タ仕事量割合は7.6%となり、HeE車は電動過給効果に

よるエンジン低速トルク改善により、HEV用モータ仕

事量割合がHEV車に比べ約半減することが分かった。 

（２）システム成立性検討２（高速走行のみ） 

 JE05 モードの高速走行部（1500～1640 秒）を繰り

返し 10 回走行する任意の高速走行モードを作成し、

走行結果を図 10 に示す。HEV 用モータ仕事量割合は

HEV 車で 3.2%、HeE 車で 1.3%とともに少ないが、HeE

車は電動過給効果により、その割合が半減した。 

以上より、HEV 車、HeE 車ともに、高速走行中に回

生できる僅かなエネルギをバッテリに溜めるが、その

エネルギを主に電動過給機に使用するHeE車は、バッ

テリ容量が小さくても、電動過給効果を長時間に渡り

持続させることができる。そのため、小排気量エンジ

ンが採用でき、高速走行時でのエンジン高効率化が図

れることから、燃費改善に寄与できると考えられる。 

 

４．新方式ハイブリッドシステムの燃費効果検討 

 HeE車に最適となる小排気量エンジンを導入し、エ

ンジン高効率化による燃費改善効果を検証するため、

台上ハイブリッド試験装置の整備を進めている。 

４．１．台上ハイブリッド試験装置の全体概要 

エンジン試験用、モータ試験用の各動力計の連結を

ソフトウェア上で行い、車両質量、パワーバランス、

バッテリ能力および動力伝達機構などを自由に構成

できる装置である。シリーズHEV、パラレルHEV、各々

を組み合わせたHEVシステムやそれ以外の新たなHEV

システムにもソフトウェアの変更により対応できる。 

本システムは、運転手を代行するドライバモデルか

らアクセル開度情報を受け、HEV用制御モデルがエン

ジン用ECUおよび駆動モータ用インバータへ指令を行

う。車両モデルが走行時の負荷を演算し、各動力計は

エンジンおよび駆動モータへ与えるべき負荷指令を

行う。一方、回生時の情報は回生モデルで演算され、

HEV用制御モデルと連携して充放電装置へ充電情報を

与え、バッテリに給電する。本試験装置作動時には、

走行中のエンジン、駆動モータ、バッテリの状態をリ

アルタイムに観察することができる。 

４．２．進捗状況 

 パラレル式ハイブリッドシステムの構築を目指し、

昨年度は図11に示すように、実機モータ(M/G)をダイ

ナモメータ(DY2)と接続し、ハイブリッド制御モデル

と車両モデルから成るシステムを構成した。現在、ダ

イナモメータ(DY1)に実機エンジンを接続し、システ

ム調整を行っている。 

 

５．まとめ 

 重量車のエネルギ効率向上を狙った新方式ハイブ

リッドシステムを提案し、そのシステム成立性を検討

するため、簡易解析モデルを構築した。HEV車に電動

過給機を組み合わせたハイブリッドエンジンシステ

ムでは、エンジン低速トルクが改善し、従来HEV車に

比べ少ないバッテリ搭載量でも走行可能であること

が把握でき、本報で目的とした「システム成立性」が

確認できた。今後は、燃費改善効果を検証するため、

台上ハイブリッド試験装置を用い研究を進める。 
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④ 蓄電装置の車両適合性評価（１） 
 

－バッテリのサイクル負荷試験とその結果に基づく一充電走行距離変化予測－ 
 
 

環境研究領域   ※小鹿 健一郎  河合 英直  奥井 伸宜  新国 哲也 
 
 
 

１．はじめに 
電気自動車は排出ガスを放出しないことから、従来

の内燃機関原動機を用いた自動車と比較して環境へ

の負荷が少ない自動車として注目されており、また動

力源となる電気に再生可能エネルギー由来の電気を

使うことで CO2 排出量の低減にも貢献すると期待さ

れている。 
交通安全環境研究所では、電気自動車を含む電動車

のバッテリ劣化とその環境性能への影響について研

究を行っている。電気自動車においてバッテリは唯一

のエネルギー源であり、バッテリの劣化が一充電あた

りの走行距離の短縮を引き起こすことが予想される。

しかしながら、電気自動車のバッテリ劣化とその一充

電あたりの走行距離に関する情報は限定的であり、ユ

ーザーに対し充分な情報提供がなされていない現状

にある。 
この要因の一つに、バッテリ劣化の情報を得るため

に、実際の車両を用いて、耐久走行試験を短期間で行

うことが難しいという課題が挙げられる。本研究で

は、この課題に対し、蓄電システム（セル、モジュー

ル、パック）を対象として、自動車の走行に相当する

負荷を、自動制御可能な充放電試験装置を用いて繰り

返し印加するなどして、耐久走行に関するデータを取

得する手法の妥当性の検討を行っている。本報告で

は、電気自動車のモード試験走行から電気自動車のバ

ッテリセルに印加される充放電負荷データのサンプ

リングを行い、充放電試験装置を用いて供試リチウム

イオンバッテリ（セル）にその負荷を与えるサイクル

試験を行うとともに、本手法における課題の抽出を行

った。 
 
 

２．試験方法 
試験は電気自動車を想定し、駆動用バッテリとし

て、26 Ah 級の高容量リチウムイオン電池を用意し、

市販電気自動車（三菱自動車 i-MiEV）の JC08 モー

ド走行試験からサンプリングした電池の充放電負荷

パターンを充放電試験装置により繰り返し印加し、そ

の容量変化をモニターした。 
２．１．供試リチウムイオン電池の構成と出力特性 
電気自動車を想定した供試リチウムイオン電池と

して、マンガン酸リチウムと三元系を主成分とする混

合正極およびグラファイト負極からなる大容量リチ

ウムイオン電池を設計した。構成材料の詳細を表１に

示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
供試リチウムイオン電池の初期状態の出力特性を

図１に示す。本供試リチウムイオン電池は 3.5 C の放

電においても約 90％の放電容量を示した。その後 4
－6 C の範囲では内部抵抗の上昇により放電容量は

30％まで低下した。 
 
 

表１　電池の構成材料一覧

化合物名

活物質 LiMn2O4-LiCo1/3Ni1/3Mn1/3O2

導電付与剤 カーボンブラック
バインダー PVDF(ポリフッ化ビニリデン）

集電体 アルミ

活物質 グラファイト(塊状人造黒鉛）
バインダー ＳＢＲ（スチレン－ブタジエンゴム）

増粘剤 ＣＭＣ（カルボキシメチルセルロース）
集電体 銅

支持塩 LiPF6

溶媒 EC/DMC/EMC 
添加材 ＶＣ（ビニレンカーボネート)

セパレーター 微多孔膜 ポリエチレン

正極端子 アルミ
負極端子 銅

金具 SUS

ケース・蓋 ポリプロピレン
シール剤 ポリオレフィン系反応性ホットメルト

セルケース

部材名

正極

負極

電解液

セル端子
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87.6%、HEV用モータ仕事量割合は12.4%となった。一

方、HeE車のエンジン仕事量割合は92.4%、HEV用モー

タ仕事量割合は7.6%となり、HeE車は電動過給効果に

よるエンジン低速トルク改善により、HEV用モータ仕

事量割合がHEV車に比べ約半減することが分かった。 

（２）システム成立性検討２（高速走行のみ） 

 JE05 モードの高速走行部（1500～1640 秒）を繰り

返し 10 回走行する任意の高速走行モードを作成し、

走行結果を図 10 に示す。HEV 用モータ仕事量割合は

HEV 車で 3.2%、HeE 車で 1.3%とともに少ないが、HeE

車は電動過給効果により、その割合が半減した。 

以上より、HEV 車、HeE 車ともに、高速走行中に回

生できる僅かなエネルギをバッテリに溜めるが、その

エネルギを主に電動過給機に使用するHeE車は、バッ

テリ容量が小さくても、電動過給効果を長時間に渡り

持続させることができる。そのため、小排気量エンジ

ンが採用でき、高速走行時でのエンジン高効率化が図

れることから、燃費改善に寄与できると考えられる。 

 

４．新方式ハイブリッドシステムの燃費効果検討 

 HeE車に最適となる小排気量エンジンを導入し、エ

ンジン高効率化による燃費改善効果を検証するため、

台上ハイブリッド試験装置の整備を進めている。 

４．１．台上ハイブリッド試験装置の全体概要 

エンジン試験用、モータ試験用の各動力計の連結を

ソフトウェア上で行い、車両質量、パワーバランス、

バッテリ能力および動力伝達機構などを自由に構成

できる装置である。シリーズHEV、パラレルHEV、各々

を組み合わせたHEVシステムやそれ以外の新たなHEV

システムにもソフトウェアの変更により対応できる。 

本システムは、運転手を代行するドライバモデルか

らアクセル開度情報を受け、HEV用制御モデルがエン

ジン用ECUおよび駆動モータ用インバータへ指令を行

う。車両モデルが走行時の負荷を演算し、各動力計は

エンジンおよび駆動モータへ与えるべき負荷指令を

行う。一方、回生時の情報は回生モデルで演算され、

HEV用制御モデルと連携して充放電装置へ充電情報を

与え、バッテリに給電する。本試験装置作動時には、

走行中のエンジン、駆動モータ、バッテリの状態をリ

アルタイムに観察することができる。 

４．２．進捗状況 

 パラレル式ハイブリッドシステムの構築を目指し、

昨年度は図11に示すように、実機モータ(M/G)をダイ

ナモメータ(DY2)と接続し、ハイブリッド制御モデル

と車両モデルから成るシステムを構成した。現在、ダ

イナモメータ(DY1)に実機エンジンを接続し、システ

ム調整を行っている。 

 

５．まとめ 

 重量車のエネルギ効率向上を狙った新方式ハイブ

リッドシステムを提案し、そのシステム成立性を検討

するため、簡易解析モデルを構築した。HEV車に電動

過給機を組み合わせたハイブリッドエンジンシステ

ムでは、エンジン低速トルクが改善し、従来HEV車に

比べ少ないバッテリ搭載量でも走行可能であること

が把握でき、本報で目的とした「システム成立性」が

確認できた。今後は、燃費改善効果を検証するため、

台上ハイブリッド試験装置を用い研究を進める。 
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１．はじめに 
電気自動車は排出ガスを放出しないことから、従来

の内燃機関原動機を用いた自動車と比較して環境へ

の負荷が少ない自動車として注目されており、また動

力源となる電気に再生可能エネルギー由来の電気を

使うことで CO2 排出量の低減にも貢献すると期待さ

れている。 
交通安全環境研究所では、電気自動車を含む電動車

のバッテリ劣化とその環境性能への影響について研

究を行っている。電気自動車においてバッテリは唯一

のエネルギー源であり、バッテリの劣化が一充電あた

りの走行距離の短縮を引き起こすことが予想される。

しかしながら、電気自動車のバッテリ劣化とその一充

電あたりの走行距離に関する情報は限定的であり、ユ

ーザーに対し充分な情報提供がなされていない現状

にある。 
この要因の一つに、バッテリ劣化の情報を得るため

に、実際の車両を用いて、耐久走行試験を短期間で行

うことが難しいという課題が挙げられる。本研究で

は、この課題に対し、蓄電システム（セル、モジュー

ル、パック）を対象として、自動車の走行に相当する
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２．試験方法 
試験は電気自動車を想定し、駆動用バッテリとし

て、26 Ah 級の高容量リチウムイオン電池を用意し、
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示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
供試リチウムイオン電池の初期状態の出力特性を

図１に示す。本供試リチウムイオン電池は 3.5 C の放

電においても約 90％の放電容量を示した。その後 4
－6 C の範囲では内部抵抗の上昇により放電容量は

30％まで低下した。 
 
 

表１　電池の構成材料一覧

化合物名

活物質 LiMn2O4-LiCo1/3Ni1/3Mn1/3O2

導電付与剤 カーボンブラック
バインダー PVDF(ポリフッ化ビニリデン）

集電体 アルミ

活物質 グラファイト(塊状人造黒鉛）
バインダー ＳＢＲ（スチレン－ブタジエンゴム）

増粘剤 ＣＭＣ（カルボキシメチルセルロース）
集電体 銅

支持塩 LiPF6

溶媒 EC/DMC/EMC 
添加材 ＶＣ（ビニレンカーボネート)

セパレーター 微多孔膜 ポリエチレン

正極端子 アルミ
負極端子 銅

金具 SUS

ケース・蓋 ポリプロピレン
シール剤 ポリオレフィン系反応性ホットメルト

セルケース

部材名

正極

負極

電解液

セル端子

−−88−− −−89−−



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 供試リチウムイオン電池の出力特性 

２．２．実車での充放電電力データの抽出 
電気自動車の走行に由来する負荷を再現するため

に、市販電気自動車が JC08 モードを走行する際の駆

動バッテリの充放電出力データを抽出した（図 2）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
図 2 電気自動車からの充放電出力データの抽出 

２．３．使用モード設定と繰り返し充放電試験 
本実験では電気自動車のひとつの使用モードとし

て、『まず完全放電状態から満充電状態まで駆動用バ

ッテリを充電し、その後走行により完全放電状態まで

電力を使用する』という使い方を設定し、対応する充

放電パターンを作成した。充放電パターンは前項 2.2
抽出したデータ（電池パック）を供試リチウムイオン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 繰り返し充放電試験における電圧の時間変化 

電池の電圧および容量に合わせて縮小したパルス放

電部分と定電流-定電圧（CC-CV）充電部分および定

電圧放電部分の 3 パートで構成されている。これを一

サイクルとして、繰り返し充放電を行った。この構成

と本パターン印加によるセル電圧の時間変化を図 3
に示す。 

３．結果 
供試リチウムイオン電池の容量変化を 1 C の定電

流放電測定により求めるとともに一充電走行距離（満

充電状態からパルス放電により下限電圧2.8 Vに到達

するまでに走行した距離）と比較した。電池容量はサ

イクル数の増加に従い減少し、70 サイクル後に初期

容量に対し、約 5％容量が低下した。また、この結果

のサイクル数および放電容量を総走行距離と一充電

走行距離にそれぞれ換算すると総走行距離 1,000 km 
(6 サイクル目)で 153 km であった一充電走行距離は

総走行距離 10,000 km (61 サイクル) で 138 km まで

低下した（約 13％の走行距離減）。この容量低下率に

くらべ走行距離低下率が大きいのは、1 C での定電流

放電に比べ、JC08 モードをもとに作成したパルス放

電の方が電池への負荷（出力）が大きいためであると

考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 繰り返し充放電によるバッテリの容量低下 

４．まとめ 
今回の結果から、定電流測定による容量低下とパ

ルス放電のデータから換算した走行距離の低下には

乖離があることが明らかとなった。このため、駆動

用バッテリの劣化に関して公開されるべき情報の姿

は単に容量の低下の大きさだけでは不十分であり、

走行距離に換算された情報が公開されることが重要

であると考えられる。また、試験の目的に応じて、

試験条件であるパルスパターンの抽出方法や加工方

法に加え、蓄電システムのレベル（セル、モジュー

ル、パック）等も今後の課題として検討されなくて

はならないと考えられる。 
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⑤ 蓄電装置の車両適合性評価（2） 
 

－電気自動車の使用に伴う一充電走行距離，電力消費率の変化について－ 
 
 

環境研究領域   ※新国 哲也  小鹿 健一郎  河合 英直  奥井 伸宜 
 
 

１．はじめに 
電気自動車は排出ガスを放出しないことから，従来

の内燃機関を用いた自動車と比較して環境への負荷

が少ない自動車として注目されてきた．また動力源と

なる電気に関して，日本の電源構成において，例えば

風力発電などの燃料を使用しない新エネルギーの電

源割合が増加すれば，電気自動車は CO2排出量の低減

にも貢献すると期待される． 

電気自動車において電気エネルギーを蓄えるバッ

テリは主要部品であり，バッテリの性能は電気自動車

の性能に直接的な影響を与える．車両の使用もしくは

使用しない場合でも時間が経つことによってバッテ

リの劣化は進行するが，その劣化による自動車性能の

低下への影響は，ユーザーにとって大きな関心事であ

る．例えば，バッテリの劣化に伴う容量の低下が顕著

になれば，車両性能の一つである一充電走行距離は短

縮されるが，このような情報がユーザーに開示されな

いことで不利益が生じる可能性も考えられる． 

内燃機関の自動車における排出ガスの浄化性能の

悪化とは異なり，電気自動車における一充電走行距離

の短縮は，ユーザーが実感しやすい．現状の自動車諸

元表には，電動車の一充電走行距離として新車状態時

に測定された計測データが記載されており，自動車の

使用によるバッテリの劣化で諸元値がどのように変

化するかについては示されていない．したがって現状

ではユーザーがバッテリの劣化やその影響を把握す

ることは難しい．そこでバッテリの劣化や車両性能の

変化に関する情報をユーザーに分かりやすく伝える

ことが健全な電気自動車の普及に必要となると考え

る． 

交通安全環境研究所ではユーザーへの情報提供を

前提として，バッテリ劣化をどのように評価し，公表

するべきかについて検討を進めている．本稿では，ま

ず市販の電気自動車を用いて車両性能の変化の実態

を調査することとし，約2年間使用および保管した電

気自動車について，一充電走行距離および電力量消費

率の変化を計測した． 

 
２．試験方法 

２．１．試験車両の使用・保管状態 
試験車両は，三菱自動車工業株式会社製電気自動車

i-MiEV（2009年式）である．仕様をTable. 1に示す．  

Table.1 試験車両の仕様(新車時) 

車両重量 1110 kg  

一充電走行距離 160km 

電力量消費率 110Wh/km 

電池容量  16 kWh  

電池電圧  330 V  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.1 試験車両保管駐車場付近の外気温度記録 

（出典：気象庁ホームページ 

http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php） 
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試験車両は露天の駐車場で保管し，保管温度管理な

どは行っていない．保管時の試験車両の温度は外気温

度と同等と考えられる．保管時温度の参考として，試

験車両駐車場に最も近いアメダス府中観測所（緯度経

度：北緯 35度 41.0 分，東経 139 度 28.9 分，車両保

管駐車場とアメダス府中観測所の直線距離は約7km）

の温度記録をFig.1に示す．車両納入（2009年 9月）

から2011年 8月までの平均気温は15.5℃であった． 

試験車両の走行状況を Table.2 に示す．2011 年 8

月における走行距離はオドメータ表示で約4,700kmで

ある．一般道走行とシャシーダイナモ(以下CDY)上で

の JC08 モードの走行が主体であり，総走行距離のう

ち一般道での走行の割合が 66％，JC08 モードでの走

行の割合が約24%となっている． 

 
Table.2 試験車両の走行状況 
総走行距離 4,700km (100%)

JC08(CDY)走行距離 1,120km (24%) 

一般道走行 3,080km (66%) 

高速道路走行  500km (10%) 

 
２．２．一充電走行距離の測定 
バッテリを満充電状態にした後，シャシーダイナモ

メータ(CDY)にてJC08モードを繰り返し走行し，バッ

テリの電力を使いきるまで走行し，一充電走行距離を

計測する．Fig.2に CDY走行の様子を示す．写真のCDY

は 4輪駆動車用であるが，前輪ローラは使用せず，後

輪ローラのみ使用した． 

 
 
 
 
 
 

Fig.2 試験車両の CDY 試験の様子 
 
２．３．電力量消費率の測定 
 試験車両を完全に放電した状態から満充電にする

までに必要な商用電源からの AC200V 単相での充電電

力量を計測した．電力の計測ポイントをFig.3に示す．

充電電力量を一充電走行距離で除した値を電力量 

消費率として記録した． 

 
 
 
 

Fig.3 充電電力量計測回路 
 

 ３．結果 
 Fig.4 に試験車両の一充電走行距離と電力量消費率

の計測結果を示す．一充電走行距離について，計測を

開始した2009年12月の時点では156.8kmであったの

に対し，2011年 6月の時点では約16%短い131.2kmと

なった．一方で電力量消費率は2009年 12月の時点で

115Wh/km であったのに対し，2011 年 5 月の時点では

117Wh/kmであり，顕著な変化は認められなかった．こ

れは充電電力量も低下していたことを示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4 試験車両における一充電走行距離および 

電力量消費率の変化 

 

４．まとめ 
電気自動車の実車における使用・経年による性能変

化を把握するために，一充電走行距離と電力量消費率

を計測した結果，約2年間で一充電走行距離は約16%

短縮，電力量消費率は顕著な変化は見られなかった．

一充電走行距離の短縮について，バッテリの特性や劣

化による影響が考えられるが，その他にも例えばバッ

テリマネージメントシステムのSOC推定の誤差などの

原因も考えられる．一充電走行距離とバッテリ劣化と

の関係を明確化するには，バッテリ容量の計測等も必

要である． 

今回調査したのは一例のみであるが，新車状態と2

年間使用後の状態とで一充電走行距離が1割以上も短

くなったということは重要な情報であり，公正な試験

法により評価し，公表していく必要があると考える． 

測定① 
（2009/12）

測定② 
（2011/1） 

測定③ 
（2011/5）

 

 

 
 

⑥ 高速道路上での NO2濃度実態および、車室内への影響 
 
 

環境研究領域   ※山田 裕之 
    東京大学    林 瑠美子  戸野倉 賢一   
 

１．はじめに 
現在 1744 地点で行われている大気環境モニタリン

グの結果では、NO2 の環境基準達成率は一般局で

100 %、自排局でも 95.7 %と非常に良好な結果となっ

ている[1]。ただし、工業専用地域、車道等の公衆が通

常生活していない場所は大気環境基準が適用されな

い。本研究では、車道上での NO2 濃度に焦点を当て

る。その理由は、一般生活において公共交通を含めた

自動車に搭乗することは一般的であり、車道も通常生

活を行う場と言える。ただし人々は車道の空気に直接

さらされるわけではなく、自動車車室内の空気質が問

題となってくる。しかしこの自動車車室内の空気の状

況と周辺道路環境の有害物質の存在による影響を調

査した例は、ほとんどない。そこで本研究では、車道

上の NO2 濃度、一般環境と見なすことも可能と考え

られる自動車車室内の NO2濃度の双方を計測する。 
 

2．実験方法 
車道上の NO2 濃度を調査するとともに、同時に車

両の搭乗員への暴露状況調査するため専用の計測車

両を使用した。本計測車両は下記に示す 2 種類のNO2

計測装置を、車両内部計測用、車両外部計測用として

それぞれ 2 台搭載した。車両内部計測用プローブは助

手席の搭乗員の頭部付近に設置し、車道上計測用のプ

ローブは車両前方の空調機の外気取り入れ口に設置

した。計測に使用した装置は、化学発光法を原理とし、

NOX濃度とNO濃度の差分としてNO2濃度を算出す

る計測器（以下 CL）および、酸化タングステン結晶

を MEMS 構造ダイヤフラム上に形成させ、NO2を直

接測定する装置[2]（以下MEMS）である。なお、空

調モードは外気導入とした。 
 

３．結果考察 
車道上および車室内の NO2 濃度を、高速道路走行時

に計測した。今回高速道路でのデータ取得を行った経

路を Fig. 1 に示す[3]。また、Fig. 1 にアルファベット

で示した地点詳細および、各地点間の道路環境を

Table 1 に示す。今回の試験では、調布 IC を出発点と

し、中央高速、首都高速を経由して首都高速を大回り

し東名高速に出て、御殿場 IC を終点とした。今回の

試験での交通状況は、地点 C から地点 D までは渋滞

し、地点 F 以降終点の御殿場 IC までは重量車割合が

高い状態であった。また、本ルートの E-F 間はトンネ

ルであり、G-H 間は上り坂である。 
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Fig. 1  Route map of measurement on highway. 

 

Table 1 Road conditions in this study measurement. 

Mark Point Conditions

HD ratio : Ratio of heavy duty truck

D Kohoku JCT

Chofu IC

B Miyakezaka JCT

C Hakozaki JCT

High HD ratio, Up hill
H Gotenba IC

Normal

Heavy Traffic

Normal

Normal

Tunnel

High HD ratio

E KumanochoJCT

F Ohashi JCT

G Hadano-Nakai IC

A
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試験車両は露天の駐車場で保管し，保管温度管理な

どは行っていない．保管時の試験車両の温度は外気温

度と同等と考えられる．保管時温度の参考として，試

験車両駐車場に最も近いアメダス府中観測所（緯度経

度：北緯 35度 41.0 分，東経 139 度 28.9 分，車両保

管駐車場とアメダス府中観測所の直線距離は約7km）

の温度記録をFig.1に示す．車両納入（2009年 9月）

から2011年 8月までの平均気温は15.5℃であった． 

試験車両の走行状況を Table.2 に示す．2011 年 8

月における走行距離はオドメータ表示で約4,700kmで

ある．一般道走行とシャシーダイナモ(以下CDY)上で

の JC08 モードの走行が主体であり，総走行距離のう

ち一般道での走行の割合が 66％，JC08 モードでの走

行の割合が約24%となっている． 

 
Table.2 試験車両の走行状況 
総走行距離 4,700km (100%)

JC08(CDY)走行距離 1,120km (24%) 

一般道走行 3,080km (66%) 

高速道路走行  500km (10%) 

 
２．２．一充電走行距離の測定 
バッテリを満充電状態にした後，シャシーダイナモ

メータ(CDY)にてJC08モードを繰り返し走行し，バッ

テリの電力を使いきるまで走行し，一充電走行距離を

計測する．Fig.2に CDY走行の様子を示す．写真のCDY

は 4輪駆動車用であるが，前輪ローラは使用せず，後

輪ローラのみ使用した． 

 
 
 
 
 
 

Fig.2 試験車両の CDY 試験の様子 
 
２．３．電力量消費率の測定 
 試験車両を完全に放電した状態から満充電にする

までに必要な商用電源からの AC200V 単相での充電電

力量を計測した．電力の計測ポイントをFig.3に示す．

充電電力量を一充電走行距離で除した値を電力量 

消費率として記録した． 

 
 
 
 

Fig.3 充電電力量計測回路 
 

 ３．結果 
 Fig.4 に試験車両の一充電走行距離と電力量消費率

の計測結果を示す．一充電走行距離について，計測を

開始した2009年12月の時点では156.8kmであったの

に対し，2011年 6月の時点では約16%短い131.2kmと

なった．一方で電力量消費率は2009年 12月の時点で

115Wh/km であったのに対し，2011 年 5 月の時点では

117Wh/kmであり，顕著な変化は認められなかった．こ

れは充電電力量も低下していたことを示している． 
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４．まとめ 
電気自動車の実車における使用・経年による性能変

化を把握するために，一充電走行距離と電力量消費率

を計測した結果，約2年間で一充電走行距離は約16%

短縮，電力量消費率は顕著な変化は見られなかった．

一充電走行距離の短縮について，バッテリの特性や劣

化による影響が考えられるが，その他にも例えばバッ

テリマネージメントシステムのSOC推定の誤差などの

原因も考えられる．一充電走行距離とバッテリ劣化と

の関係を明確化するには，バッテリ容量の計測等も必

要である． 

今回調査したのは一例のみであるが，新車状態と2

年間使用後の状態とで一充電走行距離が1割以上も短

くなったということは重要な情報であり，公正な試験

法により評価し，公表していく必要があると考える． 

測定① 
（2009/12）
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⑥ 高速道路上での NO2濃度実態および、車室内への影響 
 
 

環境研究領域   ※山田 裕之 
    東京大学    林 瑠美子  戸野倉 賢一   
 

１．はじめに 
現在 1744 地点で行われている大気環境モニタリン

グの結果では、NO2 の環境基準達成率は一般局で

100 %、自排局でも 95.7 %と非常に良好な結果となっ

ている[1]。ただし、工業専用地域、車道等の公衆が通

常生活していない場所は大気環境基準が適用されな

い。本研究では、車道上での NO2 濃度に焦点を当て

る。その理由は、一般生活において公共交通を含めた

自動車に搭乗することは一般的であり、車道も通常生

活を行う場と言える。ただし人々は車道の空気に直接

さらされるわけではなく、自動車車室内の空気質が問

題となってくる。しかしこの自動車車室内の空気の状

況と周辺道路環境の有害物質の存在による影響を調

査した例は、ほとんどない。そこで本研究では、車道

上の NO2 濃度、一般環境と見なすことも可能と考え

られる自動車車室内の NO2濃度の双方を計測する。 
 

2．実験方法 
車道上の NO2 濃度を調査するとともに、同時に車

両の搭乗員への暴露状況調査するため専用の計測車

両を使用した。本計測車両は下記に示す 2 種類のNO2

計測装置を、車両内部計測用、車両外部計測用として

それぞれ 2 台搭載した。車両内部計測用プローブは助

手席の搭乗員の頭部付近に設置し、車道上計測用のプ

ローブは車両前方の空調機の外気取り入れ口に設置

した。計測に使用した装置は、化学発光法を原理とし、

NOX濃度とNO濃度の差分としてNO2濃度を算出す

る計測器（以下 CL）および、酸化タングステン結晶

を MEMS 構造ダイヤフラム上に形成させ、NO2を直

接測定する装置[2]（以下MEMS）である。なお、空

調モードは外気導入とした。 
 

３．結果考察 
車道上および車室内の NO2 濃度を、高速道路走行時

に計測した。今回高速道路でのデータ取得を行った経

路を Fig. 1 に示す[3]。また、Fig. 1 にアルファベット

で示した地点詳細および、各地点間の道路環境を

Table 1 に示す。今回の試験では、調布 IC を出発点と

し、中央高速、首都高速を経由して首都高速を大回り

し東名高速に出て、御殿場 IC を終点とした。今回の

試験での交通状況は、地点 C から地点 D までは渋滞

し、地点 F 以降終点の御殿場 IC までは重量車割合が

高い状態であった。また、本ルートの E-F 間はトンネ

ルであり、G-H 間は上り坂である。 
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Fig. 1  Route map of measurement on highway. 

 

Table 1 Road conditions in this study measurement. 

Mark Point Conditions

HD ratio : Ratio of heavy duty truck

D Kohoku JCT

Chofu IC

B Miyakezaka JCT

C Hakozaki JCT

High HD ratio, Up hill
H Gotenba IC

Normal

Heavy Traffic

Normal

Normal

Tunnel

High HD ratio

E KumanochoJCT

F Ohashi JCT

G Hadano-Nakai IC

A
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Fig. 2 に前記の試験条件での MEMS および CL に

よる NO2測定結果を示す。図中のアルファベットは

Fig. 1、Table 1 の地点に対応する。今回同様な試験を

5 回行ったが、すべての試験においてほぼ同様な結果

が得られており、Fig. 2 に示した結果は一般性の高い

結果と言える。 
MEMS と CL の結果を比較すると、特に車道上の

CL の結果にノイズが見える。これは NO2 を NOx と

NO の差分として算出している CL の場合、それぞれ

の計測を 10 秒ごとに切り替えており、この双方の計

測が完了するまでの間に濃度変化が大きいとノイズ

となってしまうためである。濃度変化が比較的少ない

車室内ではこのノイズの影響が比較的少なく、CL と

MEMS の相関もよい。ただし、200ppb を超える濃度

においては、MEMS はその仕様上サチュレーション

が発生し、実際の濃度より低い値を示す傾向がある。 
車道上の NO2濃度は今回計測したほぼ全域におい

て大気環境基準日平均値（60 ppb）を超過する結果と

なった。通常の条件では 100 ppb 程度、渋滞、重量車

が多い状況（B-C、F-G)では 150 ppb 程度、重量車が

多い上り坂（G-H）では 200 ppb 程度となった。近年

米国では疫学調査をもとに一時間基準値として 100 
ppb が採用されたことを考えると高速道路上で作業

等何らかの理由で滞在する人は、十分注意しなければ

ならない濃度である。ただし、高速道路は前記の一般

道に比べ、生活環境からは離れた場所であり、このデ

ータのみで、近隣の生活地域への悪影響は考えにく

い。 
次にこの車道上の NO2濃度の車室内への影響を考

える。Fig. 2(b)によると、車室内は車道上の濃度とほ

ぼ等しい NO2濃度となっている。つまり、健康上問

題となるレベルの NO2が車室内に直接流れ込んでお

り、自動車乗員に健康影響を与える恐れがある。 
 

結論 
高速道路上の車道上および走行車室内中のNO2濃度を

同時リアルタイム計測可能な計測車により、車道上の

NO2濃度状況とその車室内への侵入状況を調査した。そ

の結果、全域で大気環境基準日平均値を越える値であっ

た。 
車室内においては、空調モードを外気導入とすると、

車道と同等なNO2濃度レベルとなることが確認された。 
この研究で示したように車道上の有害物質状況は、そ

の車道を自動車で通行中の人への影響を与えており、今

後も注意深く観察する必要がある。 
 

参考文献 
1. 環境省平成 21 年度大気環境モニタリング実施結

果, http://www.env.go.jp/air/osen/index.html (2010) 
2. 小林伸治・山岸豊・渋谷享司・松橋啓介:, 第 51 回

大気環境学会年会講演要旨集,221 (2010)  
3. 山田裕之・林瑠美子・戸野倉賢一, 大気環境学会誌，

(投稿中) 

0

200

400

600

800

1000

0 2000 4000 6000 8000 10000

N
O

2
(p

pb
)

Time(s)

CL
MEMS(a) NO2 concentrations on the highway

A DCB HGFE

0

100

200

300

400

500

0 2000 4000 6000 8000 10000

N
O

2
(p

pb
)

Time(s)

CL
MEMS

(b) NO2 concentrations. in the car

A DCB HGFE

 
Fig. 2 Observed data for (a) NO2 concentrations on the highway, (b)NO2 concentrations inside the car by CL and 
MEMS. 

 

 

 
 

⑦ 自動車排出ガスに含まれるニトロフェノールの定量測定手法 
 
 

 
 

環境研究領域   ※小鹿 健一郎  堀 重雄   
 
 
 

１．はじめに 
本研究の対象物であるニトロフェノールの生体影

響および排出起源、従来排出量調査からみた本研究の

位置づけについて整理するとともに研究の意義につ

いて述べる。 
１．１．ニトロフェノールの生体影響と排出起源 
ニトロフェノール化合物類は、強い血管弛緩作用や

内分泌系への影響が報告されており[1] 、 その発生状

態や発生量を知ることは緊急を要する問題である。こ

れまでニトロフェノール類の排出起源は主にニトロ

ベンゼン骨格を含む農薬であるとして調査されてき

たが[2]、近年、もう一つの排出起源として“自動車の

排出ガス”の存在が明らかになり、注目を集めている。

これは国立環境研究所の鈴木氏らのグループが、『デ

ィーゼル排気ガスに含まれるトリの生殖細胞に強い

影響を与える物質はニトロフェノール類である』と特

定したことに端を発しており、現在、複数の研究機関

で精力的に疫学調査が進められている[3-5] 。一方で

“自動車からの排出量”に関するデータは、（健康影響

を評価する際の指標として必須であるにもかかわら

ず）、適切な試験方法で収集されていない状況にある。

現在、疫学的研究の参考値として使用されているデー

タは[3-5] 、エンジンベンチを用いた排出ガス試験に

より算出されたものであり、車両を対象として直接排

出量を測定したものではない。 
 
 
 
 
 
 
 

１．２．関連する研究の中での位置づけ 
本研究はニトロフェノール類の排出実態に関する

データを“実際の車両”を用いて系統的かつ定量的に

収集することを特徴とした調査であり、本研究での試

験は“エンジンベンチ試験”と“沿道大気分析試験”

の中間に位置づけられる。“実車両からの排出”に焦

点をしぼり試験することで、これまでエンジンベンチ

試験や沿道大気分析試験でわからなかった自動車の

種類や走行状態が加味された排出量データを系統的

に明らかにするということを最終的な目的としてい

る。また本研究ではより正確な排出量調査のために、

分析対象として固体成分(煤などの粒子状物質)とガス

状成分の両方に着目し、両者の合計を自動車から排出

される全量として扱う（従来は片方のみを対象として

定量）。この両成分を対象にした分析により、初めて

自動車からの排出量が正確に求められる。本稿では、

この排出量に関する定量的な測定法と結果について

述べる。 
２．実験方法と結果 

本報告では、ニトロフェノール類の中でも特に生体影

響が強いとされる p-ニトロフェノールに着目、自動車排

出ガスからの定量手法の確立を試みた。実験は、①シリ

ルエーテル誘導体の合成と GC-MS での検出、②フィル

ターおよび合成吸着剤からの抽出、③合成吸着剤による

捕集、④実車からの排出量測定と段階を経て行った。 
 
 
 
 
 
 
 

　表１．本研究の位置づけと従来研究の比較

　特徴と本目的達成のための課題 対象とする分析成分

エンジンベンチ試験
・エンジンの燃焼条件と発生量の関係を再現性高く調査できる。
・実際の走行との乖離が発生する。
（タイヤの摩擦、トランスミッションの効果等が反映されない）

固体成分のみ

沿道大気分析試験
・観測地点における実際の暴露量が求められる。
・個々の車種、走行条件による影響を反映できない。
（拡散後の平均化された値となる）

ガス状成分のみ

本研究 実車両走行試験
・自動車の種類や走行条件を系統的に検討することができ、
　排出起源としての影響度を的確にとらえることができる。

固体成分・ガス状成分（両方）

従来報告

　試験種類

−−94−− −−95−−



 

 

 
Fig. 2 に前記の試験条件での MEMS および CL に

よる NO2測定結果を示す。図中のアルファベットは

Fig. 1、Table 1 の地点に対応する。今回同様な試験を

5 回行ったが、すべての試験においてほぼ同様な結果

が得られており、Fig. 2 に示した結果は一般性の高い

結果と言える。 
MEMS と CL の結果を比較すると、特に車道上の

CL の結果にノイズが見える。これは NO2 を NOx と

NO の差分として算出している CL の場合、それぞれ

の計測を 10 秒ごとに切り替えており、この双方の計

測が完了するまでの間に濃度変化が大きいとノイズ

となってしまうためである。濃度変化が比較的少ない

車室内ではこのノイズの影響が比較的少なく、CL と

MEMS の相関もよい。ただし、200ppb を超える濃度

においては、MEMS はその仕様上サチュレーション

が発生し、実際の濃度より低い値を示す傾向がある。 
車道上の NO2濃度は今回計測したほぼ全域におい

て大気環境基準日平均値（60 ppb）を超過する結果と

なった。通常の条件では 100 ppb 程度、渋滞、重量車

が多い状況（B-C、F-G)では 150 ppb 程度、重量車が

多い上り坂（G-H）では 200 ppb 程度となった。近年

米国では疫学調査をもとに一時間基準値として 100 
ppb が採用されたことを考えると高速道路上で作業

等何らかの理由で滞在する人は、十分注意しなければ

ならない濃度である。ただし、高速道路は前記の一般

道に比べ、生活環境からは離れた場所であり、このデ

ータのみで、近隣の生活地域への悪影響は考えにく

い。 
次にこの車道上の NO2濃度の車室内への影響を考

える。Fig. 2(b)によると、車室内は車道上の濃度とほ

ぼ等しい NO2濃度となっている。つまり、健康上問

題となるレベルの NO2が車室内に直接流れ込んでお

り、自動車乗員に健康影響を与える恐れがある。 
 

結論 
高速道路上の車道上および走行車室内中のNO2濃度を

同時リアルタイム計測可能な計測車により、車道上の

NO2濃度状況とその車室内への侵入状況を調査した。そ

の結果、全域で大気環境基準日平均値を越える値であっ

た。 
車室内においては、空調モードを外気導入とすると、

車道と同等なNO2濃度レベルとなることが確認された。 
この研究で示したように車道上の有害物質状況は、そ

の車道を自動車で通行中の人への影響を与えており、今

後も注意深く観察する必要がある。 
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Fig. 2 Observed data for (a) NO2 concentrations on the highway, (b)NO2 concentrations inside the car by CL and 
MEMS. 
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１．はじめに 
本研究の対象物であるニトロフェノールの生体影

響および排出起源、従来排出量調査からみた本研究の

位置づけについて整理するとともに研究の意義につ

いて述べる。 
１．１．ニトロフェノールの生体影響と排出起源 
ニトロフェノール化合物類は、強い血管弛緩作用や

内分泌系への影響が報告されており[1] 、 その発生状

態や発生量を知ることは緊急を要する問題である。こ

れまでニトロフェノール類の排出起源は主にニトロ

ベンゼン骨格を含む農薬であるとして調査されてき

たが[2]、近年、もう一つの排出起源として“自動車の

排出ガス”の存在が明らかになり、注目を集めている。

これは国立環境研究所の鈴木氏らのグループが、『デ

ィーゼル排気ガスに含まれるトリの生殖細胞に強い

影響を与える物質はニトロフェノール類である』と特

定したことに端を発しており、現在、複数の研究機関

で精力的に疫学調査が進められている[3-5] 。一方で

“自動車からの排出量”に関するデータは、（健康影響

を評価する際の指標として必須であるにもかかわら

ず）、適切な試験方法で収集されていない状況にある。

現在、疫学的研究の参考値として使用されているデー

タは[3-5] 、エンジンベンチを用いた排出ガス試験に

より算出されたものであり、車両を対象として直接排

出量を測定したものではない。 
 
 
 
 
 
 
 

１．２．関連する研究の中での位置づけ 
本研究はニトロフェノール類の排出実態に関する

データを“実際の車両”を用いて系統的かつ定量的に

収集することを特徴とした調査であり、本研究での試

験は“エンジンベンチ試験”と“沿道大気分析試験”

の中間に位置づけられる。“実車両からの排出”に焦

点をしぼり試験することで、これまでエンジンベンチ

試験や沿道大気分析試験でわからなかった自動車の

種類や走行状態が加味された排出量データを系統的

に明らかにするということを最終的な目的としてい

る。また本研究ではより正確な排出量調査のために、

分析対象として固体成分(煤などの粒子状物質)とガス

状成分の両方に着目し、両者の合計を自動車から排出

される全量として扱う（従来は片方のみを対象として

定量）。この両成分を対象にした分析により、初めて

自動車からの排出量が正確に求められる。本稿では、

この排出量に関する定量的な測定法と結果について

述べる。 
２．実験方法と結果 

本報告では、ニトロフェノール類の中でも特に生体影

響が強いとされる p-ニトロフェノールに着目、自動車排

出ガスからの定量手法の確立を試みた。実験は、①シリ

ルエーテル誘導体の合成と GC-MS での検出、②フィル

ターおよび合成吸着剤からの抽出、③合成吸着剤による

捕集、④実車からの排出量測定と段階を経て行った。 
 
 
 
 
 
 
 

　表１．本研究の位置づけと従来研究の比較

　特徴と本目的達成のための課題 対象とする分析成分

エンジンベンチ試験
・エンジンの燃焼条件と発生量の関係を再現性高く調査できる。
・実際の走行との乖離が発生する。
（タイヤの摩擦、トランスミッションの効果等が反映されない）

固体成分のみ

沿道大気分析試験
・観測地点における実際の暴露量が求められる。
・個々の車種、走行条件による影響を反映できない。
（拡散後の平均化された値となる）

ガス状成分のみ

本研究 実車両走行試験
・自動車の種類や走行条件を系統的に検討することができ、
　排出起源としての影響度を的確にとらえることができる。
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２．１．シリルエーテル化剤を用いた前処理（シリ

ルエーテル化誘導体の合成）と GC-MS による検出 
p-ニトロフェノールはヒドロキシル基由来の高い

極性を示し、GC-MS を用いた測定では、感度が低下

しやすく、精度高く定量を行うことは難しい。このた

め本研究では p-ニトロフェノールのヒドロキシル基

をシリルエーテル化し、シリルエーテル誘導体とする

ことで、感度高くピークを検出し、定量する手法を確

立した（図１）。トリメチルシリル化剤として高い反

応 性 を 有 す る  N,O-bis(trimethylsilyl) 
trifluoroacetamide (BSTFA)を選択し、溶媒、時間等

の反応条件を検討した。前処理反応後の試料を測定し

たところ、シリルエーテル化誘導体の分子量 211 のピ

ークが感度高く検出された。 
 
 
 
 

図１. 前処理による感度の向上 
２．２．フィルターおよび合成吸着剤からの抽出 
捕集に用いるフィルターおよび合成吸着剤にパラ

ニトロフェノールを添加し、回収する手法を抽出条件

の検討により確立した。ガラス繊維製フィルターおよ

び合成吸着剤にそれぞれ 5000 ng の p-ニトロフェノ

ールを添加し、サンプルを作成した。検討の結果、ジ

クロロメタンを抽出溶媒として、100℃、600 psi、5
分の条件で抽出を行ったところ、フィルターおよび合

成吸着剤より収率 90％以上でニトロフェノールを回

収することに成功した。 
２．３．ニトロフェノールの揮発性および捕集実験 
ニトロフェノールの揮発による移動の把握を目的

として、5000 ng のニトロフェノールを添加したフィ

ルターにそれぞれ 100, 200, 300 L の空気を流し、フ

ィルターに残存するニトロフェノールの量と合成吸

着剤に吸着されたニトロフェノールの量を定量する

という実験を行った（図２）。空気量の増加に伴い合

成吸着剤からの検出量が増加し、揮発によるフィルタ

ーからの移動が確認された（図３）。 
 
 
 

 
図２. 揮発性および捕集実験の概要 

 
 
 
 
 

図３. 揮発によるニトロフェノールの移動 
２．４．実車からの排出量測定 
試験車両（ELF）を用いてシャシダイナモメーター

上で走行試験を行った。実験の模式図を図４に示す。

本試験ではフィルターから 800 ng、合成吸着剤より

500 ng のパラニトロフェノールが検出され、距離換

算すると 0.59 mg/km であった。 
 
 
 
 
 
 
 
図４. 実車からの排出ガス捕集の模式 
 

３．まとめ 
本研究では、自動車排気のガス状成分と固体成分の

両方から p-ニトロフェノールを抽出し、シリルエーテ

ル化処理を行うことで、GC-MS を用いて定量する手

法を確立した。また、実車を用いた試験ではフィルタ

ーのみでなく、合成吸着剤からも p-ニトロフェノール

が検出された（対フィルターで 6 割以上）。このこと

から、合成吸着剤を用いたガス状成分の捕集を含む本

手法が自動車からの排出量を調査するうえで、有効で

あることが示された。 
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⑧ ハイブリッド車等の静音性対策の基準化へ向けた基礎調査 
 

－アンケートによる接近音が必要となる条件の検討－ 
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１．まえがき 
ハイブリッド車及び電気自動車等（以下、HV 等と

いう）は、低炭素社会を進める上で普及促進を図るこ

ととされており、近年急増傾向にある。一方で、HV
等がモーターのみで走行しているときは、音が静かす

ぎて車両の接近に気がつかず危険と感じるという意

見が寄せられたため、国土交通省は平成 22 年 1 月に

「ハイブリッド車等の静音性に関する対策のガイドラ

イン」を定めた。 
当該ガイドラインでは、規制内容等必要な検討を行

った上で義務づけをすることとしており、国土交通省

は、基準化に向けて検討を開始したところである。本

調査では、基準化へ向けた検討の第一段階として、音

による認知性が求められる場面を把握するための基

礎資料を得ることを目的として、アンケートを実施し

たので、その要点について述べる。 
２．アンケートの調査方法 

２．１．アンケートの対象 
アンケートは、①歩行者及び自転車運転者（以下、

歩行者等という）、②HV 等のドライバ、③視覚障害

者を対象とした。 
２．２．歩行者等へのアンケートの調査方法 
歩行者等へはインターネットによるアンケートを

行った。まず、年齢、性別、都道府県別の人口比率に

基づいて選定した18歳から69歳までの約１万人に対

しスクリーニング調査を行い、「車両の接近に気が付

かず、危険に感じたことがある、驚いたことがある、

または接触したことがある」という経験を有し、「そ

の車両が HV 等であった」と認識でき、さらに、「そ

の時は何もしないで歩行または自転車の運転をして

いた」と回答した人を選定した。それに該当した 480
人にアンケートを送付し、100 人から回答が得られた 

ところで打ち切った。 
２．３．HV 等のドライバへのアンケートの調査方法 

HV等のドライバに対してもインターネットによる

アンケートを行った。年齢、性別、都道府県別の人口

比率に基づいて選定した 18 歳から 69 歳までの、HV
等のユーザーとして登録している約１万人に対しス

クリーニング調査を行い、「歩行者等が自身の運転す

る車両の接近に気付かず、危険に感じたことがある、

驚いたことがある、または接触したことがある」とい

う経験を有し、「その歩行者等が、特に何もしないで

歩行または自転車の運転をしていた」と回答した人を

選定した。該当者 1200 人にアンケートを送付し 100
人から回答を得られたところで打ち切った。 
２．４．視覚障害者へのアンケートの調査方法 
視覚障害者はネットアンケートによる回答は困難

であるため、点字、または 22 ポイントの拡大文字の

2種類で行った。事前に視覚障害者団体の協力を得て、

回答し易い質問項目とした。視覚障害者の年齢、性別、

居住地が偏らないように対象者を選定し、点字アンケ

ートは 200 名に配布し 69 名から、拡大文字アンケー

トは 90 名に配布し 35 名から回答を得た。その回答者

から、単独歩行を毎日または時々行い、車両が静かす

ぎて危険と感じた経験を有し、ほとんどの場合その車

両が HV 等であったと感じたと回答した人（点字 21
人、拡大文字 8 人）を選定して結果をまとめた。 

３．アンケート結果 
３．１．歩行者等のアンケート結果 
スクリーニング調査で尋ねた経験をした時の、場

所、車両の走行状態、車両に気が付かなかった理由に

ついての回答結果を、図 1～図 3 に示す。静かな場所

で車両が低速走行している時と回答した人が最も多

く、気が付かなかった理由として、その車両が静かな 
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２．１．シリルエーテル化剤を用いた前処理（シリ

ルエーテル化誘導体の合成）と GC-MS による検出 
p-ニトロフェノールはヒドロキシル基由来の高い

極性を示し、GC-MS を用いた測定では、感度が低下

しやすく、精度高く定量を行うことは難しい。このた

め本研究では p-ニトロフェノールのヒドロキシル基

をシリルエーテル化し、シリルエーテル誘導体とする

ことで、感度高くピークを検出し、定量する手法を確

立した（図１）。トリメチルシリル化剤として高い反

応 性 を 有 す る  N,O-bis(trimethylsilyl) 
trifluoroacetamide (BSTFA)を選択し、溶媒、時間等

の反応条件を検討した。前処理反応後の試料を測定し

たところ、シリルエーテル化誘導体の分子量 211 のピ

ークが感度高く検出された。 
 
 
 
 

図１. 前処理による感度の向上 
２．２．フィルターおよび合成吸着剤からの抽出 
捕集に用いるフィルターおよび合成吸着剤にパラ

ニトロフェノールを添加し、回収する手法を抽出条件

の検討により確立した。ガラス繊維製フィルターおよ

び合成吸着剤にそれぞれ 5000 ng の p-ニトロフェノ

ールを添加し、サンプルを作成した。検討の結果、ジ

クロロメタンを抽出溶媒として、100℃、600 psi、5
分の条件で抽出を行ったところ、フィルターおよび合

成吸着剤より収率 90％以上でニトロフェノールを回

収することに成功した。 
２．３．ニトロフェノールの揮発性および捕集実験 
ニトロフェノールの揮発による移動の把握を目的

として、5000 ng のニトロフェノールを添加したフィ

ルターにそれぞれ 100, 200, 300 L の空気を流し、フ

ィルターに残存するニトロフェノールの量と合成吸

着剤に吸着されたニトロフェノールの量を定量する

という実験を行った（図２）。空気量の増加に伴い合

成吸着剤からの検出量が増加し、揮発によるフィルタ

ーからの移動が確認された（図３）。 
 
 
 

 
図２. 揮発性および捕集実験の概要 

 
 
 
 
 

図３. 揮発によるニトロフェノールの移動 
２．４．実車からの排出量測定 
試験車両（ELF）を用いてシャシダイナモメーター

上で走行試験を行った。実験の模式図を図４に示す。

本試験ではフィルターから 800 ng、合成吸着剤より

500 ng のパラニトロフェノールが検出され、距離換

算すると 0.59 mg/km であった。 
 
 
 
 
 
 
 
図４. 実車からの排出ガス捕集の模式 
 

３．まとめ 
本研究では、自動車排気のガス状成分と固体成分の

両方から p-ニトロフェノールを抽出し、シリルエーテ

ル化処理を行うことで、GC-MS を用いて定量する手

法を確立した。また、実車を用いた試験ではフィルタ

ーのみでなく、合成吸着剤からも p-ニトロフェノール

が検出された（対フィルターで 6 割以上）。このこと

から、合成吸着剤を用いたガス状成分の捕集を含む本

手法が自動車からの排出量を調査するうえで、有効で

あることが示された。 
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⑧ ハイブリッド車等の静音性対策の基準化へ向けた基礎調査 
 

－アンケートによる接近音が必要となる条件の検討－ 
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１．まえがき 
ハイブリッド車及び電気自動車等（以下、HV 等と

いう）は、低炭素社会を進める上で普及促進を図るこ

ととされており、近年急増傾向にある。一方で、HV
等がモーターのみで走行しているときは、音が静かす

ぎて車両の接近に気がつかず危険と感じるという意

見が寄せられたため、国土交通省は平成 22 年 1 月に

「ハイブリッド車等の静音性に関する対策のガイドラ

イン」を定めた。 
当該ガイドラインでは、規制内容等必要な検討を行

った上で義務づけをすることとしており、国土交通省

は、基準化に向けて検討を開始したところである。本

調査では、基準化へ向けた検討の第一段階として、音

による認知性が求められる場面を把握するための基

礎資料を得ることを目的として、アンケートを実施し

たので、その要点について述べる。 
２．アンケートの調査方法 

２．１．アンケートの対象 
アンケートは、①歩行者及び自転車運転者（以下、

歩行者等という）、②HV 等のドライバ、③視覚障害

者を対象とした。 
２．２．歩行者等へのアンケートの調査方法 
歩行者等へはインターネットによるアンケートを

行った。まず、年齢、性別、都道府県別の人口比率に

基づいて選定した18歳から69歳までの約１万人に対

しスクリーニング調査を行い、「車両の接近に気が付

かず、危険に感じたことがある、驚いたことがある、

または接触したことがある」という経験を有し、「そ

の車両が HV 等であった」と認識でき、さらに、「そ

の時は何もしないで歩行または自転車の運転をして

いた」と回答した人を選定した。それに該当した 480
人にアンケートを送付し、100 人から回答が得られた 

ところで打ち切った。 
２．３．HV 等のドライバへのアンケートの調査方法 

HV等のドライバに対してもインターネットによる

アンケートを行った。年齢、性別、都道府県別の人口

比率に基づいて選定した 18 歳から 69 歳までの、HV
等のユーザーとして登録している約１万人に対しス

クリーニング調査を行い、「歩行者等が自身の運転す

る車両の接近に気付かず、危険に感じたことがある、

驚いたことがある、または接触したことがある」とい

う経験を有し、「その歩行者等が、特に何もしないで

歩行または自転車の運転をしていた」と回答した人を

選定した。該当者 1200 人にアンケートを送付し 100
人から回答を得られたところで打ち切った。 
２．４．視覚障害者へのアンケートの調査方法 
視覚障害者はネットアンケートによる回答は困難

であるため、点字、または 22 ポイントの拡大文字の

2種類で行った。事前に視覚障害者団体の協力を得て、

回答し易い質問項目とした。視覚障害者の年齢、性別、

居住地が偏らないように対象者を選定し、点字アンケ

ートは 200 名に配布し 69 名から、拡大文字アンケー

トは 90 名に配布し 35 名から回答を得た。その回答者

から、単独歩行を毎日または時々行い、車両が静かす

ぎて危険と感じた経験を有し、ほとんどの場合その車

両が HV 等であったと感じたと回答した人（点字 21
人、拡大文字 8 人）を選定して結果をまとめた。 

３．アンケート結果 
３．１．歩行者等のアンケート結果 
スクリーニング調査で尋ねた経験をした時の、場

所、車両の走行状態、車両に気が付かなかった理由に

ついての回答結果を、図 1～図 3 に示す。静かな場所

で車両が低速走行している時と回答した人が最も多

く、気が付かなかった理由として、その車両が静かな 
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図 1 歩行者等に対するアンケート結果（問：そのような経験
をした場所の静けさはどうであったか？） 
 

 

 

 

 

 

 
図 2 歩行者等に対するアンケート結果（問：その時の車両
の走行状態は？） 

 

 

 

 

 
 
 
図 3 歩行者等に対するアンケート結果（問：なぜ車両の接
近に気が付かなかったと思うか？） 

 

 

 

 
 
 
 
 
図 4 HV 等のドライバに対するアンケート結果（問：そのよう
な経験をした場所の静けさはどうであったか？） 

ためと回答した人が 8 割以上であった。 

３．２．HV 等のドライバのアンケート結果 
スクリーニング調査で尋ねた経験をした時の、場

所、車両の走行状態、歩行者等が自身の運転する車両

に気が付かなかった理由についての回答結果を、図 4
～図 6 に示す。歩行者等の結果と同様な傾向で、HV
等のドライバは、自身が運転する車両が静かであると

認識して運転していることが分かった。 
３．３．視覚障害者のアンケート結果 
アンケートで尋ねた経験をした時の、場所、車両の

走行状態についての回答結果を、図7及び図8に示す。

車両の走行状態は低速走行という回答が多かったが、

静かさの情報についてはアンケート結果から判断で

きなかった。一方で、視覚障害者の歩行訓練士養成機 

 

 

 

 

 
 
 
図 5 HV 等のドライバ対するアンケート結果（問：その時の
車両の走行状態は？） 

 

 

 

 

 
 
 
 
図 6 HV 等のドライバに対するアンケート結果（問：なぜ歩
行者が自身の運転する車両に気が付かなかったと思う
か？） 

 

 

 

 

 
 
 
 
図 7 視覚障害者に対するアンケート結果（問：そのような経
験をした場所の静けさはどうであったか？） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
図 8 視覚障害者に対するアンケート結果（問：その時の車
両の走行状態は？） 

関への聞き取り調査で、60dB 以上の暗騒音環境下で

は、「その場で立ち止まる」等歩行方法を変えるよう

に指導していることが分かった。これらの情報を基

に、視覚障害者についてはさらに詳細に調査を行い、

考慮すべき暗騒音のレベルを設定することとする。 
４．まとめ 

 今後、基準化を行うに当たって、今回のアンケート

結果に基づき、車両が低速走行で、静かな場所での発

音をベースに、考慮すべき暗騒音の上限を検討しつ

つ、内燃機関の自動車と同等の認知性がある音の検討

を進める予定である。 
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⑨ 省エネルギー運転、回生効果最大化のための 
オンボード運転支援装置の開発 

 
 
 

交通システム研究領域   ※長谷川 智紀  竹内 俊裕  工藤 希 
林田 守正 

理事    水間 毅 
 

１．はじめに 
鉄道は自動車等に比べて 1 人当たりの CO2 排出量

やエネルギー消費量が格段に少なく、定時性・輸送力

等の面でも優れた交通機関といわれている。しかし、

特に地方部では沿線における少子高齢化による人口

減少や乗用車の利用増加により、輸送人員は昭和 62
年から減少の一途をたどり、その結果平成 12 年以降

23 路線 532km もの鉄道路線が廃線を余儀なくされ

た。廃線に至る理由の一因として、鉄道のランニング

コストの負担が大きいことが挙げられる。そこで、少

ない輸送量でも鉄道の環境・エネルギー面での優位性

が確保できるよう、一層の省エネルギー化を図る必要

がある。 
これに資する技術として、制動によるエネルギー回

収を可能とする回生制動の有効活用が重要である。し

かし、回生エネルギー有効活用にはさまざまな技術的

課題が存在している。 
また、省エネルギー運転方法として伝統的に知られ

ている運転曲線は、最大加速で駅間最高速度まで加速

した後、だ行、最大減速という、力行からノッチオフ

する点をできるだけ手前に、制動開始点をできるだけ

後ろにおいて制動距離を最小に取るという運転方法

であるが、運転士にとってかなり難しい運転手法であ

る。加えて、回生制動は、架線を通して、回生エネル

ギーを返す場合、周辺の車両の動作状況（力行か、だ

行か、制動か等）や自車のブレーキ力（ノッチ）によ

るブレーキ電流や架線電圧に左右されるため、運転士

に効果的な回生制動力の制御をさせることは不可能

である。 
そこで、我々は上述のような、効率的な運転を安全

性、定時性、速達性を保ちつつ回生ブレーキを最大限

有効に働かせることを目的とし、省エネルギー運転を

列車運転士に支援するオンボード運転支援装置の開

発を鉄道建設・運輸施設整備支援機構の「運輸分野に

おける基礎的研究推進制度」の平成 22 年度採択課題

「持続可能な低コスト・省エネルギー鉄道のためのパ

ワーマネージメント」において、東京大学 古関准教

授、千葉大学 近藤准教授、新京成電鉄株式会社 と

ともに行うこととした。 
本論文では、オンボード運転支援装置として機能を

実現するために必要なハードウェア及びソフトウェ

アを開発・製作し、システム単体での動作確認試験に

より全体システムにおける有効性を検証した結果を

示す。 
２．オンボード運転支援装置の概要 

２．１．装置構成 
オンボード運転支援装置の装置構成の概要を図１

に示す。本装置は、低コストで擬装可能な装置とする
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図 1 歩行者等に対するアンケート結果（問：そのような経験
をした場所の静けさはどうであったか？） 
 

 

 

 

 

 

 
図 2 歩行者等に対するアンケート結果（問：その時の車両
の走行状態は？） 

 

 

 

 

 
 
 
図 3 歩行者等に対するアンケート結果（問：なぜ車両の接
近に気が付かなかったと思うか？） 

 

 

 

 
 
 
 
 
図 4 HV 等のドライバに対するアンケート結果（問：そのよう
な経験をした場所の静けさはどうであったか？） 

ためと回答した人が 8 割以上であった。 

３．２．HV 等のドライバのアンケート結果 
スクリーニング調査で尋ねた経験をした時の、場

所、車両の走行状態、歩行者等が自身の運転する車両

に気が付かなかった理由についての回答結果を、図 4
～図 6 に示す。歩行者等の結果と同様な傾向で、HV
等のドライバは、自身が運転する車両が静かであると

認識して運転していることが分かった。 
３．３．視覚障害者のアンケート結果 
アンケートで尋ねた経験をした時の、場所、車両の

走行状態についての回答結果を、図7及び図8に示す。

車両の走行状態は低速走行という回答が多かったが、

静かさの情報についてはアンケート結果から判断で

きなかった。一方で、視覚障害者の歩行訓練士養成機 

 

 

 

 

 
 
 
図 5 HV 等のドライバ対するアンケート結果（問：その時の
車両の走行状態は？） 

 

 

 

 

 
 
 
 
図 6 HV 等のドライバに対するアンケート結果（問：なぜ歩
行者が自身の運転する車両に気が付かなかったと思う
か？） 

 

 

 

 

 
 
 
 
図 7 視覚障害者に対するアンケート結果（問：そのような経
験をした場所の静けさはどうであったか？） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
図 8 視覚障害者に対するアンケート結果（問：その時の車
両の走行状態は？） 

関への聞き取り調査で、60dB 以上の暗騒音環境下で

は、「その場で立ち止まる」等歩行方法を変えるよう

に指導していることが分かった。これらの情報を基

に、視覚障害者についてはさらに詳細に調査を行い、

考慮すべき暗騒音のレベルを設定することとする。 
４．まとめ 

 今後、基準化を行うに当たって、今回のアンケート

結果に基づき、車両が低速走行で、静かな場所での発

音をベースに、考慮すべき暗騒音の上限を検討しつ

つ、内燃機関の自動車と同等の認知性がある音の検討

を進める予定である。 
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⑨ 省エネルギー運転、回生効果最大化のための 
オンボード運転支援装置の開発 

 
 
 

交通システム研究領域   ※長谷川 智紀  竹内 俊裕  工藤 希 
林田 守正 

理事    水間 毅 
 

１．はじめに 
鉄道は自動車等に比べて 1 人当たりの CO2 排出量

やエネルギー消費量が格段に少なく、定時性・輸送力

等の面でも優れた交通機関といわれている。しかし、

特に地方部では沿線における少子高齢化による人口

減少や乗用車の利用増加により、輸送人員は昭和 62
年から減少の一途をたどり、その結果平成 12 年以降

23 路線 532km もの鉄道路線が廃線を余儀なくされ

た。廃線に至る理由の一因として、鉄道のランニング

コストの負担が大きいことが挙げられる。そこで、少

ない輸送量でも鉄道の環境・エネルギー面での優位性

が確保できるよう、一層の省エネルギー化を図る必要

がある。 
これに資する技術として、制動によるエネルギー回

収を可能とする回生制動の有効活用が重要である。し

かし、回生エネルギー有効活用にはさまざまな技術的

課題が存在している。 
また、省エネルギー運転方法として伝統的に知られ

ている運転曲線は、最大加速で駅間最高速度まで加速

した後、だ行、最大減速という、力行からノッチオフ

する点をできるだけ手前に、制動開始点をできるだけ

後ろにおいて制動距離を最小に取るという運転方法

であるが、運転士にとってかなり難しい運転手法であ

る。加えて、回生制動は、架線を通して、回生エネル

ギーを返す場合、周辺の車両の動作状況（力行か、だ

行か、制動か等）や自車のブレーキ力（ノッチ）によ

るブレーキ電流や架線電圧に左右されるため、運転士

に効果的な回生制動力の制御をさせることは不可能

である。 
そこで、我々は上述のような、効率的な運転を安全

性、定時性、速達性を保ちつつ回生ブレーキを最大限

有効に働かせることを目的とし、省エネルギー運転を

列車運転士に支援するオンボード運転支援装置の開

発を鉄道建設・運輸施設整備支援機構の「運輸分野に

おける基礎的研究推進制度」の平成 22 年度採択課題

「持続可能な低コスト・省エネルギー鉄道のためのパ

ワーマネージメント」において、東京大学 古関准教

授、千葉大学 近藤准教授、新京成電鉄株式会社 と

ともに行うこととした。 
本論文では、オンボード運転支援装置として機能を

実現するために必要なハードウェア及びソフトウェ

アを開発・製作し、システム単体での動作確認試験に

より全体システムにおける有効性を検証した結果を

示す。 
２．オンボード運転支援装置の概要 

２．１．装置構成 
オンボード運転支援装置の装置構成の概要を図１

に示す。本装置は、低コストで擬装可能な装置とする

ため汎用技術を用いることとし、GPS 等を利用した

位置検知や、簡易なカメラによるノッチ位置や架線電

圧計の画像解析による判定、公衆無線を利用し列車間
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図１ オンボード運転支援装置の構成 
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で運行状況の情報伝送等を行い、回生ブレーキが有効

に働き、他車両で電力の消費が可能であるか否か等の

情報を運転士に伝えられるものである。 
ノッチや電圧計を画像解析による判定とした理由

は、支援装置をぎ装するにあたり、低コストで行うた

めである。通常、ぎ装を行うにあたり既存装置の安全

性を損なわないことを確認する必要があり、この作業

にコストが生じる。今回、画像による検知を行うこと

により、既存装置と絶縁した形となり、万が一、本装

置に不具合が生じた場合においても、既存装置へ影響

を与えず、安全性が担保されることとなる。 
また、公衆回線に運行に係る情報をやり取りするた

め、VPN 通信を用い仮想的な専用回線を作り出すこ

とにより、セキュアな通信回線を作り出すこととし

た。 
２．２．支援機能 
回生ブレーキを最大限有効に働かせるための省エ

ネルギー運転を列車運転士に支援方法としては、「力

行コントロール機能」と「初込カット機能」を盛り込

むこととした。 
「力行コントロール機能」とは、架線電圧が基準電

圧より低下した場合、力行を無理に行うと通常運転を

行うためには、多くの電流が必要になるため、省エネ

ルギー運転にならない。そこで、架線電圧を把握し、

フルノッチの力行にはそぐわない状況の場合（例え

ば、架線電圧が基準より低い場合や、周囲に力行車が

存在する場合等）は、運転士に力行をゆるめる指示を

出す機能である。 
また「初込めカット機能」とは、架線電圧が基準電

圧より低下している場合で、回生失効の恐れが無い場

合、機械制動を加えずにブレーキ指令がでたら、全て

回生制動のみで制動制御を行う機能である。 
３．オンボード運転支援装置の動作確認試験 

前章までに検討を行ったオンボード運転支援装置

について、新京成電鉄殿のご協力のもと、動作確認を

行った。 
画像検知については、架線電圧及び力行ノッチ共に

当初の機能を確認することができた。（図２，３参照）

ただし、太陽光等の外部環境の影響を受ける等の課題

についても確認され、耐外部環境対策を行う必要があ

ることがわかった。 
また、支援機能については、当初の状況件通りの支

援が実施されることが確認できた。（図４参照） 

４．まとめ 
今回、オンボード運転支援装置の機能検討、開発を

行った。概念設計は完成し、プロトタイプ装置による

実験では、車庫内の走行ではあるが、基本的な機能は

確認された。その結果、本装置による運転支援を行う

ことにより、省エネルギー運転が可能になる方向性が

示された。ただし、動作確認試験においては、画像認

識において耐環境性対策が必要であることが確認さ

れた。 
今後は、これらの課題とさらなる省エネルギー化を

測るために共同研究機関の成果の取り込みを行って

いく予定である。 

画像検知対象

検知用カメラ
（ノッチ用）

架線電圧計 力行ノッチ

 
図２実車試験における画像認識対象とカメラ搭載位置 

 
図３画像認識状況 

 
図４支援機能動作確認状況（力行コントロール） 

青線：速度、ピンク線：架線電圧 

 
 

⑩ 画像認識による信号システム安全性検証結果について 
 
 

交通システム研究領域   ※竹内 俊裕  工藤 希   
理事    水間 毅 

 
１．はじめに 

近年、路面電車の車両位置を検知する方法とし

て、軌道回路方式を導入する事例が出始めてい

る。しかし、車両重量の軽いＬＲＶ車両などにお

いては短絡不良が懸念されるため、安定した列車

検知が継続的に行われているかの確認が重要で

ある。 

軌道回路方式による列車検知状況は近くの歩

道上に設置された器具箱内のモニタ装置の前面

に配置されたＬＥＤの点灯状態で確認できる。こ

のモニタ装置でも列車検知状況を記録している

が、その検知状況と対応する車両の位置及び型式

を照合することは難しい。そのため、車両位置と

検知条件を自動判別することができれば路面電

車における軌道回路による列車検知の安全性、信

頼性を確実に確認することができる。そのため、

画像解析を利用して路面電車の進入から進出ま

での一連の動作をモニタするソフトウェアを製

作し検証したので、その結果を報告する。 

このことにより、路面電車における軌道回路方

式の列車検知の評価が効率良く行われるように

なり、列車検知の安全性向上に資することが期待

される。 

 

２．映像記録の概要 

２．１．装置構成 
映像を記録する装置は、既存の映像型運転状況

記録装置を流用して構築した。装置構成は、記録

装置本体と、軌道回路上を通過する車両を撮影す

るためのカメラ、器具箱内の軌道回路モニタ装置

の各種ＬＥＤを撮影する３台のカメラ（図 1）で

構成される。そして、それぞれの映像を１画面化

し、それをビデオキャプチャ経由で記録装置に取

り込む構成となっている。記録される映像は

30fps で mpeg4 形式のファイルが 1 分間１ファイ

ルで連続的に記録される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 装置構成 

 

２．２．動画解析方法 
 本装置は軌道回路方式が導入されている線区

のある地点のモニター装置内に設置した。そして

4 台のカメラのうち、列車の進入を示すＬＥＤと

進入から進出までの状況を示す７セグＬＥＤの

数値を解析することにより、列車が正常に通過し

ているかどうかを解析することとした。 

解析は記録された映像（図 2）から、解析対象

となるＬＥＤを抽出し、抽出した各ドットの色情

報（ＲＧＢ情報）を平均化し、その変化量から閾

値を設定して点灯／消灯を判定（図 3）すること

とした。また、数値は固定パターンで遷移するた

め、無効な数値は除外することとした。 
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で運行状況の情報伝送等を行い、回生ブレーキが有効
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めである。通常、ぎ装を行うにあたり既存装置の安全
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図２実車試験における画像認識対象とカメラ搭載位置 

 
図３画像認識状況 

 
図４支援機能動作確認状況（力行コントロール） 
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⑩ 画像認識による信号システム安全性検証結果について 
 
 

交通システム研究領域   ※竹内 俊裕  工藤 希   
理事    水間 毅 

 
１．はじめに 

近年、路面電車の車両位置を検知する方法とし

て、軌道回路方式を導入する事例が出始めてい

る。しかし、車両重量の軽いＬＲＶ車両などにお

いては短絡不良が懸念されるため、安定した列車

検知が継続的に行われているかの確認が重要で

ある。 

軌道回路方式による列車検知状況は近くの歩

道上に設置された器具箱内のモニタ装置の前面

に配置されたＬＥＤの点灯状態で確認できる。こ

のモニタ装置でも列車検知状況を記録している

が、その検知状況と対応する車両の位置及び型式

を照合することは難しい。そのため、車両位置と

検知条件を自動判別することができれば路面電

車における軌道回路による列車検知の安全性、信

頼性を確実に確認することができる。そのため、

画像解析を利用して路面電車の進入から進出ま

での一連の動作をモニタするソフトウェアを製

作し検証したので、その結果を報告する。 

このことにより、路面電車における軌道回路方

式の列車検知の評価が効率良く行われるように

なり、列車検知の安全性向上に資することが期待

される。 

 

２．映像記録の概要 

２．１．装置構成 
映像を記録する装置は、既存の映像型運転状況
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図 1 装置構成 
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図 3 画像解析ソフトウェア 

 

検証は、図 4 に示すアルゴリズムで、6 時間分

の映像について行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 車両解析フローチャート 

 

その結果、表 1 に示すように列車進入ＬＥＤの

点灯を認識した時から解析を開始し、列車が通過

するまでの数値遷移の認識について、ほとんどの

車両について正常に検知できることが確認され

たが、１本の車両についてエラーと検知されるケ

ースが確認された（図 5）。この原因は、画面全体

の輝度が映像により差があり、セグメントＬＥＤ

の平均値がしきい値を超過してしまい、車両の進

入は検知できたものの数値遷移の認識において

エラーとなってしまっていたためであったが、こ

れは判定論理の修正により解決できると考える。 

 

表 1 解析結果 

 系統 1 系統 2

実際の車両走行本数 58 本 34 本

正常と検知された 

車両走行本数 
58 本 33 本

エラーと検知された 

車両走行本数 
0 本 1 本 

 

 

 

 

 

 

     エラー       正 常 

図 5 エラー検知時の数値認識 

 

４．おわりに 

以上のように、軌道回路方式による路面電車の

列車検知状況を動画解析により検証した結果に

ついて示したが、自動解析及び評価への適用可能

性があることが確認された。このことにより、路

面電車の軌道回路検知の安全性が簡易に評価で

きる方法が示された。 

今後は、定量的な評価を継続して実施すること

で本手法の信頼性を向上させ、軌道回路上を通過

する車両のモニタをリアルタイムに行うことで、

短絡不良を認識した場合に、直ちに車両に対して

警報を出力できるようなシステムの構築の実現

を目指して路面電車の安全性向上に貢献してい

きたい。 
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⑪ 画像解析を利用した踏切設備の予防保全に関する検討 
 
 

交通システム研究領域   ※竹内 俊裕  工藤 希 
理事    水間 毅 

 
１．はじめに 

厳しい経営状況が続く地方鉄道において、鉄道

の経営を維持するために必要な経費のうち、輸送

に直接必要な経費と施設を保有するための保守

にかかる経費がほぼ半分ずつを占めているのが

現状である。そのため、保守のレベルを落とすこ

となく安全を確保するためには、効率的に保守を

行わなければならない。そこで、設備の保守が省

力化できるシステムを開発することは効果が高

いと思われる。 

すなわち、日々の営業列車の走行に合わせて既

存の設備の動作状況を長期的にモニタリングし、

僅かな動作の変化を検出することができれば、障

害を未然に防ぐ予防保全が実現でき、地方鉄道に

おける安全性向上と省保守化が実現可能となる。 

そこで、本稿では、画像解析技術を利用して保

安設備の動作状況を記録・解析するシステムを検

討し、試験を実施したので、その結果を報告する。 

この結果を用いて、故障の未然予知が可能とな

ると、地方鉄道における省保守化が実現可能とな

る。 

 

２．画像解析装置の概要 

２．１．装置構成 
画像を解析する装置の開発は、地方鉄道を対象

としていることから、簡易で安価を前提としてい

る。そのため、画像を撮影するためのカメラや撮

影された画像を記録するためのパソコン、保安設

備の位置を特定するためのＧＰＳはすべて市販

品を利用することとし、専用のソフトウェアを開

発して解析することとした。（図 1） 

 

 

 

図 1 記録映像画面 

２．２．解析方法 
本装置における解析対象は踏切とし、列車通過

後に遮断カンの開動作を画像で記録・解析し、そ

の時間をモニタリングすることで経年劣化によ

る動作の変化を検知し、遮断カンの開動作不良を

防止することを目的とした。 

解析方法は図 2に示す処理フローチャートのよ

うに、ＧＰＳにより自列車位置を検知し、予め登

録されている踏切位置を通過後から画像を撮影、

撮影された画像の中から踏切を予測後、二次元座

標値として算出された部分画像を切り出し、その

画像と予め保持しているテンプレート画像を比

較するマッチングを行い、マッチング率から、し

きい値を設けて踏切の開検知を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 踏切開検知フローチャート 
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図 3 画像解析ソフトウェア 
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図 4 車両解析フローチャート 

 

その結果、表 1 に示すように列車進入ＬＥＤの

点灯を認識した時から解析を開始し、列車が通過

するまでの数値遷移の認識について、ほとんどの

車両について正常に検知できることが確認され

たが、１本の車両についてエラーと検知されるケ

ースが確認された（図 5）。この原因は、画面全体

の輝度が映像により差があり、セグメントＬＥＤ

の平均値がしきい値を超過してしまい、車両の進

入は検知できたものの数値遷移の認識において

エラーとなってしまっていたためであったが、こ

れは判定論理の修正により解決できると考える。 

 

表 1 解析結果 

 系統 1 系統 2

実際の車両走行本数 58 本 34 本

正常と検知された 

車両走行本数 
58 本 33 本

エラーと検知された 

車両走行本数 
0 本 1 本 

 

 

 

 

 

 

     エラー       正 常 

図 5 エラー検知時の数値認識 

 

４．おわりに 

以上のように、軌道回路方式による路面電車の

列車検知状況を動画解析により検証した結果に

ついて示したが、自動解析及び評価への適用可能

性があることが確認された。このことにより、路

面電車の軌道回路検知の安全性が簡易に評価で

きる方法が示された。 

今後は、定量的な評価を継続して実施すること

で本手法の信頼性を向上させ、軌道回路上を通過

する車両のモニタをリアルタイムに行うことで、

短絡不良を認識した場合に、直ちに車両に対して

警報を出力できるようなシステムの構築の実現

を目指して路面電車の安全性向上に貢献してい

きたい。 

７セグＬＥＤ 
の解析状況 

列車進入ＬＥＤ 
の解析状況 

正常検知 

系統判定 

通過パターン 
数値チェック 

正常パターン 

車両通過完了 ＮＯ 
異常検知 

ＮＯ 

YES 

YES 

列車進入判定 

結果出力 

 
 

⑪ 画像解析を利用した踏切設備の予防保全に関する検討 
 
 

交通システム研究領域   ※竹内 俊裕  工藤 希 
理事    水間 毅 

 
１．はじめに 

厳しい経営状況が続く地方鉄道において、鉄道

の経営を維持するために必要な経費のうち、輸送

に直接必要な経費と施設を保有するための保守

にかかる経費がほぼ半分ずつを占めているのが

現状である。そのため、保守のレベルを落とすこ

となく安全を確保するためには、効率的に保守を

行わなければならない。そこで、設備の保守が省

力化できるシステムを開発することは効果が高

いと思われる。 

すなわち、日々の営業列車の走行に合わせて既

存の設備の動作状況を長期的にモニタリングし、

僅かな動作の変化を検出することができれば、障

害を未然に防ぐ予防保全が実現でき、地方鉄道に

おける安全性向上と省保守化が実現可能となる。 

そこで、本稿では、画像解析技術を利用して保

安設備の動作状況を記録・解析するシステムを検

討し、試験を実施したので、その結果を報告する。 

この結果を用いて、故障の未然予知が可能とな

ると、地方鉄道における省保守化が実現可能とな

る。 

 

２．画像解析装置の概要 

２．１．装置構成 
画像を解析する装置の開発は、地方鉄道を対象

としていることから、簡易で安価を前提としてい

る。そのため、画像を撮影するためのカメラや撮

影された画像を記録するためのパソコン、保安設

備の位置を特定するためのＧＰＳはすべて市販

品を利用することとし、専用のソフトウェアを開

発して解析することとした。（図 1） 

 

 

 

図 1 記録映像画面 

２．２．解析方法 
本装置における解析対象は踏切とし、列車通過

後に遮断カンの開動作を画像で記録・解析し、そ

の時間をモニタリングすることで経年劣化によ

る動作の変化を検知し、遮断カンの開動作不良を

防止することを目的とした。 

解析方法は図 2に示す処理フローチャートのよ

うに、ＧＰＳにより自列車位置を検知し、予め登

録されている踏切位置を通過後から画像を撮影、

撮影された画像の中から踏切を予測後、二次元座

標値として算出された部分画像を切り出し、その

画像と予め保持しているテンプレート画像を比

較するマッチングを行い、マッチング率から、し

きい値を設けて踏切の開検知を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 踏切開検知フローチャート 

ＧＰＳカメラ 

パソコン 解析ソフトウェア

踏切位置予測 

マッチング NO

YES 

画像切出 
座標値取得 

開検知判定 

結果判定 

結果出力 

位置情報取得 

踏切通過判定 

警報出力

正常 

異常 

踏切位置予測 

画像撮影 

−−102−− −−103−−



図 5 各遮断機の追跡率 

３．現車試験 

試験は、車両の最後尾に本装置を設置し、山形

鉄道フラワー長井線の長井駅～荒砥駅間の１５

ヶ所の踏切を対象として実施した。 

その結果、好条件下においては開検知を確認で

きた踏切もあったが（図 3）、天候や時間帯による

周囲の明るさ等環境の影響を受け、しきい値の調

整の難しさも確認された。（図 4）ただし、予防保

全を目的としていることから、好条件下で確実に

解析することができれば、その結果を長期的にデ

ータベースに記録することで、通常と異なる動作

状況を検知することで、経年劣化による障害を未

然に防ぐことが可能となると思われる。 

図 3 好条件下での解析結果例 

図 4 環境の影響を受けた解析結果例 

 

 さらに、各遮断機の GPS による位置追跡精度

を表すために追跡率を求め評価した結果を図５

に示す。追跡率は、取得した画像の縦、横方向の

半分の pixel から、踏切中心からずれた pixel 数

の割合を求め、どの程度ずれたかを示す数値であ

る。直線走行時の追跡率は概ね 60%以上となった

が、カーブ走行ではそれ以下の追跡率も散見され

た。原因として、GPS の位置補正のためのマッチ

ングデータと実際の線形に部分的なずれが生じ

ている可能性が挙げられる。よって、マッチング

データの見直しの他、画像解析により、矩形内に

捉えた遮断機を認識し、再び矩形外に出ないよう

な手法を検討する必要がある。 

４．おわりに 

以上のように、予防保全を目的とした踏切遮断

カンの開動作を画像解析で検知する試験結果に

ついて示したが、解析対象物が屋外に設置されて

いる以上は、天候等の環境による影響は避けられ

ない。しかしながら、条件のいい場合に確実に検

知し長期的にモニタリングすることができれば

障害を未然に防止する予防保全の実現は可能で

あることが確認された。 

この手法を応用して、今後は、画像解析の精度

向上のための検討を継続していくとともに、対象

を発条転てつ機に拡げ、ＧＰＳにより列車が転て

つ機通過後から定位に戻るまでの状況を画像解

析で検知することを検討中である（図 6）。踏切開

検知ならびに転てつ機定位検知のモニタリング

用データベースの検討を行い、経年劣化による保

安設備の障害を未然に防ぐ予防保全システムの

実現を目指していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 好条件下での解析結果例（転てつ機） 
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断かんが上がったと判断 

 

 

 
 

⑫．鉄道運行におけるヒューマンエラー等の再現・分析 
シミュレータの開発 

 
 

交通システム研究領域   ※吉永 純 
 
 

１．はじめに 
ヒューマンエラーに起因するとみられる重大事故

が近年公共交通に発生したことから、国土交通省では

検討委員会を設置し、事故防止技術の考え方等がとり

まとめられた(H18.3)。それによると意図的でないヒ

ューマンエラーを極力減少させるシステム作りと、リ

スクを認知した上で行う意図的な行動（不安全行動）

を防ぐ対策を講じる重要性が指摘されている。 
本研究は実際の列車走行データを分析し、不安全行

動の有無や、意図しないエラーの発生状況を抽出する

ための手法を開発すること、また、事故防止ための対

策を検討することを目的としているが、その分析ツー

ルとして本年 9 月に当研究所に鉄道運行安全性評価

シミュレータが完成したことから、本稿では、進めて

いる研究の概要とシミュレータの機能について述べ

たい。 
２．研究の目的 

２．１．ヒューマンエラー等の抽出手法 
日常の実走行データには、事故には至らないがさま

ざまな理由により生じた不安全行動やヒューマンエ

ラーも含まれると考えられるが、個人差や状況の差の

影響も大きいため、一律の判別は難しい。そのため、

他の運転士による主観的な評価や、統計的な分析等に

よる客観的な評価を行い、実走行データからヒューマ

ンエラー等を抽出する手法を研究する。 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１ ヒューマンエラー等抽出手法の研究概念図 

２．２．車載インタフェースの研究 
開発中の各種の車内信号装置や運転士補助装置に

ついて、情報の提供タイミングや、前方の線路状況を

予告する情報の提供の有無による差異等について、研

究を行う予定である（平成 23 年度～25 年度）。 
 

３．シミュレータの概要について 
３．１．機能の概要 
鉄道運行安全性評価シミュレータ（以下単に「シミ

ュレータ」という。）の主な機能を示す。特に（１）

の任意の路線を作成できる機能は、今回新たに技術開

発したもので、応用範囲が極めて広いものである。 
（１）任意の路線作成機能 
（２）運転ダイヤの作成機能 
（３）作成した路線上の運転状況記録装置データに

よる状況再現機能 
（４）作成した路線上での安全性評価シミュレーシ

ョン機能（高速シミュレーション） 
３．２．機器構成 
図２に機器構成を示す。運転室部は自列車の運転状

況に連動し、動揺装置により前後、左右の走行加速度

を体験できる。ワンハンドル式デットマン装置、EB
装置付の運転台としている。計器は拡張性を考え画面

表示としている。 
車掌室部は計器パネル、後方映像、車掌弁、ドア扱

スイッチ等を備えている。 
 
 
 
 
 
 

 
図２ シミュレータの機器構成 
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⑭ プローブ車両の現状と軌道の保守例について 
 

 
     交通システム研究領域   ※森 裕貴  大野 寛之  佐藤 安弘  竹内 俊裕 
     日本大学生産工学部     綱島 均 
 

１．はじめに 
車輪がレールで支持案内されて走行する鉄道にとっ

て、軌道の安全管理は重要である。軌道状況を把握し、

事故に至る前に補修していく予防保全が不可欠である。

そのためには、軌道の状態を常時あるいは高頻度で監視

することが望ましい。しかし、軌道検測車などの検査用

車両により、精密な軌道検査が可能になっているもの

の、コストや要員などの点から走行頻度は非常に制限さ

れる。さらに地方鉄道では、施設の経年劣化が著しい一

方、費用の確保や技術力の維持が難しく、十分な検査が

行えない事業者も少なくない。 
このような問題に対して、簡便な方法により軌道状態

の常時監視と診断が可能になれば、より確実な予防保全

の実現が期待できる。常時監視を実現する一つの方法と

して、車両に安価な汎用センサを付加し、営業運転を行

いながら軌道の状態診断を行う方法が考えられる。この

ような車両をプローブ車両(1)と呼び、このプローブ車両

を実現するため、我々は持ち運びが容易で、車両と非接

続で軌道の状態診断の行える可搬型プローブ装置を開

発(2)し、鉄道事業者協力のもと実用に供するための走行

実験を行なっている。 
本報告では、プローブ車両により特定された軌道の要

注意区間について、長期に渡って継続調査を行った結果

及び、その期間に実施された軌道保守による軌道状態の

変化の様子について報告する。 
 

２．プローブ車両による軌道の調査 
２．１．プローブ車両の構成 
図１にプローブ車両の構成図を示す。波状摩耗を検出

するための騒音計、軌道変位を検出するための加速度セ

ンサ及びレートジャイロ、位置を検出するための GPS
受信機及び Web カメラ、解析用のコンピュータ、各セ

ンサの信号をコンピュータに入力するアナログ入力タ

ーミナルで構成される。位置推定・マップ表示ソフトに

よる列車位置の特定機能で、GPS受信機による位置情報

に基づき路線上の列車位置を求め、地図上に現在位置を

逐次表示する。 

２．２．軌道異常の発見  
プローブ車両は、GPS情報及び、加速度の二乗平均平

方根値（Root Mean Square，以下RMS値と略記）を

求めることで、路線の中で加速度振動が強くでている区

間を特定することができる。また、Webカメラにより軌

道状況を撮影することで、軌道の異常個所の特定がさら

に容易となった。図２にプローブ車両により発見された

浮き枕木の発生区間の様子を示す。 
このような浮き枕木を放置すると、車両が通過する際

レールの沈下によりたわみが発生し、輪重変動が大きく

なるなど、安全上大きな問題が発生する。そのため、特

に大きなRMS値が検出された区間については、事業者

の協力の下、適宜軌道保守を行い、その前後でのプロー

ブデータを収集した。 

GPS受信機

ノート型コンピュータ

アナログ
入力

ターミナル

アナログ
入力

ターミナル

3軸加速度
センサ

3軸加速度
センサ

レート
ジャイロ

レート
ジャイロ

軌道状態
軌道異常検出

ソフト

軌道異常検出
ソフト

位置推定・
マップ表示

ソフト

位置推定・
マップ表示

ソフト

ハードディスクハードディスク

位置・速度

USB

USB

騒音計騒音計

映像記録ソフト映像記録ソフト

カメラBカメラB カメラAカメラA
USB  

図１ プローブ車両の構成 

 

図２ 浮き枕木発生区間 
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     日本大学生産工学部     綱島 均 
 

１．はじめに 
車輪がレールで支持案内されて走行する鉄道にとっ

て、軌道の安全管理は重要である。軌道状況を把握し、

事故に至る前に補修していく予防保全が不可欠である。

そのためには、軌道の状態を常時あるいは高頻度で監視

することが望ましい。しかし、軌道検測車などの検査用

車両により、精密な軌道検査が可能になっているもの

の、コストや要員などの点から走行頻度は非常に制限さ

れる。さらに地方鉄道では、施設の経年劣化が著しい一

方、費用の確保や技術力の維持が難しく、十分な検査が

行えない事業者も少なくない。 
このような問題に対して、簡便な方法により軌道状態

の常時監視と診断が可能になれば、より確実な予防保全

の実現が期待できる。常時監視を実現する一つの方法と

して、車両に安価な汎用センサを付加し、営業運転を行

いながら軌道の状態診断を行う方法が考えられる。この

ような車両をプローブ車両(1)と呼び、このプローブ車両

を実現するため、我々は持ち運びが容易で、車両と非接

続で軌道の状態診断の行える可搬型プローブ装置を開

発(2)し、鉄道事業者協力のもと実用に供するための走行

実験を行なっている。 
本報告では、プローブ車両により特定された軌道の要

注意区間について、長期に渡って継続調査を行った結果

及び、その期間に実施された軌道保守による軌道状態の

変化の様子について報告する。 
 

２．プローブ車両による軌道の調査 
２．１．プローブ車両の構成 
図１にプローブ車両の構成図を示す。波状摩耗を検出

するための騒音計、軌道変位を検出するための加速度セ

ンサ及びレートジャイロ、位置を検出するための GPS
受信機及び Web カメラ、解析用のコンピュータ、各セ

ンサの信号をコンピュータに入力するアナログ入力タ

ーミナルで構成される。位置推定・マップ表示ソフトに

よる列車位置の特定機能で、GPS受信機による位置情報

に基づき路線上の列車位置を求め、地図上に現在位置を

逐次表示する。 

２．２．軌道異常の発見  
プローブ車両は、GPS情報及び、加速度の二乗平均平

方根値（Root Mean Square，以下RMS値と略記）を

求めることで、路線の中で加速度振動が強くでている区

間を特定することができる。また、Webカメラにより軌

道状況を撮影することで、軌道の異常個所の特定がさら

に容易となった。図２にプローブ車両により発見された

浮き枕木の発生区間の様子を示す。 
このような浮き枕木を放置すると、車両が通過する際

レールの沈下によりたわみが発生し、輪重変動が大きく

なるなど、安全上大きな問題が発生する。そのため、特

に大きなRMS値が検出された区間については、事業者

の協力の下、適宜軌道保守を行い、その前後でのプロー

ブデータを収集した。 
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図１ プローブ車両の構成 

 

図２ 浮き枕木発生区間 
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３．軌道保守前後の調査結果 

３．１．マルチプルタイタンパによる軌道保守  
 2010 年 1 月初旬にマルチプルタイタンパ（以下マル

タイと略記）による軌道全線の保守作業が行われた。そ

の軌道保守の前（2009年 12月）と後（2010年 1月）に

行われた走行試験の軌道上下加速度RMS値の結果を図

３、４に示す。RMS 値が高いほど軌道の状態が悪化し

ていることを表す。マルタイによる保守後は全体的に

RMS値の減少が確認された。特に 0.3m/s2を超える要注

意区間では、軒並み RMS 値が 0.2 m/s2を下回り、軌道

状態が改善されたことがわかる。 
 マルタイによる軌道保守の半年後に行われた走行試

験の軌道上下加速度RMS値の結果を図５に示す。一般

的に軌道保守を行った後半年間は、軌道状態が安定しな

いことが知られている。RMS 値を比較すると、若干値

が減少した区間もあるが、ほぼマルタイによる軌道保守

前のレベルまで戻ってしまっていることが確認された。 
３．２．短区間軌道保守 
 軌道状態が半年で軌道保守前の状態に戻った原因と

して、保守区間が全線と長区間であったため、砕石の補

充が均一的になり、RMS値の高い要注意区間において、

砕石の補充が不十分であった可能性が考えられる。 
そこで、2010 年 7 月の調査後にプローブデータを鉄

道事業者に提供し、RMS 値の大きな区間について追加

の保守作業を行った。作業内容としては、数 m から数

十 m に渡って、砕石補充と突き固めを行い、保守後は

継続してプローブ車両による調査を行った。 
特に RMS 値の戻り幅の大きかった 5.7km 地点につ

いて、RMS 値の推移を図６に示す。マルタイの実施後

と比べると、集中的に保守を行った結果、RMS 値が急

増せず、半年を過ぎても安定していることがわかる。 
 

４．まとめ 
プローブ車両により、長期に渡って軌道状態を調査

し、軌道保守の効果を評価した。その結果、浮き枕木が

発生するような脆弱な地盤の路線においては、画一的な

軌道保守を行うのではなく、砕石の補充量の変更など、

軌道状態に合わせた軌道保守が必要であることがわか

った。また、継続的に軌道状態を監視することで、軌道

の状況変化に対応できる可能性を示した。 

今後は可搬型プローブ装置の小型化、高機能化を進め

るとともに、インターフェースの改善を図り、地方鉄道

事業者などが簡易に取り扱えるようにしたい。 
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図３ 上下加速度RMS値（2009年 12月 12日） 
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図４ 上下加速度RMS値（2010年 1月 13日） 

キロ程 [km]
-1

0.1

0.2

0.3

0.4

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0
0 3 61 4 72 5

上
下
加

速
度

R
M

S値
[m

/s
2 ]

 
図５ 上下加速度RMS値（2010年 7月 28日） 
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図６ 上下RMS値の推移（5.7km地点） 
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軌道状態に合わせた軌道保守が必要であることがわか

った。また、継続的に軌道状態を監視することで、軌道

の状況変化に対応できる可能性を示した。 

今後は可搬型プローブ装置の小型化、高機能化を進め

るとともに、インターフェースの改善を図り、地方鉄道
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図３ 上下加速度RMS値（2009年 12月 12日） 
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図４ 上下加速度RMS値（2010年 1月 13日） 
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図５ 上下加速度RMS値（2010年 7月 28日） 
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図６ 上下RMS値の推移（5.7km地点） 
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��-2 ������  Behavior of passenger transported ������  Bad loading ( passenger not paying attention )
��������������

2

No. ����� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ����

 -1 �� ��  External to lift �����  Wind�� 7

 -2 �� ��
 Behavior of operator or mechanic
���������������

 Mistake in operation����� 4

 -3 �� ��  Vehicles���  Grip slipping���
	��� 4

 -4 �� ��  Behavior of passenger transported ������  Bad loading ( passenger not paying attention )
��������������

2

No. ����� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ����

��-1 ������  Behavior of passenger transported ������  Skier falls off chair on line
�������¡��¢£��

60
( 33-¤¥ )

��-2 ������
 Accidents that injure a worker
 �¦§�¨©���

 Operating personnel during operation
���ª�����

40

��-3 ������
 Behavior of operator or mechanic
���������������

 Mistake in operation����� 29

��-4 ������  Behavior of passenger transported ������  Skier hit by chair���¡���«�¬® 26
( 7-¤¥¯)

��-5 ������  Behavior of passenger transported ������  Bad unloading ( passenger fell down )
�°����������±²��

22
( 8-�� )

��-6 ������  Behavior of passenger transported ������  Misloading ( passenger fell down )
������������±²��

12
( 3-¤¥ )

��-7 ������  Behavior of passenger transported ������  Bad loading ( passenger not paying attention )
��������������

10
( 3-�� )

��-8 ������  Behavior of passenger transported ������  Bad unloading ( passenger not paying attention )
�°������������

7
( 1-¤¥ )

��-9 ������  External to lift �����  Wind�� 3

��-10 ������  Vehicles���  Chair damage ���¡���³© 2

No. ´µ¶·¸µ¹��� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ´µ¶·¸µ
¹��

º�-1 º�  External to lift �����  Wind �� 5

º�-2 º�
 Behavior of passenger transported
������

 Bad unloading ( passenger not paying attention )
�°������������

4

º�-3 º�
 Behavior of passenger transported
������

�������������������������������������
�°����������±²��

3

º�-4 º�  Line equipment ����»¼½  Line sheave damage/failure
������¾�³©¿��

3

No. ´µ¶·¸µ¹��� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ´µ¶·¸µ
¹��

��-1 �À����
 Behavior of operator or mechanic
���������������

 Bad maintenance�ÁÂ�Ã 2

No. ´µ¶·¸µ¹��� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ´µ¶·¸µ
¹��

Ä�-1 ÄÅ��  Line equipment ����»¼½  Damage/failure of structure (includes towers)
�»¼½�³©¿���ÆÇÈÉÊ

2

Ä�-2 ÄÅ��  Line equipment ����»¼½  Sheave train damage/failure����³©¿�� 2

No. ´µ¶·¸µ¹��� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ´µ¶·¸µ
¹��

��-1 ����  Vehicles���  Grip ���
	 5

��-2 ����  Vehicles���  Hanger assembly damage or failure
�ËµÌ¸Í�³©¿��

2

No. ´µ¶·¸µ¹��� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ´µ¶·¸µ
¹��

�Î-1 ��ÎÏ  Mechanical components �ÐÑÒÓ  Brake damage or failure�Ô�
	�³©¿�� 3
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No. ����
 	��
 ( ITTAB ) 	���� ( ITTAB ) ����
��������

1 �� ��  Vehicles�����1  Failure of grip to clamp on haul rope
������������

2 ���

2 �� ��  Behavior of passenger transported �������  Bad loading ( passenger not paying attention )
���������������

2 ���

3 ������  External to lift ������  Wind��� 7 ���

4 ������
 Behavior of operator or mechanic
���¡¢�£¤¥¦§¨����

 Mistake in operation���©ª� 4 ���

5 ������  Vehicles�����1  Grip slipping������«¬� 4 ���

6 ������  Behavior of passenger transported �������  Bad loading ( passenger not paying attention )
���������������

2 ���

7 ®¯°±��  Behavior of passenger transported �������  Skier falls off chair on line
�²³´µ£¶·��¸¹ �

60
( 33-º» )

24

8 ®¯°±��
 Accidents that injure a worker
 �¼½¨¾¿����

 Operating personnel during operation
���À�§¨���

40 16

9 ®¯°±��
 Behavior of operator or mechanic
���¡¢�£¤¥¦§¨����

 Mistake in operation���©ª� 29 12

10 ®¯°±��  Behavior of passenger transported �������  Skier hit by chair�£¶·���Á�ÂÃ� 26
( 7-º»�)

10

11 ®¯°±��  Behavior of passenger transported �������  Bad unloading ( passenger fell down )
�Ä����������ÅÆ� �

22
( 8-�� )

9

12 ®¯°±��  Behavior of passenger transported �������  Misloading ( passenger fell down )
������������ÅÆ� �

12
( 3-º» )

5

13 ®¯°±��  Behavior of passenger transported �������  Bad loading ( passenger not paying attention )
���������������

10
( 3-�� )

���

14 ®¯°±��  Behavior of passenger transported �������  Bad unloading ( passenger not paying attention )
�Ä�������������

7
( 1-º» )

���

15 ®¯°±��  External to lift ������  Wind��� 3 ���

16 ®¯°±��  Vehicles�����1  Chair damage �£¶·���Ç¿� 2 ���

94
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àáâ

����

4

17

211

232

No. ãäåæçäè��
 	��
 ( ITTAB ) 	���� ( ITTAB ) ãäåæçäè��
��������

1 é�  External to lift ������  Wind ��� 5 9

2 é�
 Behavior of passenger transported
�������

 Bad unloading ( passenger not paying attention )
�Ä�������������

4 7

3 é�
 Behavior of passenger transported
�������

�������������������������������������
�Ä����������ÅÆ� �

3 5

4 é�  Line equipment �²³´êëì�  Line sheave damage/failure
�²³´��í�Ç¿î�°�

3 5

5 �ï����
 Behavior of operator or mechanic
���¡¢�£¤¥¦§¨����

 Bad maintenance�ðñ�ò� 2 2 ���

6 óô°±  Line equipment �²³´êëì�  Damage/failure of structure (includes towers)
�êëì�Ç¿î�°�õöÑ÷ø��

2 ���

7 óô°±  Line equipment �²³´êëì�  Sheave train damage/failure�«��Ç¿î�°� 2 ���

8 ���°  Vehicles�����1  Grip ������ 5 9

9 ���°  Vehicles�����1  Hanger assembly damage or failure
�ùäúçû�Ç¿î�°�

2 ���

10 ��üý  Mechanical components �þÿ~}�  Brake damage or failure�|����Ç¿î�°� 3 3 5

55
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15

ãäåæçäè��

4
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31

No. ����� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ����

��-1 ������  Vehicles���  Failure of grip to clamp on haul rope
���
	������

2

��-2 ������  Behavior of passenger transported ������  Bad loading ( passenger not paying attention )
��������������

2

No. ����� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ����

 -1 �� ��  External to lift �����  Wind�� 7

 -2 �� ��
 Behavior of operator or mechanic
���������������

 Mistake in operation����� 4

 -3 �� ��  Vehicles���  Grip slipping���
	��� 4

 -4 �� ��  Behavior of passenger transported ������  Bad loading ( passenger not paying attention )
��������������

2

No. ����� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ����

��-1 ������  Behavior of passenger transported ������  Skier falls off chair on line
�������¡��¢£��

60
( 33-¤¥ )

��-2 ������
 Accidents that injure a worker
 �¦§�¨©���

 Operating personnel during operation
���ª�����

40

��-3 ������
 Behavior of operator or mechanic
���������������

 Mistake in operation����� 29

��-4 ������  Behavior of passenger transported ������  Skier hit by chair���¡���«�¬® 26
( 7-¤¥¯)

��-5 ������  Behavior of passenger transported ������  Bad unloading ( passenger fell down )
�°����������±²��

22
( 8-�� )

��-6 ������  Behavior of passenger transported ������  Misloading ( passenger fell down )
������������±²��

12
( 3-¤¥ )

��-7 ������  Behavior of passenger transported ������  Bad loading ( passenger not paying attention )
��������������

10
( 3-�� )

��-8 ������  Behavior of passenger transported ������  Bad unloading ( passenger not paying attention )
�°������������

7
( 1-¤¥ )

��-9 ������  External to lift �����  Wind�� 3

��-10 ������  Vehicles���  Chair damage ���¡���³© 2

No. ´µ¶·¸µ¹��� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ´µ¶·¸µ
¹��

º�-1 º�  External to lift �����  Wind �� 5

º�-2 º�
 Behavior of passenger transported
������

 Bad unloading ( passenger not paying attention )
�°������������

4

º�-3 º�
 Behavior of passenger transported
������

�������������������������������������
�°����������±²��

3

º�-4 º�  Line equipment ����»¼½  Line sheave damage/failure
������¾�³©¿��

3

No. ´µ¶·¸µ¹��� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ´µ¶·¸µ
¹��

��-1 �À����
 Behavior of operator or mechanic
���������������

 Bad maintenance�ÁÂ�Ã 2

No. ´µ¶·¸µ¹��� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ´µ¶·¸µ
¹��

Ä�-1 ÄÅ��  Line equipment ����»¼½  Damage/failure of structure (includes towers)
�»¼½�³©¿���ÆÇÈÉÊ

2

Ä�-2 ÄÅ��  Line equipment ����»¼½  Sheave train damage/failure����³©¿�� 2

No. ´µ¶·¸µ¹��� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ´µ¶·¸µ
¹��

��-1 ����  Vehicles���  Grip ���
	 5

��-2 ����  Vehicles���  Hanger assembly damage or failure
�ËµÌ¸Í�³©¿��

2

No. ´µ¶·¸µ¹��� ���� ( ITTAB ) ����� ( ITTAB ) ´µ¶·¸µ
¹��

�Î-1 ��ÎÏ  Mechanical components �ÐÑÒÓ  Brake damage or failure�Ô�
	�³©¿�� 3
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⑯ 国際規格への適合性評価と交通研の果たす役割 
 
 

鉄道認証室   ※田代 維史  緒方 正剛  長谷川 智紀 
 
 
 

１．はじめに 
我が国の鉄道に関する技術標準としては、JIS（日

本工業規格）や JRS（日本国有鉄道規格 仕様書）及

び各種団体規格などがあり、国内における鉄道全体を

カバーしてきた。これら規格への適合については、専

らメーカー自身が製品の仕様書中で規格準拠を宣言

し、製品を受領する鉄道事業者自身が、その適合性の

判断を行ってきていた。 
他方、国内では鉄道建設がひと段落し、国内市場が

縮小する傾向になったため、多くの国内鉄道関連メー

カーが海外展開の強化を図っている。 
海外で鉄道関連の製品を鉄道事業者等に納める場

合にも規格類への適合は必須であり、ISO や IEC と

いった国際規格や EN（欧州規格）への適合が要求さ

れるが、適合性判断を鉄道事業者が直接行うことは少

なく、第三者認証機関による適合性認証を要求される

場合が多い。 
特に EN は海外市場において事実上優位となって

いるが、加えて、欧州鉄道産業は国際標準化活動の主

導権を確保するため、EN を ISO や IEC に反映する

ことを重要戦略と位置づけている。 
日本の対応としては、国際規格案の審議は、鉄道総

合技術研究所内に鉄道国際規格センターが設立され

た結果、国内の優れた鉄道技術の多くが国際規格化さ

れる様になってきた。 
しかし、国際規格化と両輪となるべき適合性評価に

ついては上述の歴史的経緯から、国内にこれまで認証

機関が存在していなかった。そのため、国内の鉄道関

連メーカーは海外の認証機関を利用し、海外展開を行

ってきたが、以下の点が海外進出の弊害となってい

る。 
・言葉の壁により、適合性審査に多大な労力が必要 
・審査員の渡航費用等を含め認証取得に多くのコス

トが発生 

・製品ノウハウが流出の危険にさらされる 
このような状況において、交通政策審議会陸上交通

分科会鉄道部会は、平成 20 年 6 月 19 日に「我が国

においては製品の確認・検査は鉄道事業者が行ってお

り、第三者認証機関は存在していないため、今後、我

が国の製品の国際規格への適合性評価のあり方を検

討する必要がある。」と提言したことから、鉄道関係

の国際規格を審議する諸団体の活動支援を目的とし、

国土交通省鉄道局、（公財）鉄道総合技術研究所、が

事務局である鉄道技術標準化調査検討会において、国

内に海外対応認証機関を設立するための検討を行う

「鉄道認証機関設立検討ワーキンググループ」を設置

し、(独)交通安全環境研究所を予定認証機関とした検

討を平成 22 年 3 月 5 日から開始した。 
本稿では、交通安全環境研究所において認証機関を

設立するにあたり検討を行ってきた状況について報

告する。 
 

２．検討体制と認定取得スケジュール 
鉄道技術標準化調査検討会での検討結果を踏まえ

設立した鉄道認証機関設立検討ワーキンググループ

のもと、予定認証機関である交通安全環境研究所が事

務局を務める鉄道認証機関設立作業サブワーキング

は交通研参加組織を示す凡例： は交通研参加組織を示す凡例：

国際規格審議体制 国内規格審議体制
鉄道技術標準
化調査検討会

総合調整部会

鉄道技術標準
化調査検討会

総合調整部会

国
内
審
議
団
体

IEC/TC9
鉄道用

電気設備と
システム

国内作業部会

ISO/TC17（鋼）

ISO/TC17/SC15
（レール及び附属物）

国内作業部会 国内作業部会
JIS原案

作成委員会

ISO
鉄道関係事務局

ISO/TC204
（ITS）

ISO/TC108
（機械振動及び衝撃）

：

：

（鉄道総研 鉄道国際規格センター）

IEC ISO

日本工業標準調査会
（JISC）

鉄道技術専門委員会

日本工業標準調査会
（JISC）

JIS原案作成団体

・日本鉄道施設協会
・日本鉄道電気技術協会
・日本鉄道車輌工業会
・鉄道分岐器工業協会

等

IEC/TC9
鉄道用

電気設備と
システム

国内作業部会国内作業部会

ISO/TC17（鋼）

ISO/TC17/SC15
（レール及び附属物）

国内作業部会 国内作業部会
JIS原案

作成委員会国内作業部会
JIS原案

作成委員会

ISO
鉄道関係事務局

ISO/TC204
（ITS）

ISO/TC108
（機械振動及び衝撃）

：

：

（鉄道総研 鉄道国際規格センター）

IEC ISO

日本工業標準調査会
（JISC）

鉄道技術専門委員会

日本工業標準調査会
（JISC）

JIS原案作成団体

・日本鉄道施設協会
・日本鉄道電気技術協会
・日本鉄道車輌工業会
・鉄道分岐器工業協会

等

IEC ISO

日本工業標準調査会
（JISC）

鉄道技術専門委員会

日本工業標準調査会
（JISC）

JIS原案作成団体

・日本鉄道施設協会
・日本鉄道電気技術協会
・日本鉄道車輌工業会
・鉄道分岐器工業協会

等

図１ 国際規格審議体制 
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⑯ 国際規格への適合性評価と交通研の果たす役割 
 
 

鉄道認証室   ※田代 維史  緒方 正剛  長谷川 智紀 
 
 
 

１．はじめに 
我が国の鉄道に関する技術標準としては、JIS（日

本工業規格）や JRS（日本国有鉄道規格 仕様書）及

び各種団体規格などがあり、国内における鉄道全体を

カバーしてきた。これら規格への適合については、専

らメーカー自身が製品の仕様書中で規格準拠を宣言

し、製品を受領する鉄道事業者自身が、その適合性の

判断を行ってきていた。 
他方、国内では鉄道建設がひと段落し、国内市場が

縮小する傾向になったため、多くの国内鉄道関連メー

カーが海外展開の強化を図っている。 
海外で鉄道関連の製品を鉄道事業者等に納める場

合にも規格類への適合は必須であり、ISO や IEC と

いった国際規格や EN（欧州規格）への適合が要求さ

れるが、適合性判断を鉄道事業者が直接行うことは少

なく、第三者認証機関による適合性認証を要求される

場合が多い。 
特に EN は海外市場において事実上優位となって

いるが、加えて、欧州鉄道産業は国際標準化活動の主

導権を確保するため、EN を ISO や IEC に反映する

ことを重要戦略と位置づけている。 
日本の対応としては、国際規格案の審議は、鉄道総

合技術研究所内に鉄道国際規格センターが設立され

た結果、国内の優れた鉄道技術の多くが国際規格化さ

れる様になってきた。 
しかし、国際規格化と両輪となるべき適合性評価に

ついては上述の歴史的経緯から、国内にこれまで認証

機関が存在していなかった。そのため、国内の鉄道関

連メーカーは海外の認証機関を利用し、海外展開を行

ってきたが、以下の点が海外進出の弊害となってい

る。 
・言葉の壁により、適合性審査に多大な労力が必要 
・審査員の渡航費用等を含め認証取得に多くのコス

トが発生 

・製品ノウハウが流出の危険にさらされる 
このような状況において、交通政策審議会陸上交通

分科会鉄道部会は、平成 20 年 6 月 19 日に「我が国

においては製品の確認・検査は鉄道事業者が行ってお

り、第三者認証機関は存在していないため、今後、我

が国の製品の国際規格への適合性評価のあり方を検

討する必要がある。」と提言したことから、鉄道関係

の国際規格を審議する諸団体の活動支援を目的とし、

国土交通省鉄道局、（公財）鉄道総合技術研究所、が

事務局である鉄道技術標準化調査検討会において、国

内に海外対応認証機関を設立するための検討を行う

「鉄道認証機関設立検討ワーキンググループ」を設置

し、(独)交通安全環境研究所を予定認証機関とした検

討を平成 22 年 3 月 5 日から開始した。 
本稿では、交通安全環境研究所において認証機関を

設立するにあたり検討を行ってきた状況について報

告する。 
 

２．検討体制と認定取得スケジュール 
鉄道技術標準化調査検討会での検討結果を踏まえ

設立した鉄道認証機関設立検討ワーキンググループ

のもと、予定認証機関である交通安全環境研究所が事

務局を務める鉄道認証機関設立作業サブワーキング

は交通研参加組織を示す凡例： は交通研参加組織を示す凡例：

国際規格審議体制 国内規格審議体制
鉄道技術標準
化調査検討会

総合調整部会

鉄道技術標準
化調査検討会

総合調整部会

国
内
審
議
団
体

IEC/TC9
鉄道用

電気設備と
システム

国内作業部会

ISO/TC17（鋼）

ISO/TC17/SC15
（レール及び附属物）

国内作業部会 国内作業部会
JIS原案

作成委員会

ISO
鉄道関係事務局

ISO/TC204
（ITS）

ISO/TC108
（機械振動及び衝撃）

：

：

（鉄道総研 鉄道国際規格センター）

IEC ISO

日本工業標準調査会
（JISC）

鉄道技術専門委員会

日本工業標準調査会
（JISC）

JIS原案作成団体

・日本鉄道施設協会
・日本鉄道電気技術協会
・日本鉄道車輌工業会
・鉄道分岐器工業協会

等

IEC/TC9
鉄道用

電気設備と
システム

国内作業部会国内作業部会

ISO/TC17（鋼）

ISO/TC17/SC15
（レール及び附属物）

国内作業部会 国内作業部会
JIS原案

作成委員会国内作業部会
JIS原案

作成委員会

ISO
鉄道関係事務局

ISO/TC204
（ITS）

ISO/TC108
（機械振動及び衝撃）

：

：

（鉄道総研 鉄道国際規格センター）

IEC ISO

日本工業標準調査会
（JISC）

鉄道技術専門委員会

日本工業標準調査会
（JISC）

JIS原案作成団体

・日本鉄道施設協会
・日本鉄道電気技術協会
・日本鉄道車輌工業会
・鉄道分岐器工業協会

等

IEC ISO

日本工業標準調査会
（JISC）

鉄道技術専門委員会

日本工業標準調査会
（JISC）

JIS原案作成団体

・日本鉄道施設協会
・日本鉄道電気技術協会
・日本鉄道車輌工業会
・鉄道分岐器工業協会

等

図１ 国際規格審議体制 
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グループを設け、車両、地上電力設備、信号の各分野

の作業チームにおいて関係メーカーと共に検討を行

った。 
この検討体制のもと、平成 23 年度中に認定機関よ

り認証機関としての認定を受けるための体制整備を

行うこととした。 

 
３．認証対象規格 

２．の検討体制により、現在鉄道関連メーカーが海

外展開において必要とされている規格のうち、ニーズ

の高い国際規格を調査し、表１に示す５規格を認証機

関としての認定取得当初における認証対象規格とし

て選定した。 
認証対象規格については、将来にわたり国際規格や

認証ニーズの動向を踏まえつつ検討を行なうことが

必要であると考えている。 
 

４．認証機関としての体制 
製品認証機関として認定を受けるに当たっては、

ISO/IEC Guide65※に則った体制整備が必要である。

そこで、平成 23 年 4 月 18 日に交通安全環境研究所

内に鉄道認証室を設け、これを鉄道認証室長、業務運

営管理者、業務担当者等および認証審査要員により構

成することとした。 
 

５．認証審査要員  
交通安全環境研究所では、鉄道の各種製品や技術に

関する安全性評価を行ってきており、適合性評価への

ノウハウを一定程度、有している。一方、製品の規格

適合性審査にあたっては、産業界のものづくりの経験

や、国際ビジネス経験がきわめて重要である。そこで

審査要員のメンバーとしては、交通研職員だけでな

く、産業界からも国際規格や海外プロジェクトの知

見、経験を有する方の推薦をいただくこととした。 
 

６．まとめ 
今回、交通安全環境研究所に国内の海外対応認証機

関を設立するにあたり、検討状況について報告を行っ

た。現在、平成 23 年度中に認定を受けるために、認

定審査準備を行っているところである。 
平成 24 年度から本格的に認証業務が可能になるよ

う引き続き準備を行っていく予定である。 
 交通安全環境研究所が公正・中立の立場から行う国

際規格適合性認証が、日本の鉄道システムの海外展開

や鉄道技術の維持・発展に貢献できるよう注力してい

くこととしているので、引き続き関係各位の御理解、

御支援をよろしくお願いいたしたい。 

鉄道技術標準化調査検討会

鉄道認証機関設立検討ＷＧ
（総合調整の場）

WG設置承認 適宜報告

認
定
機
関

鉄道認証機関設立作業ＳＷＧ

認証対応規格の抽出 認証対象規格の判定基準整備

認証手順の整備 認証要員の調整

その他必要事項

認定取得に
向けて各種
調整

メーカー

車両作業
チーム

地上電力作業

チーム

信号作業

チーム ・・・・

検
討

協力 協力

検
討

検
討

関係協会

研究機関

協力

・・・・鉄道事業者

鉄道技術標準化調査検討会

鉄道認証機関設立検討ＷＧ
（総合調整の場）

WG設置承認 適宜報告

認
定
機
関

鉄道認証機関設立作業ＳＷＧ

認証対応規格の抽出 認証対象規格の判定基準整備

認証手順の整備 認証要員の調整

その他必要事項

認定取得に
向けて各種
調整

メーカー

車両作業
チーム

地上電力作業

チーム

信号作業

チーム ・・・・

検
討

協力 協力

検
討

検
討

関係協会

研究機関

協力

・・・・鉄道事業者

← 予定認証機関である交
通研内にサブ・ワーキ
ング･グループを設置

← 鉄道認証機関設立の

ための検討事項の総
合調整を行う

← 車両・電力・信号等の

各分野で作業毎のチー
ムを設置

図２ 検討体制 

表１ 認証対象規格 

規格名 規格の概要 対象となる製品

RAMS
(IEC 62278）

適用対象システムが、信頼性(R)、アベイラビリティー(A)、保守性(M)、安全性(S)の評価指標と経
済性に照らして、総合的にかつ、良好なバランスで維持するマネージメントを要求する規格であ

る。RAMSに影響をする様々な要素を特定し、その影響度合いを評価し、システムのライフサイク
ルを通じて、システム性能を最適にするよう適切にコントロール・管理し、管理実態を文書化する
ことが求められている。

鉄道システム全般

安全に関連する電
子装置
（セーフティケース）

（IEC 62425）

鉄道信号システム用電子装置の安全性造り込みの証明を行うための規格であり、ハードウェア
とソフトウェアの両面において、安全性を実証するためのプロセスが詳細に規定されている。

鉄道信号用電子装置全般

ソフトウェア
（IEC 62279）

鉄道信号システムにおけるライフサイクルにおいて、RAMSや電子機器安全性からの要求事項
に従い、ソフトウェアの安全性に関する要求レベルに応じて、達成プロセスを規定した規格であ
る。プロセス管理責任者に対する要件、管理実態のドキュメント化等も求められている。

鉄道信号システムに関するソフト
ウェア

通信
（IEC 62280）

鉄道信号システムにおけるアプリケーション間の通信の安全性を確保するための規格である。
安全性を確保するための技術要件や必要なセキュリティ対策について規定されている。専用回
線向けのパート１と、オープンな回線を用いる場合のパート２がある。

情報通信を用いる鉄道信号システム

EMC（IEC 62236）
鉄道システムの地上・車上の電気設備全体および各部から周辺への電磁界の輻射量、および
信号設備における電磁界ノイズ耐量を規定した規格

鉄道全体、車両（電子電気機器）、
地上電気設備ｼｽﾃﾑ、信号設備

規格名 規格の概要 対象となる製品

RAMS
(IEC 62278）

適用対象システムが、信頼性(R)、アベイラビリティー(A)、保守性(M)、安全性(S)の評価指標と経
済性に照らして、総合的にかつ、良好なバランスで維持するマネージメントを要求する規格であ

る。RAMSに影響をする様々な要素を特定し、その影響度合いを評価し、システムのライフサイク
ルを通じて、システム性能を最適にするよう適切にコントロール・管理し、管理実態を文書化する
ことが求められている。

鉄道システム全般

安全に関連する電
子装置
（セーフティケース）

（IEC 62425）

鉄道信号システム用電子装置の安全性造り込みの証明を行うための規格であり、ハードウェア
とソフトウェアの両面において、安全性を実証するためのプロセスが詳細に規定されている。

鉄道信号用電子装置全般

ソフトウェア
（IEC 62279）

鉄道信号システムにおけるライフサイクルにおいて、RAMSや電子機器安全性からの要求事項
に従い、ソフトウェアの安全性に関する要求レベルに応じて、達成プロセスを規定した規格であ
る。プロセス管理責任者に対する要件、管理実態のドキュメント化等も求められている。

鉄道信号システムに関するソフト
ウェア

通信
（IEC 62280）

鉄道信号システムにおけるアプリケーション間の通信の安全性を確保するための規格である。
安全性を確保するための技術要件や必要なセキュリティ対策について規定されている。専用回
線向けのパート１と、オープンな回線を用いる場合のパート２がある。

情報通信を用いる鉄道信号システム

EMC（IEC 62236）
鉄道システムの地上・車上の電気設備全体および各部から周辺への電磁界の輻射量、および
信号設備における電磁界ノイズ耐量を規定した規格

鉄道全体、車両（電子電気機器）、
地上電気設備ｼｽﾃﾑ、信号設備  

※ISO/IEC Guide65：製品認証機関に対する一般要求事項 

 

 

 
 

⑰ レール/車輪境界条件による摩耗への影響に関する実験 
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１．はじめに 
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内路線にとっては、曲線通過時における騒音や横圧

の増加といった課題への効果的な対策が求められ

ている。近年、レール／車輪境界を改善するため、

潤滑によりクリープ力を減少させる摩擦調整剤

（Friction Modifier，以下 FM と略記）が導入され

始めている。しかし、曲線走行性についての実験や

営業線での試験において使用された例が報告され

ているが、車輪摩耗量の低減効果について、定量的

な評価は行われていなかった。 
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いて、車輪摩耗特性を検証する実験を行った。 
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通過トン数と摩耗量の関係について評価を行った

ので報告する。 
 

２．実験装置概要  
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のモータで異なる回転数を発生させることで模擬

する。また、軌条輪側ユニットの駆動装置が、台車

側ユニットとは独立しているため、基準位置を中心

に、軌条輪側ユニットを回転させることで、アタッ

ク角を付与することができる。 
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３．実験 
３．１．実験条件 
 輪軸は標準円錐車輪踏面の一体輪軸を使用。輪重

は実輪重 6～7 トン相当（最大ヘルツ圧合わせ）、速

度は 150km/h 相当となるように設定した。また、FM
の供給方法としては、固形の FM を軌条輪に治具を

用いて押し当てることで供給した。 
 曲線条件としては、（１）直線、（２）緩曲線（R = 
300m）、（３）急曲線（R = 100m）の 3 パターンを設

定し、DRY 条件、FM 塗布条件それぞれの条件で車

輪摩耗実験を行った。 
３．２．実験結果 
通過トン数と摩耗量の関係をまとめたものを図

３に示す。実験の結果より、車輪の摩耗量と通過ト

ン数の間には、一定の線形関係があり、同じ曲線半

径であれば DRY 条件に比べて、FM 塗布条件では摩

耗量が少なくなることが確認された。 
DRY 条件の R=100m と直線、FM 条件の R=300m

と直線については、一定の傾きを持つ比例関係にあ

ると考えられる。また、DRY 条件の R=300m と FM
条件の R=100m については、接触面積が小さい初期

形状付近で接触面圧が増大し、摩耗が顕著に進んだ

後、通過トン数が 4mega-ton を超えたあたりから、

傾きを減じている。FM 条件の R=100m については、

直線条件と同程度まで傾きが減少しているが、11-12 
mega-ton 間で摩耗量が急増している。これは実験中

に FM の固定治具が外れ FM の供給が停止、その後

再装着したことが原因と考えられる。 
このように実験初期において、実験条件の違いに

より車輪摩耗量に大きな違いがでた原因として、レ

ール／車輪の摩耗状況の違いが考えられる。摩耗量

の変化に大きく違いの出た、R=300m での車輪摩耗

の進展状況を図４に示す。DRY 条件の初期形状

（0mega-ton）から軌条輪の形状に合わせて大きく摩

耗が進展していることがわかる。これは、実験開始

後の車輪接触面において、表面組織がはがれ落ちる

凝着摩耗が発生したと考えられ、マイクロスコープ

による接触面の画像より確認した。一方 FM 塗布条

件では、一貫して圧延摩耗により摩耗が進行してお

り、摩耗量は直線の場合とほぼ変わらない結果とな

った。FM を塗布した場合は、車輪断面形状に大き

な変化が見られず、レール／車輪境界条件が改善さ

れたことを確認した。 
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（b）車輪断面形状（FM 塗布条件） 
図４ 車輪摩耗進展状況（R=300m） 

４．まとめ 
本研究において、レール／車輪境界条件が車輪摩

耗に与える影響について模型試験機を用いて評価

を行った結果、曲線の外軌レールに摩擦調整剤を塗

布することによって、車輪摩耗量が DRY 条件と比

較すると、大きく低減することが明らかとなった。 
今後の課題として、FM の固定治具が外れた

R=100m の再実験を含め、さらに多くの曲線半径で

の実験データを収集し、車輪摩耗量と通過トン数間

の線形関係を体系化できれば、車輪寿命を適切に管

理することが可能となり、メンテナンス性や走行安

全性の向上に貢献できると考えられる。 
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１．はじめに 
私は現在ドイツ・カールスルーエ工科大学(KIT)の

光技術研究所にて在外研究を行っている。この研究所

には審査部門があり、自動車や自転車のライト、反射

器の認証試験を行っている。大学内の審査機関とし

て、ドイツ政府とも連携し、自動車基準調和世界フ

ォーラム(WP29)の灯火器専門部会(GRE)にも参

加し、国際基準調和活動に積極的である。大学とい

う中立かつアカデミックな立場で研究成果を GRE に

報告しており、この点ではドイツにおいて当研究所と

同じ役割を担っている。 

 

２．ドイツにおける在外研究 
２．１．Sun Road Impact の認証試験 
本件は、自動車信号灯火の認証試験項目を増やす内

容であり、業界からも注目の高いアイテムである。 

灯火器に強い太陽光が当たると、その反射光のため

に、灯火器の点灯が認識できない、あるいは灯火の色

が分からない現象（Sun Road Impact）が起こる。交

通信号や鉄道用信号でも同様の問題があり、既に対策

がなされている。自動車灯火については GRE で取り

上げ、各国からの研究成果が期待されている。この現

象が起こらない（起こる可能性が低い）ことを確認す

るための要件と認証試験方法を導くことが課題であ

る。この現象については、KIT を含め既に研究成果が

多く報告されている。そこで、過去の研究成果を踏襲

し、自動車信号灯火用に要件と試験方法を考案した。 
図 1 に示すように、テストサンプルの信号灯火に対

し、上方 10 度の角度から太陽を模擬する光源（色温

度 5,000-6,500K, 照度 40,000lx）で照射し、水平方

向から反射した光を測定する。模擬太陽光で照射した

時の反射光（Lph）と灯火器の光のみ（Ls）で光強度

を比較（Fph）する。反応時間や運転者による見え方

評価の結果１）から、Fphは 4 以上であることを要件と

して提案した。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図１ テスト光学系 
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実施する予定である。 
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に太陽光を模擬する照明光が必要となる。そこで、ア

レイ型 LED を光源に用いて全長 50cm ほどのコンパ

クトな照明光学系を試作している（図２）。照射面の

均一性を確保するための工夫が必要であったが、この 
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３．実験 
３．１．実験条件 
 輪軸は標準円錐車輪踏面の一体輪軸を使用。輪重
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３．２．実験結果 
通過トン数と摩耗量の関係をまとめたものを図

３に示す。実験の結果より、車輪の摩耗量と通過ト
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と直線については、一定の傾きを持つ比例関係にあ
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条件の R=100m については、接触面積が小さい初期

形状付近で接触面圧が増大し、摩耗が顕著に進んだ

後、通過トン数が 4mega-ton を超えたあたりから、
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（0mega-ton）から軌条輪の形状に合わせて大きく摩

耗が進展していることがわかる。これは、実験開始

後の車輪接触面において、表面組織がはがれ落ちる

凝着摩耗が発生したと考えられ、マイクロスコープ

による接触面の画像より確認した。一方 FM 塗布条

件では、一貫して圧延摩耗により摩耗が進行してお

り、摩耗量は直線の場合とほぼ変わらない結果とな

った。FM を塗布した場合は、車輪断面形状に大き

な変化が見られず、レール／車輪境界条件が改善さ

れたことを確認した。 

0 5 10 15 20 25 30 35 400 5 10 15 20 25 30 35 40
0

5

10

15

20

25

30

35

0

5

10

15

20

25

30

35

DRY R100
DRY R300
DRY 直線
FM R100
FM R300
FM 直線

DRY R100
DRY R300
DRY 直線
FM R100
FM R300
FM 直線

通過トン数 [mega-ton]

摩
耗

量
[g
]

 
図３ 摩耗量－通過トン数相関 

左右方向 [mm]

上
下

方
向

[m
m

]

0 2 4 6 8 10 12
0

2

4

6

0 [mega ton]
1 [mega ton]
2 [mega ton]
3 [mega ton]
4 [mega ton]
5 [mega ton]

0 [mega ton]
1 [mega ton]
2 [mega ton]
3 [mega ton]
4 [mega ton]
5 [mega ton]

 
（a）車輪断面形状（DRY 条件） 

左右方向 [mm]

上
下

方
向

[m
m

]

0 2 4 6 8 10 12
0

2

4

6

0 [mega ton]
1 [mega ton]
2 [mega ton]
3 [mega ton]
4 [mega ton]
5 [mega ton]

0 [mega ton]
1 [mega ton]
2 [mega ton]
3 [mega ton]
4 [mega ton]
5 [mega ton]

 
（b）車輪断面形状（FM 塗布条件） 
図４ 車輪摩耗進展状況（R=300m） 

４．まとめ 
本研究において、レール／車輪境界条件が車輪摩

耗に与える影響について模型試験機を用いて評価

を行った結果、曲線の外軌レールに摩擦調整剤を塗

布することによって、車輪摩耗量が DRY 条件と比

較すると、大きく低減することが明らかとなった。 
今後の課題として、FM の固定治具が外れた

R=100m の再実験を含め、さらに多くの曲線半径で

の実験データを収集し、車輪摩耗量と通過トン数間

の線形関係を体系化できれば、車輪寿命を適切に管

理することが可能となり、メンテナンス性や走行安

全性の向上に貢献できると考えられる。 

 

 

 
 

⑱ 科学的根拠と gentleman agreement 
 

－ドイツ・カールスルーエ工科大学より－ 
 
 

自動車安全研究領域   ※塚田 由紀 
 
 

１．はじめに 
私は現在ドイツ・カールスルーエ工科大学(KIT)の

光技術研究所にて在外研究を行っている。この研究所

には審査部門があり、自動車や自転車のライト、反射

器の認証試験を行っている。大学内の審査機関とし

て、ドイツ政府とも連携し、自動車基準調和世界フ

ォーラム(WP29)の灯火器専門部会(GRE)にも参

加し、国際基準調和活動に積極的である。大学とい

う中立かつアカデミックな立場で研究成果を GRE に

報告しており、この点ではドイツにおいて当研究所と

同じ役割を担っている。 

 

２．ドイツにおける在外研究 
２．１．Sun Road Impact の認証試験 
本件は、自動車信号灯火の認証試験項目を増やす内

容であり、業界からも注目の高いアイテムである。 

灯火器に強い太陽光が当たると、その反射光のため

に、灯火器の点灯が認識できない、あるいは灯火の色

が分からない現象（Sun Road Impact）が起こる。交

通信号や鉄道用信号でも同様の問題があり、既に対策

がなされている。自動車灯火については GRE で取り

上げ、各国からの研究成果が期待されている。この現

象が起こらない（起こる可能性が低い）ことを確認す

るための要件と認証試験方法を導くことが課題であ

る。この現象については、KIT を含め既に研究成果が

多く報告されている。そこで、過去の研究成果を踏襲

し、自動車信号灯火用に要件と試験方法を考案した。 
図 1 に示すように、テストサンプルの信号灯火に対

し、上方 10 度の角度から太陽を模擬する光源（色温

度 5,000-6,500K, 照度 40,000lx）で照射し、水平方

向から反射した光を測定する。模擬太陽光で照射した

時の反射光（Lph）と灯火器の光のみ（Ls）で光強度

を比較（Fph）する。反応時間や運転者による見え方

評価の結果１）から、Fphは 4 以上であることを要件と

して提案した。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図１ テスト光学系 

既に市場にある灯火器を測定したところ、この要件

を満たさないものがあることも確認している。灯火器

メーカからの情報提供も含め、既存灯火のデータを収

集したうえで、最終的な Fphの値を直接求める実験を

実施する予定である。 

一方、審査機関としては、この試験を実施するため

に太陽光を模擬する照明光が必要となる。そこで、ア

レイ型 LED を光源に用いて全長 50cm ほどのコンパ

クトな照明光学系を試作している（図２）。照射面の

均一性を確保するための工夫が必要であったが、この 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 試作照明光学系 

Ph

S
Ph L

LF 

テスト灯火器 計測器

照明光

γ

σ

１０度

−−118−− −−119−−



 

 

点はほぼクリアしている。また、LED はピーク波長

をもつため、太陽光の模擬には向かない。実用化に向

け、この点の影響を確認する予定である。 
２．２．すれ違いビームの色収差の許容範囲 
前照灯のすれ違いビーム（ロービーム）は、対向車

に眩しい光が届かない配光が要求されている。この配

光を実現するために、光源から発せられた光をレンズ

等で曲げることになるため、そこに色収差がおきやす

い。前照灯の光色は白色と決められているが、色収差

が生じると既定の白色の範囲を逸脱する場合がある

ため、収差がおきている範囲だけ、色度要件を緩和す

ることを GRE で検討している。 
前照灯の色度範囲は図３に示す黒線内である。国際

照明委員会（CIE）のデータ（CIE Publication No. 36 
(1976)）と比較すると、前照灯の白の範囲は、90%
以上の人が「白」と評価する範囲（黒点線）を基に

右側（黄色側）へ広がっていることが分かる。そこ

で、色収差の色度の許容範囲として、50%以上の人

が「白」と評価する色度範囲（赤点線）まで拡大する

ことを考えた。実際には、u’v’等色差図上で、このデ

ータに外接する円を求め、次にその円に内接し、かつ

現在の色の色度範囲を反映する領域を導いた（赤実

線）。図中の緑のマークは、サンプル前照灯（ハロゲ

ン電球、プロジェクタタイプ）の測定結果である。サ

ンプル前照灯の中心点の上 0.5 度から下 1.5 度まで

0.05 度間隔で測定した。色度点が規定範囲から逸脱し

ている点があることが分かる。しかし、これらの点は

今回提案した色度範囲内には収まっている。 
灯火器メーカからは、LED 前照灯でより青い色収差

が起きる例や、新しいプラスティックレンズでより黄 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 色収差の許容範囲 

色い色収差が起きる例が提供されており、今回提案し

た色度範囲では狭い、との意見もある。 
ただし、色度の測定は、センサーの大きさや測定距

離の影響を受けるため、詳細な測定方法の検討が必要

であり、今後は、市場調査と安全面からの問題を確認

し、最終案を作成する予定である。 
 

３．基準策定の方法 
３．１．科学的根拠 
上述の在外研究は、これまで私が手掛けてきた研究

とアプローチ方法が逆である。過去の成果を総動員

し、とにかくまずたたき台となる基準案を提示する。

それから、研究所内外からデータを集め、最後に修

正・確認を加えて最終案とするアプローチである。考

え方、概念の提供が先に行われる一方、確実なデータ

収集が終了していないため、メーカからの協力も得ら

れやすく、結局、基準策定までの時間が短くできるの

かもしれない。アプローチは違っても、科学的根拠と

してゆるぎない概念を提供できることが重要なのだ

と考えさせられている。 
３．２．新技術の導入 
新技術の導入は、基準作成や審査業務に携わる者に

とっても、緊張を伴うものである。ただ、KIT での基

準策定の様子を見ていると、“基準は完全なものでは

ない”という考え方が根底にあるようだ。世の中に出

して、その技術の将来性を検討し、これに伴って基準

も柔軟に対応していけばよい、と捉えている。会議中

に度々“gentleman agreement”という言葉が聞かれ

る。不正の意味ではなく、新技術の感触（政府や審査

機関、ユーザに対しても）は各メーカが持ち寄って共

有しよう、という時に使われているようである。そう

やって科学的根拠を背景に新技術を世界に打ち出す

ドイツの姿勢を、今、目の当たりにしている。 
 

４．おわりに 
ドイツの産業といえば真っ先に自動車産業が思い当

たるが、ドイツ国民もまた、自動車産業を牽引してい

る自負があるようだ。新技術に対する反応は、政府も

企業も早く、一夜にデータが集まることもあり驚い

た。なお、日本企業もこの動きに積

極的に参加し、率先して研究データ

を公開していることも付記したい。 
参考：1) N. Hahn et. al. : Lux Junior (2007)  
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１．はじめに 
政府は2018年を目処に交通事故死者数を2,500人以

下とする目標を掲げ，安全対策の推進を図っている．

大きな問題となる死亡・重傷事故件数で最も多いもの

が出会い頭事故であり，次いで人対車両の事故となっ

ている１)．さらに，死亡事故件数でみると，最も多い

のは人対車両の事故である 1)．自動車と比べ歩行者へ

の事故は身体へのダメージが大きく，重大事故につな

がりやすい．交通事故死者数を今後さらに減らしてい

くためには人対車両事故の低減が重要であると考え

られる． 
こうした人対車両事故の低減を目指すためには，ま

ず，歩行者が接近してくる車両に対してどのように認

知判断しどのような行動をとるのかを明らかにし，危

険な状況の抽出とその改善方法の検討を進めていく

ことが重要である． 
この研究では，人対車両の事故がどのような状況で

起こりやすいのかを明らかにするため，歩行者の交通

流についてその特性を調査した．また，歩行者の横断

判断について被験者実験を行い，それらを予防安全支

援システム効果評価シミュレータ（ASSESS）に反映

させる方法について検討を行った． 
 

２．歩行者事故の特性 

 歩行者の死亡事故について ITARDA（交通事故総合

分析センター）報告 2)3)や文献調査 1)4)5)によりマクロ

分析を実施したところ，以下のことなどが明らかにな

った． 

 歩行者死亡事故は夕方の時間帯が最も多い． 
 夜間において，高齢ドライバの対歩行者への死亡

事故の比率が高い．（図 1 参照） 
 歩行者事故は横断時に大部分を占め，とくに夜間

時は「右から」の横断者の死亡事故の比率が高い．

（図２，３参照） 
 道路幅員では「5.5m～9m」の道路，つまり 2 車線

道路での死亡事故が多い． 

また，歩行者死亡事故のうち 73％は歩行者横断中に

起こっており（2009 年中），単路（横断歩道外）を横

断中のケースが約 50%を占め最も多い（図２）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１ 自動車死亡事故の被害者の比率 5) 
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図 2 対歩行者死亡事故における歩行者行動別割合 3) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

図３ 歩行者横断事故の方向別比率 3) 
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点はほぼクリアしている。また、LED はピーク波長

をもつため、太陽光の模擬には向かない。実用化に向

け、この点の影響を確認する予定である。 
２．２．すれ違いビームの色収差の許容範囲 
前照灯のすれ違いビーム（ロービーム）は、対向車

に眩しい光が届かない配光が要求されている。この配

光を実現するために、光源から発せられた光をレンズ

等で曲げることになるため、そこに色収差がおきやす

い。前照灯の光色は白色と決められているが、色収差

が生じると既定の白色の範囲を逸脱する場合がある

ため、収差がおきている範囲だけ、色度要件を緩和す

ることを GRE で検討している。 
前照灯の色度範囲は図３に示す黒線内である。国際

照明委員会（CIE）のデータ（CIE Publication No. 36 
(1976)）と比較すると、前照灯の白の範囲は、90%
以上の人が「白」と評価する範囲（黒点線）を基に

右側（黄色側）へ広がっていることが分かる。そこ

で、色収差の色度の許容範囲として、50%以上の人

が「白」と評価する色度範囲（赤点線）まで拡大する

ことを考えた。実際には、u’v’等色差図上で、このデ

ータに外接する円を求め、次にその円に内接し、かつ

現在の色の色度範囲を反映する領域を導いた（赤実

線）。図中の緑のマークは、サンプル前照灯（ハロゲ

ン電球、プロジェクタタイプ）の測定結果である。サ

ンプル前照灯の中心点の上 0.5 度から下 1.5 度まで

0.05 度間隔で測定した。色度点が規定範囲から逸脱し

ている点があることが分かる。しかし、これらの点は

今回提案した色度範囲内には収まっている。 
灯火器メーカからは、LED 前照灯でより青い色収差

が起きる例や、新しいプラスティックレンズでより黄 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 色収差の許容範囲 

色い色収差が起きる例が提供されており、今回提案し

た色度範囲では狭い、との意見もある。 
ただし、色度の測定は、センサーの大きさや測定距

離の影響を受けるため、詳細な測定方法の検討が必要

であり、今後は、市場調査と安全面からの問題を確認

し、最終案を作成する予定である。 
 

３．基準策定の方法 
３．１．科学的根拠 
上述の在外研究は、これまで私が手掛けてきた研究

とアプローチ方法が逆である。過去の成果を総動員

し、とにかくまずたたき台となる基準案を提示する。

それから、研究所内外からデータを集め、最後に修

正・確認を加えて最終案とするアプローチである。考

え方、概念の提供が先に行われる一方、確実なデータ

収集が終了していないため、メーカからの協力も得ら

れやすく、結局、基準策定までの時間が短くできるの

かもしれない。アプローチは違っても、科学的根拠と

してゆるぎない概念を提供できることが重要なのだ

と考えさせられている。 
３．２．新技術の導入 
新技術の導入は、基準作成や審査業務に携わる者に

とっても、緊張を伴うものである。ただ、KIT での基

準策定の様子を見ていると、“基準は完全なものでは

ない”という考え方が根底にあるようだ。世の中に出

して、その技術の将来性を検討し、これに伴って基準

も柔軟に対応していけばよい、と捉えている。会議中

に度々“gentleman agreement”という言葉が聞かれ

る。不正の意味ではなく、新技術の感触（政府や審査

機関、ユーザに対しても）は各メーカが持ち寄って共

有しよう、という時に使われているようである。そう

やって科学的根拠を背景に新技術を世界に打ち出す

ドイツの姿勢を、今、目の当たりにしている。 
 

４．おわりに 
ドイツの産業といえば真っ先に自動車産業が思い当

たるが、ドイツ国民もまた、自動車産業を牽引してい

る自負があるようだ。新技術に対する反応は、政府も

企業も早く、一夜にデータが集まることもあり驚い

た。なお、日本企業もこの動きに積

極的に参加し、率先して研究データ

を公開していることも付記したい。 
参考：1) N. Hahn et. al. : Lux Junior (2007)  
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１．はじめに 
政府は2018年を目処に交通事故死者数を2,500人以

下とする目標を掲げ，安全対策の推進を図っている．

大きな問題となる死亡・重傷事故件数で最も多いもの

が出会い頭事故であり，次いで人対車両の事故となっ

ている１)．さらに，死亡事故件数でみると，最も多い

のは人対車両の事故である 1)．自動車と比べ歩行者へ

の事故は身体へのダメージが大きく，重大事故につな

がりやすい．交通事故死者数を今後さらに減らしてい

くためには人対車両事故の低減が重要であると考え

られる． 
こうした人対車両事故の低減を目指すためには，ま

ず，歩行者が接近してくる車両に対してどのように認

知判断しどのような行動をとるのかを明らかにし，危

険な状況の抽出とその改善方法の検討を進めていく

ことが重要である． 
この研究では，人対車両の事故がどのような状況で

起こりやすいのかを明らかにするため，歩行者の交通

流についてその特性を調査した．また，歩行者の横断

判断について被験者実験を行い，それらを予防安全支

援システム効果評価シミュレータ（ASSESS）に反映

させる方法について検討を行った． 
 

２．歩行者事故の特性 

 歩行者の死亡事故について ITARDA（交通事故総合

分析センター）報告 2)3)や文献調査 1)4)5)によりマクロ

分析を実施したところ，以下のことなどが明らかにな

った． 

 歩行者死亡事故は夕方の時間帯が最も多い． 
 夜間において，高齢ドライバの対歩行者への死亡

事故の比率が高い．（図 1 参照） 
 歩行者事故は横断時に大部分を占め，とくに夜間

時は「右から」の横断者の死亡事故の比率が高い．

（図２，３参照） 
 道路幅員では「5.5m～9m」の道路，つまり 2 車線

道路での死亡事故が多い． 

また，歩行者死亡事故のうち 73％は歩行者横断中に

起こっており（2009 年中），単路（横断歩道外）を横

断中のケースが約 50%を占め最も多い（図２）． 
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図 2 対歩行者死亡事故における歩行者行動別割合 3) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

図３ 歩行者横断事故の方向別比率 3) 
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従方向西

主方向南

従方向東

主方向北

平均速度
(m/s)

標準偏差 サンプル数
平均速度
(m/s)

標準偏差 サンプル数

歩行者 1.6 0.6 122 2.1 0.5 277
　うち高齢者のみ 1.5 0.6 23 1.5 0.3 4
自転車 2.4 0.8 43 2.6 0.8 102

昼(12:00-15:00) 夜(17:30-21:30)

３．歩行者交通流調査 

交通流シミュレーションを構築するため，それに必

要となる交差点モデルの選定とその交差点での車両

の実交通データの収集を行ってきた 6)．本研究では新

たに歩行者事故のメカニズムの解明と低減方法の検

討，歩行者シミュレーションの実施を目指し，それに

必要となる歩行者交通流の調査を実施する． 

３．１．交通流調査手法 

３．１．１．定点観測選定場所 

 一般的に交通事故が起こりやすいと言われる信号

無しの十字路交差点及びその周辺での交通量流調査

を実施するものとし，十字路交差点として図 4 に示す

交差点を選定した． 
・交差主流側：都道双方向 2 車線（横断歩道あり） 
・交差従流側：一般道路センターライン無し 
・その他  ：信号及びミラー無し 

 主流側の車道幅は 7ｍ，従流側は 5.2m であった． 
 

図4 選定交差点近景 

 

３．１．２．測定日時 

2009 年 12 月 2 日，4 日（12:00－21:30） 
３．２．歩行者横断速度測定結果 

 歩行者等の横断歩道の（昼夜別時間帯）横断速度を

表1に示す．なお，歩行者が高齢者かどうかは観測者

の目視によって判定された． 

昼間と比べて夜間の横断速度は上昇することが示

されている（有意水準 5%の両側検定：有意差あり）． 

なお，歩行者の横断速度については過去さまざまな調

査結果 7)8)（信号横断歩道での日中の調査結果では平

均1.52m/s7),信号交差点での日中（朝,昼,夕）の調査

結果では平均1.5m/s8)）がある．これら過去の調査結

果と比較しても,今回の夜間時の横断速度は大きく異

なっており，時間帯等の条件変化によって歩行者の横

断速度は変化することが示された．今後さらに年齢層

による変化等を詳しく調べていくものとする． 

 

         表１ 横断速度 

 

 

 

 

４．歩行者横断タイミング評価実験 

歩行者事故の多くは道路横断中に起こっているこ

とから，歩行者の道路横断条件を調査し，その特性に

基づき歩行者事故の予測を行うことが重要であると

考えられる．三井ら 9)によると，歩行者の横断判断は

車両の到達予測時間との関係式によって導き出され

ている．一方，尾崎ら 10)による歩行者の車両接近時の

横断判断に対するヒヤリング調査では，歩行者の横断

判断は車両速度よりも距離を重視するとしている． 
本研究では車両接近時に歩行者が横断するかどう

かの判断がどのような車速や歩車間距離などによっ

て変わるかを，被験者実験により調べることとした． 

 

４．１．実験方法 

 実験条件等を4.1.1～4.1.3に示す． 

指定した速度で接近する車両に対して，車道両側か

ら被験者 10 名（左側歩行者，右側歩行者 5 名ずつ）

が同時観測を行い，車道幅 7m の横断を断念する歩車

間距離の評価実験を行った．観測状況を図 5，実験風

景を図 6 に示す．なお，被験者には横断歩道のない道

路でそのまま車両が等速度で接近することを想定す

るように教示を行った．被験者は外部から派遣された

男女被験者で，実験を開始する前に内容の説明を行

い，実験に参加することの同意を得た． 
４．１．１．実験場所 

 教習所走行コース上（図 6 参照．車道幅 7m を想定） 

４．１．２．実験日 

 2010 年 11 月 29 日，12 月 6 日 
４．１．３．実験条件 

（１）実験時間 
①昼間：13:00－15:00（水平面照度 17,600～33,200lx） 
②夕方（昼間－薄暮）  注）日没時間は 16:30 
   ：15:10－16:40（水平面照度 525～10,000lx） 

 ③夜間：19:10-20:30（水平面照度は 0.1lx 以下） 
（２）前照灯点灯条件 
 ①昼間：無灯火 
 ②夕方：すれ違いビーム点灯 
 ③夜間：すれ違いビームまたは走行ビーム点灯 
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図５ 歩行者横断判断実験状況  

 

 

 

 

 

 

 

図６ 歩行者横断判断実験風景 

 

４．２．実験結果 

 歩行者横断判断実験により求められた“歩行者がぎ

りぎり横断する歩車間距離”の被験者 20 名分の平均

値を算出した．その結果を図７に示す． 

“歩行者がぎりぎり横断する歩車間距離”は，左側

歩行者よりも右側歩行者の方が長くなる（有意水準5%

の t 検定両側：有意差あり）．右側歩行者は車両が通

過するラインよりも離れているため，左側歩行者より

も左側走行する接近車両に対して横断を早めに断念

しやすいものと思われる．また，その歩車間距離は昼

間よりも夜間の方が低速では長くなり，車両接近に対

して横断を早めに断念しやすい（有意差あり）．しか

しながら，40～45km/hでは昼間と夜間とで殆ど変わら

なくなる（有意差あり）．そして，昼，夕方，夜間を

比べると，ぎりぎり横断する歩車間距離は夕方に最も

短くなる（有意差あり）．事故は夕方において起こり

やすいといわれるが，この結果からも夕方は車両が遠

くに感じやすく危険度が高いものと思われる． 

また，夜間の場合，速度による横断をあきらめる歩

車間距離の差が小さくなる．これは夜間の方が視覚情

報量の低下から，速度認知の判断力が低下し，距離に

よって横断を判断する傾向が強まるからではないか

と推測される． 

さらに夜間においては，すれ違いビームよりも走行

ビーム使用時の方が横断歩行者は，ぎりぎり横断する

歩車間距離は長くなり（有意差あり），車両接近に対

して横断を早めにあきらめる傾向がある．このことは

前照灯光度を強めることによりドライバの視認性を

高めるだけでなく，歩行者に対する注意喚起により横

断事故を防ぐ可能性を示すものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７ 歩行者がぎりぎり横断しようとする歩車間距離 
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従方向西

主方向南

従方向東

主方向北

平均速度
(m/s)

標準偏差 サンプル数
平均速度
(m/s)

標準偏差 サンプル数

歩行者 1.6 0.6 122 2.1 0.5 277
　うち高齢者のみ 1.5 0.6 23 1.5 0.3 4
自転車 2.4 0.8 43 2.6 0.8 102

昼(12:00-15:00) 夜(17:30-21:30)

３．歩行者交通流調査 

交通流シミュレーションを構築するため，それに必

要となる交差点モデルの選定とその交差点での車両

の実交通データの収集を行ってきた 6)．本研究では新

たに歩行者事故のメカニズムの解明と低減方法の検

討，歩行者シミュレーションの実施を目指し，それに

必要となる歩行者交通流の調査を実施する． 

３．１．交通流調査手法 

３．１．１．定点観測選定場所 

 一般的に交通事故が起こりやすいと言われる信号

無しの十字路交差点及びその周辺での交通量流調査

を実施するものとし，十字路交差点として図 4 に示す

交差点を選定した． 
・交差主流側：都道双方向 2 車線（横断歩道あり） 
・交差従流側：一般道路センターライン無し 
・その他  ：信号及びミラー無し 

 主流側の車道幅は 7ｍ，従流側は 5.2m であった． 
 

図4 選定交差点近景 

 

３．１．２．測定日時 

2009 年 12 月 2 日，4 日（12:00－21:30） 
３．２．歩行者横断速度測定結果 

 歩行者等の横断歩道の（昼夜別時間帯）横断速度を

表1に示す．なお，歩行者が高齢者かどうかは観測者

の目視によって判定された． 

昼間と比べて夜間の横断速度は上昇することが示

されている（有意水準 5%の両側検定：有意差あり）． 

なお，歩行者の横断速度については過去さまざまな調

査結果 7)8)（信号横断歩道での日中の調査結果では平

均1.52m/s7),信号交差点での日中（朝,昼,夕）の調査

結果では平均1.5m/s8)）がある．これら過去の調査結

果と比較しても,今回の夜間時の横断速度は大きく異

なっており，時間帯等の条件変化によって歩行者の横

断速度は変化することが示された．今後さらに年齢層

による変化等を詳しく調べていくものとする． 

 

         表１ 横断速度 

 

 

 

 

４．歩行者横断タイミング評価実験 

歩行者事故の多くは道路横断中に起こっているこ

とから，歩行者の道路横断条件を調査し，その特性に

基づき歩行者事故の予測を行うことが重要であると

考えられる．三井ら 9)によると，歩行者の横断判断は

車両の到達予測時間との関係式によって導き出され

ている．一方，尾崎ら 10)による歩行者の車両接近時の

横断判断に対するヒヤリング調査では，歩行者の横断

判断は車両速度よりも距離を重視するとしている． 
本研究では車両接近時に歩行者が横断するかどう

かの判断がどのような車速や歩車間距離などによっ

て変わるかを，被験者実験により調べることとした． 

 

４．１．実験方法 

 実験条件等を4.1.1～4.1.3に示す． 

指定した速度で接近する車両に対して，車道両側か

ら被験者 10 名（左側歩行者，右側歩行者 5 名ずつ）

が同時観測を行い，車道幅 7m の横断を断念する歩車

間距離の評価実験を行った．観測状況を図 5，実験風

景を図 6 に示す．なお，被験者には横断歩道のない道

路でそのまま車両が等速度で接近することを想定す

るように教示を行った．被験者は外部から派遣された

男女被験者で，実験を開始する前に内容の説明を行

い，実験に参加することの同意を得た． 
４．１．１．実験場所 

 教習所走行コース上（図 6 参照．車道幅 7m を想定） 

４．１．２．実験日 

 2010 年 11 月 29 日，12 月 6 日 
４．１．３．実験条件 

（１）実験時間 
①昼間：13:00－15:00（水平面照度 17,600～33,200lx） 
②夕方（昼間－薄暮）  注）日没時間は 16:30 
   ：15:10－16:40（水平面照度 525～10,000lx） 

 ③夜間：19:10-20:30（水平面照度は 0.1lx 以下） 
（２）前照灯点灯条件 
 ①昼間：無灯火 
 ②夕方：すれ違いビーム点灯 
 ③夜間：すれ違いビームまたは走行ビーム点灯 
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図５ 歩行者横断判断実験状況  

 

 

 

 

 

 

 

図６ 歩行者横断判断実験風景 

 

４．２．実験結果 

 歩行者横断判断実験により求められた“歩行者がぎ

りぎり横断する歩車間距離”の被験者 20 名分の平均

値を算出した．その結果を図７に示す． 

“歩行者がぎりぎり横断する歩車間距離”は，左側

歩行者よりも右側歩行者の方が長くなる（有意水準5%

の t 検定両側：有意差あり）．右側歩行者は車両が通

過するラインよりも離れているため，左側歩行者より

も左側走行する接近車両に対して横断を早めに断念

しやすいものと思われる．また，その歩車間距離は昼

間よりも夜間の方が低速では長くなり，車両接近に対

して横断を早めに断念しやすい（有意差あり）．しか

しながら，40～45km/hでは昼間と夜間とで殆ど変わら

なくなる（有意差あり）．そして，昼，夕方，夜間を

比べると，ぎりぎり横断する歩車間距離は夕方に最も

短くなる（有意差あり）．事故は夕方において起こり

やすいといわれるが，この結果からも夕方は車両が遠

くに感じやすく危険度が高いものと思われる． 

また，夜間の場合，速度による横断をあきらめる歩

車間距離の差が小さくなる．これは夜間の方が視覚情

報量の低下から，速度認知の判断力が低下し，距離に

よって横断を判断する傾向が強まるからではないか

と推測される． 

さらに夜間においては，すれ違いビームよりも走行

ビーム使用時の方が横断歩行者は，ぎりぎり横断する

歩車間距離は長くなり（有意差あり），車両接近に対

して横断を早めにあきらめる傾向がある．このことは

前照灯光度を強めることによりドライバの視認性を

高めるだけでなく，歩行者に対する注意喚起により横

断事故を防ぐ可能性を示すものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７ 歩行者がぎりぎり横断しようとする歩車間距離 
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Left side 0.90 17.8 0.42
Right side 1.12 17.0 0.52
Left side 0.82 17.2 0.43
Right side 0.88 19.9 0.49

Nighttime Left side 0.71 24.8 0.43
（Lowbeam） Right side 0.74 30.3 0.46
Nighttime Left side 0.45 36.4 0.25

(Highbeam） Right side 0.57 38.7 0.34
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図中において赤一点鎖線で各速度において急ブレ

ーキをかけた場合の停止距離を示す（反応時間(s) × 

車速(m/s) ＋ 車速(Km/h)2 ÷ (254×摩擦係数)で算出．

摩擦係数0.7，反応時間は1秒で設定）11)．道路条件が

良く標準的なドライバであれば，今回の結果は横断歩

行者を見て概ね安全に停止できる歩車間距離である

ことが示される．しかしながら停止距離は急ブレーキ

を踏めないドライバや脇見等により伸びることから

今後さらに ASSESS を用いた安全性評価を進めるこ

ととする． 

今回の歩行者横断特性の結果を，ASSESS の交通流

シミュレーション 6)に反映させるためには，歩行者の

横断判断を定量化する必要がある．各実験条件におけ

る全データについて，回帰分析を行うこととした． 

表２に，回帰分析の式|Ｙ|＝ａ×|Ｘ|＋b（Ｙ：ぎ

りぎり横断する歩車間距離(m)， Ｘ：車両速度(km/h)）

により推定された係数a,bを示す． 

 係数ａの値は，昼＞夕方＞夜（すれ違いビーム）＞

夜（走行ビーム）の順に小さくなり，速度による影響

が小さくなっていくことが示されている． 
 

表２ 回帰式係数 

 
 
 
 
 
 
 

５．最後に 

この研究では，重大事故につながりやすい人対車両

の事故の低減を目指し，歩行者がどのような判断でど

のように横断するのかを明確にするため，基礎データ

の収集及び解析を実施した．まず，歩行者横断事故が

起こりやすそうな交差点を選定し，そこでの交通流調

査を実施するとともに横断速度を求めた．また，歩行

者が接近してくる車両に対して，どのように横断判断

を行うのか被験者実験を実施した．さらに，実験によ

り明らかになった歩行者横断特性を ASSESS に反映

させるための定量化を実施した．その結果を以下に示

す． 
(1) 夜間の歩行者の横断歩道の横断速度は，昼間と比

べて速くなる傾向がある． 

(2) 左側走行する車両に対して，左側歩行者よりも右

側歩行者の方が横断を早めに断念しやすい． 

(3) ぎりぎり横断しようとする歩車間距離は，夕方に

短くなり，危険度が高い． 

(4) すれ違いビームよりも走行ビーム使用時の方が

横断歩行者は，車両接近に対して横断を早めに断

念する傾向がある． 

(5) 夜間の場合，速度による横断を断念する歩車間距

離の差が小さくなるが，これは夜間の方が速度認

知の判断力が低下し，距離によって横断を判断す

る傾向が強まるからではないかと推測される． 
 
 今後は，高齢者の横断特性についても調査を進める

とともに，今回の結果に基づき ASSESS を利用して

歩行者交通流シミュレーションを実施し，歩行者事故

の低減方法について検討を進めていく予定である． 
 また，実験を行うにあたり尾久自動車学校の方々に

多大のご協力を頂いた．ここに感謝の意を表する． 
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⑳ ドライブレコーダの記録からみた歩行者行動の定量分析 
 

－ 効果的な事故回避システムに求められる条件について － 
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１．はじめに 

2010 年の我が国の交通事故死亡者数は 4,863 人 1)であ

り，その中で歩行者は 1,714 人と死亡者数が最も多く，

死者数割合は近年増加の傾向にある．政府は 2018 年まで

に交通事故死亡者数を年間 2,500 人以下とする目標をか

かげている．目標達成のためには，交通弱者である歩行

者事故への対策が極めて重要な課題となる．現在我が国

では，車両側の衝突安全対策として，歩行者頭部の被害

軽減を目標とした歩行者頭部保護規制が施行されてい

る. 

他方，事故そのものの発生を大幅に減少させるために

は，事故を未然に防ぐ予防安全対策の技術が必要となる．

現在，自動車に装着されたセンサーで歩行者を検知し，

警報やブレーキ制御をかける安全装置の普及も有望と考

えられ，一部実用化されたものもある．このような予防

安全装置を開発，または保護性能を詳細に評価する場合，

事故の特性を把握する必要がある．ただし，実事故から

の調査可能なデータは限定されるため，実事故より多く

発生するヒヤリハット（以降，ニアミスと呼称する）事

例を調べることも重要と考えられる．ニアミスデータは

車両に搭載したドライブレコーダより取得される．そこ

で本研究では，車両と歩行者とのニアミスデータに着目

し，予防安全装置の開発および保護性能評価に必要とな

る物理的な衝突予測時間（Time to Collision）（以降，TTC

と呼称する）を明確にすることを目的とした．分析では，

車両前方に歩行者が現れた際の「車両と歩行者との距離」

と「車両走行速度」を調査することで TTC を求めるこ

ととした．なお，ニアミス事象の分析では，公益社団法

人自動車技術会が保有するヒヤリハットデータベースを

使用した． 

 
 
 

２．TTC の推定 

公益社団法人自動車技術会が所有するヒヤリハット

データベースのソフトを使用し，画像から歩行者が現れ

た瞬間の歩行者から車両前端までの距離情報を抽出し

た．なお，TTC を求める際，ドライバーが歩行者に気づ

かずブレーキをかけない状態（最悪の状態）を想定した．

ここでは，車両が直進中に歩行者がその車両前方の左右

から横断し，かつ，歩行者の距離情報が確認できる 103
件の事例を解析対象とした．  

算出した TTC と歩行者の左右方向における車両との

位置関係を図１に示す．TTC は，0.5 秒～5.0 秒に分布

していた．車両中心に対して歩行者が出現した際の左右

の位置を件数で比較すると，右側 49 件，左側 54 件であ

った．TTC の平均値については，歩行者が右側に位置す

る場合 1.8 秒(標準偏差 1.5 秒)であり，左側に位置する場

合 1.6 秒(標準偏差 1.0 秒)であった．従って，左右におけ

る TTC はほぼ同等であることから，以降では左右に分

けずに解析を進めることとする．なお，解析対象となる

103 件の TTC の平均値は 1.7 秒(標準偏差 1.3 秒)であっ

た． 
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図１ TTC と横方向の距離 
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Left side 0.82 17.2 0.43
Right side 0.88 19.9 0.49

Nighttime Left side 0.71 24.8 0.43
（Lowbeam） Right side 0.74 30.3 0.46
Nighttime Left side 0.45 36.4 0.25

(Highbeam） Right side 0.57 38.7 0.34

Evening

ａ ｂ R

Daytime

図中において赤一点鎖線で各速度において急ブレ

ーキをかけた場合の停止距離を示す（反応時間(s) × 

車速(m/s) ＋ 車速(Km/h)2 ÷ (254×摩擦係数)で算出．

摩擦係数0.7，反応時間は1秒で設定）11)．道路条件が

良く標準的なドライバであれば，今回の結果は横断歩

行者を見て概ね安全に停止できる歩車間距離である

ことが示される．しかしながら停止距離は急ブレーキ

を踏めないドライバや脇見等により伸びることから

今後さらに ASSESS を用いた安全性評価を進めるこ

ととする． 

今回の歩行者横断特性の結果を，ASSESS の交通流

シミュレーション 6)に反映させるためには，歩行者の

横断判断を定量化する必要がある．各実験条件におけ

る全データについて，回帰分析を行うこととした． 

表２に，回帰分析の式|Ｙ|＝ａ×|Ｘ|＋b（Ｙ：ぎ

りぎり横断する歩車間距離(m)， Ｘ：車両速度(km/h)）

により推定された係数a,bを示す． 

 係数ａの値は，昼＞夕方＞夜（すれ違いビーム）＞

夜（走行ビーム）の順に小さくなり，速度による影響

が小さくなっていくことが示されている． 
 

表２ 回帰式係数 

 
 
 
 
 
 
 

５．最後に 

この研究では，重大事故につながりやすい人対車両

の事故の低減を目指し，歩行者がどのような判断でど

のように横断するのかを明確にするため，基礎データ

の収集及び解析を実施した．まず，歩行者横断事故が

起こりやすそうな交差点を選定し，そこでの交通流調

査を実施するとともに横断速度を求めた．また，歩行

者が接近してくる車両に対して，どのように横断判断

を行うのか被験者実験を実施した．さらに，実験によ

り明らかになった歩行者横断特性を ASSESS に反映

させるための定量化を実施した．その結果を以下に示

す． 
(1) 夜間の歩行者の横断歩道の横断速度は，昼間と比

べて速くなる傾向がある． 

(2) 左側走行する車両に対して，左側歩行者よりも右

側歩行者の方が横断を早めに断念しやすい． 

(3) ぎりぎり横断しようとする歩車間距離は，夕方に

短くなり，危険度が高い． 

(4) すれ違いビームよりも走行ビーム使用時の方が

横断歩行者は，車両接近に対して横断を早めに断

念する傾向がある． 

(5) 夜間の場合，速度による横断を断念する歩車間距

離の差が小さくなるが，これは夜間の方が速度認

知の判断力が低下し，距離によって横断を判断す

る傾向が強まるからではないかと推測される． 
 
 今後は，高齢者の横断特性についても調査を進める

とともに，今回の結果に基づき ASSESS を利用して

歩行者交通流シミュレーションを実施し，歩行者事故

の低減方法について検討を進めていく予定である． 
 また，実験を行うにあたり尾久自動車学校の方々に

多大のご協力を頂いた．ここに感謝の意を表する． 
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⑳ ドライブレコーダの記録からみた歩行者行動の定量分析 
 

－ 効果的な事故回避システムに求められる条件について － 

 

自動車安全研究領域   ※松井 靖浩  安藤 憲一 

 

 

 

１．はじめに 

2010 年の我が国の交通事故死亡者数は 4,863 人 1)であ

り，その中で歩行者は 1,714 人と死亡者数が最も多く，

死者数割合は近年増加の傾向にある．政府は 2018 年まで

に交通事故死亡者数を年間 2,500 人以下とする目標をか

かげている．目標達成のためには，交通弱者である歩行

者事故への対策が極めて重要な課題となる．現在我が国

では，車両側の衝突安全対策として，歩行者頭部の被害

軽減を目標とした歩行者頭部保護規制が施行されてい

る. 

他方，事故そのものの発生を大幅に減少させるために

は，事故を未然に防ぐ予防安全対策の技術が必要となる．

現在，自動車に装着されたセンサーで歩行者を検知し，

警報やブレーキ制御をかける安全装置の普及も有望と考

えられ，一部実用化されたものもある．このような予防

安全装置を開発，または保護性能を詳細に評価する場合，

事故の特性を把握する必要がある．ただし，実事故から

の調査可能なデータは限定されるため，実事故より多く

発生するヒヤリハット（以降，ニアミスと呼称する）事

例を調べることも重要と考えられる．ニアミスデータは

車両に搭載したドライブレコーダより取得される．そこ

で本研究では，車両と歩行者とのニアミスデータに着目

し，予防安全装置の開発および保護性能評価に必要とな

る物理的な衝突予測時間（Time to Collision）（以降，TTC

と呼称する）を明確にすることを目的とした．分析では，

車両前方に歩行者が現れた際の「車両と歩行者との距離」

と「車両走行速度」を調査することで TTC を求めるこ

ととした．なお，ニアミス事象の分析では，公益社団法

人自動車技術会が保有するヒヤリハットデータベースを

使用した． 

 
 
 

２．TTC の推定 

公益社団法人自動車技術会が所有するヒヤリハット

データベースのソフトを使用し，画像から歩行者が現れ

た瞬間の歩行者から車両前端までの距離情報を抽出し

た．なお，TTC を求める際，ドライバーが歩行者に気づ

かずブレーキをかけない状態（最悪の状態）を想定した．

ここでは，車両が直進中に歩行者がその車両前方の左右

から横断し，かつ，歩行者の距離情報が確認できる 103
件の事例を解析対象とした．  

算出した TTC と歩行者の左右方向における車両との

位置関係を図１に示す．TTC は，0.5 秒～5.0 秒に分布

していた．車両中心に対して歩行者が出現した際の左右

の位置を件数で比較すると，右側 49 件，左側 54 件であ

った．TTC の平均値については，歩行者が右側に位置す

る場合 1.8 秒(標準偏差 1.5 秒)であり，左側に位置する場

合 1.6 秒(標準偏差 1.0 秒)であった．従って，左右におけ

る TTC はほぼ同等であることから，以降では左右に分

けずに解析を進めることとする．なお，解析対象となる

103 件の TTC の平均値は 1.7 秒(標準偏差 1.3 秒)であっ

た． 
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図１ TTC と横方向の距離 
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歩行者の飛び出しを表１に示す４つに区分する：(1) 
障害物なし (2) 建物の陰からの飛び出し(3)駐車車両の

陰からの飛び出し(4) 移動車両の陰からの飛び出し．ニ

アミスデータをそれら４つに区分したときの TTC，車両

と歩行者との距離，車両走行速度のそれぞれの平均値を

図２に示す．TTCの平均値が最も長かった条件は，(1) 障
害物なしであった(平均 2.0 秒)．この条件では，車両走

行速度は速い(平均 30.3 km/h)が，歩行者までの距離が長

い(平均 16.2 m)状況であった．(2) 建物の陰からの飛び

出し(平均1.4秒), (3) 駐車車両の陰からの飛び出し(平均

1.3 秒)では，ほぼ同じ TTC の平均値を示した．(4) 移動

車両の陰からの飛び出し(平均 1.2 秒)は，最も TTC の平

均値が短かった．この条件では，特に車両走行速度が速

い（平均 32.9 km/h）ことが，TTC を短くする要因であ

った． 
 

表１ 歩行者の４つの飛び出しパターン 

Unobstructed view From behind From behind
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図２ 歩行者の４つの飛び出しパターン毎の TTC，車両

速度，歩行者までの前方距離 
 

歩行者が横断歩道を渡っていたかどうかに着目した

場合の TTC，車両と歩行者との距離，車両走行速度の各

平均値を図３に示す．横断歩道を渡っているときの TTC
は，横断歩道以外を渡っているときの TTC と比べ長い

傾向にあった．前方に横断歩道がある場合，早いタイミ

ングでドライバーが注意することで十分減速し，前方歩

行者までの距離が確保され，結果として横断歩道を渡っ

ているときの TTC に横断歩道の効果が現れたものと推

定できる．横断歩道がある場合，交差点での TTC(平均

1.9 秒)は，n 数は少ないが単路での TTC(平均 1.6 秒)と
比べやや長い傾向にあった．交差点ではドライバーがよ

り注意を喚起していることが予想される． 
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図３ 横断歩道有無における TTC，車両速度，歩行者ま

での前方距離 
 

３．おわりに 

 公益社団法人自動車技術会が保有するヒヤリハットデ

ータベースの車両と歩行者のニアミス事象を対象とし，

歩行者検知型予防安全装置の開発および性能評価に必要

となる物理的な衝突予測時間(TTC)を調査した．ニアミ

スデータの中で，車両が直進し歩行者が横断するケース

に着目し算出した TTC は，平均 1.7 秒(標準偏差 1.3 秒)
であった．歩行者の飛び出しパターンに着目すると，対

向車の陰から飛び出すパターン(平均 1.2秒)のTTCが最

も短かった．このように，通常の飛び出しよりも対向車

の陰から飛び出す場合の TTC が短くなることが分かる

等さらなるデータ解析による歩行者行動の定量分析が必

要と考えられ，定量分析の結果が歩行者検知型被害軽減

装置の開発等に反映されることが今後期待される． 
参考文献 

1. 交通事故総合分析センター，2010 年版交通統計，

2011. 

 

 

 
 

㉑ 事故・違反からみたドライバの特性 
 

自動車安全研究領域   ※森田 和元  関根 道昭 
 
 

１．まえがき 
我が国の交通事故件数は 2010 年において 725,773

件と漸減傾向にあるものの，依然として重大な社会問

題であることに変わりはない．これらの交通事故をさ

らに効果的に低減させるためには，広く一般のドライ

バを対象として対策を講じるよりも，交通事故を起こ

しやすいドライバ，あるいは，発生しやすい事故類型

について対策を講じる方が効果的であると考えられ

る．本報告では，この観点から，事故の発生と過去の

事故，違反の発生状況から危険な運転を行うドライバ

について考察することとした． 
これまでにも事故，違反経験回数と事故率との間に

相関関係があることが明らかにされており，危険な運

転を行うドライバが存在し，それらのドライバの累犯

率が高いことが指摘されている(1,2,3)．それらの解析で

は，事故，違反回数は運転頻度と関係しており，事故

率の高いことは運転頻度が高いことが原因の一つで

あると示唆されている．本報告ではこの点に関し，運

転頻度の影響を排除して解析を行い，それでも交通事

故を起こしやすいドライバが存在するかどうかを調

べることとした． 

２．解析の概要 
事故または違反を起こしやすい傾向のあるドライ

バを明らかにするために，比較対象となるコントロー

ル群を設定し，解析対象となる群についての事故・違

反発生率との比較を行うこととした．この際，コント

ロール群として，たとえば運転免許保持者全体の群を

とった場合には，その中に運転をほとんどしないペー

パードライバも含まれることから，事故・違反発生率

は非常に小さな値をとることが予想される．この場合

には，運転頻度についての考慮がされていないという

ことであり，不適当である． 
したがって，本報告ではコントロール群として，

2009 年において追突された車両のドライバをとるこ

ととした．厳密には，事故類型が「追突その他」，衝

突部位は「後面」，行動類型は「駐車，停止」であり，

かつ，その事故に関する違反のないものを被追突ドラ

イバとした．すなわち，本人には全く過失がないのに

偶然に事故に遭遇した被追突ドライバの群をコント

ロール群とした．この解析では，運転頻度に比例して

被追突事故の機会が増加することを前提としている． 
（財）交通事故総合分析センター(ITARDA)の事故統

計データに基づいて以下のような解析を行った． 
2009 年に事故を起こした事例について，下記の事故

類型毎に事故を起こした時点から過去５年間まで遡

ってそのドライバの事故・違反の件数の集計を行う．

このときの集計条件として，免許取得５年未満の運転

者については除外し，対象車種を乗用車，貨物車，特

殊車とした． 
事故類型は下記に示す代表的なものとし，この事故

類型に対して集計を行う． 
 (1) 人対車両（第１当事者，以下「１当」という）

（なお，「第１当事者」とは，最初に交通事故に関

与した車両等（列車を含む）の運転者又は歩行者

のうち，当該交通事故における過失が重い者をい

い，また過失が同程度の場合には人身損傷程度が

軽い者をいう．） 
 (2) 追突（１当）   (3) 出会い頭（１当） 
 (4) 右折（１当）   (5) 左折（１当） 
 (6) 単独（１当）   (7) 被追突 
過去５年間の違反については，件数の多い代表的な

違反を選び以下の６種類とする． 
 (1) 信号無視    (2) 最高速度 
 (3) 一時停止    (4) 駐停車 
 (5) 携帯電話（交通の危険及び保持） 
 (6) 通行禁止 
このほか，これら以外の違反も含む全違反件数（な

んらかの違反をした件数）についても集計した．ここ

で，同一ドライバが同じ種類の違反を２回以上犯して

いることもあったが，解析時にはその違反をまとめて

その違反種類で１回とカウントした．なお，今回の解

析にあたっては，事故統計データの制約上，2009 年に
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歩行者の飛び出しを表１に示す４つに区分する：(1) 
障害物なし (2) 建物の陰からの飛び出し(3)駐車車両の

陰からの飛び出し(4) 移動車両の陰からの飛び出し．ニ

アミスデータをそれら４つに区分したときの TTC，車両

と歩行者との距離，車両走行速度のそれぞれの平均値を

図２に示す．TTCの平均値が最も長かった条件は，(1) 障
害物なしであった(平均 2.0 秒)．この条件では，車両走

行速度は速い(平均 30.3 km/h)が，歩行者までの距離が長

い(平均 16.2 m)状況であった．(2) 建物の陰からの飛び

出し(平均1.4秒), (3) 駐車車両の陰からの飛び出し(平均

1.3 秒)では，ほぼ同じ TTC の平均値を示した．(4) 移動

車両の陰からの飛び出し(平均 1.2 秒)は，最も TTC の平

均値が短かった．この条件では，特に車両走行速度が速

い（平均 32.9 km/h）ことが，TTC を短くする要因であ

った． 
 

表１ 歩行者の４つの飛び出しパターン 
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図２ 歩行者の４つの飛び出しパターン毎の TTC，車両

速度，歩行者までの前方距離 
 

歩行者が横断歩道を渡っていたかどうかに着目した

場合の TTC，車両と歩行者との距離，車両走行速度の各

平均値を図３に示す．横断歩道を渡っているときの TTC
は，横断歩道以外を渡っているときの TTC と比べ長い

傾向にあった．前方に横断歩道がある場合，早いタイミ

ングでドライバーが注意することで十分減速し，前方歩

行者までの距離が確保され，結果として横断歩道を渡っ

ているときの TTC に横断歩道の効果が現れたものと推

定できる．横断歩道がある場合，交差点での TTC(平均

1.9 秒)は，n 数は少ないが単路での TTC(平均 1.6 秒)と
比べやや長い傾向にあった．交差点ではドライバーがよ

り注意を喚起していることが予想される． 
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図３ 横断歩道有無における TTC，車両速度，歩行者ま

での前方距離 
 

３．おわりに 

 公益社団法人自動車技術会が保有するヒヤリハットデ

ータベースの車両と歩行者のニアミス事象を対象とし，

歩行者検知型予防安全装置の開発および性能評価に必要

となる物理的な衝突予測時間(TTC)を調査した．ニアミ

スデータの中で，車両が直進し歩行者が横断するケース

に着目し算出した TTC は，平均 1.7 秒(標準偏差 1.3 秒)
であった．歩行者の飛び出しパターンに着目すると，対

向車の陰から飛び出すパターン(平均 1.2秒)のTTCが最

も短かった．このように，通常の飛び出しよりも対向車

の陰から飛び出す場合の TTC が短くなることが分かる

等さらなるデータ解析による歩行者行動の定量分析が必

要と考えられ，定量分析の結果が歩行者検知型被害軽減

装置の開発等に反映されることが今後期待される． 
参考文献 

1. 交通事故総合分析センター，2010 年版交通統計，

2011. 

 

 

 
 

㉑ 事故・違反からみたドライバの特性 
 

自動車安全研究領域   ※森田 和元  関根 道昭 
 
 

１．まえがき 
我が国の交通事故件数は 2010 年において 725,773

件と漸減傾向にあるものの，依然として重大な社会問

題であることに変わりはない．これらの交通事故をさ

らに効果的に低減させるためには，広く一般のドライ

バを対象として対策を講じるよりも，交通事故を起こ

しやすいドライバ，あるいは，発生しやすい事故類型

について対策を講じる方が効果的であると考えられ

る．本報告では，この観点から，事故の発生と過去の

事故，違反の発生状況から危険な運転を行うドライバ

について考察することとした． 
これまでにも事故，違反経験回数と事故率との間に

相関関係があることが明らかにされており，危険な運

転を行うドライバが存在し，それらのドライバの累犯

率が高いことが指摘されている(1,2,3)．それらの解析で

は，事故，違反回数は運転頻度と関係しており，事故

率の高いことは運転頻度が高いことが原因の一つで

あると示唆されている．本報告ではこの点に関し，運

転頻度の影響を排除して解析を行い，それでも交通事

故を起こしやすいドライバが存在するかどうかを調

べることとした． 

２．解析の概要 
事故または違反を起こしやすい傾向のあるドライ

バを明らかにするために，比較対象となるコントロー

ル群を設定し，解析対象となる群についての事故・違

反発生率との比較を行うこととした．この際，コント

ロール群として，たとえば運転免許保持者全体の群を

とった場合には，その中に運転をほとんどしないペー

パードライバも含まれることから，事故・違反発生率

は非常に小さな値をとることが予想される．この場合

には，運転頻度についての考慮がされていないという

ことであり，不適当である． 
したがって，本報告ではコントロール群として，

2009 年において追突された車両のドライバをとるこ

ととした．厳密には，事故類型が「追突その他」，衝

突部位は「後面」，行動類型は「駐車，停止」であり，

かつ，その事故に関する違反のないものを被追突ドラ

イバとした．すなわち，本人には全く過失がないのに

偶然に事故に遭遇した被追突ドライバの群をコント

ロール群とした．この解析では，運転頻度に比例して

被追突事故の機会が増加することを前提としている． 
（財）交通事故総合分析センター(ITARDA)の事故統

計データに基づいて以下のような解析を行った． 
2009 年に事故を起こした事例について，下記の事故

類型毎に事故を起こした時点から過去５年間まで遡

ってそのドライバの事故・違反の件数の集計を行う．

このときの集計条件として，免許取得５年未満の運転

者については除外し，対象車種を乗用車，貨物車，特

殊車とした． 
事故類型は下記に示す代表的なものとし，この事故

類型に対して集計を行う． 
 (1) 人対車両（第１当事者，以下「１当」という）

（なお，「第１当事者」とは，最初に交通事故に関

与した車両等（列車を含む）の運転者又は歩行者

のうち，当該交通事故における過失が重い者をい

い，また過失が同程度の場合には人身損傷程度が

軽い者をいう．） 
 (2) 追突（１当）   (3) 出会い頭（１当） 
 (4) 右折（１当）   (5) 左折（１当） 
 (6) 単独（１当）   (7) 被追突 
過去５年間の違反については，件数の多い代表的な

違反を選び以下の６種類とする． 
 (1) 信号無視    (2) 最高速度 
 (3) 一時停止    (4) 駐停車 
 (5) 携帯電話（交通の危険及び保持） 
 (6) 通行禁止 
このほか，これら以外の違反も含む全違反件数（な

んらかの違反をした件数）についても集計した．ここ

で，同一ドライバが同じ種類の違反を２回以上犯して

いることもあったが，解析時にはその違反をまとめて

その違反種類で１回とカウントした．なお，今回の解

析にあたっては，事故統計データの制約上，2009 年に
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事故を起こした事例毎に過去５年間の違反を集計し

ており，同一ドライバが繰り返し 2009 年に事故を起

こしている場合にはそれぞれ集計されるため，ドライ

バの延べ人数として集計される． 
 

３．解析結果 
３．１．事故類型による解析 
 解析対象とする事故について件数をみると，追突

(１当）（176,495 件）と出会い頭(１当）（148,398 件）

とが多い(図１）．したがって，追突と出会い頭事故と

が特に重要な事故類型であると考えられる． 
 これらの 2009 年の事故類型ごとに，過去５年間に

なんらかの事故を起こした比率を求めると図２とな

る．同図には，2009 年に全事故（なんらかの事故）を

起こした場合についても，過去 5 年間の事故発生率を

示している．被追突に関しては，過去５年間の事故発

生率は 8.1%であるが，追突（１当）についてはその

比率は 11.6%と高い傾向が認められる．一方，出会い

頭（１当）に関しては，8.7%であり，被追突の比率と

ほぼ等しいことがわかる． 

 
図.1 2009年における事故類型ごとの解析事故件数 

 

 
図.2 事故類型別にみた過去５年間の事故率 

 

 つぎに，過去５年間になんらかの違反を起こした比

率を求めたものが図３である．被追突については

55.0%の比率であり，追突（１当）については 64.1%，

出会い頭（１当）については 54.4%であった．出会い

頭（１当）に関しては，被追突とほぼ同じ比率である

ものの，追突（１当）に関しては被追突よりも高い違

反率を示した．被追突のドライバに関しては，過失は

ないものの偶然追突されたというドライバであるの

で，これから類推すれば，追突を起こしたドライバは

過去においても多くの違反を犯すような危険な運転

を行っていたと考えられる． 

 
図.3 事故類型別にみた過去５年間の違反率 

 

 

図.4 過去５年間の違反種別ごとの比率 

（2009年の全事故についての集計） 

 

 過去５年間における違反発生率について詳細に検

討する．2009 年に全事故（なんらかの事故）を起こし

たドライバについて，過去 5 年間の違反種別をみると

（図４），最高速度違反が最も多い結果となった．なお，

同図には比較のため，被追突のドライバに関しても図

示している（白抜きグラフ）．これをみると，被追突

のドライバについても最高速度違反が多いことから，

そもそも最高速度違反は犯しやすい，あるいは，検挙

されやすい違反であることがわかる．このため，過去

の違反発生率について被追突の場合との比較で検討

を行うこととした． 
 過去の違反発生率について，被追突の比率により各

違反比率を除することによって正規化したものが図

５である．この手法により，たまたま事故にあったド

ライバと比較して，どの程度違反を犯しているのかを

明らかにすることができる．この結果，違反種別につ

いては，一時停止（正規化比率 1.22），信号無視（同

1.19），駐停車（同 1.14），通行禁止（同 1.14）が高く，

 

 

事故を起こすドライバは過去においてこれらの違反

を多く犯していることが理解される． 

 

図.5 被追突で正規化した過去５年間の違反比率 

（2009年の全事故についての集計） 

 

 

図.6 被追突で正規化した過去５年間の違反比率 

（2009年の追突（１当）についての集計） 

 

 

図.7 被追突で正規化した過去５年間の違反比率 

（2009年の出会い頭（１当）についての集計） 

 
 つぎに，とくに事故件数の多い，追突（１当）と出

会い頭（１当）について同様の解析を行うと以下のよ

うになる．2009 年の追突（１当）の過去５年間の違反

を被追突の違反で正規化したものが図６であり，出会

い頭（１当）の違反について同様に正規化したものが

図７である．追突（１当）に関しては，過去における

違反率が全体に高く，特に，信号無視（1.36），一時停

止（1.31），携帯電話（1.28），最高速度（1.25）の違反

率が高い．一方，出会い頭（１当）に関しては全体に

比率が低く，その中では一時停止（1.22）が高い値を

示した． 

 これから考えると，追突を起こすドライバはそれま

でにも様々な違反を数多く犯しているものの，出会い

頭を起こすドライバについてはとくに違反が多いと

いうわけではないことがわかる．  

３．２．携帯電話等の使用について 
 携帯電話を使用することによる事故も指摘されて

いるところであり，この点に関し，事故類型ごとに携

帯電話あるいはカーナビを使用することが事故要因

となっているかどうかを調べた（図８，2007 年～2009
年にかけての集計）．携帯電話・カーナビの使用が事

故要因となる比率は低いものの，追突事故においては

事故類型の中で高い値（0.3%）を示した．従って，携

帯電話・カーナビの使用による前方不注意が追突事故

を引き起こすことが多いと推測される． 
 

 
図.8 携帯電話あるいはカーナビの使用が事故要因と

なった比率（2007～2009年の集計） 

 

３．３．年齢層による特徴 
年齢層別の特徴を求める．年齢層については， 
 (1) 25～34 歳   (2) 35～44 歳 
 (3) 45～54 歳   (4) 55～64 歳 
 (5) 65～74 歳 
の５段階とした．これらの年齢層について，全年齢層

との比較を以下のように行った．すなわち，2009 年に

おける年齢層ごとの各事故類型の発生件数を全事故

件数により除して，その値をさらに被追突の同様の値

により正規化した． 
 2009 年に全事故（なんらかの事故）を起こした場合

について図９に示す．縦軸の正規化比率が 1.0 であれ

ば，全年齢層と比較して同じ事故発生率であると考え

られる．図９をみると，年齢層が 65～74 歳の場合に

は正規化比率が高く，他の年齢層に比べ多くの事故を

起こしていることがわかる．  
 この点について，2009 年の追突（１当）（図 10）と

出会い頭（１当）（図 11）とについて同様に求めた． 
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事故を起こした事例毎に過去５年間の違反を集計し

ており，同一ドライバが繰り返し 2009 年に事故を起

こしている場合にはそれぞれ集計されるため，ドライ

バの延べ人数として集計される． 
 

３．解析結果 
３．１．事故類型による解析 
 解析対象とする事故について件数をみると，追突

(１当）（176,495 件）と出会い頭(１当）（148,398 件）

とが多い(図１）．したがって，追突と出会い頭事故と

が特に重要な事故類型であると考えられる． 
 これらの 2009 年の事故類型ごとに，過去５年間に

なんらかの事故を起こした比率を求めると図２とな

る．同図には，2009 年に全事故（なんらかの事故）を

起こした場合についても，過去 5 年間の事故発生率を

示している．被追突に関しては，過去５年間の事故発

生率は 8.1%であるが，追突（１当）についてはその

比率は 11.6%と高い傾向が認められる．一方，出会い

頭（１当）に関しては，8.7%であり，被追突の比率と

ほぼ等しいことがわかる． 

 
図.1 2009年における事故類型ごとの解析事故件数 

 

 
図.2 事故類型別にみた過去５年間の事故率 

 

 つぎに，過去５年間になんらかの違反を起こした比

率を求めたものが図３である．被追突については

55.0%の比率であり，追突（１当）については 64.1%，

出会い頭（１当）については 54.4%であった．出会い

頭（１当）に関しては，被追突とほぼ同じ比率である

ものの，追突（１当）に関しては被追突よりも高い違

反率を示した．被追突のドライバに関しては，過失は

ないものの偶然追突されたというドライバであるの

で，これから類推すれば，追突を起こしたドライバは

過去においても多くの違反を犯すような危険な運転

を行っていたと考えられる． 

 
図.3 事故類型別にみた過去５年間の違反率 

 

 

図.4 過去５年間の違反種別ごとの比率 

（2009年の全事故についての集計） 

 

 過去５年間における違反発生率について詳細に検

討する．2009 年に全事故（なんらかの事故）を起こし

たドライバについて，過去 5 年間の違反種別をみると

（図４），最高速度違反が最も多い結果となった．なお，

同図には比較のため，被追突のドライバに関しても図

示している（白抜きグラフ）．これをみると，被追突

のドライバについても最高速度違反が多いことから，
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事故を起こすドライバは過去においてこれらの違反

を多く犯していることが理解される． 

 

図.5 被追突で正規化した過去５年間の違反比率 

（2009年の全事故についての集計） 

 

 

図.6 被追突で正規化した過去５年間の違反比率 

（2009年の追突（１当）についての集計） 

 

 

図.7 被追突で正規化した過去５年間の違反比率 

（2009年の出会い頭（１当）についての集計） 
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うになる．2009 年の追突（１当）の過去５年間の違反

を被追突の違反で正規化したものが図６であり，出会

い頭（１当）の違反について同様に正規化したものが
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図.8 携帯電話あるいはカーナビの使用が事故要因と

なった比率（2007～2009年の集計） 

 

３．３．年齢層による特徴 
年齢層別の特徴を求める．年齢層については， 
 (1) 25～34 歳   (2) 35～44 歳 
 (3) 45～54 歳   (4) 55～64 歳 
 (5) 65～74 歳 
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起こしていることがわかる．  
 この点について，2009 年の追突（１当）（図 10）と

出会い頭（１当）（図 11）とについて同様に求めた． 
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図.9 全年齢層に対する各年齢層の事故発生率 

（2009年の全事故についての集計） 

 

 
図.10 全年齢層に対する各年齢層の事故発生率 

（2009年の追突（１当）についての集計） 
 

 
図.11 全年齢層に対する各年齢層の事故発生率 

（2009年の出会い頭（１当）についての集計） 

 
 図 10 の追突（１当）をみると，65～74 歳の場合に

おいても正規化比率は特に高いわけではないものの，

図 11 の出会い頭（１当）に関しては 65～74 歳の場合

において高い値を示す（1.97）．なお，2009 年におい

て全事故（なんらかの事故）を起こしたドライバの過

去５年間の違反率を年齢層別に図 12 に示す．年齢が

高くなるにつれて違反率が低下する傾向がある． 
 これらのことより，高齢者においては，追突の発生

率がとくに高いわけではなく，また，過去の違反率も

比較的低いことから，違反を犯すような危険な運転を

起こしているわけではないものの，出会い頭事故の正

規化比率が高いことから，偶然事故に遭遇する可能性

が高いと推測される． 

 

図.12 年齢層別にみた過去５年間の違反率 

（2009年の全事故についての集計） 

 

４．ま と め 
 2009 年の事故に関し，コントロール群としての被追

突ドライバとの比較により，過去の事故発生状況，違

反発生状況を調査した．その結果，追突（１当）のド

ライバは，そもそも危険な運転を行うドライバであ

り，出会い頭（１当）のドライバは偶然事故に遭遇し

た傾向があることがわかった．違反種別については，

全体として信号無視，一時停止違反を犯していること

が多く，また，高齢ドライバについては，出会い頭事

故を多く起こしていることがわかった． 
 なお，これらの違反については，故意によるものの

ほか，有効視野が狭くなったりしてドライバ本人が気

がつかない状況もあるため(4,5)，ドライバに注意喚起を

行うシステムが事故の防止に効果的であると考えら

れる．たとえば，交差点における出会い頭事故防止の

ための一時停止の警告，赤信号見落としに対する警告

などの支援システムが有効であると考えられる． 
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１．はじめに 
国際海上コンテナの陸上輸送については、海陸複合

輸送が簡便にできることから、盛んに利用され物流の

一翼を担っている。しかし、コンテナ内における貨物

の積み付け状況や総質量、性状等についての正確な情

報がドライバまで十分に伝達されていないため、トレ

ーラの横転事故の原因として貨物の不適切な積載等

が考えられている。 
そこで、連結車の中の 40ft 国際海上コンテナセミ

トレーラ(以下「トレーラ」という)の横転特性につい

て、コンピュータ･シミュレーションを用いコンテナ

用緊締装置のガタ(クリアランス)の影響の解析を行

った。 

40ft 国際海上コンテナ(以下「コンテナ」という)

は、トレーラのフレーム上面に直に載せられ、固定方

法は、前方ではピンロック方式、後方ではツイストロ

ック方式で固定される。図1にコンテナの固定方法を

示す。図2にコンテナすみ金具を示す。トレーラの右

後方から見た写真で、青色部分はトレーラで、赤色部

分がコンテナである。コンテナすみ金具はコンテナの

端の4すみの上下にあり、コンテナを運搬する時にこ

の穴を用いてフック、ピンを中に挿入して固定する。

図3の左側はツイストロックの概観を示したもので、

右側はコンテナすみ金具に挿入されている状態を示

している。図4の左側はトレーラ前方からのピンロッ

クの概観を示したもので、右側はコンテナすみ金具に

挿入されている状態を下側から示したものである。図

3と図4を見ると、トレーラにコンテナが搭載されト

レーラの緊締装置で固定した場合でも横、前後及び上

下方向にガタがあることがわかる。なお、コンテナ底

部にはトンネルリセス(細長い窪み)があり、トレーラ

のグースネック凸部(低床式のためにトラクタと重な

図2 コンテナすみ金具 

図3 ツイストロック 

 

 

図 1 トレーラの緊締装置 

グースネック部
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図.9 全年齢層に対する各年齢層の事故発生率 

（2009年の全事故についての集計） 

 

 
図.10 全年齢層に対する各年齢層の事故発生率 

（2009年の追突（１当）についての集計） 
 

 
図.11 全年齢層に対する各年齢層の事故発生率 
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る部分についてフレームを段付きにしている)を避け

るために一部がえぐられている。 

現状の固定方法では、コンテナのすみ金具の穴とト

レーラの緊締装置間にガタがある場合、コンテナ底

面･トレーラメインフレーム上面間(以下「コンテナ･

トレーラ間」という)の静止摩擦係数以上の力がコン

テナに働くとコンテナが移動しトレーラの緊締装置

等に衝突する。この横方向の衝撃力がトレーラのロー

ル運動にどの程度影響を及ぼすか検討した。 

２．シミュレーションの概要 

使用したシミュレーションソフトは TruckSim と

MATLAB/Simulinkで、模擬試験車両の諸元はTruckSim

のトラクタ2軸車、フラットベットトレーラ2軸車の

デフォルトデータを使用し、トレーラのホイールベー

ス(8+1.5[m])のみ変更した。積載物は、集中荷重とし

質量20000kg、ロール慣性モーメント20000kg･m2、慣

性乗積はすべてゼロとした。 

走行模擬試験は、半径40m定常円旋回模擬試験、ハ

ンドル操作角 90deg の J ターン模擬試験、レーン幅

3.5mを進入･乗移り･脱出区間20+20+20[m]のダブルレ

ーンチェンジ模擬試験を実施した。定常円旋回模擬試

験とダブルレーンチェンジ模擬試験のドライバモデ

ルはデフォルトシステムを使用し、ドライバ予見時間

は定常円旋回模擬試験で2秒、ダブルレーンチェンジ

模擬試験で0.8秒とし、Jターン模擬試験はオープン･

ループとした。 

車両運動計算はTruckSim で行い、TruckSim から算

出した車両運動量をMATLAB/Simulinkに入力し横方向

の衝撃力とロール回転モーメントを算出し、この値を

TruckSimに再度入力した。コンテナすみ金具とトレー

ラ緊締装置のJIS規格及び実態調査を参考にして、ガ

タを片側7.5mmとした。衝撃力については、JIS規格

のトレーラ緊締装置の強度を参考に仮想減速区間を

5mmとし、この区間の平均減速度から衝撃力と時間を

算出した。また同様に、上下方向のガタは10mmとし、

仮想減速区間を5mmとした。 

今回の走行模擬試験条件は、コンテナ･トレーラ間

の静止摩擦係数の違いの影響を見るために、静止摩擦

係数を0.8～0.25の範囲とした。また、静止摩擦係数

から動摩擦係数を引いた値は常に0.2とした。静止摩

擦係数が0.8の場合では、今回のどの走行条件でもコ

ンテナが相対移動しないため、この条件の走行模擬試

験結果を基準に他の条件と比較検討した。 

積載条件①(重心位置高)として、コンテナの重心位

置が高い場合(1.9m)とした。次に最悪条件として、積

載条件②(重心位置高、横方向偏荷重、コンテナロー

ル回転中心･トレーラメインフレーム左右端)は、積載

条件①に加えてコンテナ重心位置が横方向に偏荷重

(中心から0.2m)しているとした。左右方向に対する偏

荷重の位置は、定常円旋回模擬試験とJターン模擬試

験では操舵のする方向とは逆の位置とし、ダブルレー

ンチェンジ模擬試験では第2操舵した方向と逆の位置

とした。 

また、衝撃力でコンテナ自身がロール方向に回転運

動を起こす場合の回転中心をトレーラメインフレー

ム左右端(中心から0.51m)とした。なお、積載条件①

のコンテナのロール方向回転中心はトレーラ左右の

緊締装置位置(中心から1.13m)とした。 

３．シミュレーション結果 

図 5は、積載条件②での定常円旋回模擬試験のトレ

ーラばね上ロール角の時系列テータを示している。静

止摩擦係数は 0.35 と 0.8 である。摩擦係数 0.8 の条

件では、ガタによる衝撃力は発生しない場合を示して

いて、一般的な車両の特性を表している。通常では時

図4 ピンロック 
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間経過に従って模擬試験車両の速度が上昇

(0.138m/s2{0.5km/h /s})し、ロール角が徐々に高く

なり、最後に横転し始めると急激に上昇進展する。し

かし、摩擦係数が 0.35 の場合には、トレーラの床面

上で静止摩擦係数以上の横力が発生するとコンテナ

が移動して緊締装置と衝突し、その時の衝撃力が発生

すると、ロール角が2度程度急激に上昇し、その後一

旦持ちこたえた後に横転し始めている。また、この衝

撃力の発生時期は静止摩擦係数により変化する。一般

的な車両のロール角の時系列データに、衝撃力の発生

による急激なロール角の変化が追加される形となる。 

図6は、積載条件①での定常円旋回模擬試験結果の

横転時のトレーラ横加速度のピークをコンテナ･トレ

ーラ間の静止摩擦係数別に示したものである。静止摩

擦係数0.8の場合での横転時横加速度は2.88m/s2であ

り、トレーラの耐横転性としては低い状態である。図

は、静止摩擦係数0.8の場合の横加速度を0％として、

これを基本に増減をパーセント表示した。 

静止摩擦係数 0.45 以上ではトレーラが横転を開始

し始めた後に衝突しているため衝突が発生しない静

止摩擦係数 0.8 と同値になっている。静止摩擦係数

0.35 以下では衝突による衝撃力の影響により若干低

下する傾向を示した。静止摩擦係数0.4の値は他と比

べて小さい値になっているが、これはトレーラが横転

直前で衝突し、この時点の値を採用したためである。 

図7は、積載条件①でのJターン模擬試験とダブル

レーンチェンジ模擬試験の横転時最低初速度を示し

たものである。図6と同様に、静止摩擦係数0.8の場

合の初速度を0％として正規化して表示している。定

常円旋回模擬試験結果と同様に静止摩擦係数 0.45 を

境に初速度が低下している傾向を示し静止摩擦係数

が小さいと耐横転性が若干低下することがわかる。ま

た、ダブルレーンチェンジ模擬試験の静止摩擦係数

0.5の模擬試験結果は耐横転性が向上している。これ

は、乗移り後のレーンから元に戻る時の横加速度反転

時において、衝突のタイミングが合うと横加速度の反

転を助長するように働いたためと考えられる。なお、

積載条件①のすべての走行条件において、コンテナの

相対移動による衝突時の横方向の衝撃力でコンテナ

が浮き上がることはなかった。このため、コンテナが

浮き上がることを抑えるための緊締装置への衝突に

よる上下方向の衝撃力は発生していない。 

次に、最悪条件としての積載条件②の走行模擬試験

結果を図8と図9に示す。積載条件①の走行模擬試験

結果と同様に正規化している。この条件では、一部を
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る部分についてフレームを段付きにしている)を避け

るために一部がえぐられている。 

現状の固定方法では、コンテナのすみ金具の穴とト

レーラの緊締装置間にガタがある場合、コンテナ底

面･トレーラメインフレーム上面間(以下「コンテナ･

トレーラ間」という)の静止摩擦係数以上の力がコン

テナに働くとコンテナが移動しトレーラの緊締装置

等に衝突する。この横方向の衝撃力がトレーラのロー

ル運動にどの程度影響を及ぼすか検討した。 

２．シミュレーションの概要 

使用したシミュレーションソフトは TruckSim と

MATLAB/Simulinkで、模擬試験車両の諸元はTruckSim

のトラクタ2軸車、フラットベットトレーラ2軸車の

デフォルトデータを使用し、トレーラのホイールベー

ス(8+1.5[m])のみ変更した。積載物は、集中荷重とし

質量20000kg、ロール慣性モーメント20000kg･m2、慣

性乗積はすべてゼロとした。 

走行模擬試験は、半径40m定常円旋回模擬試験、ハ

ンドル操作角 90deg の J ターン模擬試験、レーン幅

3.5mを進入･乗移り･脱出区間20+20+20[m]のダブルレ

ーンチェンジ模擬試験を実施した。定常円旋回模擬試

験とダブルレーンチェンジ模擬試験のドライバモデ

ルはデフォルトシステムを使用し、ドライバ予見時間

は定常円旋回模擬試験で2秒、ダブルレーンチェンジ

模擬試験で0.8秒とし、Jターン模擬試験はオープン･

ループとした。 

車両運動計算はTruckSim で行い、TruckSim から算

出した車両運動量をMATLAB/Simulinkに入力し横方向

の衝撃力とロール回転モーメントを算出し、この値を

TruckSimに再度入力した。コンテナすみ金具とトレー

ラ緊締装置のJIS規格及び実態調査を参考にして、ガ

タを片側7.5mmとした。衝撃力については、JIS規格

のトレーラ緊締装置の強度を参考に仮想減速区間を

5mmとし、この区間の平均減速度から衝撃力と時間を

算出した。また同様に、上下方向のガタは10mmとし、

仮想減速区間を5mmとした。 

今回の走行模擬試験条件は、コンテナ･トレーラ間

の静止摩擦係数の違いの影響を見るために、静止摩擦

係数を0.8～0.25の範囲とした。また、静止摩擦係数

から動摩擦係数を引いた値は常に0.2とした。静止摩

擦係数が0.8の場合では、今回のどの走行条件でもコ

ンテナが相対移動しないため、この条件の走行模擬試

験結果を基準に他の条件と比較検討した。 

積載条件①(重心位置高)として、コンテナの重心位

置が高い場合(1.9m)とした。次に最悪条件として、積

載条件②(重心位置高、横方向偏荷重、コンテナロー

ル回転中心･トレーラメインフレーム左右端)は、積載

条件①に加えてコンテナ重心位置が横方向に偏荷重

(中心から0.2m)しているとした。左右方向に対する偏

荷重の位置は、定常円旋回模擬試験とJターン模擬試

験では操舵のする方向とは逆の位置とし、ダブルレー

ンチェンジ模擬試験では第2操舵した方向と逆の位置

とした。 

また、衝撃力でコンテナ自身がロール方向に回転運

動を起こす場合の回転中心をトレーラメインフレー

ム左右端(中心から0.51m)とした。なお、積載条件①

のコンテナのロール方向回転中心はトレーラ左右の

緊締装置位置(中心から1.13m)とした。 

３．シミュレーション結果 

図 5は、積載条件②での定常円旋回模擬試験のトレ

ーラばね上ロール角の時系列テータを示している。静

止摩擦係数は 0.35 と 0.8 である。摩擦係数 0.8 の条

件では、ガタによる衝撃力は発生しない場合を示して

いて、一般的な車両の特性を表している。通常では時
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間経過に従って模擬試験車両の速度が上昇

(0.138m/s2{0.5km/h /s})し、ロール角が徐々に高く

なり、最後に横転し始めると急激に上昇進展する。し

かし、摩擦係数が 0.35 の場合には、トレーラの床面

上で静止摩擦係数以上の横力が発生するとコンテナ

が移動して緊締装置と衝突し、その時の衝撃力が発生

すると、ロール角が2度程度急激に上昇し、その後一

旦持ちこたえた後に横転し始めている。また、この衝

撃力の発生時期は静止摩擦係数により変化する。一般

的な車両のロール角の時系列データに、衝撃力の発生

による急激なロール角の変化が追加される形となる。 

図6は、積載条件①での定常円旋回模擬試験結果の

横転時のトレーラ横加速度のピークをコンテナ･トレ

ーラ間の静止摩擦係数別に示したものである。静止摩

擦係数0.8の場合での横転時横加速度は2.88m/s2であ

り、トレーラの耐横転性としては低い状態である。図

は、静止摩擦係数0.8の場合の横加速度を0％として、

これを基本に増減をパーセント表示した。 

静止摩擦係数 0.45 以上ではトレーラが横転を開始

し始めた後に衝突しているため衝突が発生しない静

止摩擦係数 0.8 と同値になっている。静止摩擦係数

0.35 以下では衝突による衝撃力の影響により若干低

下する傾向を示した。静止摩擦係数0.4の値は他と比

べて小さい値になっているが、これはトレーラが横転

直前で衝突し、この時点の値を採用したためである。 

図7は、積載条件①でのJターン模擬試験とダブル

レーンチェンジ模擬試験の横転時最低初速度を示し

たものである。図6と同様に、静止摩擦係数0.8の場

合の初速度を0％として正規化して表示している。定

常円旋回模擬試験結果と同様に静止摩擦係数 0.45 を

境に初速度が低下している傾向を示し静止摩擦係数

が小さいと耐横転性が若干低下することがわかる。ま

た、ダブルレーンチェンジ模擬試験の静止摩擦係数

0.5の模擬試験結果は耐横転性が向上している。これ

は、乗移り後のレーンから元に戻る時の横加速度反転

時において、衝突のタイミングが合うと横加速度の反

転を助長するように働いたためと考えられる。なお、

積載条件①のすべての走行条件において、コンテナの

相対移動による衝突時の横方向の衝撃力でコンテナ

が浮き上がることはなかった。このため、コンテナが

浮き上がることを抑えるための緊締装置への衝突に

よる上下方向の衝撃力は発生していない。 

次に、最悪条件としての積載条件②の走行模擬試験

結果を図8と図9に示す。積載条件①の走行模擬試験

結果と同様に正規化している。この条件では、一部を
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除き衝突による衝撃力によりコンテナは浮き上った。

コンテナの相対移動による衝突時の横方向の衝撃力

によって、コンテナの浮き上りが発生し、再度トレー

ラの緊締装置の上部に衝突し上下方向に衝撃力が発

生する。これにより、トレーラにロールモーメントが

作用する。 

図8は定常円旋回模擬試験結果である。静止摩擦係

数0.8の横転時横加速度は2.28m/s2であり、トレーラ

の耐横転性としては積載条件①よりさらに低い状態

である。定常円旋回模擬試験結果を見ると、図6の積

載条件①と同様に静止摩擦係数が小さい範囲で横加

速度が低下している。また、図6と同様に極小点があ

り、摩擦係数0.4から0.35に下がっている。これは、

重心位置を横方向に移動したことによりトレーラ全

体のロール特性が横転しやすい方向に移ったためと

考えられる。静止摩擦係数0.3以下の場合の低下率は、

図6の積載条件①より大きい。これは先ほどと同様な

原因と考えられ、かつ、コンテナ自身も浮き上がり、

これを抑えるための緊締装置への衝突による衝撃力

がさらに加わったためと考えられる。 

図9の積載条件②の過渡応答模擬試験結果は、図7

の積載条件①の過渡応答模擬試験結果と同様な傾向

を示した。静止摩擦係数0.4を境にして、耐横転性が

ある程度低下している。低下率は、図7の積載条件①

より大きく、トレーラ全体のロール特性が横転しやす

い方向に移り、かつ、コンテナ自身も浮き上がり、こ

れを抑えるための衝突による衝撃力がさらに加わっ

たためと考えられる。特に、Jターン模擬試験の静止

摩擦係数0.35の低下率が一番大きかった。 

走行模擬試験結果の積載条件①と積載条件②を比

較して差が出る原因は、横方向偏荷重とコンテナのロ

ール回転中心の違いである。これにより、トレーラ全

体のロール特性が横転しやすい方向に移り、かつ、初

めの横方向の衝撃力によるコンテナ自身が浮き上が

り、これを抑えるための衝突による衝撃力がさらに加

わったため積載条件②の方が耐横転性の低下が大き

くなった。 

以上により、コンテナ･トレーラ間の静止摩擦係数

が小さい範囲では、コンテナ･トレーラ間の接触部分

の摩擦係数を上げる処置、衝撃力の発生を抑える等に

より、コンテナ用緊締装置のガタによる耐横転性の低

下をある程度抑えられる可能性があることがわかる。

また、積載条件②のような場合は、コンテナのロール

回転中心がトレーラメインフレーム左右端で、コンテ

ナ自身がトレーラに対して相対的にロール回転運動

を引き起こし耐横転性を低下させる。このことから、

これを抑制するために、コンテナのロール方向の回転

中心をメインフレーム左右端に近づけさせない構造

にすることで、耐横転性の低下をある程度抑えられる

可能性があることがわかる。 

４．まとめ 

40ft 国際海上コンテナトレーラの横転現象につい

て、コンピュータ･シミュレーションにより解析を行

った。その結果、積載条件②のような横方向に偏荷重

などがある場合で車両の耐横転特性が低くなるよう

な積載条件の場合には、ガタがあることによって、コ

ンテナ･トレーラ間の静止摩擦係数が小さいとコンテ

ナがトレーラの緊締装置に衝突し、その衝撃力の影響

により、耐横転性がさらにある程度低下することがわ

かった。 

今回のシミュレーションにより、これまであまり知

られていない現象を定量的に示すことが可能となっ

た。今後は、このシミュレーションの妥当性と高精度

を検討していきたい。 

最後に、実地調査において、ご協力をいただきまし

た青伸産業運輸(株)に対して感謝の意を表します。 
 

参考文献 
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１．はじめに 

事故を未然に防止し被害の低減を図る予防安全技

術として、追突事故における被害軽減効果が高いとさ

れる衝突被害軽減ブレーキシステムがある。この装置

を早急かつ広範に普及させるべきとの社会的要請が

高まりつつあり、大型貨物自動車への装置の導入が進

められているところである。現在、自動車基準調和世

界フォーラム(WP29)において、大型車の先進緊急ブレ

ーキシステム（以下、「AEBS」という）に関する国際

基準化の検討が実施されており、我が国は国際基準調

和の観点から積極的に基準策定の活動に取り組んで

おり、将来的に基準の導入を目指している。AEBSとは、

衝突軽減ブレーキシステムおよび衝突回避ブレーキ

システムにより構成されており、欧州では 2013 年か

ら段階的に基準が導入されていくことになっている。 

そこで、AEBS に関する国際基準の策定動向につい

て、その性能評価手法に関する調査等について報告す

る。なお、現在も継続して基準策定作業が行われてい

ることから、本稿の記載事項が最終的な基準として決

められたものではないことを予めお断りしておく。 

２．AEBS 性能評価手法の国際基準調和活動 
AEBSの基準策定のための国際会議は、2008年 12月

から2011年 9月まで開催され、日本は延べ25回の会

議に当所職員が出席し、議論の動向を調査し、その情

報整理を行った。また、会議の場において各国へ向け

て発言すべき内容の検討と整理を行い、日本の意見を

適宜反映するように AEBS の国際基準化を支援してい

る。ここで、AEBSインフォーマル会議において議論さ

れているAEBS性能評価手法のうち①AEBS性能確認試

験、②AEBS不要作動確認試験、③オフスイッチ確認試

験、④故障時失陥警報試験について、主なものを以下

に示す。 

①AEBS性能確認試験 

性能確認試験は、警報の作動タイミング、緊急自動

ブレーキの作動タイミング及び速度低減量を確認す

る。警報の提示手法は、聴覚・視覚・Haptic(警報ブ

レーキ等)の 3 種類とし、緊急自動ブレーキの作動指

示のタイミングが基準となっている。まず、第1次警

報は聴覚またはHapticとし、減速度4m/s2以上の緊急

自動ブレーキの作動指示から1.4秒以上前に提示しな

ければならないことになっている。第2次警報は3種

類の提示手法の内 2種類として、減速度 4m/s2以上の

緊急自動ブレーキの作動指示から0.8秒以上前に提示

しなければならないことになっている。また、警報自

動ブレーキの速度低減量は 15km/h 以下または全速度

低減量の30％以下に限られている。緊急自動ブレーキ

のタイミングは、AEBSを装備したことによるドライバ

の過信を防止するために緊急時のみに限定し、衝突予

測時間（TTC）が 3.0 秒より前で作動することを禁止

している。AEBSのうち衝突被害軽減ブレーキシステム

の速度低減量は、8トンを超える大型貨物自動車およ

び5トンを超えるバスには、前方車両が動いている場

合は 50km/h が要件となっている。また、前方車両が

停止している場合は 10km/h が要件になっている。ま

た、AEBSのうち衝突回避ブレーキシステムの速度低減

量は、前方車両が動いている場合は70km/h、前方車両

が停止している場合は 20km/h が要件になっている。

なお、8トン以下の貨物自動車および5トン以下のバ

スに関しては、国際的にもシステムを市場に導入した

経験は無く、欧州では 2016 年から基準を導入する予

定であり、それまでに性能要件を決定することになっ

ている。 

②AEBS不要作動確認試験 

車線の両サイドに停止車両を設置し、その間を通り

抜ける際に警報および自動ブレーキが作動しないこ

とを確認する試験が提案されている。試験速度は

50km/hであり、車線幅は3.5mである。 
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除き衝突による衝撃力によりコンテナは浮き上った。

コンテナの相対移動による衝突時の横方向の衝撃力

によって、コンテナの浮き上りが発生し、再度トレー

ラの緊締装置の上部に衝突し上下方向に衝撃力が発

生する。これにより、トレーラにロールモーメントが

作用する。 

図8は定常円旋回模擬試験結果である。静止摩擦係

数0.8の横転時横加速度は2.28m/s2であり、トレーラ

の耐横転性としては積載条件①よりさらに低い状態

である。定常円旋回模擬試験結果を見ると、図6の積

載条件①と同様に静止摩擦係数が小さい範囲で横加

速度が低下している。また、図6と同様に極小点があ

り、摩擦係数0.4から0.35に下がっている。これは、

重心位置を横方向に移動したことによりトレーラ全

体のロール特性が横転しやすい方向に移ったためと

考えられる。静止摩擦係数0.3以下の場合の低下率は、

図6の積載条件①より大きい。これは先ほどと同様な

原因と考えられ、かつ、コンテナ自身も浮き上がり、

これを抑えるための緊締装置への衝突による衝撃力

がさらに加わったためと考えられる。 

図9の積載条件②の過渡応答模擬試験結果は、図7

の積載条件①の過渡応答模擬試験結果と同様な傾向

を示した。静止摩擦係数0.4を境にして、耐横転性が

ある程度低下している。低下率は、図7の積載条件①

より大きく、トレーラ全体のロール特性が横転しやす

い方向に移り、かつ、コンテナ自身も浮き上がり、こ

れを抑えるための衝突による衝撃力がさらに加わっ

たためと考えられる。特に、Jターン模擬試験の静止

摩擦係数0.35の低下率が一番大きかった。 

走行模擬試験結果の積載条件①と積載条件②を比

較して差が出る原因は、横方向偏荷重とコンテナのロ

ール回転中心の違いである。これにより、トレーラ全

体のロール特性が横転しやすい方向に移り、かつ、初

めの横方向の衝撃力によるコンテナ自身が浮き上が

り、これを抑えるための衝突による衝撃力がさらに加

わったため積載条件②の方が耐横転性の低下が大き

くなった。 

以上により、コンテナ･トレーラ間の静止摩擦係数

が小さい範囲では、コンテナ･トレーラ間の接触部分

の摩擦係数を上げる処置、衝撃力の発生を抑える等に

より、コンテナ用緊締装置のガタによる耐横転性の低

下をある程度抑えられる可能性があることがわかる。

また、積載条件②のような場合は、コンテナのロール

回転中心がトレーラメインフレーム左右端で、コンテ

ナ自身がトレーラに対して相対的にロール回転運動

を引き起こし耐横転性を低下させる。このことから、

これを抑制するために、コンテナのロール方向の回転

中心をメインフレーム左右端に近づけさせない構造

にすることで、耐横転性の低下をある程度抑えられる

可能性があることがわかる。 

４．まとめ 

40ft 国際海上コンテナトレーラの横転現象につい

て、コンピュータ･シミュレーションにより解析を行

った。その結果、積載条件②のような横方向に偏荷重

などがある場合で車両の耐横転特性が低くなるよう

な積載条件の場合には、ガタがあることによって、コ

ンテナ･トレーラ間の静止摩擦係数が小さいとコンテ

ナがトレーラの緊締装置に衝突し、その衝撃力の影響

により、耐横転性がさらにある程度低下することがわ

かった。 

今回のシミュレーションにより、これまであまり知

られていない現象を定量的に示すことが可能となっ

た。今後は、このシミュレーションの妥当性と高精度

を検討していきたい。 

最後に、実地調査において、ご協力をいただきまし

た青伸産業運輸(株)に対して感謝の意を表します。 
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１．はじめに 

事故を未然に防止し被害の低減を図る予防安全技

術として、追突事故における被害軽減効果が高いとさ

れる衝突被害軽減ブレーキシステムがある。この装置

を早急かつ広範に普及させるべきとの社会的要請が

高まりつつあり、大型貨物自動車への装置の導入が進

められているところである。現在、自動車基準調和世

界フォーラム(WP29)において、大型車の先進緊急ブレ

ーキシステム（以下、「AEBS」という）に関する国際

基準化の検討が実施されており、我が国は国際基準調

和の観点から積極的に基準策定の活動に取り組んで

おり、将来的に基準の導入を目指している。AEBSとは、

衝突軽減ブレーキシステムおよび衝突回避ブレーキ

システムにより構成されており、欧州では 2013 年か

ら段階的に基準が導入されていくことになっている。 

そこで、AEBS に関する国際基準の策定動向につい

て、その性能評価手法に関する調査等について報告す

る。なお、現在も継続して基準策定作業が行われてい

ることから、本稿の記載事項が最終的な基準として決

められたものではないことを予めお断りしておく。 

２．AEBS 性能評価手法の国際基準調和活動 
AEBSの基準策定のための国際会議は、2008年 12月

から2011年 9月まで開催され、日本は延べ25回の会

議に当所職員が出席し、議論の動向を調査し、その情

報整理を行った。また、会議の場において各国へ向け

て発言すべき内容の検討と整理を行い、日本の意見を

適宜反映するように AEBS の国際基準化を支援してい

る。ここで、AEBSインフォーマル会議において議論さ

れているAEBS性能評価手法のうち①AEBS性能確認試

験、②AEBS不要作動確認試験、③オフスイッチ確認試

験、④故障時失陥警報試験について、主なものを以下

に示す。 

①AEBS性能確認試験 

性能確認試験は、警報の作動タイミング、緊急自動

ブレーキの作動タイミング及び速度低減量を確認す

る。警報の提示手法は、聴覚・視覚・Haptic(警報ブ

レーキ等)の 3 種類とし、緊急自動ブレーキの作動指

示のタイミングが基準となっている。まず、第1次警

報は聴覚またはHapticとし、減速度4m/s2以上の緊急

自動ブレーキの作動指示から1.4秒以上前に提示しな

ければならないことになっている。第2次警報は3種

類の提示手法の内 2種類として、減速度 4m/s2以上の

緊急自動ブレーキの作動指示から0.8秒以上前に提示

しなければならないことになっている。また、警報自

動ブレーキの速度低減量は 15km/h 以下または全速度

低減量の30％以下に限られている。緊急自動ブレーキ

のタイミングは、AEBSを装備したことによるドライバ

の過信を防止するために緊急時のみに限定し、衝突予

測時間（TTC）が 3.0 秒より前で作動することを禁止

している。AEBSのうち衝突被害軽減ブレーキシステム

の速度低減量は、8トンを超える大型貨物自動車およ

び5トンを超えるバスには、前方車両が動いている場

合は 50km/h が要件となっている。また、前方車両が

停止している場合は 10km/h が要件になっている。ま

た、AEBSのうち衝突回避ブレーキシステムの速度低減

量は、前方車両が動いている場合は70km/h、前方車両

が停止している場合は 20km/h が要件になっている。

なお、8トン以下の貨物自動車および5トン以下のバ

スに関しては、国際的にもシステムを市場に導入した

経験は無く、欧州では 2016 年から基準を導入する予

定であり、それまでに性能要件を決定することになっ

ている。 

②AEBS不要作動確認試験 

車線の両サイドに停止車両を設置し、その間を通り

抜ける際に警報および自動ブレーキが作動しないこ

とを確認する試験が提案されている。試験速度は

50km/hであり、車線幅は3.5mである。 
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③オフスイッチ確認試験 

AEBS オフ時には視覚によりオフ状態にあることを

ドライバに警告する。また、AEBSオフスイッチの使用

時にイグニッションオフからオンした際に自動的に

AEBSがオンになることを確認する。 

④故障時失陥警報試験 

電気的失陥を模擬して行う。例えば AEBS コンポー

ネントの電源配線を外す、または AEBS コンポーネン

トとの配線を外すなどがあり、AEBS失陥を模擬する。 

３．AEBS 性能評価手法の確認 
前述のAEBS 性能評価手法の①AEBS 性能確認試験、

②AEBS不要作動確認試験、③オフスイッチ確認試験及

び④故障時失陥警報試験について、当所自動車試験場

において実施手法の確認のために試験を実施した。計

測項目は、自動ブレーキの作動タイミング（CANデー

タ）、警報の作動タイミング（CANデータ）、車両速度、

衝突地点を表すデータとした。 

①AEBS性能確認試験では、前方車両が移動している

状況を模擬した移動障害物として図1の風船型模擬車

両を用いた。また、前方車両が静止している状況を模

擬した静止障害物としては、図2のコーナーリフレク

タを使用した。試験結果から警報および緊急自動ブレ

ーキの作動タイミングが基準の要件を満たしている

ことを確認した。また、速度データから、衝突までの

速度低減量および警報時の速度低減量を確認した。 

②AEBS 不要作動確認試験では、3.5m 幅の道路を想

定し、車線の外側の両サイドに乗用車を停止させて試

験車両を走行させた。その際に警報および緊急自動ブ

レーキが作動しないことを確認した。 

③オフスイッチ確認試験では、試験自動車が停止状

態において、オフスイッチ使用時にオフ警告灯が点灯

することを確認した。 

④故障時失陥警報試験では、試験自動車が停止状態

において、前方車両検知センサー（ミリ波レーダー）

からの配線を外すことで故障状態を模擬し、失陥警報

が提示されることを確認した。 

以上により、実施手法が妥当であることを確認でき

た。 

また、図1に示す風船型模擬障害物を用いた試験は

国際的にも経験が無く、衝突時の破損による危険な場

面も想定されるため、当所自動車試験場で使用可能な

速度条件の検討を行った。その結果、風船型とコーナ

ーリフレクタとも静止･移動状態で相対速度30km/hま

で実施可能であることを得た。 

４．AEBS インフォーマル会議テクニカルツアー 

2010年10月26日から29日に第9回目のAEBSイン

フォーマル国際会議を東京にて開催し、10月 27日に

は、当所自動車試験場にてテクニカルツアーを実施し

た。テクニカルツアーは、各国関係者に日本の AEBS

の技術レベルを周知することを目的にしており、欧州

に対して特に日本が先行している技術である静止し

ている車両に対するシステムの性能を試乗により各

国関係者に示すことができた。 

５．まとめ 
国際基準の策定が検討されている AEBS について、

国際会議における情報の収集・分析を行い、国際会議

の場において各国へ向けて発言すべき内容について

検討し、我が国の意見を適宜反映させる方向で国際基

準化を支援している。なお、現在も基準策定作業は継

続中である。また、国際会議にて検討された性能評価

手法を当所自動車試験場で実際に試験を実施し確認

した。 

図3 AEBSインフォーマル会議テクニカルツアー

図1 風船型を用いた移動障害物 

図2 コーナーリフレクタを用いた静止障害物 
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１．はじめに 

近年、交通事故による死亡者数は，衝突安全システ

ムの普及や法規の厳罰化等の効果によって減少傾向

にある．しかし，その減少率は鈍化しつつあり2010年
には今なお年間4,863名という多くの尊い人命が交通

事故によって失われている．このような現状を打破す

べく，近年，事故を未然に防ぐことを目的とする予防

安全支援システムの開発及び普及促進が官民あげて

進められている．この予防安全支援システムの開発に

おいて不可欠なプロセスが，定量的な効果評価である．

これを実現する一つの方法としては，実際にシステム

を市場に投入し，システム作動時のデータを比較検証

するといった方法が考えられる．しかし，事故を未然

に防いだ状況における作動データは，交通事故データ

と異なり記録が残りにくく，収集も非常に困難である．

すなわち，事故を未然に防ぐ効果の評価の難しさが予

防安全支援システムの効果評価を困難にする一つの

大きな要因となっている．そこで，近年，予防安全支

援システムの効果評価をコンピュータシミュレーシ

ョンによって行う方法が提案されている[1][2]． 
現在，我々が開発している予防安全支援システム効

果評価シミュレータASSESSもこの取り組みの一環と

いえる．ASSESSは，コンピュータ内に仮想の交通環

境を再現し，この環境内を自律走行する車両に対する

予防安全支援システムの搭載率を変化させ，これによ

って生じる事故件数やニアミスの発生台数の変化か

らその効果評価を行うシミュレータである[3]．本報

告では，ASSESSの概要及び妥当性の検証結果を示し

た後，評価対象とする予防安全支援システムとして選

定したBrake Assist System (BAS)の効果評価について

述べる． 
 

２．ASSESS の概要 

ASSESS は，環境モデル，ドライバモデル，車両

モデルとこれらを管理するプログラムで構成され

ており，この構成によって仮想空間内を自律走行す

る車両（エージェント）が出現するマルチエージェ

ントシステムを実現している． 
まず ASSESS の開発では，事前に交通事故データ

の分析を行い，その結果，優先して対策を講じるべ

き事故形態が出会い頭事故であること，そして，こ

の出会い頭事故が発生しやすい環境が，見通しが悪

く，優先道路と非優先道路が交差する信号なし交差

点であることといった結論を得ている．そこで，

ASSESS では，これら出会い頭事故が発生しやすい

環境の条件を満たす実在の交差点（以下，対象交差

点と称す）を選定し，この対象交差点を再現した環

境で効果評価を行うこととした． 
環境モデルは，この対象交差点の交通環境の再現

（図１），エージェントの発生スケジュールの生成，

各エージェントの特性割り当て等を担当している．

よって，各エージェントは，環境モデルが再現した

交通環境内に，環境モデルが出力する発生スケジュ

ールに従って出現し，環境モデルが割り振った特性

に従って自律走行を開始する． 
ドライバモデルは，ドライバの運転行動を模擬す

ることを担当し，視認した情報に基づいて運転行動

を決定し，運転操作量を車両モデルに出力する． 
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③オフスイッチ確認試験 

AEBS オフ時には視覚によりオフ状態にあることを

ドライバに警告する。また、AEBSオフスイッチの使用

時にイグニッションオフからオンした際に自動的に

AEBSがオンになることを確認する。 

④故障時失陥警報試験 

電気的失陥を模擬して行う。例えば AEBS コンポー

ネントの電源配線を外す、または AEBS コンポーネン

トとの配線を外すなどがあり、AEBS失陥を模擬する。 

３．AEBS 性能評価手法の確認 
前述のAEBS 性能評価手法の①AEBS 性能確認試験、

②AEBS不要作動確認試験、③オフスイッチ確認試験及

び④故障時失陥警報試験について、当所自動車試験場

において実施手法の確認のために試験を実施した。計

測項目は、自動ブレーキの作動タイミング（CANデー

タ）、警報の作動タイミング（CANデータ）、車両速度、

衝突地点を表すデータとした。 

①AEBS性能確認試験では、前方車両が移動している

状況を模擬した移動障害物として図1の風船型模擬車

両を用いた。また、前方車両が静止している状況を模

擬した静止障害物としては、図2のコーナーリフレク

タを使用した。試験結果から警報および緊急自動ブレ

ーキの作動タイミングが基準の要件を満たしている

ことを確認した。また、速度データから、衝突までの

速度低減量および警報時の速度低減量を確認した。 

②AEBS 不要作動確認試験では、3.5m 幅の道路を想

定し、車線の外側の両サイドに乗用車を停止させて試

験車両を走行させた。その際に警報および緊急自動ブ

レーキが作動しないことを確認した。 

③オフスイッチ確認試験では、試験自動車が停止状

態において、オフスイッチ使用時にオフ警告灯が点灯

することを確認した。 

④故障時失陥警報試験では、試験自動車が停止状態

において、前方車両検知センサー（ミリ波レーダー）

からの配線を外すことで故障状態を模擬し、失陥警報

が提示されることを確認した。 

以上により、実施手法が妥当であることを確認でき

た。 

また、図1に示す風船型模擬障害物を用いた試験は

国際的にも経験が無く、衝突時の破損による危険な場

面も想定されるため、当所自動車試験場で使用可能な

速度条件の検討を行った。その結果、風船型とコーナ

ーリフレクタとも静止･移動状態で相対速度30km/hま

で実施可能であることを得た。 

４．AEBS インフォーマル会議テクニカルツアー 

2010年10月26日から29日に第9回目のAEBSイン

フォーマル国際会議を東京にて開催し、10月 27日に

は、当所自動車試験場にてテクニカルツアーを実施し

た。テクニカルツアーは、各国関係者に日本の AEBS

の技術レベルを周知することを目的にしており、欧州

に対して特に日本が先行している技術である静止し

ている車両に対するシステムの性能を試乗により各

国関係者に示すことができた。 

５．まとめ 
国際基準の策定が検討されている AEBS について、

国際会議における情報の収集・分析を行い、国際会議

の場において各国へ向けて発言すべき内容について

検討し、我が国の意見を適宜反映させる方向で国際基

準化を支援している。なお、現在も基準策定作業は継

続中である。また、国際会議にて検討された性能評価

手法を当所自動車試験場で実際に試験を実施し確認

した。 

図3 AEBSインフォーマル会議テクニカルツアー

図1 風船型を用いた移動障害物 

図2 コーナーリフレクタを用いた静止障害物 
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１．はじめに 

近年、交通事故による死亡者数は，衝突安全システ

ムの普及や法規の厳罰化等の効果によって減少傾向

にある．しかし，その減少率は鈍化しつつあり2010年
には今なお年間4,863名という多くの尊い人命が交通

事故によって失われている．このような現状を打破す

べく，近年，事故を未然に防ぐことを目的とする予防

安全支援システムの開発及び普及促進が官民あげて

進められている．この予防安全支援システムの開発に

おいて不可欠なプロセスが，定量的な効果評価である．

これを実現する一つの方法としては，実際にシステム

を市場に投入し，システム作動時のデータを比較検証

するといった方法が考えられる．しかし，事故を未然

に防いだ状況における作動データは，交通事故データ

と異なり記録が残りにくく，収集も非常に困難である．

すなわち，事故を未然に防ぐ効果の評価の難しさが予

防安全支援システムの効果評価を困難にする一つの

大きな要因となっている．そこで，近年，予防安全支

援システムの効果評価をコンピュータシミュレーシ

ョンによって行う方法が提案されている[1][2]． 
現在，我々が開発している予防安全支援システム効

果評価シミュレータASSESSもこの取り組みの一環と

いえる．ASSESSは，コンピュータ内に仮想の交通環

境を再現し，この環境内を自律走行する車両に対する

予防安全支援システムの搭載率を変化させ，これによ

って生じる事故件数やニアミスの発生台数の変化か

らその効果評価を行うシミュレータである[3]．本報

告では，ASSESSの概要及び妥当性の検証結果を示し

た後，評価対象とする予防安全支援システムとして選

定したBrake Assist System (BAS)の効果評価について

述べる． 
 

２．ASSESS の概要 

ASSESS は，環境モデル，ドライバモデル，車両

モデルとこれらを管理するプログラムで構成され

ており，この構成によって仮想空間内を自律走行す

る車両（エージェント）が出現するマルチエージェ

ントシステムを実現している． 
まず ASSESS の開発では，事前に交通事故データ

の分析を行い，その結果，優先して対策を講じるべ

き事故形態が出会い頭事故であること，そして，こ

の出会い頭事故が発生しやすい環境が，見通しが悪

く，優先道路と非優先道路が交差する信号なし交差

点であることといった結論を得ている．そこで，

ASSESS では，これら出会い頭事故が発生しやすい

環境の条件を満たす実在の交差点（以下，対象交差

点と称す）を選定し，この対象交差点を再現した環

境で効果評価を行うこととした． 
環境モデルは，この対象交差点の交通環境の再現

（図１），エージェントの発生スケジュールの生成，

各エージェントの特性割り当て等を担当している．

よって，各エージェントは，環境モデルが再現した

交通環境内に，環境モデルが出力する発生スケジュ

ールに従って出現し，環境モデルが割り振った特性

に従って自律走行を開始する． 
ドライバモデルは，ドライバの運転行動を模擬す

ることを担当し，視認した情報に基づいて運転行動

を決定し，運転操作量を車両モデルに出力する． 
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車両モデルは，ドライバモデルから出力された運

転操作量をもとに時々刻々変化するエージェント

の位置座標を算出する．車両モデルは，前後方向移

動，前輪回転，後輪回転の３つの自由度をもつ等価

２輪車モデルで構成されている．制動時には，車両

モデルは，ドライバモデルから受けたブレーキペダ

ル踏力値をもとに自分の位置座標を算出する． 
 

３．ASSESS の交通流に関する妥当性の検証 
 ASSESSの開発では，交通流を創り出すことができる

ようになった段階で実交通流に対する妥当性の検証を

行った．この妥当性の検証は，対象交差点に非優先道路

から進入する車両が交差点を通過するのに要する時間

（以下，交差点通過時間と称す）を実交通流データと比

較することで行った．エージェントの交差点の通過時間

が実車両のそれと同等となるためには，交差点内の挙動

が実車両と同等であることが求められる．特に非優先道

路から交差点に進入するエージェントは，優先道路の横

断，優先道路への左折合流，右折合流といった複雑な自

律走行を実車両と同等に行わなければならない．  
本検証では，交差点通過時間の定義を車両の中心点が

交差点の手前にある停止線を越えた時点から，交差点を

通過したのち対向車線に現れる停止線を自身が走行す

る車線へ延長したラインを通過するまでにかかる時間

とした．また，比較対象とした実交通流の交差点通過時

間は，対象交差点で９時間行った定点観測で得られた計

測データを用いることとした．なお，対象交差点は，南

北に延びる優先道路と東西に延びる非優先道路が交差

して形成されている．よって，非優先道路から進入する

エージェントは，交差点へ東側から進入するものと西側

から進入するものの２パターン存在する． 
図２及び３に，実交通流で計測された交差点通過時間

の平均及び標準偏差と ASSESS による交通流が要した

交差点通過時間の平均及び標準偏差を状況（直進，右折，

左折）別に示す．図２は，東側から，図３は西側から進

入するエージェントについての結果である．これらの結

果を用い，挙動（直進，右折，左折）別に実車両とエー

ジェントとの交差点通過時間の同等性について有意差

を検証した．その結果，いずれの進入経路及び状況にお

いても有意差が無いことが確認された（Welchの t検定，

危険率 5％）．また，既に先行研究によって，交差点

の進入時の車頭間隔と速度分布の同等性も確認され

ていることから[4]，本検証結果と合わせて交差点進 

 
Fig.2 Average & standard deviation of intersection travel time 

from east side non priority road 

 
Fig.3 Average & standard deviation of intersection travel time 

from west side non priority road 
入前・進入後の全体として，ASSESS が創り出す交通

流の妥当性の一端が確認できたと考える． 
 

４．BAS のアルゴリズム 
BAS とは，ドライバが危険を回避するために緊急に

ブレーキを踏む状態（以下，緊急ブレーキと称す）を

ブレーキ操作量から検知し，緊急ブレーキが踏まれて

いると判断した場合に制動力を急速に増加させるシ

ステムである．ASSESS では，この機能をブレーキペ

ダル踏力からブレーキトルクを算出する車両モデル

のプロセスで実現した．また，今回，評価対象とした

BAS は，踏み込み速度検知型 BAS である．このタイ

プの BAS は，ドライバのブレーキペダルの踏み込み

速度が仕様として定義された閾値を越えた時にドラ

イバが緊急ブレーキを踏んだと判断するBASであり，

既に多くの車両に搭載されている．なお．ASSESS に

おいて，ブレーキペダル踏力はドライバモデルによっ

て制動の対象とする車両の視野角，自車速度，相対速

度及び相対距離に基づいて時々刻々算出される．そこ 

 

 

 
Fig.4 Deceleration of an actual vehicle and 

simulation results of BAS activation 
で，車両モデルでは，このドライバモデルが算出する

ブレーキペダル踏力値を監視し，ブレーキペダル踏力

値の時間変化量（踏み込み速度）が 30[N]／0.05[s]以
上となった場合に BAS を作動させることとした．車

両モデルは，入力されたブレーキペダル踏力 Fbpを事

前に実験データをもとに作り出した Tbrake－Fbp 特性

関数（線形関数）に代入しブレーキトルク Tbrake を得

る．そこで，BAS 作動時の制動力を算出するために，

車両モデルにおいて，通常の Tbrake－Fbp 特性関数の他

に，この特性関数に一定値を加算するもう一つの Tbrake
－Fbp 特性関数を準備し，BAS 作動時にはこの新たに

用意した Tbrake－Fbp 特性関数を用いて制動トルクを

算出することとした．この加算した一定値が，BAS
作動時に発揮される倍力分に相当する． 
なお，図４に，実車両が BAS を作動させた場合に

示す減速度（黒点）と車両モデルが BAS の作動を模

擬した場合に示す減速度（黒線）を比較した結果を示

す．その結果，車両モデルによる減速度の推定誤差は

平均 2.5[％]であった． 
 

５．BAS の効果評価 

５．１．対象交差点の通常状況下における評価 
 今回の BAS の効果評価では，ドライバモデルにブ

レーキペダル踏力特性の異なる３つのタイプ（優良ド

ライバ型，踏力制限型，踏力過多型）を設けることで

操作エラーを模擬する機能を実現した．「優良ドライ

バ型」のドライバモデルは，操作エラーを発生しない

モデルで，混入率（当該の型が組み込まれたドライバ

モデルが全体に占める割合）を 80[%]とした．「踏力制

限型」のドライバモデルは，ブレーキペダル踏力の最

大値を優良ドライバ型ドライバモデルの最大ブレー

キペダル踏力値の 44[％]に制限したモデルで，混入率

を 10[%]とした．このモデルは，緊急時に強くブレー

キを踏むことができないドライバ，すなわち，追突を

起こしやすいドライバを模擬したモデルである．一方，

「踏力過多型」のドライバモデルは，常に優良ドライ

バ型ドライバモデルの 195[％]を出力するモデルで，

混入率を残りの 10[%]とした．このモデルは，ブレー

キペダル踏力の調整が困難でブレーキを強く踏みが

ちなドライバ，すなわち，追突を起こされやすいドラ

イバを模擬したモデルである．なお，今回の BAS の

効果評価では，BAS の搭載率を 0[%]から 100[%]まで

20[%]刻みに変化させ，各搭載率の事故件数とニアミ

スの発生台数を求め比較した．ニアミスの定義は，

4.0[m/s2]以上の減速度が発生し，かつ，他車との重心

間距離が6.0[m]以内の状態が0.2[s] 以上継続する状態

とした．シミュレーションの期間は，720 時間相当（昼

間のみ）とし，この期間内に出現した車両は 516,968
台であった．シミュレーションの結果，いずれの搭載

率においても事故は発生しなかった．一方，ニアミス

は発生したが搭載率によらずほぼ一定（搭載率６条件

（0,20,40,60,80,100[%]）の平均：139.5 件及び標準偏

差：4.84）であった．これより，対象交差点の交通状

況下ではニアミスの低減に BAS の普及が寄与しない

可能性が示唆された．ただし，これは，BAS の搭載の

有無に関わらずニアミスの発生率（ニアミス発生台数

／出現台数）が平均 0.027[%]と低いことから，対象交

差点の交通状況では BAS が作動する状況が起こりに

くいことが一因であると考えられる． 

５．２．対象交差点の緊急状況下における評価 
次に，5.1.節の通常状況下のシミュレーション環境

において優先道路を走行する車両の交通流を用いて，

急制動が要求されるような緊急状況下における BAS
の効果評価を行った．本評価で用いた緊急状況は，ま

ず，優先道路の一方から進入する車両を前方車と後方

車の２台１ペアとして捉え，このペア単位で交差点内

に進入させる．そして，前方車が交差点手前の停止線

を越えた時点で非優先道路から車両を飛び出させ，そ

の際，前方車は発揮できる最大の減速度で急制動をか

けるといった緊急状況を後方車に対して創り出した

（図５）．BAS の効果評価は，この後方車の BAS の搭

載率を変化させ，後方車の事故件数，ニアミスの発生

台数を算出した．シミュレーション期間内に出現する

前方車と後方車のペア数は 7000 ペアとした．なお，

後方車には踏力制限型のドライバモデルを組み込む

こととした． 
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車両モデルは，ドライバモデルから出力された運

転操作量をもとに時々刻々変化するエージェント

の位置座標を算出する．車両モデルは，前後方向移

動，前輪回転，後輪回転の３つの自由度をもつ等価

２輪車モデルで構成されている．制動時には，車両

モデルは，ドライバモデルから受けたブレーキペダ

ル踏力値をもとに自分の位置座標を算出する． 
 

３．ASSESS の交通流に関する妥当性の検証 
 ASSESSの開発では，交通流を創り出すことができる

ようになった段階で実交通流に対する妥当性の検証を

行った．この妥当性の検証は，対象交差点に非優先道路

から進入する車両が交差点を通過するのに要する時間

（以下，交差点通過時間と称す）を実交通流データと比

較することで行った．エージェントの交差点の通過時間

が実車両のそれと同等となるためには，交差点内の挙動

が実車両と同等であることが求められる．特に非優先道

路から交差点に進入するエージェントは，優先道路の横

断，優先道路への左折合流，右折合流といった複雑な自

律走行を実車両と同等に行わなければならない．  
本検証では，交差点通過時間の定義を車両の中心点が

交差点の手前にある停止線を越えた時点から，交差点を

通過したのち対向車線に現れる停止線を自身が走行す

る車線へ延長したラインを通過するまでにかかる時間

とした．また，比較対象とした実交通流の交差点通過時

間は，対象交差点で９時間行った定点観測で得られた計

測データを用いることとした．なお，対象交差点は，南

北に延びる優先道路と東西に延びる非優先道路が交差

して形成されている．よって，非優先道路から進入する

エージェントは，交差点へ東側から進入するものと西側

から進入するものの２パターン存在する． 
図２及び３に，実交通流で計測された交差点通過時間

の平均及び標準偏差と ASSESS による交通流が要した

交差点通過時間の平均及び標準偏差を状況（直進，右折，

左折）別に示す．図２は，東側から，図３は西側から進

入するエージェントについての結果である．これらの結

果を用い，挙動（直進，右折，左折）別に実車両とエー

ジェントとの交差点通過時間の同等性について有意差

を検証した．その結果，いずれの進入経路及び状況にお

いても有意差が無いことが確認された（Welchの t検定，

危険率 5％）．また，既に先行研究によって，交差点

の進入時の車頭間隔と速度分布の同等性も確認され

ていることから[4]，本検証結果と合わせて交差点進 

 
Fig.2 Average & standard deviation of intersection travel time 

from east side non priority road 

 
Fig.3 Average & standard deviation of intersection travel time 

from west side non priority road 
入前・進入後の全体として，ASSESS が創り出す交通

流の妥当性の一端が確認できたと考える． 
 

４．BAS のアルゴリズム 
BAS とは，ドライバが危険を回避するために緊急に

ブレーキを踏む状態（以下，緊急ブレーキと称す）を

ブレーキ操作量から検知し，緊急ブレーキが踏まれて

いると判断した場合に制動力を急速に増加させるシ

ステムである．ASSESS では，この機能をブレーキペ

ダル踏力からブレーキトルクを算出する車両モデル

のプロセスで実現した．また，今回，評価対象とした

BAS は，踏み込み速度検知型 BAS である．このタイ

プの BAS は，ドライバのブレーキペダルの踏み込み

速度が仕様として定義された閾値を越えた時にドラ

イバが緊急ブレーキを踏んだと判断するBASであり，

既に多くの車両に搭載されている．なお．ASSESS に

おいて，ブレーキペダル踏力はドライバモデルによっ

て制動の対象とする車両の視野角，自車速度，相対速

度及び相対距離に基づいて時々刻々算出される．そこ 

 

 

 
Fig.4 Deceleration of an actual vehicle and 

simulation results of BAS activation 
で，車両モデルでは，このドライバモデルが算出する

ブレーキペダル踏力値を監視し，ブレーキペダル踏力

値の時間変化量（踏み込み速度）が 30[N]／0.05[s]以
上となった場合に BAS を作動させることとした．車

両モデルは，入力されたブレーキペダル踏力 Fbpを事

前に実験データをもとに作り出した Tbrake－Fbp 特性

関数（線形関数）に代入しブレーキトルク Tbrake を得

る．そこで，BAS 作動時の制動力を算出するために，

車両モデルにおいて，通常の Tbrake－Fbp 特性関数の他

に，この特性関数に一定値を加算するもう一つの Tbrake
－Fbp 特性関数を準備し，BAS 作動時にはこの新たに

用意した Tbrake－Fbp 特性関数を用いて制動トルクを

算出することとした．この加算した一定値が，BAS
作動時に発揮される倍力分に相当する． 
なお，図４に，実車両が BAS を作動させた場合に

示す減速度（黒点）と車両モデルが BAS の作動を模

擬した場合に示す減速度（黒線）を比較した結果を示

す．その結果，車両モデルによる減速度の推定誤差は

平均 2.5[％]であった． 
 

５．BAS の効果評価 

５．１．対象交差点の通常状況下における評価 
 今回の BAS の効果評価では，ドライバモデルにブ

レーキペダル踏力特性の異なる３つのタイプ（優良ド

ライバ型，踏力制限型，踏力過多型）を設けることで

操作エラーを模擬する機能を実現した．「優良ドライ

バ型」のドライバモデルは，操作エラーを発生しない

モデルで，混入率（当該の型が組み込まれたドライバ

モデルが全体に占める割合）を 80[%]とした．「踏力制

限型」のドライバモデルは，ブレーキペダル踏力の最

大値を優良ドライバ型ドライバモデルの最大ブレー

キペダル踏力値の 44[％]に制限したモデルで，混入率

を 10[%]とした．このモデルは，緊急時に強くブレー

キを踏むことができないドライバ，すなわち，追突を

起こしやすいドライバを模擬したモデルである．一方，

「踏力過多型」のドライバモデルは，常に優良ドライ

バ型ドライバモデルの 195[％]を出力するモデルで，

混入率を残りの 10[%]とした．このモデルは，ブレー

キペダル踏力の調整が困難でブレーキを強く踏みが

ちなドライバ，すなわち，追突を起こされやすいドラ

イバを模擬したモデルである．なお，今回の BAS の

効果評価では，BAS の搭載率を 0[%]から 100[%]まで

20[%]刻みに変化させ，各搭載率の事故件数とニアミ

スの発生台数を求め比較した．ニアミスの定義は，

4.0[m/s2]以上の減速度が発生し，かつ，他車との重心

間距離が6.0[m]以内の状態が0.2[s] 以上継続する状態

とした．シミュレーションの期間は，720 時間相当（昼

間のみ）とし，この期間内に出現した車両は 516,968
台であった．シミュレーションの結果，いずれの搭載

率においても事故は発生しなかった．一方，ニアミス

は発生したが搭載率によらずほぼ一定（搭載率６条件

（0,20,40,60,80,100[%]）の平均：139.5 件及び標準偏

差：4.84）であった．これより，対象交差点の交通状

況下ではニアミスの低減に BAS の普及が寄与しない

可能性が示唆された．ただし，これは，BAS の搭載の

有無に関わらずニアミスの発生率（ニアミス発生台数

／出現台数）が平均 0.027[%]と低いことから，対象交

差点の交通状況では BAS が作動する状況が起こりに

くいことが一因であると考えられる． 

５．２．対象交差点の緊急状況下における評価 
次に，5.1.節の通常状況下のシミュレーション環境

において優先道路を走行する車両の交通流を用いて，

急制動が要求されるような緊急状況下における BAS
の効果評価を行った．本評価で用いた緊急状況は，ま

ず，優先道路の一方から進入する車両を前方車と後方

車の２台１ペアとして捉え，このペア単位で交差点内

に進入させる．そして，前方車が交差点手前の停止線

を越えた時点で非優先道路から車両を飛び出させ，そ

の際，前方車は発揮できる最大の減速度で急制動をか

けるといった緊急状況を後方車に対して創り出した

（図５）．BAS の効果評価は，この後方車の BAS の搭

載率を変化させ，後方車の事故件数，ニアミスの発生

台数を算出した．シミュレーション期間内に出現する

前方車と後方車のペア数は 7000 ペアとした．なお，

後方車には踏力制限型のドライバモデルを組み込む

こととした． 
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Fig.5 Emergency situation at the target intersection 

 
Fig.6 Number of collisions in emergency situation 

 
Fig.7 Number of near-miss incidents in 

emergency situation 
図６に搭載率の変化に対する衝突件数の変化を示

す．衝突件数は，搭載率 0[％]では 147 件発生したが，

搭載率が高くなるにつれて減少し，搭載率 100[%]では

11 件まで減少することが確認された．また，図７に搭

載率の変化に対するニアミス発生台数の変化を示す．

ニアミスの発生台数は，搭載率 0[%]では 145 台であっ

たが，BAS の搭載率が高くなるにつれて事故件数同様

に減少し，搭載率 100[%]では 69 台まで減少した． 
 

６．まとめ 
 ASSESS によって創り出された交通流は，交差点進

入時の速度分布，車頭間隔において実交通流と同等で

あることが既に確認できていることに加え，交差点の

通過時間においても実交通流と有意差がないことが

確認された．本研究では，このように一定の妥当性の

確認がとれた ASSESS を用いて踏み込み速度検知型

BAS の効果評価を行った．本評価では，まず，対象交

差点として選定した実交差点の交通流を同等に再現

する状況下で評価を行った．その結果，衝突は発生せ

ず，ニアミス発生台数は BAS の搭載率によらずほぼ

一定であり，対象交差点で発生している交通状況を再

現した今回の環境では BAS の普及による効果は確認

できなかった．しかしながら，BAS が作動することを

想定しているような前方車が突然急制動をかけると

いう緊急状況下における後方車の BAS の効果評価を

行った結果，後方車を一定以上の力でブレーキペダル

を踏むことができないドライバが運転していた場合，

BAS は，衝突，ニアミスともに大きく減少させる効果

（衝突：搭載率 100[%]で 92％減，ニアミス：搭載率

100[%]で 36％減）が認められた．  
 今後は，さらに各エージェントの挙動を実車両の挙

動に近づけるとともに，他の先進的な予防安全支援シ

ステムの効果評価にも取り組む予定である． 
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㉕ 自動車検査用機械器具の校正要領の高度化について 
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１．はじめに 
自動車検査用機械器具の校正器具は、検査用機械の

改善に伴って開発されるべきであり、同時に最新の技

術を導入して高精度化及び効率化を図るべきである。

そこで、自動車検査用機器の校正要領を見直し、今後

改善すべき項目を抽出し、新しい測定器の提案を行っ

たので報告する。 
 
 ２．自動車検査用機械器具の校正要領の見直し  

２．１．ブレーキ・テスタ 
ブレーキ・テスタ用校正器を用いた校正状況を図１

に示す。現行の校正要領は荷重用アームのアームフッ

クをローラ半径の 10 倍のアーム上における長さの穴

に取り付け、三脚の巻き上げハンドルを回して、秤の

指示計を見ながら指定の制動力に合わせた状態で、テ

スタの指示値を読み取り、データ用紙に書き取る方式

である。そこで、指示値を自動で読み取ることで読み

取り誤差を解消し、これを電子データ化することで校

正結果の管理と校正結果証明書の発行が容易にでき

るように提案し、現在既に実現している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ブレーキ・テスタ用校正器 

また、荷重用アームでの荷重をかける位置を固定

し、ローラ半径を設定した後、校正に使用する制動力

を表示させる等、校正の効率化を目的とする改善点を

抽出した。 

 ２．２．前照灯試験機 
前照灯の開発は著しく、特に LED を光源とする前

照灯は、複数の発光点をもつことが従来と異なる。現

在の検査機器でも LED 前照灯に確実に対応できるよ

う、校正機器の改善が必要である。同時に、今後導入

が予測される色の測定も考慮し、校正器を試作する。 
２．３．その他 
速度計試験機、サイドスリップ・テスタ、黒煙測定

器及び音量計の校正要領についても、効率化、高精度

化を目指して見直した。全ての検査用機器について、

測定結果を電子データ化し、オンラインで校正結果の

一括管理と校正結果証明書の発行が容易にできるよ

うにした。 
 

３．振子式摩擦係数測定器の試作 

３．１．ブレーキ・テスタ用ローラの現状について 
現行のブレーキ・テスタについて、設置後 3 年以内、

6～7 年、8 年以上の３つに分類し、検査機器製造メー

カ別に各１ヶ所、合計 12 ヶ所のブレーキ・テスタ用

ローラの摩擦係数及び摩耗量について調査した。その

結果を図２に示す。なお、摩擦係数は当研究所所有の

試験車に 6 分力計を装着し、タイヤにかかる最大制動

力をタイヤにかかる接地荷重で除して求めた。摩耗量 
は、表面形状測定器により溝の高さの変化から算出し

た。 
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Fig.5 Emergency situation at the target intersection 

 
Fig.6 Number of collisions in emergency situation 

 
Fig.7 Number of near-miss incidents in 

emergency situation 
図６に搭載率の変化に対する衝突件数の変化を示
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６．まとめ 
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㉕ 自動車検査用機械器具の校正要領の高度化について 
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１．はじめに 
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 ２．自動車検査用機械器具の校正要領の見直し  

２．１．ブレーキ・テスタ 
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図１ブレーキ・テスタ用校正器 
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３．振子式摩擦係数測定器の試作 
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現行のブレーキ・テスタについて、設置後 3 年以内、

6～7 年、8 年以上の３つに分類し、検査機器製造メー

カ別に各１ヶ所、合計 12 ヶ所のブレーキ・テスタ用

ローラの摩擦係数及び摩耗量について調査した。その

結果を図２に示す。なお、摩擦係数は当研究所所有の

試験車に 6 分力計を装着し、タイヤにかかる最大制動

力をタイヤにかかる接地荷重で除して求めた。摩耗量 
は、表面形状測定器により溝の高さの変化から算出し

た。 

 

図２ 設置後の経過年数と摩擦係数及び摩耗量 

−−140−− −−141−−



 

 

これより、設置後の経過年数とローラの摩擦係数に

は相関があることが分かる。今回測定した設置後 8 年

のブレーキ・テスタ用ローラが摩擦係数 0.58、設置後

13 年のものは 0.49 と非常に低い値であることが分か

った。これらは交換することになった。 
３．２．振子式摩擦係数測定器の試作について 
３．２．１．ローラ表面の摩擦係数の測定方法 

ブレーキ・テスタ用ローラ表面が摩耗すると摩擦

係数が低下することから、ローラ表面の摩擦係数を

測定することでブレーキ・テスタの精度を確保し、管

理することができる。そこで、摩擦係数を的確に測

定できる振子式摩擦係数測定器を試作した（図３）。 
本測定器の押付荷重の設定精度を３％以下に押さ

えたため、同一条件で摩擦係数を測定した場合の測

定値のバラツキは 5％以下であった。 

 
図３ 振子式摩擦係数測定器 

３．２．２ 振子式摩擦係数測定器による測定結果 
振子式摩擦係数測定器を使用して、設置後４年経

過した大小兼用型のブレーキ・テスタ用ローラ（図４）

の摩擦係数を測定した。摩擦係数 μ は次の式から算

出される。 
μ＝C ×（Sin（９０－θａ）－Sinθｂ） 

θa：1 回目の振上げ角度（真下からの角度） 
θb：振子回転部分の摩擦抵抗による損失角度 

（約１度） 
C：ブレーキローラ毎に定まる定数。 
 
 
 
 
 
図４ 大小兼用型のブレーキ・テスタ用ローラ 

測定箇所はブレーキの測定部分として使用されな

かったと推定される、ブレーキ・テスタ用ローラ表面

で摩耗していない部分（図４－①）と十分使用した

と推定される摩耗している部分２ヶ所（図４－②③）

を選定し、それぞれ５回測定した。測定結果を図５

に示す。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図５ 摩擦係数測定結果 
この結果、ブレーキ・テスタ用ローラ表面で摩耗し

ていない部分（測定点①－平均摩擦係数 0.68）より、

摩耗している部分（測定点②③－摩擦係数 0.65 及び

0.64）の摩擦係数が 0.03～0.04 低い値となった。ま

た、摩耗量は表面形状測定器により測定した結果、

測定点②で 0.10ｍｍ、測定点③で 0.14ｍｍであった。 
なお、今回用いたブレーキ・テスタ用ローラは大小

兼用テスタ用のため耐摩耗性が高いため、図２の結果

に比べると摩耗量は低くなっている。 
これらの結果から、今回、試作した振子式摩擦係

数測定器はブレーキ・テスタ用ローラ表面の摩擦係数

の低下状況を把握するために、十分使用可能である

と考えられる。 
 

４．まとめ 
① 自動車検査用機械器具の校正要領全体について、 

測定結果の電子データ化を図り、パソコン等で成績書

の発行が容易にできるシステムの仕様を検討した。 

② 今回試作した振子式摩擦係数測定器を用いると、 
ブレーキ・テスタの校正時間、手順の効率化につなが

り、かつ、十分な精度を有することが分かった。 
③ ブレーキ・テスタの校正要領を見直し、現状の校 
正器を改良し、電子データとして取り込めるデータ収

録・解析装置を導入することとした。 
また、ブレーキ・テスタ用ローラの摩擦係数を測定

することで、摩擦係数の低下が顕著な場合、ローラ部

分のみを交換するよう提言した。 

今後、校正用器具の高度化を図ることにより、校正

結果の統計的な管理、分析等の実施に役立つことがで

きると考えられる。 
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受託・施設利用等について

■ 受託・共同研究について

　皆様のご要望に応じて、当所の研究業務に関連した受託研究、試験及び共同研究を行っています。

詳細については、企画室（kikaku@ntsel.go.jp）へお問い合わせください。

● 実績（受託元）

関係省庁（国土交通省、環境省、文部科学省　等）、関係団体（鉄道建設・運輸施設整備支援機構、

　等）、民間企業　等

年間５０件以上

■ 施設利用について

　ご希望される方には施設を有償でお貸ししています。希望される方は総務課（soumu@ntsel.go.jp）

までご連絡ください。なお、貸与は、研究所の業務に支障のない範囲で一定の基準の下となります

ので、予めご了承ください。
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